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この 書 は、 わたくしの 旧 著 「予算 決算 制度」 を 改訂した ものである。 

旧 著 を 再版した いとの 求めに よって、 あらためて 読み かえして みると、 わたくしの 意に 満たぬ 

ところが あまりに も 多い。 それ は 旧 著が、 公務の 余暇 あわただしい 間に 物され たという 事情 も あ 

つて、 当時 既に 痛感して いたと ころで も あるが、 それ は それと しても、 爾来 二 年の 歳月 を 経て、 

財政 法 や 会計 法の 改正が あり、 制度が 相当 変って いるから である。 したがって、 求められても 旧 

著 を そ の まま 再版す る わけに はいかない。 こ の 機会に 全面的に 書き直す 外 はな いこと になった。 

しかしながら、 全面的に 直す にしても、 公務の 余暇が きわめて 乏しい わたくし として は、 その 

こと は 決して 容易の わざではなかった。 いきおい、 構想に ついては ある 程度 旧 著 を 生かし、 かつ 

大部分 を 口述の 速記に より、 また 取扱 例、 解釈、 校正 等に ついては 僚友 大庭 金平、 柳 沢 英蔵両 君 

の 調査と 叱正 を わずらわす 外はなかった。 それにしても 第 十三 国会 開会 中で ありながら、 比較的 

短日月に 完了す る ことができた。 かえりみて 深く 諸氏に 感謝す る 次第で ある。 

なお、 本書 は 予算 制度の 入門 書であって、 専門書で はない。 予算 を 扱う 人の 専門書と して は、 

他に 幾多 適当な 書物が ある。 わたくし として は、 予算 制度の 現状 を 紹介す る こと は 当然で あるが、 

制度に つ い ての 考え方、 専門に わたらざる 範囲に おいての その 運営と 動きに 主眼 をお いて 述べた 


つりで ある。 少く とも 国の 予算に ついて 興味 を 持 たれる 人なら ば、 この 程度の こと は 知って 頂き 

たいと 云う 考えであった。 多少で も その 目的に かなう と 見て 頂けるならば 望外の 喜びで ある。 

昭和 二 卜 七 年 八月 

—— 第 十三 国会 を 送りて —— 
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新訂の 序 

予算が わかりに くいと は、 一般の 定評で あるよう だ。 わたくし 自身 も、 予算 は 実に わかりにく 

いと 思う。 近代国家 として、 財政の 果たす 役割が、 ますます 大きくな つて 行きつつ ある 折 柄、 予 

算を もっと 国民に わかり 易い ものにす るく ふうは、 どうしても 考えなくて はならない。 

もっとも、 予算が わかりに くいと は、 その 内容で ある ことのほかに、 その 仕組に ついて でも あ 

るよう である。 そして、 予算の 仕組 は 予算 制度に よって 決められ るが、 この 予算 制度 は、 民主 政 

治の 基本 原則に 根 をお いている 関係 もあって、 わかりにくい からといって、 簡単に 変えて よい も 

ので はない。 むしろ、 予算 制度 を 理解す る ことによって、 予算と いう ものの 仕組が わかり、 ひい 

て、 予算の 内容 を 理解で きる 面が 少なくない。 

わが国の 予算 制度 は、 明治 憲法に よって 確立され、 それが 現行 憲法に よって 根 木 的に 改革され 

た。 もちろん、 制度 は 形式であって、 実体あって のこと である。 民主政治の 基本 原則 は 変わらず 

とも、 その 運営 は 時世の 進展に 伴って 変わって 行く し、 また、 変えねば ならぬ ものである。 制度 

は 決して わくで はない。 たまたま 第三 十八 回国 会に おいて 問題に なった、 昭和 三十 五 年度 補正. 予 

算 についての 財政 法の 解釈 問題 は、 特に この 点 を 突く ものと も 云えよう。 

この 書 は、 当初 著者が 大蔵省に 在職 中、 学 陽 書房の 求めに 応じて、 多少で も 予算の 理解に 役立 
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てばとの 気持で、 僚友の 援助 を 得て 著した ものである。 その後、 機会 を 得て、 二度に わたって 改 

訂を 行なった が、 それから すでに 五 年 を 経てい る。 その 間に 多数 法令の 改正 等 も あり、 この 際 従 

来の ままで 版 を 重ねる こと はわた くしと して は 気が とがめる。 そこで、 もはや その 任で はない と 

は 知りつつ、 特に 大蔵省 主計局 佐々 木 正 治 君の 援助 を 得て、 三訂を 行なう ことにした。 . 手 をつ 

けて みると、 案外に 広がって しまったが、 なお、 それでも 顧みて 足らざる ところが 多い。 江湖の 

御 教示 を 賜われば 幸で ある。 

昭和 三十 六 年 三月 

著 者 
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3  財政と 予算 


第一章 予算 総 論 

第一 節 財政と 予算 

財政と は、 国 又は 地方公共団体 という 政治団体が、 その 活動 を 行なうた めに 営む 経済の ことで あ 

る。 こんにち、 われわれが 社会に おいて 営んで いる 経済と して は、 個人 生活の 経済と、 会社 その他 企 

業 体の 経済と、 国 及び 地方公共団体の 経済との 三種 類に 分ける ことができる。 個人の 経済が 家計で あ 

り、 企業 体の 経済と 合わせて、 私 経済 又は 狭義の 経済と いい、 国 及び 地方公共団体の 経済 を 公経 済 又 

は 財政と いう。 両者 を 併 わせて 国民経済 という ことばが ある。 

次に 経済と は、 社会的 活動に おいて 必要と する 財 的 手段の 調達 及び 使用と いう ことで あるが、 こん 

にち の 貨幣経済の 時代に おいて は、 その 財 的 手段と いうの は 多くの場合、 お金つ まり 金銭で ある。 も 

ち ろん、 なかには 物の 交換 又は 労務の 直接 提供に よって 目的 を 達し 得る 場合 も ある けれども、 私 経済、 

公経 済 を 通じ、 多くの場合、 金銭で 一定の 収入 を 得、 これ を 一定の 目的に 支出して、 その 活動 を 営む 

のが 普通で ある。 よって 国 及び 地方公共団体が、 あるいは 公の 権力 作用に よって、 又は 一般 私人と 同 

一 の 立場に 立って、 経済的 行為に よって、 金銭 を 取得し、 これ を 公の 目的に 支出して 行く のが 財政の 


m 
m 
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予算 は 国の 金銭に よる 収支の 予定 計画で ある ことから、 予算 制度 を 研究す るに あたって は、 まず、 金 

銭の 収支の 意義と その 計画の 予定 的 期間と が 問題と なる。 そして、 この 双方に 関連す るの が 歳入歳出 

. という ことばで ある。 歳入歳出 は 予算と 同意語に 使われる こ ともあれば、 両者 も 併 わせて 歳入歳出 予 


通常の 姿で あると いえる。 そして 予算 は、 このような 金銭 活動 を 規律す るた めの 経済の 予定 的 計画と 

もい うべ きもので ある。 

普通、 予算 制度と は、 右の ような 金銭に よる 収支の 予定 的 計画 を樹 て、 これ を 実施す るた めの 一般 

的 制度 をい う。 そして、 それ は 等しく 財政 制度のう ちで ありながら、 収入の 調達 又は 支出の 実行 それ 

自身に 関する 部分の 制度と は、 通常 区別して 考えられ ている。 後者 は 租税 制度、 会計 制度 等の 領域に 

入る。  ：  -. 

なお、 予算 制度 は、 国、 地方公共団体の いずれに ついても、 ありうる わけで あるが、 憲法 上 あるい 

は 政治 上 特別の 意味 を もってい るの は、 主として 国の 予算 制度で ある。 地方公共団体 固有の 予算 制度 

もな く はない が、 多く は 国の それになら つてい る。 したがって、 以下 予算 制度 は 国の 予算 制度と して 

説述を 進める ことと する。 

0 予算 制度 は、 広義に は、 予算 実行の 結果で ある 決算の 制度 を も 含む。 予算 制度、 予算 決算 制度、 蔵 入 蔵 出 

制度、 歳計 制度 等す ベて 同一の 意味に 解して 差し支えない。 


5 第二 節 歳入歳出 


算 という ことば も 使われて いる。 さらに、 財政 法 第 十四 条は、 「歳入歳出 は、 すべて、 これ を 予算に 編入 

しなければ ならない。」 としてい る。 したがってまず、 この 際、 歳入歳出の 意義 を 明白に してお きたい。 

歳入歳出の 定義 は、 財政 法に 規定され ている。 財政 法 (第一 一条 第 四 項) では、 「歳入と は、 一 会計年度 

における 一切の 収入 をい い、 歳出と は、 一 会計年度 における 一切の 支出 をい う。」 と 定義され ている。 

つまり 歳入歳出 は、 一 会計年度 における 収入と 支出の すべて をい う ものと される。 

次に、 収入、 支出の 意義に ついては、 「収入と は、 国の 各般の 需要 を充 たす ための 支払の 財源と なる 

べき 現金の 収納 をい い、 支出と は、 国の 各般の 需要 を充 たす ための 現金の 支払 をい う。」 (同条 第一 項) 

と 定義す る。 それから 「現金の 収納に は、 他の 財産の 処分 又は 新ら たな 債務の 負担に 因り 生ずる もの 

を も 含み」、 また、 「現金の 支払に は、 他の 財産の 取得 又は 債務の 減少 を 生ずる もの を も 含む。」 (同条 

第二 項) ので あり、 さらに 特別な 例外と して、 「会計 間の 繰 入 その他 国庫 内に おいて 行う 移換 による 

もの」 も 収入 支出に 含まれる (同条 第三 項) としてい る。 

！ I-H  H 収人 及び 支出に は 期間の 観念が なく、 これ を 一年と いう 期間に 区分して 総体 を 見た 場合に、 歳入 

という ことになる。 

^ 歳入歳出の 関係 を 総括して 歳計と 称する ことがある。 旧 会計 法に は 歳計 剰余と いう ことばが 規定され 

ていた (旧 会計 法 第二 十六 条)。 

© 旧 会計 法で は 「租税 其ノ他 一 切ノ 収納 ヲ 収入 トシ」 切ノ 経費 ヲ 支出 トシ」 (第二 条) と 規定して いた。 

趣旨 は 同様で あつたが、 現在の 財政 法の 規定の 方が、 より 具体的で ある。 

しかし、 以上の 規定 だけで は 収入 支出の 意義 は 必ずしも 明らかで ない ので、 さらに 具 本 的に 分析し 
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てみ る 必要が ある。 まず 便宜上 支出の 方から 説明 すれば、 第一に、 支出と は 国の 各般の 需要 を充 たす 

ための 現金の 支払で ある こと、 つまり 直接 国家 目的 を 遂行す るた めの もので なければ ならない。 直接 

国家 目的に 関係の ない 他人の 委託に よって 支払う もの、 たとえば、 預かって いるもの を 他人の ために 

管理して おいて、 後に 返え す 供託金の 支払と か、 郵便貯金の 払い戻しの ような もの は、 支出と はなら 

ない。 郵便局で は、 郵便貯金 として 受け入れた 規金 を、 大蔵省の 資金 運用 部に 預け入れ るので あるが、 

その 預かった 預金 を 払い もどす こと は、 現金 を 支払う ことに はなる けれども、 財政 法に いうと ころの 

支出に はならない。 また 資金 運用 部で は、 預金 を 運用して 貸 出 もす るが、 そのために 現金 を 払い出し 

て も、 支出と は 見られない。 この いずれも 国の 需要 を充 たす ためと は 見られない。 単に 他人から 預か 

つた 金、 つまり 保管金 を、 その 目的に 従って 動かして いるに すぎない からで ある。 

第二に は、 支出 は 現金の 支払で あるから、 目的の 上から いえば、 各般の 需要 を充 たす ための 支払で 

あっても、 物で 払われる 場合 は、 支出に ならない。 たとえば、 国が 公債 を 出して 債務 を 代物 弁済す る 

場合、 財産 を 交換す る 場合、 あるいは 国の 持って いる 財産 を規物 出資 するとい. つたよう な こと は、 国 

が 財政 上の 必要に 基づいて 行なう もので あっても、 現金で 支払われる もので ないから、 支出に はなら 

ない o 

第三に は、 国の 需要 を充 たす 現金の 支払いで あれば、 たとえ 財産の 取得 又は 債務の 減少になる もの 

であっても 支出と なる のであって、 個人 経済 や 企業に おける 経費 や 損金と は 大分 違う。 私 経済に おい 

て は 経費 は 損金で あり、 いわゆる 資本 的 支出 は、 経費と は 見ない。 しかし 国に おいて は、 私 経済に お 
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いて 経費と 見ない このような もので あっても、 支出になる。 たとえば、 個人が 土地 を 売って、 その 代 

金で 侏 を 買った という 場合に は、 財產の 形体が 変わった だけで、 その 株 を 買うた めに 出した 現金の 支 

払い は 経費と は 見られな いので あるが、 国の 場合に はこれ が 支出と なる。 また、 五 百万 円の 借金 を 返 

えす こと は 私 経済に おいて は、 経費で も 損金で もない が、 国の 場合 はこれ が 支出と なる。 

次は仅 入で あるが、 収入 はこの ような 支出に 充てられる 財源と なる 現金の 収納、 つまり 受け入れで 

ある。 したがって、 第一に は 財源に ならない ような 現金の 受 入れ は、 収入と して は 扱われない。 たと 

えば、 さきに 述べた 供託金の 受 入れ や、 郵便貯金の 預け入れ は、 支払いの 財源になる もので ないか 

ら、 収入に はならない。 また、 年度 内に 大蔵省 証券 を 発行して 現金 を 受け入れても、 これ は 単なる 一 

時の 金繰りで あり、 後に 年度 内に 返え さなければ ならない ものであって、 純粋に 支出の 財源と はなら 

ない 性質の ものであるから、 収入と はい われない。 

次に 第二に は、 支払の 財源と しての 現金の 受 入れで なければ ならない から、 国が 寄附に よって 土 

地、 建物 等 を もらっても、 これ は 収入で はない。 そういう 財産 を 売却して 現金が 受け入れられた 場合 

に 初めて 収入と いう ことになる。 

第三に は、 支出の 財源と なる 現金の 受 入であるなら ば、 かりに 財産の 処分な り、 あるいは 新たな 債 

務の 負担に よって 生ずる もので あっても、 収入と 見られる。 この 点で 収入 は、 個人 経済に おける 収益 

ゃ所尋 と は 意味が 違う。 私 経済で は、 借金 をして 規金を 受け取っても、 これ は 収益と も 所得と も 整理 

ノ まいが、 国の 場合 は公賓 を 発行したり、 あるいは 借入金 をしても、 規 金が 入って くれば、 みな 収入 
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として 扱われる。  e 

以上 は、 収入 支出の 一般的な 内容で あるが、 そのほかに、 擬制 的に 会計 間の 繰 入 その他 国庫 内に 

おける 移換が 収入 支出と されて いる。 たとえば、 国債の 償還 及び 利 払の 費用 を 一般会計から 国債 整理 

資金 特別会計へ 繰り入れ るが、 これ は、 現実に 現金の 支払が 起こる もので はない。 会計 間の 勘定. の 振 

替 に過ぎないが、 一般会計の 支出と される。 さらに、 前年度 剰余金 を 本年度に 受け入れる こと も、 規 

金の 授受 を 伴う もので ない が、 今年度の 収入になる。 国が その 経済活動 を、 多数の 会計に 分けて、 各 

々 別途に 整理す る 場合に おいて は、 各 会計 間 の 出入 を それぞれ その 会計 自体と し て は 収入 及び 支出と 

見る 方が、 経理 上 便宜で あるから である。 

r  B 国の 歳入 は 一 切 現金に よる 収入で あるの が 建前で あるが、 例外と して、 現金 以外の もの を 受け取って、 

歳入と する ことがある。 小切手、 一覧 払の 為替手形、 国債の 利札で 支払 期の 到来した もの、 及び 郵便為替 は 

「証券 ヲ以 テス ル 歳入 納付 二 関スル 法律」 により、 一定の 場合、 現金と して 扱い 収入に あてる ことが 認めら 

れ ている。 また、 印紙税、 登録 税、 手数料、 罰金、 科料 等 は 印紙で 納める ことが 認められ ている (印紙 を も 

つてす る 歳入 納付に 関する 法律 )0 しかし、 この場合 は 印紙 を 買った ときに、 すでに 現金 は 国に 収納され て 

いる。 郵便切手の 場合 も 同様で ある。 証券の 場合 はこれ を 現金と して、 そのまま 収入 手続が 行なわれる。 も 

し 後に、 その 証券が 現金 化されなかった とき は、 収入 手続 は 取り消される。 

^ 財産税 等 収入 金 特別会計 (昭和 二十 六 年度 限り 廃止) では、 財産税の 物納 を 国債 証券で 行なった 場合 

に、 これ を 収入と して 扱って いた。 物納され た 国債 証券 は、 必ず 消却す る ことにな つてお り、 普通の 国債の 

貿入 消却と 同様に 扱う 必要が あつたから である。 

® 相続税 を 物納した 場合 (国債 以外の 財産で 財産税 を 物納した 場合 も 同様)、 納税者 は、 相続税が 衲 ^さ 
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れ たと 同様に 取り扱われる だけで あり、 物納 自体 は 国の 収入と して は 扱われない。 その 物納 財産が 売り払わ- 

れた とき、  現実に 国の 収入 (国有財産 収入) となる。 .  ， 

！: 国 は、 国庫 金の 出納 上 必要が あるとき は、 大蔵省 証券 を 発行し、 又は 日本銀行から 一時 借入金 をす る • 

ことができ るが、 その 金 は その 年度の 歳入で 償還し なければ ならない (財政 法 第 七 条)。 したがって、 純粋 

に 財源と はならない。 

歳入歳出 はすべ て、 これ を 予算に 編入し なければ ならない (財政 法 第 十四 条)。 これ は、 歳入歳出の. 

各々 の 総額 を 予算に 計上し なければ ならない ことであって、 たとえ 歳入と 歳出が 相関 連す る ものであ- 

って も、  これ を 相殺して、 歳入歳出 いずれ か 差額の 予算と して はならない との 意味で ある。 これ を 総 

計 予算 主義と いっている。 総計 予算 主義 は、 予算の 全貌 を 明らかにし、 経理 を 適正に し、 あるいは 予 

算の 執行の 責任 を 明らかにする うえに おいて、 必要な ことで ある。 会計 法 第二 条に おいても、 「各省 

各 庁の 長 は、 その 所 掌に S: する 収入 を 国庫に 納めなければ ならない。 直ちに これ を 使用す る こと はで 

きない。」 としてい るの も、 その 趣旨の 現われで ある。 

0  B 歳入歳出の 差額 計上が 許されない といっても、 具体的に はいかなる もの を 歳入と し、 歳出と 見る か. 

は、 法律上 又は 事実上の 取扱いに よって 相違 を 生ずる。 つまり、 具体的に は 一定の 現金の 収納 又は 支払の、 ど 

の 部分 を 国の 需要に 充てる ためと 見る かどう か、 そのと きどき によって 多少 取扱いに 差が ある。 たとえば、 

昭和 二十 八 年度まで 国 は 宝くじ を 発行して いたが、 この場合 発売に よる 収入 金の 全部 を 収入と し、 当籤 金の 

支払と 宝くじの 発行 経費の 支払の 一切 を 支出と する こと は 一応の 考え方で ある。 これに 対し、 宝くじの 収入 

から、 そういった 経費 を 引いて、 いわゆる 純収入 だけ を 収入と する 考え方 も ある。 

昭和 二十 六 年まで は、 収入 支出 を両 建に する 前者の 扱いに していた ので あるが、 昭和 二十 七 年度に おいて 
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は 収入から 支出 を 引いた 純収入 だけ を 収入と する 取扱いに した。 つまり 宝くじ は 国が 発行す るが、 その 事務 

は 銀行が 代行す る。 その 場合、 銀行と 国との 間にお ける 収入 支出の 処理 方法に よって 差が 生ずる。 前者の 需 

場合 は、 当籤 金の 支払 も 国の 各般の 需要 を充 たす ための 現金の 支払で あり、 宝くじの 発売に よる 収入 を 国の 

要を充 たす ための 支払の 財源と して 見て いるのに 対し、 後者の 場合 は、 銀行が 発売 収入から 所要 経費 を 差し 

引いて、 残額 だけ を 財政 法に いう 収入で あると 見て、 国に 納付す る。 

^ おに 似た 例 は 一 般 会計と 郵政 事業 特別会計との 関係に も ある。 郵政 事業 特別会計で 印紙の 売り さ、 ほき 

をした 場合、 その 代金 を 一般会計に 納めなければ ならない。 しかし 郵政 事業で は 売り さばきの ための 経費が 

かかる ので、 その 経費 はもら わなければ ならない。 かっての 取扱いで は、 印紙の 売り さばき 代金 は、 その ま 

ま 一 般 会計の 印紙 収入に 入り、 一 方、 郵政 事業 特別会計 は 一 般 会計から 経費 を もらう 建前で あつたが、 現在 

は、 その 印紙の 売り さばき 代金から 取 i 手数料 を 引いた 残額 を 一 般 会計に 納める という 仕組みに なって いる 

(郵政 事業 特別会計 法 第 四十 条)。 一般会計の 印紙 収入に は、 この 経費 を 差し引いた 純 差額が あがって いる。 

第三 節 会計年度 

歳入歳出 は、 一 会計年度 における 一切の 収入 又は 支出で ある。 したがって、 歳入歳出 は、 会計年度 

の 考え方と 離れる ことができない。 会計年度と は、 収入 及び 支出 を 区分 整理して、 その 関係 を 明らか 

にす るた めの 期間、 すなわち、 子算の 有効期間 のこと である。 

人が 経済活動の 計画 を 立てる 場合に おいて、 その 計画 は 一定の 期間 を 単位と して 行なわれる のが 通 

例であろう。 家計の 場合 は、 多く は 一 力 月で あろうし、 企業の 事業年度 は、 多く は 六 力 月と いった 例 

が これで ある。 そして、 国の 場合 は その 期間が 一年で あり、 これが 会計年度 である。 財政 法 第 十 一条 
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に、 「国の 会計年度 は、 毎年 四月 一 日に 始まり、 翌年 三月 三十 一 日に 終る ものと する。」 と 規定して い 

る。 これに 対して は、 かって は 多少の 例外が あつたが、 現在 は 一年 以上に わたる 会計年度 はない。 

註 B 従来は 一箇年の 期間が 一 会計年度 であると いう 原則に 対して、 多少 例外が あった。 たとえば、 大 東亜 戦 

争の 臨時 軍事費 特別会計の 会計年度 は、 「事件 ノ 終局 迄ヲ 一 会計年度 トシ テ 特別 二 整理 ス」 とあって、 昭和 十 

二 年 七月 七日から 昭和 二十 一 年 二月 二十 八日までの 八 年 七 力 月 余 を もって 一 会計年度と した。 その他 臨時 陸 

軍 材料 資金 特別会計、 特殊 財産 資金 特別会計 という 戦時中 設けられた 特別会計 も、 これに 似た 例であった。 

^ わが国に おいて、 四月 一日 を もって 会計年度の 始期と したの は 明治 十九 年 以来の ことで ある。 明治 二 

年に は. 十月 一 日から としたが、 これ を 明治 六 年に 一 月 一 日から と 改め、 同 八 年に は 七月 1 日より とし、 これ 

が 約 十 年 続いて、 同 十九 年、 さらに これ を 改めて 四月 一 日から として、 明治 十九 年度から 完全に 四月から 翌年 

三月までの 会計年度 になり、 爾来 幾多の 論議 をく り 返え しながら 現在まで そのまま 踏襲 せられて 来て いる。 

© 会計年度の 始期 はいつ からが よい か。 これ はずい ぶん 議論の あると ころで ある。 わが国と 同じように 

四月— 三月の 制度 をと つてい るの は 英国、 印度で ある。 七月に 始まり 翌年 六月に 終わる 代表的な 例 は、 米国 

であり、 その他 豪州、 イタリアが ある。 一月— 十二月の 暦年と 一致 させて いるの は フランス、 カナダ、 ソ連、 

中国で ある。 西独 も 一九 六 一年から 従来の 四月— 三月の 制度 を 一月— 十二月に 改めてい る。 もっとも 豪州の 

七月— 六月 は 季節的に は 北半球の 一 月— 十二月に 当たる。 会計年度の 区切り 方の 例と して は、 これ 以外に な 

い。 たとえば 二月— 一月、 六月 1 五月と いった 例 は 見当たらない。 

^ 会計年度 を 四月— 三月と した 理由に ついては、 地祖の 納期の 関係と いう 以外 文献 上 はっきりした 理由 

が 見当たらない。 農閑期に 議会 を 開く ためとい う 説 も あるが 当たらない。 年末 年始に 議会 を 開く ことになる 

ので、 支障が 多い という 議論が あった くらいで ある。 

g わが国の 四月から 始まる 会計年度 では 困る という 議論と して、 四月 は 予算の 成立 早々 で 実施の 計画 や 

準備に 追われる。 あるいは 場合によって は 暫定予算 のこと も あり、 なかなか 予算 を 使う に 至らない。 一方 四 
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月から は 時候 もよ く、  土木工事 その他 も 春から 夏に かけて 大部分が 行なわれる。 ことに 東北、 北海道で はェ 

事の 施行 期間が 短 かい。 それ を 四月から すぐ 本格的に 仕事に かかれな いのは 不合理で あるから、 四月の 始期 

を 変更したら というの である。 それならば 何月と すれば よい か。 もともと 会計年度 は 何月から という 絶対的 

の 理由 はない ので は あるが、 少なくとも 一月 を 始期と し、 したがって、 暦年 を 会計年度 とする こと は、 年末 

年始 を 休む わが国の 慣習から して どうであろう か。 暮に 迫って 暫定予算 という こと もあろう し、 また、 年度 

末 支出が 節季と 重なる ことになる。 さりと て、 アメリカ 式に 七月— 六月と すると、 一 つの 工事の 予算が 二 会 

計 年度に またがる のが 普通になる。 それに、 五、 六月 頃、 年度の 終わりに 災害が あって 予備費が 払 切と いう 

こと もあろう。 それより は、 明治 十九 年 以来 今日まで 七十 年 も 続いた 制度 を、 一朝に して 変える までの 実益 

が あるか どうか。 これ は 相当 慎重に 検討し なければ ならない。 単に 国の 会計年度の みならず、 地方団体 や 政 

府 機関の 会計年度 にも 関係す る ことで ある。 さらに、 学制 も 四月から 三月まで になつ ている。 今まで C ろ C 

ろい われながら も、 今日まで これで 続いて いると いうの は、 それなりの 存続 理由が あると せねば ならない。 

かって フランス は 一 九 二 九 年に 会計年度 を 改正した が、 一 年 だけで 旧に 復 してし まった。 

^ 四月 早々 に は 仕事が できない といっても、 予算 は 政府が 提案す るので あり、 大体の 計画 は 四月 以前に 

おいて 立つ はずで あるから、 あらかじめ 計画 をして、 年度 早々 仕事 を 始める ように 配 意すべき である。 つま 

り、 いわれる 非難 は、 予算の 実際的な 運営で 解決で きる ことで はない かと 思われる。 かつ は 年度 改正の 実際 

上の 難点と して、 改正の 当初 は、 短期間に 二 年度 分の 予算 を 組まねば ならぬ ことになる。 かりに 一月から 始 

まると するならば、 その 年 四月から 十二月までの 九 箇月 分と、 翌年 一月— 十二月 分との 予算 を 短期間の 間に 

組まなければ ならない。 現在の 状況 は、 六 力 月 を 出で ずして 予算 を 組み 国会が 開かれる ことになる。 これ は 

実際問題 として、 そのための 予算の 編成の 実務、 あるいは 国会の 開会 等に ついて、 いろいろな 支障が ある。 

^ わが国で 昭和 三十 五 年度と いえば、 昭和 三十 五 年 四月から 翌三 十六 年 三月までの 年度で ある。 米国で 

は 一 九 六 〇— 六 一 年度 を 一 九 六 一 年度と いう。 米国が こんにちの 制度に なった の は、 一 八 四 三年から であり 

百年 以上 を 経過して いる。 その 以前 は 暦年と 一 致した 会計年度であった。 


第三 節 会計年度 


—匡の 歲ス、 歳出ば 名ム 年虔の 収^、 支出であって、 各 会計年度 における 収入 は、 その 全体が 支出 全 

体の 財源と して 見合って いる。 したがって、 各 会計年度 における 経費 は その 年度の 歳入 を もって 支弁 

しなければ ならない (財政 法 第 十二 条)。 これ を 一般に 年度 独立の 原則と いっている。 つまり、 国の 経 

済 計画 を 一 年の 期間 を もって きめてい る 以上、 その 期間に おいて 起こった 収入と 支出 は 一切 この 期間 

内に 整理し 完結し、 他の 年度に 影響を及ぼさぬ 建前で ある。 それ は、 本年度の 歳出 を 翌年 度の 歳入で 

支弁 t たり、 又は 本年度の 歳入 を 過去の 年度の 歳出の 財源に 充当した りする ような こと を 勝手に やつ 

て は、 財政の 計画 をみ だる ことになるし、 また 歳入歳出 均衡の 面から しても 許さるべき でない。 ただ 

この 原則に 対する 例外と して、 歳出 予算の 繰越と 過年度 支出が ある。 予算 繰越 は、 ある 会計年度の 歳 

出と して 定めた もの を、 翌年 度に 繰り越して 翌年 度の 歳出と して 支出す る ものである。 したがって、 

翌年 度の 歳入で 支弁され る ことになる。 過年度 支出と いうの は、 木 来 前年度 以前に 支出す ベ かりし 経 

費を規 年度の 歳出から 支出す る ことで ある。 過年度に おいて 未 払の もの を、 年度 独立の 原則で 支払 を 

拒絶して は、 正当な 債権者 は 迷惑す る。 

註 B 歳入と 歳出が 見合う と は、 両者 同額で なければ ならない との 意味で はない。 歳入歳出 実行の 結果で あ 

る 決算で は、 歳入歳出 同額で はない。 予算で も 特別会計の 予算に は 歳入 超過の ものが ある。 一般会計 でも 昭 

和 二十 四 年度の 予算 は 歳入が 七、 四 一 〇 億円、 歳出が 七、 四 一 〇 億円で 歳入の 方が 多かった。 しかし 歳出の 

方が 歳入 を 超過して は 見合った ことに ならない。 そのような 予算 は、 特別会計 において、 積立金 をく ずして 

財源と すると か、 前年度の 持 越 現金 を 充当 するとい つた、 特殊の 場合に しか 起こらない。 

^ 帝国 議会の 初期に おいて は、 予算が 修正され て 歳入が 歳出より 多くな つた 1： はいくら も ある。 大正の 
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中頃、 第一 次 大戦の 好景気 頃に は、 歳入が 歳出 を 超過す る 予算が 組まれた 例 も 多い。 その後、 歳入歳出が 一 

突す るの が p」 例と なった の は、 一部 公債 を 財源と する ようになつ てからで ある。 最近で は、 公債 を 財源に と 

る ことなくして 歳入歳出が 一致して いるの は、 両者が ギリ ギリのと ころで 按配され て い る ためとい えよう。 

もちろん、 一兆 数千 億円の 歳入と 歳出が 千円の 単位まで ピッ タリ (国の 予算で は 千 R 単位で 切り捨て、 切り 

上げる。 予算 実行の 結果で ある 決算で は R 位まで 出る。) 一致して いるの は、 意識して 歳入の 方 を あわせて 

いるから である。 その実 質の 差が あまり 大きい と 財源 を 隠して いる ことになる。 

© 地方公共団体 において は、 翌年 度 歳入の 繰 上 充用と いう 制度が 認められ ている。 地方自治 法 施行 令 第 

百 六十 三条 によると、 「会計年度 経過 後に 至って 歳入が 歳出に 不足 するとき は、 翌年 度の 歳入 を 繰り上げて 

これに 充てる ことができる。 この場合 において は、 そのために 必要な 額 を 翌年 度の 歳入歳出 予算に 編入し な 

ければ ならない。」 と ある。 地方公共団体 では、 天災 事変 等に よって、 税収 その他に 不測の 欠陥 を 生じ、 ま 

た 国庫 支出 金の 精算が 遅延して 現 年度の 歳入と ならない と い つた 特別の 事態の あり 得る こと を 予測して、 こ 

の 措置が 設けられ ている。 

1： 年度 区分 をお いて、 各 年度の 歳入歳出 を 一定期間で 区分 整理す る 以上、 その 期間 内に 整理で きな かつ 

た 歳入歳出 を 現 年度で 処理す るの は 当然で ある。 これが 過年度 収入 及び 過年度 支出で ある。 過年度の 収入 だ 

からと て囯は 放棄す る わけに 行かない から、 これ を 現 年度の 収入と して 整理す る。 過年度の 支出 は、 会計 法 

第二 十七 条 によって、 弊害の ない 限度に おいて、 現 年度の 歳出 を もって 支出す る ことが 認められる。 

© 前年度 剰余金 は 翌年 度の 歳入に 受け入れ るので、 これ は 当該 年度の 歳出 を 前年度の 歳入で 支弁す る こ 

とに なり、 会計年度 独立の 原則の 一種の 例外と もい い 得る が、 これ は、 むしろ 前年度 剰余金の 受 入れと いう 

当該 年度の 新たな 収入と なると 見る のが 妥当であろう。 
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第二 章 予算の 本質 


第一 節 予算の 意義 及び 性質 

予算の 意義 及び 性質 は、 二つの 方面から 観察す る ことができる。 その 第一 は、 予算の 内容、 すな わ 

ち 実質の 上から 見た 意義 及び 性質で あり、 第二. は、. その 形式、 すなわち、 その 成立 並びに 効力に 関す 

る 法律上 の 要件から 見た 意義 及び 性質で ある。 

まず 実質 面から いうならば、 予算 は 一 会計年度 内に おける 歳入、 歳出の 見 積、 つまり 予定 的な 総計 

算 である。 一 会計年度 内に おいて 政府が 必要と する 経費と、 これ を 支弁す る 財源と を 対照 按配して、 

その 種類、 金額 を 系統的に、 かつ、 組織的に 集計 編纂した 計 固であって、 いわゆる 予算 書と して、 国 

の 財政 計画の 基準と なり、 また 運用の 指針と ならなければ ならない。 もちろん これによ つて 国の 財政 

の 内容、 その 方向 を 知り 得る ものである。 

およそ 人類の 経済的 活動に は、 その 種類の いかん を 問わず、 あらかじめ 予定 的な 計画 を樹 てる 必要 

が ある。 一家の 経済で も、 一 会社の 経営で も、 無 方針 無計画に これ を 実行すべき ではない。 必ず 一定 

の 予想の 下に 計画 を 定め、 その実 行に あたって、 必要な 金銭 上の 叹支 についての 予算 を樹 てるのが 普 
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通で ある。 まして 国家に ついて 見れば、 その 活動 範囲 は、 個人 はもと より、 一 会社の それと は 比較に 

ならない ほど 広大で あり、 かつ、 複雑で あるから、 その 財政 的な 収支に ついても、 あらかじめ、 より 

一層 綿密に、 かつ 詳細に 予定した 計算 を 立てて 実行し なければ ならぬ。 これが 国家に おいて 予算の 必 

要な ゆえんで あるが、 この 点 は 程度の 差 こそ あれ、 一個人、 一 会社に おいて 予算 を 必要と する のと 何 

等 変わりな いこと である。 

註 CD 国の 一 般 会計の 予算 総額が 国民所得に 占める 割合 は、 最近の 例で は 一 五ズ 以上に のぼる。 地方 財政 を 

入れた 純 計で は 二 五 ％ 位 である。 さらに 国民総支出 中、 中央 地方の 財政が 需要す る 財貨 サ I ビスの 割合 は 二 

〇％ 程度に のぼる。 その 絶対 規模に おいても、 また、 その 需要の 内容に おいても、 国民経済に 占める 地位 は 

逐年 大きくな りつ つ ある。 

^ 予算 は、 円と いう 通貨 を もって 表現した 国政 運営の 計画と もい い 得る であろう。 毎年 度 予算に 計上 さ 

れ ている 経費の 種目 は、 数千 件に のぼる。 

囯の 活動に は、 もちろん 予算な くして 行なわれる もの も ある けれども、 大部分 は 直接 間接 予算に 関係す る 

のであって、 この 経費の 種目の 多数 は、 すなわち 国の 活動の 態 様の 複雑さ を 示す もの. といわなければ ならな 

い。 

予算の 一国の 財政 制度の 上に おいて 有する 特殊な 点 は、 その 形式 面から 観察した 意義 及び 性質に あ 

る。 つまり、 その 成立 並びに 効力に 関する 法律上の 要件の 点に ある。 一個人 又は 一 会社に おいても、 一 

年内 あるいは 一 事業年度 内に おける 収支の 予定 的な 計算が あり、 これ を も 通常、 予算と いっている。 

しかし、 これらの 個人 又は 会社の 予算 は、 個人 又は 経営者が 任意に 作成した ものであって、 したがつ 

てまた、 任意に これ を 変更し 得る ものである。 あるいは 内部的に 特別な 手続 をつ くって、 相当 廪 重な 
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をと り. また 美お を^め て いるもの；^ あるて あろう ^ しかし ノた からといって、 そ， 1 が 

国法 上 特別な 意義 を 持つ もので はない。 いわん や、 それが 法律上の 制度と して 求められ. ている もので 

もない。 しかるに 国の 予算 は、 憲法 及び その 附属 法典で ある 財政 法に 基づいて 作成され、 国会の 審議 

議決 を 経て 成立す る。 政府 は、 これによ つて、 はじめて 経費 を 支出し、 また 将来 経費 を 支出す る こと 

になる 債務 を 負担す る ことができる。 そして 一たん 成立した 予算 は、 政府で 勝手に 変更す る こと はで 

きない。 この 点に おいて 国の 予算 は 特に 重要な 政治的 意義 を も つてい る。 

予算 を その 形式に 着眼して 観察した 場合の 性質、 すなわち その 法律上の 性質から いうならば、 予算 

は 財政 権附 与の 形式で ある。 この 財政 権の 附 与と は、 大蔵大臣の 掌握す る 財政 方針と いう 意味で はな 

いので、 予算に よって 附 与されて いる 歳出の 権限 を 執行し 得る 形式と いう 意味で ある。 そうして、 さ 

ら にこの 財政 権附 与の 形式に ついては 二つの 関係が 生じる。 一 つ は 憲法 上から 見れば、 予算 は 国会が 

内閣に 財政 権限 を附 与する 形式で ある ことで あり、 第二に 行政法 的に. は、 この 予算と いう 形式に よつ 

て、 各 官庁が 歳出の 義務 を 負担し、 また 支払 をす る ことができる 権限 を 与えられる ことで ある。 前者 

を 憲法 上の 意義に おける 予算と いい、 後者 を 行政法 上の 意義に おける 予算と 称して いる。 

註 B 予算の 実質的 形式的の 二つの 性質 は、 同じ 予算と いう ことば を 使う いろいろな 場合に 現われる。 たと 

えば 「本年度の 予算 は 国民経済に 重大な 影響が ある」 という 場合 は、 つまり 実質的 意義に おける 予算の こ 

と をい つてい るので あり、 「予算がなくて 仕事が できない。」 というの は 形式的 意義に おける 予算の こと をい 

つてい る。 会社で 予算が 足りない から 払えない というの は、 むしろ、 現実に 金が な いから 払えない という こと 

で、 予算と いう 形式 上の 問題で はない けれども、 国の 場合に おいて は、 予算がなくて 払えない というの は、 


第二 章 予算の 本質 18 


予算 権がない、 つまり 国会から 有効に 附 与されて いる 権限がない、 あるいは 足りない とのこと である。 かり 

に 現金が あっても、 権限がなくて 払えない、 それ だから 仕事が できない という 意味で ある。 

は 憲法 上の 意義に おける 予算と、 行政法 上の 意義に おける 予算と は、 一 つの 予算 を 観念 上 二つに 分類し 

たに 過ぎない。 しかし、 両者 は 必ずしも 範囲 を 一致す る もので はない。 なんと なれば、 憲法 上の 意義に おけ 

る 予算が 成立しても、 内閣 は、 必ずしも その 財政 権の 全部 を 行政 各部に 与えない ことがあり、 また 憲法 上の 

意義に おける 予算 はなく とも、 政府が 後日 国会の 事後承諾 を 求める こと を 条件と して、 行政 各部に 財政 権 を 

附 与する こと も ある。 たとえば、 予算 成立 後に おいて、 内閣 は 予備費の 使用に よって 決定した 金額 を 予算に 

追加し 又は 補足す る ことがある。 この場合 追加 又は 補足せられ たもの は、 憲法 上の 意義に おける 予算で はな 

いが、 行政命令 としての 意義 を もつ 予算で ある。 

以上 予算に ついて、 二様の 方面より 観察した ので あるが、 その 内容 実質に 関する 面、 すなわち 財政 

計画と しての 予算 は、 財政の 実際にお いて は、 きわめて 重要な ことで あるが、 これ は 財政政策の 問題 

であって、 財政 制度の 問題で はない。 学問と しても 財政学の 範囲に 属する。 予算 制度と して は、 第二 

の 形式的 観点から する 予算の 法律上の 性質に ついて 立論す る ことになる。 

第一 一節 予算の 形式 

憲法 第 八十 三条 によれば、 「国の 財政 を 処理す る 権限 は、 国会の 議決に 基いて、 これ を 行使し なけ 

れ ばなら ない。」。 さらに 第 八十 五条に は 「国費 を 支出し、 又は 国が 債務 を 負担す るに は、 国会の 議決 

に 基く こと を 必要と する。」 と あり、 また 第 八十 六条 で、 「内閣 は、 毎 会計年度の 予算 を 作成し、 国会 

に 提出して、 その 審議 を 受け、 議決 を 経なければ ならない。」. とし. ている。 国費の 支出が 予算で 行な 
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われ、 かつ 予算が 財政 処理 権限の 一番 重要な ものである こと はいう まで もない。 旧 憲法で も 「国家 ノ 

歳出 歳入 ハ 毎年 予算 ヲ以テ 帝国 議会 ノ 協賛 ヲ経 ヘシ」 (第 六十 四条 第一 項) と 規定して いる。 予算に つ 

いての 国会 承認 の 原則 は、 近代 民主国 家に おける 財政 の 基本原理 である。 

右に よって、 予算 は 国会の 議決 を もって その 成立の 要件と する。 しかも、 その 議決 は、 必ず 予算の 

形式 を もってして、 毎 会計年度 ごとに、 毎年 これ を 求めなければ ならない。 毎年 国会の 議決 を 求めな 

ければ ならない という 点 は、 新 憲法に おいて は 旧 憲法の ように 明示して はいない けれども、 予算の 性 

質から いって 疑いがない。 

0  B 憲法 第 八十 五条に 「国費 を 支出 …… する に は 国会の 議決に 基く こと を 必要と する。」 と は、 支出の 基 

礎に ついて 国会の 議決 を 要求し、 予算た ると 他の 形式た ると を 問わず、 国会の 事前の 議決な き 国費の 支出、 

たとえば、 旧 憲法 下の 責任 支出の 如き を 禁ずる 趣旨で ある。 支出の 方法が 法律で 定められなくて はならぬ と 

か、 支出の 衝に 当たる 機関に 法律に よる 組織 法 上の 権限 を 要する とか、 一切の 経費 支出に 法律に よる 基礎 づ 

け、 たとえば、 補助 法 等が あらかじめ 制定され ていなければ ならない とする ものが あるが、 そのよう に は 解 

しない。 また、 実際の 取扱い もそう なって いない。 ぶ 

〇 財政 法 第 一 条に は、 「国の 予算 その他 財政の 基本に 関して は、 この 法律の 定める ところに よる。」 と あ 

る。 憲法 第 八十 五条に 規定す る 財政 処理の 権限の 大綱 を 定める 意味で、 新 憲法に 相応 じて 財政 法が 制定され 

た o 

© 予算に 当たる 英語 は、 通常 Budget といわれる。 Budget と は、 英国で は、 もともと 大蔵大臣が 議会 

で 財政 演説 をす る 場合、 その 書類 を 入れて 来た かばんの ことであった。 その 結果、 大蔵大臣が 財政 演説 を 行 

なう こと を open  ^  sw^^ というよう になり、 さらに 転化して、 国の 財政の 内容 を Budget というよう にな 
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つたと 伝えられる。 したがって、 国会の 議決 を 得る わが国の 予算の ような 法制 上の 制度と しての ことばで は 

ない。 わが国の 予算、 それ も 歳出 予算に 相当す る もの を 見 積 (Estimate) という。 米国で は、 大統領が 予算 

審議の 資料と して 提出す る 見積書 類 全体 を、 Budget と 称して いる。 

次に 憲法 は、 毎 会計年度 国会の 議決 を 求める 予算の 形式に ついては 何ら 規定して いない。 すべて こ 

れは 財政 法の 定める ところで ある。 もちろん 予算の 実体が 歳入歳出 にある こと は、 すでに 述べた とこ 

ろであって、 これ を 離れて 予算の 形式 を 定める こと はでき ない。 財政 法 第 十四 条に は、 「歳入歳出 は、 

すべて、 これ を 予算に 編入し なければ ならない。」 と ある。 したがって 歳入歳出 は 必ず 予算の 内容 を 

なす もので なければ ならない が、 その反面 歳入歳出 以外の ものが、 絶対に 予算と いう 形式の 中に 取り 

入れられて はならない ことに はならない。 形式的 意味に おける 予算 は、 歳入歳出 以外に、 これに 関係 

ある 他の もの を 含んで 差し支えない。 この 点に ついて 財政 法 第 十六 条は、 「予算 は、 予算 総則、 歳入 歳 

出 予算、 継続 費、 繰越 明 許 費 及び 国庫 債務 負担 行為と する。」 と 予算の 形式的 内容 を 定めて いる。 

0  B わが国の 制度と して は、 予算 は 予算と いう 特別の 形式 をと る こと を 要求され ている。 したがって 予算 

は 法律で はない。 旧 憲法で は 「国家 ノ 歳出 歳入 ハ 予算 ヲ以テ 帝国 議会 ノ 協賛 ヲ 経へ シ」 と あるから、 予算と 

いう 特別な 形式で なければ ならぬ とされて いた。 現 憲法に は そのような 規定 はない から、 財政 法で 決めれ 

ば、 法律と 同じような 形式 をと る こと も 可能と 考えられる。 しかし そのために は、 今まで 慣行して きた 制度 

を 根本的に 直さなければ ならない。 それに 後に も 述べる ように、 予算と 法律と は 成立 要件 も 異なる ので ある 

から、 形式 も 違えた 方が 実際 上 便宜で ある。 

〇 英米で は、 歳入歳出 を 一体にした 予算と いう 概念がない。 個々 の 歳入、 個々 の 歳出が 法律の 基礎に よ 

つて 認められる ことにな つてい る。 西独、 フランス-では 英米と 異なり、 予算 全体 を 「体と して 法律 (予算 
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法) の 形式 をと つてい る。 その なかには 起債 法 や 税法な どが 含まれて いる。 いずれが よい か、 一利 一失で ある 

が、 私見と して は、 わが国の 現 制度が よいと 思う。 財政 計画の 全体 を 知る こと は、 どうしても 必要で あり、 

法律と は 性質 上 異なる ものであるから、 その 全体 を 特別の 形式と する 方が 便宜で ある。 個々 の 歳入歳出 を^ 

々の 法律で 認めても、 全体の 姿 は 何等かの 形式で 知り 得る 方法がなければ ならない。 

一 予算 総則 

予算 総則の 内容 は、 財政 法 第二 十二 条に 規定され ている。 予算 総則に は、 歳入歳出 予算、 継続 費、 

繰越 明 許 費 及び 国庫 債務 負担 行為に 関する 総括的 規定 を 設ける ほか、 当該 年度に おける 公債、 借入金 

の 限度額、 大蔵省 証券 の 発行 最高 額 そ の 他 予算 の 執行に 関し 必要な 事項に ついて 規定す る ことにな つ 

ている。 要するに、 歳入歳出 予算 以外に おいて、 毎年 度の 財政 運営に 必要な 基礎的 事項に つ いて、 国 

会の 議決 を 求めて おく 形式で ある。 なお 予算 総則 は、 条文の 形式に なって いるた め、 通例、 予算 条文 

ともい われて いる。 

0  B 国の 歳出 は、 公債 又は 借入金 以外の 歳入 を もって、 その 財源と しなければ ならない が、 公共事業 費、 

出資金 及び 貸付金の 財源に ついては 国会の 議決 を 経た 金額の 範囲 内で 公債 を 発行し、 又は 借入金 を なすこと 

がで きる (財政 法 第四条 )o また、 すべて 公債の 発行に ついて 日本銀行に 引き受けさせ 又は 日本銀行から 借 

入金 をす る こと はで きないが、 特別の 必要に よって、 国会の 議決 を 経た 金額の 範囲 内で は、 これが 認められ 

る ことにな つてい る (財政 法 第 五条 )0 その 例 はま だない が、 これら 金額の 限度額に ついては、 予算 総則に 記 

載して 議決 を 経る ことになる。 

^ 昭和 三十 五 年度 一般会計 予算 総則 第七条 国が 昭和 三十 五 年度に おいて、 財政 法 第七条 第一 項の 規定 

により 大蔵省 証券 を 発行し、 又は 日本銀行から 一 時 借入金の 借 入れ をして いる ことので きる 金額の 最高 額 を 
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一 〇〇、 〇〇〇、  〇〇〇、 〇〇〇 円と 定める。 

一一 歳入歳出 予算 

歳入歳出 予算が 予算の 実体で ある こと は、 くり 返え し 述べる まで もない。 予算が 一 会計年度 内に お 

ける 収入 支出の 見 積で あると いうの は、 この 歳入歳出 予算の ことで ある。 かつ、 歳入歳出 予算 は、 形 

式 的に も 予算の 大部分 を 占める ものである。 予算 書で は 甲 号と 呼ばれる。 なお 歳入歳出 予算 は、 一定 

の 方式に よって 区分し なければ ならない が、 この 点 は 後に 述べる。 

三 継 続 費 

継続 費 は、 工事 製造 その他の 事業で 完成に 数 会計年度 を 要する ものに ついて、 経費の 総額 及び 年 割 額 

を 定め、 あらかじめ 国会の 議決 を 経て 数年 度に わたって 支出す る ものである (財政 法 第 十四 条の 二)。 

たとえば、 河川の ダムな どの 築造で 完成に 数年間 を 要する ような 場合、 しかも 一 力 年 ごとの 工事で は、 

効用 を 発揮し 得ない ような 場合、 事業 を 計画的に やろうと すれば、 完成までの 数 力 年度の 経費 総額 を 

まとめて、 あらかじめ 議決 を 受けて おく 必要が ある。 その 場合の 議決 を 求める 形式が 継続 費で あり、 

予算 書で は 乙 号と なって いる。 

継続 費の 制度 は、 財政 法 制定 後、 昭和 二十 七 年度の 改正に よって 初めて 認められる ことにな つた。 関 

門ト ン ネルの 如き、 貫通して はじ めて その 効用 を 発揮し 得る もので あるに かかわらず、 単 年度 ごとに 見 

通しの 困難な 工事 を 続けて いたと ころ、 継続 費と いう 制度が できて その 弊が 救われる ようになった。 

一、 予算の 単 年度 制に 対する 例外で ある。 継続 費 は 後年 度の 年 割 額の 経費に ついても、 議決 
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を 経る が、 それ は それぞれ 当該 相当 年度の 歳入 を もって 支弁され るので あって、 その 財源た る 歳入 は、 

示されて いない。 にもかかわらず、 歳出 だけ、 あらかじめ 定められる ことになる。 したがって、 継続 

費の 種類が あまり 多く、 金縝も 巨額に のぼり、 また 長く 後年 度に わたり 拘束す る ものであって は、 財 

政 統一 の 原則 をみ だる。 よって、 財政 法 は 継続 費 を 特に 必要な 場合に 限定し、 かつ、 年限 も 当該 年度 

以降 五 力 年度 以内に 制限し、 ただ 国会の 再議 決に よって、 さらに 年度 を 延長す る ことができる として 

いる (財政 法 第 十四 条のニ 第二 項)。 

0  B 旧 憲法に は 継続 費の 規定が あった。 第 六十 八条に 「特別 ノ 須要 ニ因リ 政府 ハ予メ 年限 ヲ定メ 継続 費ト 

シテ 帝国 議会 ノ 協賛 ヲ求ム ル コ トヲ 得」 と あるの がそれ である。 

現 憲法に は、 特にそう いう 規定が 設けられ ていない。 したがって、 財政 法 制定の 際に も、 新 憲法で この 制 

度が 認められ るか 否やに ついて 議論が あつたが、 政府と して は、 財政 処理の 権限と して、 国会の 議決 を經 た 

法律で 規定 すれば できる という 考え方 を もっていた。 ただ 終戦 以後、 経済 不安定の 事情の ため、 数 力 年度に 

わたる 一定の 計画 を 立て、 これ を 執行す るよう な ことが 許されなかった ので、 継続 費の 制度 を 設ける に 至ら 

なか つた もの である。 

S 継続 費が 憲法 上 認められる ものである かどう か は、 憲法 第 八十 六条に 「内閣 は、 毎 会計年度の 予算 を 

作成し」 と ある、 その 毎 会計年度と は、 一年 だけに 限る かどう かに かかって いる。 つまり 毎 会計年度の 予算 

という 以上 一年間の 予算であって、 継続 費の ように 二 年度、 三年 度の 分 も 一時に 作成す るよう な こと は 憲法 

第 八十 六条に 違反 するとい う 議論が ある。 

しかし 毎 会計年度と は、 その 一年 度 だけで ある こと は 原則で あっても、 毎 会計年度の 予算 を 提出す るに 際 

し、 後年 度の 分まで あわせて 予算 額の 確定 を 求める こと は、 決して 第 八十 六条に 違反す る もので ない。 これ 

は 予算 繰越と いう 制度が、 当該 年度の 予算と して 認められながら、 国会の 議決に よって、 翌年 度に おいて 使 
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用し 得る という 会計年度 独立の 原則に 対する 一 種の 例外と 相似た ものと 見る ことができよう。 いやしくも 国 

の 財政 を 処理す る 権限 を 国会の 議決に 基づく とする 以上、 国会の 議決 を 経た 法律に よって、 かかる 制度 を 立 

てても、 何ら 憲法違反と はならない というの が 一 般の 解釈で ある。 

© 会計年度 独立の 原則と 予算の 単 年度 制の 原則と は、 よく 混同 せられる。 財 女 法 第 十二 条に 規定して ハ 

る 毎年 度の 歳入歳出の 見合、 すなわち 毎年 度の 経費 は、 その 年度の 歳入で 支弁す る こと を 会計年度 独立の 原 

貝と いうならば、 継続 費 は、 この 原則の 例外と はいえない。 しかし 予算 は、 毎年 度 その 年度 分 だけと して 定 

めら れ るとの こと を も 含めて 会計年度 独立の 原則と いうならば、 継続 費 はま さに その 例外になる。 歳出 予箅 

の 繰越 はいずれの 原則 をと るに しても、 その 例外になる。 

四 繰越 明 許 費 

歳出 予算の 経費のう ち、 その 性質 上 又は 予算 成立 後の 事由に 基づき、 年度 内に その 支出 を 終わらな 

いものに ついては、 あらかじめ 国会の 議決 を 経、 翌年 度に 繰り越して 使用す る ことができる (財政 法 

第 十四 条の三 )o その 議決 を 経る 形式が 繰越 明 許 費で ある。 予算 書で は 丙 号で 表示され る。 繰越 制度に 

ついては、 後に 詳細に 述べる。 

五 国庫 債務 負担 行為 

国庫 債務 負担 行為に ついても 後に 詳細に 述べる が、 旧 憲法 時代に おいて は、 予算外 国庫の 負担と な 

るべき 契約と して、 予算と は 別の 形式に せられて いた。 現行 制度に おいて は 予算の 一部と なった。 国 

が 債務 を 負担す るに ついて、 国会の 議決 を 求める 一形 式で ある。 予算 書で は、 丁 号で 表示され る。 

0 旧 憲法 時代の 予算 は 甲 号 歳入歳出、 乙 号 継続 費、 丙 号 繰越 明 許と 三部 分から 成って いた。 
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第三 節 予算の 効力 

予算 は、 国会の 議決 を もって その 成立 上の 要件と し、 さらに 効力 発生の 要件と する。 そして、 その 

効力 は、 原則として 一 会計年度 間に 限られる こと は、 すでに 述べた。 

次 は、 その 予算の 効力の 具体的 内容で あるが、 それ は 形式的 意義に おける 予算の 内容に よって、 お 

のおの 異なる。 たとえば、 予算 総則 は 予算 を 運営す るう えの 基礎的 事項 等に ついて 権限 を 得る ことに 

なる ので あるが、 特に 重要な の は 歳入歳出 予算の 効力で ある。 つまり 歳入歳出 予算 は、 予算の 本体と 

もい うべき ものであるが、 これに 対して、 国会が 議決し、 その 効力 を 与えて いる 意味が 歳入と 歳出と. 

で 異なる。 すなわち、 歳入 予算 は 一応の 収入の 見込みであって、 これ だけ を とるべし という 命令 を 与 

える もので ない こと はもち ろん、 これ だけと つたら 足りる という 許容 を 与える もので もない， 歳入 は 

すべて 法規の 命ずる ところに よって、 これ を 収納す る。 これ は 憲法 第 八十 四条 に、 「あらたに 租税 を 。 

課し、 又は 現行の 租税 を 変更す るに は、 法律 又は 法律の 定める 条件に よる こと を 必要と する。」 と あ 

ると ころから 来る 解釈で も ある。 

m 入 は 法規の 命ずる ところに よって その 収入 を 得る ので あるから、 かりに 実際の 歳入が 予算 を 超過. 

する ことがあっても 差し支えないし、 また、 これが 不足す る ことがあって もやむ を 得ない。 歳入 予算 

以上に 徴収して はならない とか、 あるいは 歳入 予算に 計上して ある だけ は 必ず 徴収し なければ ならな」 

C という こと は 絶対にない。 その 歳入が 見積りより 違えば、 その 見積りが 妥当でなかった だけの こと 
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である。 歳入 不足で 歳出の 執行に 支障が あれば、 内閣 は、 その 歳出 を そのまま 使おうと する 限り、 憲 

法 上 許された 範囲 内に おいて、 別に 財源 調達の 道 を 講じなければ ならない し、 さもなければ 歳出 を 節 

約す るよりしか たがない。 

！ is かって、 徴税 目標と いう ことで、 各 税務署に 徴税 額が 割り当てられた というので 問題 を 起こした ことがあ. 

る。 しかし、 この 税の 収入 目標 は、 決して それだけ とらなければ ならぬ という 金額で はない。 経済界 一般の 

状況 や 当該 署 管内の 経済 事情から 勘案して、 この 程度 は 収入が あるであろう という 一 応の 予測 額に すぎない 

のであって、 事情の いかんに かかわらず、 必ず それだけの 額 を 徴収せ よと いう ことで はない。 そのような In 

置 は、 違法で ある。 ただ、 そのような 収入 目標 を 設けた の は、 昭和 二十 三年 ごろの 特異な 社会経済 事情の も 

とに あって、 徴税 を 確保した いための 一 つの 試みであった。 

しかるに 歳出 予算の 方 は、 内閣 は 予算 金額 を 超過して は、 一 R 一  銭と いえ ども 支出す る こと はでき 

ない。 その 金額と は 具体的に は 各項の 金額で あるが、 この 項の 金額 を 超過す る こと はもち ろん、 項 以外 

に 新たな 金額 を 支出す る こと はでき ない。 かつまた、 項の 金額 は その 項で 定められた 目的の ためにし 

か 支出す る こと を 許されて いない。 たとえ 国庫に 現金が あろうと も その 金 を 出す こと は 許されない。 

例外的に 予備費で 予算 を 超過し、 又は 予算外に 支出す る こと は 許されて はいる けれども、 これ は、 後 

日 必ず 国会の 承諾 を 得なければ ならない。 

次に 歳出 予算の 効力 は、 項の 金額まで は 支出 を 許容す る 意味で あるが、 これ は 逆に、 その 金額まで 

必ず 支出せ よと いう ことで はない。 歳出で 不用の ものが 生じたならば、 決して 使用すべき でない。 ま 

た、 支出に 当たって は、 できるだけ 最少の 経費で 最大の 効果 を 拳げ るよう にしなければ ならない ので、 
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節約 を 旨と すべきで ある。 これ は 財政が 国民 負担に 関する ものである ことから する 当然の 結論で ある。 

ただし、 歳出 は 全額 使用す るに 及ばぬ といっても、 不用の ものまで 要求して はなら ないから、 理由な. 

くして 不使用の 場合に は、 政治的 責任の 問題に はなる。 また、 予備費 を 使用して 一 たん 経費の 支出 を 

決定し おき、 後日 その 必要が なくなった 場合に は、 予備費 使用 は 取り消すべき である。 同様に 予算 成 

立 後、 明らかに 不用と なる 金額 を 生じた とき は、 適当な 機会に 修正 減少の 措置 をと つて おくのが 望ま 

しいであろう。 

このように、 歳入歳出 は 予算 を もって 国会の 議決 を 経なければ ならない としても、 歳入の 収納 は少 

しも 予算の 制限 を 受けない とするならば、 何 ゆえ 歳入歳出 予算と して、 歳入 も 一緒に 国会の 議決 を 経 

るよう にした かとい うこと になる。 けだし、 予算 を 財政 権附 与の 形式と して 考える 場合、 その 重要性 は 

歳出に ある こと はいう まで もない が、 歳出 を 支出す るから に は、 必ず それ を 支弁す る だけの 財源が あ 

る こと を 前提と しなければ ならない。 財源の 有無 及び その 多少 を 論ぜず して、 歳出 予算 を 議定しても、 

その 任 を 全うする こと はでき ない。 歳出の 審議に は、 まず 歳入と 対照して 見て、 その 歳入が 確実で あ 

るか、 歳出の 財源に 無理がない かとい うこと が 明らかになって、 初めて 歳出の 当否に 及ぶ ことになる 

からで ある。 したがって、 財政 法 は、 歳入 も 歳出 も 一 緒に 予算に 計上す る こと を 命じて いるので ある。 

予算の 効力に はまた、 国会に 対する ものの ほかに、 各行 政府に 対する ものが ある。 内閣 は 国会に 対 

して 歳出 予算の 金額 以上に 支出す る ことができない 責任 を 負う が、 各行 政府に おいて は、 これ. だけの 

金 を 必ず 使えと いう ことで はない。 各省に おいて は、 国会で 議決 を 経た 金額 以内に おいて、 一定の 金 
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額 を 留保して， 下級 官庁に 予算 を配賦 する ことがある。 この場合 は 各 行政官 庁 は その 金額 以下で、 金 

を 使わなければ ならない。 これ は 行政法 上の 予算の 関係で ある こと は 前に 二百した。 これに 違反す る 

こと は 上級 官庁の 監督 を 無視す る ことで は あるが、 そのために 憲法 上の 関係に おいて、 国会に 責任 を 

負う ことに はならない。 

第 四 節 予算と 法律との 関係 

予算 も 法律 も、 ひとしく 国会の 議決 を 経て 成立す る ものであるが、 憲法 上 両者 はまった く 異なる。 

まず 形式から いうならば、 予算 は 予算の 形式で 議決せられ、 法律 は 法律と いう 形式で 議決され る。 ま 

た 国会に おいて、 両院の 議決が 違った 場合、 参議院で 議決がない 場合に おける 両者の 成立 要件 も 異な 

つてい る。 法律案に ついて 衆議院で 可決し、 参議院で これと 異なった 議決 をした 場合に おいて、 衆議 

院で 出席 議員 三分の 二 以上の 多数で、 再び 可決 すれば 法律と して 成立す る (憲法 第五 十九 条)。 しかるに 

予算の 方 は、 衆議院と 参議院と 異なった 議決 をして、 両院協議会 を 開いても 意見が 一 致しない とき は、 

衆議院の 当初の 議決が そのまま 国会の 議決と なって 予算 は 成立す る (憲法 第 六十 条)。 また 参議院が 衆 

議院の 可決した 法律案 を 受け取った 後、 国会 休会 中の 期間 を 除いて、 六十 日 以内に 議決 を しないと き 

は、 否決され たものと みなされ るが、 予算の 場合 は、 国会 休会 中の 期間 を 除いて、 三十日 以内に 参議 

院が 議決 しないと き は、 衆議院の 議決が、 国会の 議決と される。 つまり 法律より 予算の 方が 容易に 成 

立す るよう にで きている。 この 関係の 詳細 は 後に も 述べる。 
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提出 権 及び 国会に おける 審議 権に ついても、 . 法律案と 予算と は 明らかに 区別され ている。 予算の 編 

成 権え び 提出 権 は 内閣 だけに あるが (憲法 第 七十 三条、 第 八十 六 条)、 法律案 は 内閣 はもち ろん、 衆議院、 

参議院の いずれに も 提出 権が ある。 それから、 予算 は 衆議院に 先に 提出し なければ ならない が (憲法 第 

六十 条)、 法律案に はこの ような 制限がない。 

予算 総則 は、 第 何条と か、 やや 法文の 体裁 を 備えて いる けれども、 形式 はあくまで 予算であって、 

法律と は 違う。 外国に は 予算 を 法律の 形式で 成立 させて いる 例が ある。 英米 系の 制度 はおお むね 法律 

で 予算の 支出 を 得せし める という 行き方で あり、 予算と して 国会へ 提出され る もの は、 単なる 見 積に 

過ぎない。 この 見 積に 基づいて 具体的の 支出 許容が 法律で 行なわれる。 したがって、 見 積で ある 予算 

は 法 聿 上の 効力 を 持たない。 しかし、 わが国で は 予算と いう 形式で なければ、 経費の 支出が できない 

という 意味に おいて、 形式 そのものから 違って いる。 つまり 実質から いうならば、 予算 は 国会が 内閣 

に対して 財政 権を附 与する 形式と して 内閣 対 国会の 関係で ある。 しかるに 法律 は、 国家が 国民に 対し 

て 意思表示 をす る 国家 対 国民の 関係になる。 もっとも、 形式 上の 法律 は 必ずしも 国家 対 国民の 関係 を 

規定した ものば かりで はない が、 両者 形式 を 異にする 本質 は そこに ある。 

なお、 そのほかの 違いと して は、 予算の 効力 は 原則として 一 会計年度 限りで あるが、 法律の 効力 は 

一回 艮り、 又は 一定の 期限 を 限り 効力 を 有する もの は 別と して、 大体に おいて 永続 的 性質 を 持って い 

る。 また 予算 は 政府 並びに 政府 所轄の 官庁 を 拘束す る ものであって、 政府の 機関 は、 国内 国外い ずれ 

C あろうと、 その 効力に 地 或 的な 制限 を 受けない。 たとえば、 在外公館 にしても 国の 予算に よる 拘束 
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は 受ける ので あるが、 法律の 効力 は、 特別の もの 以外に 及ばない。 

一 Sfs 予算が 歳入 及び 歳出の 実体 を 意味す る もの である こと、 そして 法律と は 異なる 形式で ある こと は、 わが国 予 

算 制度の 基本的 性格で ある。 英国に は 歳入 予算 はない。 英国で は、 古くから 所得税の 税率 は 毎年 定められ、 こ 

れを 規定したり、 その他 歳入に 関する 事項 を まとめた 歳入 法 Finance  Act が 毎年 議会で 議決 を 受ける。 歳 

出 予算に ついては、 既定 費 は 恒久 法で、 議定 費 は、 毎年の 法律で もって 国費の 支出が 許容され る。 アメリカに. 

おいて は、 一九二 一年の 予算 及び 会計 法 以来、 大統領が 歳入歳出 を 内容と し、 これ を 分析し 説明した 予算 書 

を 国会に 提出す る。 国会 はこの 予算 書 を 基礎に 審議し、 その 支出 許容に ついての 法律 (Appropriation  Act) 

を 自ら 立案す る。 

以上の 如く、 予算と 法律と は 形式的に も 実質的に も その 性質、 効力 を 異にして いるから、 予算 を も 

つて 法律 を 変更す る こと はでき ない。 また、 法律 を もって 予算 を 修正す る こと もで きない。 そして こ 

れは 憲法 上に 定められた 本質的 差異で あるが ために、 たとえば 財政 権限 委任 法と いったよ うな もの を 

制定して、 爾後 予算 は 国会の 議決 を 経る こと を 要せず としたり、 また、 一たん 成立した 予算 を 法律で 

変える ことができる ようにす る こと は、 憲法の 建前 上 許されない ことで， ある。 予算と 法律と は 別個に 

成立す る ものであるから、 法律 を もっていかに 国が 義務 を 負担しても、 予算がなければ これ を 現実に 

執行す る ことができない。 法律上の 義務 費に ついては、 国会の 議決 は 実質 上 いろいろな 制限 を 受ける 

かもしれ ない が、 理論的には、 法律の 如何に かかわらず、 何らの 制限 もな く、 自由に 議決が できる。 

逆に、 法律案が 否決され たり、 また 修正され た 場合に は、 その 法律の 執行に 関する 経費の 予算 は、 た 

とえ 予算と して 成立して いても、 その 関連 部分に 関する 限り、 内閣 は、 これ を 使用す る ことができな 
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い。 法律で、 具体的に、 これこれの 経費 を 支出せ よと か、 あるいは 支出す るな としても、 そのこと 自 

体 は、 予算の 編成 上 制約 を 受ける こと はあって も、 それが その 法律のと おりに ならなくて もやむ を 得 

ない。 そのための 責任 は 法律 的な 責任で なく、 政治的な 責任で ある。 

しかし、 いかに 国の 内部に おいて、 予算と 法律と 形式が 異なる からと いっても、 国家 意思が 一 一つに な 

るの は 不合理で あるから.、 両者の もたらす 結果に は、 できるだけ 調和と 統一が 保 たれなくて はなら な 

い。 たとえば、 ある 法律案が 修正され て、 これに 関係 ある 予算が まだ 国会で 審議 中で あると いう 場合に 

は、 理論的には 修正され ねばならない。 従来 かかる 例 は 間々 あるので あって、 昭和 一 一十三 年度 予算に お 

いて は、 国有鉄道の 運賃 法案の 修正が あって、 衆議院で 審議 中の 予算に 対して 修正 書 を 出した ことが 

ある。 帝国 議会の 時代に も 増税案の 修正に 伴って、 歳入 予算 を 変える かどう かとい う 問題が 起こった 

ことがある。 理論的には 税法の 修正に 伴って、 歳出 予算 を 修正 減少し ない 限り、 別途に 財源 を 増加し 

なければ ならない ことになるが、 多く は 政府に おいて 歳入 調達に 努力 をし、 あるいは 自然増収 等に よつ 

て 財源 不足 を 補塡し 得る というよ うな ことで、 予算 を 修正す る ことなしに 通した 例 もないで はな ハ。 

0  B 昭和 二十 五 年度の 予算に ついて、 ポツダム 政令 を もって、 警察 予備隊と 海上保安庁の 経費 を 国債 費 か 

ら移 用した ことがあった。 これ は 法律 を もって 予算 を 変更す る もので はない かとい う 疑念が 強かった が、 政 

府 として は、 これ は 財政 法 第三 十三 条に 規定す る 移 用 を 法律に 代る ポツダム 政令で 行なう ものであって、 予 

算 実行 上の 措置で あり、 予算 そのもの を 変更した ので はない という 立場 をと つた。 

〇 収入 支出 を、 法律の 形式に よってい る 英米で も、 歳出 予算 法 (支出 承認 法) で 一般法 律の 規定 を 変更す る こ 

と はでき ない。 また、 一 般 立法で 歳出 予算 を 計上す る こと もで きないと いう 政 冶 W 習が すで C 確立して いる。 
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予算の 統一 性 保持の 必要性 からして、 これ は 当然の ことで ある。 

® 法律の 改正 を 予定して、 その 内容に よって 予算 を 編成し、 国会に 提出す る 例 は 幾多 ある。 これ は 法律違反 

ではない かとい う 議論が あるが、 同一 の 国会に 当該 法律案が 提出され る 限り、 国家 意思の 分裂 はない ので、 

何ら 違法で はない。 事実 法律 を 改正した 後でなければ、 その 予算が 出せない となると、 実際 上、 予算の 編戎 

はでき ない ことが 多い。 問題と なる 多くの場合 は、 法律に よる 予算 を 減額して 出した 場合で あり、 着 額して 

いる 場合 は 文句がない ので は 勝手であろう。 
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第三 章 予算の 種類 及び 態 様 


第 一 節 一 般 会計 予算と 特別会計 予算 

I 一  般 会計 予算 

国の 会計 は、 元来 一個の ものであって、 あらゆる 歳入歳出 は 一団と して 経理すべき ものである。 こ 

れを 予算の 単一 主義 又は 総予算 主義と 称して いる。 これ は、 予算の 理解 を 容易なら しめる 点から いつ 

て も、 また、 財政の 紊乱 を 防止す る 点から いっても 要請 せられる 理想で ある。 旧 会計 法 第二 条 はこの 

点 を 明らかにして、 「租税 其ノ他 一切 ノ 収納 ヲ 歳入 トシ、 一切 ノ 経費 ヲ 歳出 トシ、 歳入歳出 ハ之ヲ 総 

予算 二 編入 ス ヘシ」 と 規定して いる。 これに 対し、 財政 法で は、 このような 規定が なく、 かえって、 

第 十三 条に 「国の 会計 を 分って 一 般 会計 及び 特別会計と する。」 とし、 あたかも 予算 単 一 主義の 原則 を 

放棄した ものの ごとくで ある。 しかし、 これ は できるだけ、 単 了王義 をと り、 一般会計に 統一すべき 

を 原則と し、 他方 一 般 会計の ほかに 特別会計 として 別途 経理す る ものが ある こと はやむ を 得ない と認 

めて いるもの である。 全体 を 一般会計に 入れる こと は、 実際 上の 不利 不便で なしに、 かえって 財政の 

明確 適正 化 を 期 するとい う 制度 本来の 趣旨に も 反する と 思われる に 至つ ちからで ある。 したがって、 
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わが国の 予算 は 国家の 基本的な 経費、 あるいは 重要な 経費 を 含んだ 一般会計 予算と、 特別の 収入、 特 

別の 支出 を 持って 特別な 経理 をす る 特別会計 予算と から 成って いる。 そして 「各 特別会計 において 必 

要が ある 場合に は、 この 法律 (財政 法) の 規定と 異なる 定め を なすこと がで きる。」 (財政 法 第 四十 五条) 

ことにな つ ている。 

0 政府の 企業に 関する 特別会計 において は、 収入 支出 を 現金の 収支で なく、 債権 債務の 発生 主義に 基づいて 

経理す る ことにし ている。 その他 特別会計 では、 予算の 執行に ついて 財政 法の 例外 を 規定して いるものが 多 

く ある。 

二 特別会計 予算 

特別会計 は、 国の 歳入のう ち、 特別の 種類に 属する もの を もって、 特別の 種類に 属する 歳出の 財源 

に 充てる 特別の 経理 を 行なうた めの 会計で ある。 財政 法 第 十三 条 にも 規定 するとお り、 特別会計 を設 

置す るに は、 法律に よらなくて はならない。 特別会計の 数、 その 種類 は、 年と ともに 変遷して おり、 

必ずしも 一 定の 形式の ものに 限られる わけで はない。 特別会計の 数 は、 昭和 三十 五 年度に おいて は 三 

十九に 及んで いる。  ， 

財政 法で は、 特別会計の 設置 を、 特定の 事業 を 行なう 場合、 特定の 資金 を 保有して その 運用 を 行な 

う 場合、 その他 特定の 歳入 を もって 特定の 歳出に 充て、 一般の 歳入歳出と 区分して 経理す る 必要の あ 

る 場合に 限って いる (財政 法 第 十三 条 第二 項)。 しかし、 特別会計の 形式に はいろ いろ ある。 現行の 特別 

会計 を、 この 三つの 場合の いずれ かに 分類す る こと は、 見方、 考え方 も あり、 正確 を 期し 難い。 要す 
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るに、 一般の 歳入歳出と 区分して 整理す る ことの 必要性が 特別会計 設置の 理由で あり、 その 必要性で 

特別会計が 分類され る。 ただ 私見と して 一応 試みて みれば、 次の 如くになる。 

B 企業 特別会計 

企業 特別会計 は、 国が 経営す る 企業に 伴う 収支 を 経理す るた めの 特別会計であって、 その 特色と す 

ると ころ は、 経営の 方式が 一般の 行政と 違って、 企業と しての 独立採算制 を 採用し、 複式簿記 による 

経理 方式 をと つてい ると ころに ある。 現行の 特別会計で これに 属する ものと して は、 造幣局、 印刷 局、 

国有林 野 事業、 アル コ— ル 専売 事業 及び 郵政 事業の 五 会計で ある。 

^ 行政 的 事業 特別会計 

国の 行政と して 行なう 事業の 収支 を 別途に 経理す る ものであって、 企業 形態 を とらない ものである。 

その 多く は 保険 事業で あるが、 その外の 行政 的 事業 も ある。 保険 事業 その他 国が 行なう 事業に ついて 

は、 その 性質 上、 収支 相関 連し 相 償うべき ものであるから、 一般会計と 区分し、 特別会計で 経理す る 

ことが 経理 を 明確に する ゆえんで あるし、 また 運営 上 も 便宜で ある。 国が 保険 事業 を 経営す る 場合に 

は、 大体 特別会計 を 設置す るの が 例で あり、 現在 これに 属する ものと して は、 厚生 保険、 船員 保険、 

農業 共済 再保険、 森林 火災保険、 漁船 再保険、 中小 漁業 融資 保証 保険、 輸出保険、 木 船 再保険、 自動 

率 損害賠償 責任 再保険、 簡易 生命保険 及び 郵便年金、 労働者 災害 補償 保険 及び 失業保険の 十二 会計が 

ある。 

保険 事業 以外の 行政 事業の 会計に 属する もの は、 貴金属、 郵便貯金、 国立 病院、 あべん、 食糧 管理、 
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糸価 安定、 自作農 創設 特別措置、 開拓者 資金 融通、 特定 土地改良 工事、 特定 港湾 施設 工事、 道路 整 

備、 治水と いった 種類の ものが あげられる。 

〇 資金 運用 特別会計 

資金 運用 特別会計 は、 一定の 資金 を 保有し、 運用し、 これに 伴う 収支 を 一般会計と 区分 経理す るた 

めに 設けられた 特別会計 である。 この 会計に 属する ものと して は、 資金 運用 部、 外国為替 資金、 産業 

投資、 経済援助 資金、 余剰 農産物 資金 融通が ある。 

0 経済 援加 資金 は、 MSA 小麦 資金、 余剰 農産物 資金 融通 は 余剰 農産物 関係の 見返 資金で ある。 

^ 資金 整理 特別会計 

資金 整理 特別会計 は、 一定の 資金 を 特定の 目的の ために 整理す る ものであって、 一般の 国民 負担に 

基づく 収入、 支出と は 別に、 その 目的 そのものの ための 経理 を 明らかにする ものである。 前の 資金 運 

用 会計と あわせて 資金 会計と いう 名称で 統 一 される こと も ある。. この 特別会計に 属する ものと して 

は、 交付 税 及び 譲与 税 配付 金、 国債 整理 基金、 賠償 等 特殊 債務 処理、 国有財産 特殊 整理 資金、 特定 物 

資 納付金 処 理 といつ た 会計 が これに 入る。 

！ SB 特別会計 は、 自収 自弁が 原則で ある。 しかし、 行政 的 事業 会計 (たとえば、 道路 整備、 治水)、 資金 整理 特 

別 会計 (たとえば、 国債 整理 基金、 賠償 等 特殊 債務 処理) の ある もの は、 一般会計からの 繰 人 金 を 歳入と し 

ており、 完全な 意味に おいて は、 自収 自弁の 会計と はいえない。 

J 一一  予算の 総量 (予算 純 計)  ^^^^Kndl 
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一 国 P 歳入歳出 は、 一 つの 予算に 編入す る ことが 原則で ある けれども、 以上の ように 特別会計の 数 

が 多く、 これに、 それぞれ 各 別の 予算が あると、 国の 予算 はまこと に 複雑で あり、 かつ 難解と なる。 

しかも、 これらの 会計 は 単純に 多数の ものが 並立して いる わけで はない。 その 間に 主従の 関係が あり、 

かつ 相互に 非常に 複雑な 交渉 関係 を もっている。 一般会計 を 幹と して、 これに 多数の 大枝の 特別会計 

が ある。 この 大枝から、 これに 従属して いる 小枝の 特別会計が 出て いる。 また ある 種の 特別会計に は、 

その 会計 自身の 内部に おいて、 細 枝 ともいうべき 勘定が あると いったぐ あいで ある。 そして、 これら 

の 一般会計の 大幹、 特別会計の 大枝、 小枝、 細 枝の 間にお いて 歳入歳出が 彼此 重複す る 関係に 立って 

いる。 これ を 二、 三の 例に とって 見る と、 印刷 局 特別会計、 アル コ— ル 専売 事業 特別会計 において は、 

その 収入の 中から 支屮 ：！ を 引いた 益金 を、 一般会計の 歳入に 納付す る ことにな つてい るので、 一般会計 

に 納付され る 益金 だけ は、 特別会計の 歳入と 重複され て 予算に 計上せられ ている ことになる。 さらに、 

健康保険の 被保険者 を 国立 病院に 収容す る 場合に は、 保険 給付 費が 国立 病院の 収入に 入り、 特別会計 

の 間に、 歳入歳出の 重複が 起こる。 それから 厚生 保険 特別会計 では、 健康保険、 年金 及び 業務の 三 勘 

定に 分かれて おり、 業務 勘定の 経費 は 健康保険 及び 年金の 勘定から 繰り入れられる ことにな つてい る。 

この場合に は、 一 会計の 勘定 間に 重複 計算が 行なわれる ことになる。 また 郵便局で 取扱って いる 事務 

について 見れば、 郵便局の 経費 は、 一応 郵政 事業 特別会計で 支弁す るので あるが、 その 経費 は 本来の 

郵便、 為替の ほかに 貯金 関係と して 大蔵省 資金 運用 部から、 簡易 生命保険 及び 郵便年金の 仕事 をして 

いる 関係で、 この 会計から、 また 一般会計の 歳入歳出の 現金の 収納 支払 を 取り扱つ ている 関係で、 一 
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般 会計から、 それぞれ 経費 を もらう。 したがって、 これらの 諸 会計の 間にお いて、 重複 関係 を 起こし 

ている。 なおまた、 一般会計 だけにお いても、 刑務所の 作業費で 作った ものに 物品税が かかる と、 一 

般 会計の 歳出 を もって、 一般会計の 歳入に 入れる ことになる。 

こうした わけで、 国の 予算の 総量 は、 単に 一般会計の 予算 総額 を 見た だけで はもち ろん のこと、 特 

別 会計の 予算まで 単に 形式的に 合計した だけで はわ かる もので はない。 これらの 会計 相互 間、 勘定 間 

等の 重複して いると ころ を、 おのおの 控除して 見なければ ならない ので ある。 この 会計 間の 予算の 重 

複額を 控除した 予算の 総額 を、 一 般に 予算の 総量 又は 予算 純 計と 称して いる。 

0  B 昭和 三十 五 年度の 一般会計の 当初 歳出 予算の 総額 は 一兆 五 千 六 百 九十 七 億円、 特別会計の 歳出 予算 総 

額 は 三 兆 五 千 四百 九十 億円、 政府 関係 機関の 予算 総額 は 一兆 三千 八 百 三十 億円、 この 単純な 合計 は 六 兆 五 千 

十七 億 R 程度で あるが、 純 計で 見れば 四 兆 八 百 二十 六 億円 程度で あるから、 いかに 予算 純 計 額と 単純な 予算 

の 合計 額と、 かけ 離れた もの であるかが わかる であろう。 

^ 予算の 純 計 は、 国と 国 以外の ものとの 間にお ける 形式的な 金銭の 出入の 総計 を 示す という 意味 を 持つ 

が 単に それだけの ことであって、 それが どういう 意義 を 有する かに ついては、 現在までの ところ、 資料と 

して 十分 役立って いると はいえない。 また、 それ は 純 計の 分析 研究が 未だしい からで も ある。 昔と 違って 国 

家の 営む 行為の 範囲が 非常に 大きく、 かつ 複雑と なって 来たので、 単に 昔に 比べて 歳入歳出の 純 計が 大きい 

力ら とレ つて 財政が 放慢 であると か、 国民 負担が 高 過ぎる とかいう ことに は 決して ならない 。右に 述べ >w 

四 兆 八 百億 円 程度の 純 計 額のう ち、 食糧の 売買 だけで も 五 千 五 百億 R 以上の 金になる。 郵政 事業で 千 九 百億 

円、 交付 税 及び 讓与税 配付 金で 二 千 八 百 六十 五 億 円 以上の 出入りが ある こと を 考えれば、 必ずしも このぼう 

犬な 数字に 驚く 必要 はない。 国鉄、 専売、 電々 の 公社 予算 を 考える と 数字 はさら に 違って くる。 国の 財政 は、 
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直接 間接 国民の 負祖に 関係す る ことで は あるが、 その 関係の 仕方 程度 は、 いろいろ ある。 たとえば、 税金の よ 

うに 反対給付の 特定な くして 強制的に 負祖 する ものが ある。 これに 対する 歳出 は、 税金の 行方と して 検討 さる 

べき ものである。 しかし、 手数料、 授業料 等の 負祖 は、 なければ ない に 越した こと はない が、 一応 その 負祖 

による 対価 は 特定して いる。 社会保険 であれば、 強制的で は あるが、 保険料 を負祖 して 現在 及び 将来に おい 

て 保険 給付 を 得られる。 鉄道 や 郵便 も 対価が はっきりし ている。 その 利用が 必ずしも 強制され ている とはい 

えない。 簡易 生命保険 や 郵便年金 は，、 完全に 自由 意思で 国家 機関 を 利用す るか 否かに よって 予算が 動く。 し 

かも^ 上 諸種の 負祖と 反対給付の 関係 は、 国民の 全部に 及ぶ こ ともあれば、 一 部の もの だけの こと も ある。 こ 

のよ うないろ いろな 性質 を 持つ 歳入歳出が 一 本の 数字で 現わされ、 何等の 関連が 示されて いないの では 純 計 

は 大した 意味 を 持たない。 今後 純 計 を どのような 目的 を もって 完成 させて 行く か は 重要な 研究課題 である。 

第二 節 本予算と 補正予算 

一 予算 補正の 必要性 

一般会計に おいても 特別会計に おいても、 およそ 一 会計に ついては、 ただ 一 つの 予算 を もって 歳入 

歳出 を 網羅し、 統一す るの が 理想で ある。 しかし 予算の 性質から、 一たん 予算 を 組んだ 後の 事情の 変 

更によ つて、 その 予算に 過不足 を 生じ、 また その 内容 を かえる 必要が 起こって 来る こと はやむ を 得な 

い。 こういう 必要 やむ を 得ない 場合に、 当初で き 上った 予算 を 変更す る 予算が 補正予算 である。 そし 

てこの 場合、 基本の 予算 を 本予算と し、 これに 追加 をしたり あるいは 内容 を 変更した りする 予算 を 補 

正 予算 又は 予算 補正と いっている。 
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法律の 規定に は、 本予算 及び 補正予算 という ことば はない。 財政 法の 規定に よれば、 追加予算と 予 

算の 修正と いう ことばが あり、 これ を 合わせて 補正予算 というの が 予算 用語で ある。 予算 は、 財政 法 

の 規定 (第二 十七 条) によると、 前年度の 十二月 中に 国会に 提出す るの を 常例と する ことにな つて ハ 

る。 もっとも、 財政 法 制定 以来い まだ かって 前年度の 十二月 中に 提出され たこと はない ので、 大体 一 

番 早くて 一月 ごろと いうの が 最近の 例で あるが、 いずれにしても、 予算の 編成に は 相当の 期間が 必要 

であるから、 一たん 提出し、. また 国会の 議決 を 経て 成立した 後に おいて、 時日の 経過に よって 事隋も 

^ 変わり、 これ を 直す 必要が 起こって 来る わけで ある。 もちろん 予算に は 予備費が 計上され ており、 経 

第 *r が 不足した ような 場合 ある 程度 対処で きる けれども、 それで は 及ばない ことがある。 また、 予算の 

内容 を 変更す る こと は、 予備費で はでき ない ことで ある。 

註 補正予算 という ことばと 予算 補正と いう ことばとの 相違 は、 改正 法律案と 法律 改正案との ことばの 相違 程 

度の ものである。 ただし、 改正 法律案と いう 場合 は、 欤正 する ための 法律案 そのもの を 意味す る 場合と、 改 

正された 結果の 全 法律案 を 意味す る 場合と ある。 補正予算 は、 本予算と は 別個の 予算で、 本予算 を 補正した 

結果の 全体の 予算で はない。 したがって、 国会に 提出す る 議案の 形式と して は、 まぎれ を 避ける ために、 予 

算 補正と いう ことば を 使用す るなら わしに なって いる。 予算 自体の 内容 を 意味す る ものと して は、 補正 予箅 

で 差し支えない。  一 

一一 本予算 及び 補正予算の 一体 性 

本予算と 補正予算と は、 おのおの 別個に 成立し、 施行され るが、 元来 補正予算 は、 本予算の 事項、 

金額 を 追加し 又は 修正す るので あるから、 その 成立の 上 は 本予算 及び 補正予算 を 通計して、 全 本と し 


41 第二 節 本予算と 補正予算 


て 実施され る ことになる。 したがって、 ある 年度の 予算 総額 を 知ろうと する 場合に は 

本予算 提出 後 国会に 提出 成立した 補正予算の すべて を 総計して 見なければ ならない。 なお、 補正 予等 

の 内容が 本予算の 金額 を 修正 減額す る 場合に は、 減額 せられた 結果が 当該 年度の 予算と なること はい. 

うまで もない。 

註 B 昭和 二十 二 年度に おいて は、 撤回され た 分 を 含み 前後 十五 回 補正予算が 提出され、 本予算、 補正 予筹 

を 合計した 結果 は、 当初 予算の 倍額 近くに も 達した ことがある。 最近、 補正予算 は 大体 年度 内に  一、 二回で 

済んで いるが、 必ずしも これに 限る わけで はない。 

^ わが国で は、 本予算 はもち ろん 補正予算 を 合した 予算の 総額、 項 別 金額 はいつ 現在で も はっきりし、 

かつ 公表され ている。 しかるに アメリカ では、 歳出 予算 法が 個別に 議定され るた め、 予算の 現在 額 はなかない 

かっかめ ない。 当初 案が 修正 加除され た 全体の 最終 予算の 姿 は、 予算 局で 整理され ている だけで ある。 もち 

ろん 確定 的 数字と して 公表 されても いない。 

三 補正予算の 種類と 内容 

財政 法 第二 十九 条 によると、 「内閣 は、 予算 作成 後に 生じた 事由に 基き 必要 避ける ことので きない- 

経費 若しくは 国庫 債務 負担 行為 又は 法律上 若しくは 契約 上 国の 義務に 属する 経費に 不足 を 生じた 場合： 

に 限り、 予算 作成の 手続に 準じ、 追加予算 を 作成し、 これ を 国会に 提出す る ことができる。」 (第一 

項) とし、 また、 「予算 成立 後に 生じた 事由に 基いて、. 既に 成立した 予算に 変更 を 加える 必要が ある 

とき は、 その 修正 を 国会に 提出す る ことができる。」 (第二 項) としてい る。 前者の 場合が 追加予算、 バ拷 

者の 場合が 修正予算 である。 
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追加の 補正予算 は、 新しい 事項 を 追加したり、 既設の 項の 金額 を、 追加 増額す る ものである。 とこ. 

ろが 修正の 補正予算 は、 予算の 変更で あるから、 金額に ついて だけに 限られない。 もちろん 金額の 追 

加 も 予算の 変更で ある けれども、 この場合 は、 追加 以外の 変更で ある。 歳入歳出 予算に ついていえば、 

項の 金額 を 全 減 又は 一部 を 減額した りする 内容の ものである。 必要が あれば、 項の 名称 を 変える こと 

もで きる。 予算 総則、 継続 費、 繰越 明 許 費、 国庫 債務 負担 行為に ついても、 新しい 事項 を 追加す る 場 

合が 追加予算 であり、 既設の 事項の 内容、 条件 等 を 変更す る もので あれば、 修正予算 という ことにな j 

る。 もちろん、 歳入歳出 予算 以外に おいて は、 追加予算、 修正予算と いっても 形式の 相違に とどまる 

場合が ある。 たとえば、， 予算 総則に 規定され ている 大蔵省 証券の 発行 限度額 を 変更す る 場合、 「何 円 を- 

追加す る。」 という 形式に すれば、 追加予算 であるし、 本予算に 定められ ている 「何 円」 という 金額 を 

「何 円」 と 改める という 形式 を とれば 修正予算 となる。 

なお、 一 つの 補正予算で、 追加と 修正と 両方の 内容 を 持つ こと はいくら でも あり 得る。 むしろ 最近 

の 例で は、 両方の 性質 を 兼ねてい るの が 普通で ある。 法律上 は それぞれ 別個の 性質で ある もの を、 あ 

わせて 補正と いう 名称に したの は、 単に 便宜の ために 過ぎない。 

註 B 地方公共団体の 予算に は、 古くから 追加 更正と いう 制度が あった。 更正 は 修正に 当たる。 

S 旧 憲法 時代の 追加予算 は 各 議会 ごとに 追 第 何 号と いう 形式で 提出され ていた。 現在 は 各国 会 を 区別せ 

ず、 一年 度 を 通し番号で 補正 第 何 号と いう 形式に している。 追加と 修正 を 各 区別す ると、 追 第 何 号、 修第何 

号、 それに 追加と 修正と を 含む 追 修第何 号と いう 予算が 現われて はわ かりにく いので、 補正と いう 名称 一本 


嗲正 予算の 制度 は、 旧 憲法 及び 旧 会計 法 時代に はなかった 新しい 制度で ある。 当時 は 予算が 成立し 

t4 事 青の 変化に 応じて 内閣 限りで 自由に その 成立 予算 を 編成 替 して 実行した ことが しばしば あつ 

JJO そして これ を 実行 予算と 呼んで いた。 つまり 予算に 対する 国会の 議決 は、 その 支出の 最高 限度 を 一 

国会が 承認した ので あるから、 その 全額 を 支出し なければ ならない 義務 は、 内閣に はない との 見解 か 

ら である。 したがって その 最高 限度の 金額の 範囲 内に おいて 支出す るので あるから、 その 差額 を 必ず 

しも 威ら す 必要 はない。 ただ その 最高 限 度を越え る 必要が ある 場合、 追加予算 を とれば よいと いう 考 

え 方で あつたが、 規 憲法で は、 財政 を 処理す る 権限 は 全面的に 国会に 置かれて いる 建前で あるから (騫 

法 第 八十 三 条)、 予算の 執行に ついても なるべく 国会の 議決 を 尊重して 考えなければ ならない。 ゆえに ヽ 

一旦 有効に 成立した 予算で あっても、 その 内容 を 変更したり、 あるいは、 その 金額まで 使わなくても 

よいと いうよう な ことであるなら ば、 もう 一度 国会に はかって、 予算 自体 を 変更して、 それに 基づい 

^ て実ラ する のが、 その 趣旨に 沿う ものである。 また 一方、 もし 全く 従来 どおり 内閣 限りで、 予算の 範 

P 一 

補 S 内で 自由に 実行 予算 を 編成して 行く とするならば、 かりに 国会で 増額 修正 をしても、 内閣 はこれ を 

箅 実行し ないです むと いうよう な 妙な こと も 考え 得る。 そこで、 この 予算 成立 後、 従来の ような 実行 予 

木 算を褊 成しなければ ならない ような 情勢で ある 場合に は、 その 修正予算 を 国会の 議決 を 経てから 実行 

^ する のが 適当で ある。 

第 もっとも 右に 述べ た 修正 の 必要性 も 程度 の 問題であって、 どんな 軽微な 事項 でも その ような 措置 を 

4 とる の は繁瑣 にたえない。 また、 場合によって は 国会が 開会され て おらず、 そのような 措置 をと り 得 
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ない ことがある。 わざわざ そのために 国会 を 召集す るまで もない こと もあろう。 要は 常識的に 国会の 

議決の 趣旨に 合する か 否かで 措置 すれば よい。 

四 補正予算 提出の 制限 

補正予算 は、 みだりに 提出して はならない。 財源が あるから とて、 直ちに 補正予算 を 組む こと は 許 

されない。 これ は 財政 法 第二 十九 条 がその 条件 を 規定して いるので あって、 濫に 流れ 財政の 放慢 とな 

るの を 戒める ので ある。 ことに 予算の 編成 を 周到に し、 その 要求 を 節度 あらしめ るた めに は、 一定の 

時期 を 画して、 財政 計画 を 確定す る 必要が あり、 その後 勝手に これに 追加 修正 を 加える こと を 許して 

はならない。 

右に よって、 財政 法が 補正予算 を 提出し 得る こと を 認めて いるの は、 具体的に いえば、 追加予算の 

場合に は、 

(一) 予算 作成 後に 生じた 事由に 基づき、 必要 避ける ことので きない 経費、 若しくは 酉 庫 債務 負揖 

行為に 不足 を 生じた 場合 

(一 一) 法律上 若しくは 契約 上 国の 義務に 属する 経費に 不足 を 生じた 場合 

に 限られる。 つまり、 予算 作成 後の 事情 変化と、 義務 費の 不足の 場合に 限られる。 そして 義務 費の 不足： 

は、 予算 作成 後に 生じた 事由に 基づく と 否と を 問わない。 義務 費 は、 国 は 当然 支出し なければ， ならな い， 

もので あり、 その 事由が 予算 作成の 前で あろうと 後で あろうと、 支出 を 免れる 性質の もので はない。 

予算 作成の 当時、 義務 費の 不足す る ことが 判明して おれば、 当然 予算に 計上して いるで あろうし、 た 
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とえ 判明せ ず、 予算 作成 前の 事由に よる もので あろうと， 当然 洎如 ま. 出しな け， S なら.， が ITyv 

務費 以外の ものに ついては、 作成 当時の 一 定の 時期 を 画して、 必要な 一 切の もの は 予算に 計上して お 

く 建前で ある。 したがって、 作成 当時 わかって いた 事由に よって は、 追加予算の 作成 は 許されない。 

この 建前 をみ だると、 補正予算 を 何回で も 出す ことにな り、 予算の 統一 を やぶる ことになる。 

0  B 必要 避ける ことので きない 経費と は、 災害 等の 如く 緊急 支出 を 要する ものに 限る と 厳格に 解すべき で 

はない。 必要 避ける ことができ ないか どうか は、 一応 政府の 認定に よる もので あり、 国会 は、 その 必要なし 

と 判断 すれば、 否決 又は 修正 を 行なうべき である。 

^ 財政 法で は、 経費の 不足に 追加す る ものと している が、 この 経費の 不足と は、 本予算に 計上され てい 

る 経費の 不足の こと だけで はない。 予算 全体につ いての 不足 も 含まれる。 したがって、 本予算に 計上され て 

いない 新たな 経費に ついても、 追加予算が できる。 

修正予算 は、 予算 成立 後に 生じた 事由に 基づいて、 すでに 成立した 予算に 変更 を 加える 必要が ある 

ときに 提出で きる。 追加予算 のように、 特に 経費の 性質に よる 制限 はない が、 予算 成立 後に 生じた 事 

由に 基づく こと を 必要と する から、 一 たん 本予算が 成立した 後でない と 提出で きない。 追加予算 は、 予 

算 作成 後の 事由で あれば、 予算 成立 前すな わち、 本予算が 国会で 審議 中に おいても、 追い かけて 提出す 

る ことができ るが、 修正予算 は 提出で きない。 これ は 何故かと いえば、 建前 論と して は、 修正 は木予 

算 があって のこれに 対する もので あり、 本予算の ない 以前にお いて、 その 内容 を 変更す る 意味の 修正 

はあり 得べき でない。 もし その 必要が あれ ぱ、 むしろ その 本予算 自体 を 撤回して、 修正 内容 を 加味して 

再 提出す るか、 本予算に 対する 政府 修正 書 C これ は 新しい 議案 を 出す のでない。 議案 自体 を 修正す る 
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ので ある。) を 提出すべき ものであるから である。 たとえば 法律の 場合、 既存の 法律に 対して 改正 法律 

案 は 出せる が、 本体た る その 法律が なくして 改正 法律案 を 提出す る 意味がない のと 同じ 理， 


註 B 修正の 補正予算が、 本予算の 成立 以前に は 提出で きないと いう 原則 は、 実際問題 として は 多少 不便が 

ある。 たとえば、 本予算が ある 程度 審議が 進んだ 後に、 予算 修正の 必要が 起こった 場合、 一 たん 予算 を 撒 回 

して 再 提出す る ことになると、 実際 上 審議 期間が 延びる こと も 考えられる。 かつまた、 一たん 衆議院 を 通過 

して 参議院に 本予算が 廻った 後に おいて は、 すでに 一 院の 意思が 確定して いるから、 政府と して は、 予算案 

の 撤回 自体が できない し、 議案の 修正 書 を 提出す る こと も 不可能になる。 したがって、 本予算の 成立 を 条件 

として、 修正の 補正予算 を 別個の 議案と して 提出し、 同時に 審議が 進行し 得る ようにす る 必要が あるので は 

ないかとの 意見が ある。  . 

^ 法律案の 改正 関係に ついては、 割合に 寛に 考えられ ている。 ある 法律案が 国会で 審議され ている 間 

に、 その 法律案 を 改正す る 別の 法律案が 同じく 提出され る 例が かなり ある。 

®  . 補正予算が 審議され ている 間に、 結果 的に その 補正予算 を 変更す る 別の 補正予算が 提出され る 例 は あ 

る。 一 の 会期に 数回 も 補正予算が 提出され ると、 間々 こうした ことが 起こり 得る。 しかし、 補正予算 はあく 

まで も 本予算と 一 体 化して 考えられる ものであるから、 理論 上い けない こと はない。 

第三 節 暫定予算 

一 暫定予算の 意義 

財政 法 第三 十条に は、 「内閣 は、 必要に応じて、 一 会計年度 のうちの 一定期間に 係る 暫定予算 を 作 

戒し、 これ を 国会に 提出す る ことができる。」 と ある。 暫定予算 は、 ある 年度の 予算が 当該 年度 開始 前 
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に 成立 を 見ない 場合に、 その 予算が 成立す るまでの 間、 必要な 経費の 支出が できる ように 認められた 

暫定的な 予算で ある。 旧 憲法の 時代に は、 年度 開始までに 予算が 成立し ない 場合に は、 前年度の 予算 

を 当該 年度の 予算と して 施行す る 旨の 規定 を 置いて いた。 旧 憲法 第 七十 一条に は、 「帝国 議会 ニ於テ 

予算 ヲ 議定 セ ス又ハ 予算 成立 二 至 ラサル トキ ハ 政府 ハ 前年度 ノ 予算 ヲ 施行 ス へ シ」 とあって、 その 施 

行 は 勅令 を もって 行なわれた。 

規 憲法 は、 この 年度 予算 施行に 関する 規定 を 置いて いないので、 そのような 場合に 処 する 手段と し 

て、 財政 法に よって、 暫定予算の 制度 を 設けた。 ただし、 旧 憲法の 時代に は、 年度 開始までに 予算が 

成立 しないと、 その 年度 は 絶対に 予算の 成立と いう こと を 考えなかった ので あるが、 規制 度で は、 年 

度 開始 後に も、 なお、 その 年度の 本予算が 成立す る 機会が ある ものと 考え、 年度 終了までに は、 必ず 

予算 は 成立 するとい う 前提に 立って 考えられ ている。 年度 開始までに 予算が 成立に 至らない 場合と し 

て は、 次の ような 場合が 考えられる。 

( 一 ) 予算 を 審議すべき 時期に 衆議院が 解散され ていて 国会と しての 機能 を 果たし 得ない 場合 

(二) 予算 を 審議す ベ き 時期に 災害 その他で 国会の 召集が 不 可能 な 場合 

(三) 年度 内に 予算が 国会に 提出され ない 場合 

(四) . 年度 内に 予算が 国会に 提出され ていても、 いろいろな 事情で 年度 開始までに 国会の 議決が 得 

られ ない 場合 

右のう ち (二) め 場合 は、 単に 理論 上 だけの ことで、 多く は (一)、 (三)、 (四) の 場合で ある。 財 
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政 法 f 定後、 暫定予算 を もって 年度 を 開始した 例のう ち、 昭和 二十 三年 度、 昭和 二十 四 年度 及び 昭和 

三十 年度 は、 政治 事情で 本予算の 編成が 遅れ、 年度 内に 国会に 提出に 至らなかった 場合で ある。 昭和 

二十 八 年度 は、 本予算が 衆議院 通過 後、 三月 半ばに して 解散と なり、 年度 内に 予算 不成立で 参議院の 

緊急 集会に 暫定予算が 提出され た。 

0 昭和 二十 三年 度の 本予算 は、 昭和 二十 三年 六月 七日に、 昭和 二十 四 年度の 本予算 は 昭和 二十 四 年 四月 四日 

に、 昭和 二十 八 年度 本予算 は 昭和 二十 八 年 六月 十三 日に (不成立 予算 は 同年 一月 三十日に)、 昭和 三十 年度 本 

. 予算 は 昭和 三十 年 四月 二十 五日に 国会へ 提出され ている。 

暫定予算が 提出され る 時期 は、 財政 法 も 規定す る 如く、 その 時の 「必要に応じて」 決められる。 本 

予算の 提出と 同時に 提出して おく こと も 考えられ るが、 今までの 例から いえば、 本予算が 年度 開始 ま 

でに 成立す る 見込みが なくなった ときに 提出され ている。 その 判断 をい つ 頃 決める か は、 その 時々 の 

政治 事情に よる 外 はない が、 いざ 提出と なれば、 両院 合わせて 一週間 程度の 審議 期間 を 見て、 その は 

前に 準備 をして おく 必要が ある。 

0  B 暫定予算 を 本予算と 同時に 提出して おけば、 年度 末に あわてる こと もない が、 実際 上 は 予算 審議 を 遅 

延 させる ことが おそれられる。 

^ 暫定予算の 提出 時期に ついては、 第 十五 回国 会の 解散の 場合に 問題が あった。 同国 会で は 衆議院で 内 

閣 不信任案が 成立し、 解散に なった ので あるが、 当時 昭和 二十 八 年度 予算 は、 衆議院 を 通過して 参議院に あ 

つた。 憲法 第 六十 九条 では、 内閣 は 不信任 決議案 可決 後 十日 以内に 解散 か、 総辞職 かいずれ か を 選ばな けれ 

はならない。 解散す るので あれば、 その 以前 十日 間の 間に 暫定予算 を 提出、 可決 を 得た 後に 行なうべき であ 

g とする 向が あった。 一理で は あるが、 政治の 実麖 はそう は 行かない。 解散 は 即日 行なわれ、 そ Q 後 参議院 
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の 緊急 集会が 召集され、 暫定予算が 提出され た。 

二 暫定予算の 性質 及び 効力 

暫定予算 は \ 年度が 開始 されても 予算が 成立し ない 場合に おいて、 本来の 予算が 成立す るまでの 

間、 暫定的に 実行され る 予算で ある。 財政 法で 「一定期間に かかる」 というの は その 意味で ある。 そ 

の 期間 は、 本予算 成立の 時期 如何によ るが、 従来の 例から すれば、 長くて 三 力 月ぐ らいで ある。 そし 

て 本来の 予算が 成立 すれば、 暫定予算の 有効期間に 関係な く、 また 支出 残額の 有無に かかわらず、 そ 

の 時に 失効して、 本予算に 吸収され る。 そして、 暫定予算に 基づいて 行なった 支出、 又は 債務 負担 は、 

当該 年度の 本来の 予算に 基づ い て 行な つ たものと みなされる (財政 法 第三 十条 第二 項)。 

0  B 暫定予算 は、 本来の 予算が 成立す るまでの 間、 何回で も 提出され る。 昭和 二十 三年 度 は 四月から 六月 

までの 分と して、 四 回に わたって 提出され て いる、 昭和 二十 四 年度 は 四月 十五 日までの 分と して 一回で あつ 

た。 昭和 二十 八 年度 は、 四、 五月 分と 六月 分の 二回、 昭和 三十 年度 は、 四、 五月 分と 六月 分の 二回であった。 

^ 暫定予算 を 何回も 掲出 する 場合、 それ は 本来の 予算と 同じく 補正の 形式 をと る。 それ は 四月 分 暫定 予 

算 とか、 五月 分 暫定予算 とか、 暫定予算が 別々 に 数個 あるので なく、 当初の 暫定予算に 期間 延長の 分 を 補正 

する 考え方で ある。 補正 形式 をと る 以上、 さきに 出した 暫定予算 を 後に 修正 減額す る こと もで きる。 現に 昭 

和 二十 三年 度の 暫定予算に、 その 例が ある。 

© 最初に 出す 補正予算の 期間 を、 どう 沬め るか は、 全く 政治 判断に かかる。 予算 成立 時期 を 見込んで 大 

幅の 期 問に してお くこ ともあれば、 あるいは、 予算 審議の 状況と にらみ 合わせる 考えで、 比較的 短 かい 期間 

にしておく こと もで きる。 なお 暫定予算の 期間 は、 その 予算 総則に 規定され る。 しかし 暫定予算 一体の 原則 

からして、 かりに 前の 期間に 予定して いた 経費の 全部 又は 二部 を、 その 期間に 支出せ ず、 次の 期間に 支出す 
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る こと は 差し支えない。 

暫定予算 は、 以上の 如き 性質 を 有する ものであるが、 国会の 議決 を 要する 予算で あると いう 点で は 

本来の 予算と 何ら 異ならない。 形式 も 暫定予算と 称する 以外 全く 同じで ある。 ただ その 内容に おいて 

は、 本来の 予算が 成立す るまでの 暫定的な もので あり、 仮り な ものであるから 留意 を 要する。 本来の 

予算の 審議に 影響を及ぼす 重要な 政策 を 実行す るよう な 経費 を 計上す る こと は 極力 避けなければ なら 

ない。 その 期間に 支払わなければ ならない 法律上の 義務的な 経費 を 主と すべきであって、 たとえば 国 

債の 利子、 刑務所の 囚人の 食糧 費、 あるいは 職員の 給与 費 等 最少 限度の ものに 限るべき である。 公共 

事業 費に ついても、 従来の 継続 を 主として 新規 は 避けるべき である。 ただし、 その 期間 内に おいて 時 

期 的に 必要と する 最少 限の 事業 分量 は 考えられて よい。 なお、 継続 費の 年 割 額に ついては、 すでに 国 

会の 議決 を 経てい るから、 あらためて 暫定予算に 計上す る 必要 はない ともい える が、 一定期間 におけ 

る 支出の 全体 を 示す 意味で は、 これ を 暫定予算に 含めて 計上す るの が 適当で ある。 

註 B 暫定予算の 形式 は、 総則と 歳入歳出 予算 だけで ある。 継続 費や、 繰越 明 許 費 は 必要ない し、 国庫 債務 

負祖 行為 は大 がい 新規で あり、 暫定予算 期間 内に 翌年 度に わたる 契約 を 必要と する 場合 は 殆んど 考えられな 

い 0 

^ 暫定予算 は、 本来の 予算と 等しく 歳入歳出 を あわせて 計上す る。 暫定予算の 必要性 は 歳出 だけにつ い 

て あるので あって、 歳入 は、 当然 法令の 規定に よって 入って 来る ので あるから、 あえて 歳出に 対応して、 そ 

の 額の 歳入 予算 を かかげる 必要 はない。 年度 当初 は 歳出が 歳入に 超過す る 時期で あり、 暫定予算 は、 常に 歳 

出超 過で 組まれる。 しかし 歳出の 実際にお いて は、 多くの場合、 前年度 剰余金が 現金と して 国庫に あり、 専 
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売納は 金に 相当す る 流用 現金 も ある。 要すれば 大蔵省 証券 も 発行で き、 実際 上 支障 を 生ずる こと はない。 

® 暫定予算 は、 少なくとも 当初 提出され る 場合に は 現状維持で 組まれる。 新しい こと を やって 本来の 予 

算に 影響を及ぼさない ようにとの 趣旨で ある。 そのために は 立法 を 要する ことがある。 たとえば 昭和 二十 ブ 

年度 艮 りの 補助金 整理の 臨時 特例 法 を 延長したり、 昭和 二十 九 年度 末で 切れる 租税 特別措置 法に 規定され る 

滅 免税 期間の 延長 等が、 昭和 三十 年度の 暫定予算に 関連して 行なわれた。 本予算が 提出され ての 後の 暫定 予 

算は、 当初の ものと は 多少 弾力性 を もって 考えられよう。 殊に 本予算の 内容 をな す 法律が すでに 通った 後に 

おいて は、 その 経費 を 暫定予算に 計上しても、 苦情 は 出ない はずで ある。 

H 継続 費の 年 割 額 は、 理論 上 は、 暫定予算の 有無に かかわらず 使用が できる。 それ は、 当該 年度の 予算 

として、 すでに 国会の 議決 を 経た ものであるから である。 丁度 前年度からの 繰越 予算が、 あらためて 国会の 議 

決 を 経る ことなく 使用し 得る のと 同様で ある。 しかし 慣例 は、 継続 費の 年 割 額と いえ ども、 暫定予算の 間に 

支出 予定の もの は 計上され る ことにな つてい る。 これ は、 その 期間 中の 支出額 を 明らかにする という 意味に 

過ぎない。 継続 費 年 割 額 も 本来の 予算に 計上され るので あるから、 本来の 予算に 吸収され る ことになる 暫定 

予算で も 計上して おくとの 意味と、 その 額 は 既定 額で あっても、 修正し 得る 性質の ものであるから (財政 法 

第 十 a 条のニ 第二 項)、. 暫定 期間に おいても 取扱い を 慎重に してお こうとの 意味で ある。 ただ 既定の 事業で 

あるから に は、 他 Q 新規の 経費と は 別に、 当然 その 事業の 継続 を 予定して 歳出 を 計上して よい。 

なお、 最少 限度の 必要で ある 暫定予算 さえ も、 場合によって は 年度 開始までに 存在して いない 場合 

も ある。 規に 昭和 二十 五 年度と 昭和 二十 九 年度で は 四月の 当初 二日 間の 間、 暫定予算 もな く、 いわ ゆ 

る 予算 空白 期間 をつ くった。 したがつ てこれ を 制度の 欠陥と して、 たとえば、 暫定予算が 成立し ない 

ような 事態 を 予想し なかった の は、 憲法の 不備で あると いう 見方 をす る 向き も ある。 しかし 立憲政治 

は 結局 政治の 良識に 基づく 運営 を 期待して いるので あって、 このような、 暫定予算 なくして 年度が 開 
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始 する 如き 事態 は 予想して いないし、 また 予想すべき では あるまい。 国務 は 一日と いえ ども 曠廃 させ 

て はならない ので あり、 予算の 空白に よって そのような 事態が 起こる こと は、 政府 も 国会 も 極力 避け 

なければ ならない。 憲法 は そのような 健全な 政治 運営 を 期待し、 したがって その 場合の 起こる こと を 

予想せ ず、 レ たがって そのための 規定 をお かない ものと 考えなければ ならない。 昭和 二十 五 年度、 昭 

和 一 一十 九 年度の ような 事態が 起こる こと は 政治 運営と して ほめた ことで はな い。 

一 HS  B 昭和 二十 五 年度で は、 予算が 年度 内に 成立す る こと を 予期しつつ、 したがって、 暫定予算 を 提出す る 

いとまな きままに 年度 を 経過して しまった。 昭和 二十 九 年度 も 同じような 事態で あつたが、 参議院が 衆議院 

の 可決した 予算 を 受け取って 後、 三十日の 期間 内に 議決せ ず、 憲法 第 六十 条 第二 項で、 予算が 自然 成立と な 

つたた めであった。 

〇 たとえ 一両日の 問と いえ ども、 予算が 空白に なって まず 困る の は、 四月 一日 払の 国債の 利子で ある。 

国債 利子 は 日本銀行に あらかじめ 資金 を 交付して おく ものであるが、 実際 は、 日本銀行の 立替 払に よって 

処理され た。 昭和 二十 五 年度で は、 毎月 一 日 払の 議員 歳費が 支払われなかった (ために 翌年 度から 歳費の 支 

払 期日が 変えられた。)。 昭和 二十 九 年度で も、 中小企業 金融公庫の 職員の 俸給 支払が 遅れた ことがある。 

〇 わが国の ような 暫定予算に 似た 制度 は、 英、 米、 仏、 ベ ルギ I にも ある。 ただ 英米と わが国と は 予算 

制度が 違い、 わが国 は 予算の 形式で なければ 一文 も 金が 支出し 得ない のに 対し、 英米に おいて は、 いわゆる 

支出 承認 法と いう 法律の 形式で 経費が 出される 。したがって、 英国で は 議定 費 (consolidated  Fund  service) 

といって、 一たん 法律で 議会の 議決 を 得て おけば、 年々 あらためて 議会の 承認 を 得ないでも、 当然 支出で き 

る。 たとえば、 国債の 利子 等 は、 当然、 過去の 法律に よって 新しい 予算 をつ くるまで もな く 支出で きる。 ま 

た 毎年 議会の 議決 を 必要と する 議定 費 (supply  service) についても、 全体が 成立す る 前に、 法律で その 一 

部 を 支出す る ことができる ようになって いる。 したがつ て、 形式 は 違う が これが 事実上の 暫定予算. である。 
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そして 最近、 英国で は、 年度 当初 は、 このような 暫定予算 によるの が 恒例の 如くに なって いる。 

^ フランス では、 暫定予算 によって 年度 を 開始した 年が 六 年間 も 続いた ことがあ るし、 一年間 を 暫定 予 

算で 終始した こと も ある。 アメリカの 州で は、 予算がなくて、 年度 開始 後 しばらくの 間、 職員の 俸給が 払わ 

れ なかつ た 事態 も あるとの ことで ある。 

g 英国に は 租税の 仮 徴収の 制度 (provisional  Collectional  of  TTaxes  Act,  1913) が ある。 間接税の 課 

税 物件な ど、 法律の. 改正に 議会で 本格的な 審議が 進んで いる 間に 思惑が 行なわれる おそれが ある。 これ を 防 

止す るた め、 蔵相の 予算 演説の 直後、 議会の 全院 委員会の 決議で、 一定の 条件の 下に、 その 案が 法律になる 

までの 間、 暫定的に 新しい 規定に よって 税を 徴収し 得る 制度が ある。 わが国で は 歳入の 暫定予算 は 意味な 

いが、 このような 制度と 結びつく 場合に おいて は、 意義 ある ものと なろう。 

暫定予算 に対する 国会の 議決 は、 本来の 予算に ついての 議決と 何等 変わらない。 なお、 衆議院の 解 

散に よって、 年度 内に 予算 成立の 見込みな く、 参議院の 緊急 集会に 暫定予算 を 提出して その 議決 を 求 

めた 場合に は、 解散 後の 特別国会で、 あらためて その 案 を 衆議院に 提出して、 その 同意 を 求めな けれ 

ばなら ない。 昭和 二十 八 年度の 例が それで ある。 そして、 国会 開会 後 十日 以内に 衆議院の 同意がない 

限り、 暫定予算 は その 効力 を 失う (憲法 第五 十四 条 第三 項)。 ただし、 予算の 性質 上 その 失効 は 将来に 向 

かってで あり、 過去に おいて 支出した もの は、 そのまま 有効で ある。 
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第 四 章 予算の 編成 

第一 節 予算の 編成 権 

予算 を 編成し、 国会に 提出す るの は、 行政府で あると ころの 内閣で ある。 これ は 旧 憲法 におけると 

同様、 現 憲法に おいても 明定 すると ころで ある。 すなわち、 憲法 第 七十 三条に 内閣の 職務と して、 第 

五 号で、 「予算 を 作成して 国会に 提出す る こと。」 と 規定し、 及び 第 八十 六条 では、 「内閣 は、 毎 会計 年 

度の 予算 を 作成して 国会に 提出す る。」 として あるの が、 それで ある。 法律案 を 国会に 提出す る こと は、 

内閣 はもち ろん、 衆参両院 いずれも これ をな し 得る ので あるが、 これに 反し、 予算に ついては、 両浣の 

提案 権 は 認められ ていない。 予算 は、 必ず 内閣に おいて 提案すべき ものである。 実際問題 として、 国会に 

おける 決議 あるいは 要望 等に 基づき、 あるいは 国会 立案の 法律の 結果と して、 予算が 計上され る こと 

は ある けれども、 提案者 は、 必ず 内閣で なければ ならない。 これ は 予算 は 内閣 (政府) が 使用す る もの 

であり その 内容 を 最もよ く 知る の は 行政府で ある こと、 そして、 国会 は その 使用 を 監督すべき 立昜に 

あり、 使用 を 強制すべき もので ない との 建前に よる ものである。 

！!, B  B 予算の 編成と いうが、 予算案の 編成と いうの が 正しい。 予算の 作成 も、 予算案 を 作成す る ことで あ 
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る。 予算 編成 方針の 作成から、 予算案の 作成に 至る までの 一 連の 行為 を 予算 (案) の 編成と. いう。 

^ 近代の 予算 は、 その 内容が ますます 広範囲と なり、 複雑と なりつつ ある。 したがって、 予算 は、 行政 

の 内容 をよ く 知悉し、 また、 そのための 直接の 組織 を もっている 行政府で なければ、 事実上 編成 は 困難と な 

つてい る。 ただ、 あらかじめ 国民の 代表者た る 立法府の 意思 を 入れる という 意味 は、 政党内閣 制で 解決され 

る 建前で ある。 ノ  I 

^ 予算の 編成 及び 提出の 権限が 政府に ある こと は、 諸国 いずれもの 例で ある。 ただ、 各国と も わが国 

と 予算 制度 を 異にし、 予算の 編成 及び 提出の 意味が 多少 違う。 特に 英米に おいて は、 政府が 国会に 提出す る 

予算 書 は、 歳入歳出の 単なる 見積りで あり、 わが国の ように 予算 (案) そのもの ではない。 この 予算 書に 基 

づ いて、 固々 の 経費に ついての 支出 承認の 法律 (Appropriation  Act) が 作られる。 そして 英国で は、 古くよ 

り 予算 書 (Estimate) は 政府が 編成 するとい う 慣例が 確立して いる。 予算の 編成 は、 大蔵省が 行なう が、 軍部 

各省の 予算 は 各省 大臣から、 民政 各省 及び 歳入 諸 官庁の 分 は 大蔵省から 議会に 提出され る 、米国で は、 かって 

は 現在の ように 大統領の 勧奨す る 予算 書と いう ものがなくて、 議会の 各 委員会が 各行 政 部の 要求に かかる 予 

算を、 個々 別々 に 支出 承認す る 法律 を 作る やり方で 、予算 編成の 不統一 混乱の 弊が 甚 しくな つた。 かくて 一 九 

ニー  年 予算 及び 会計 法に よって、 大統領の もとに 予算 局 をお き (当初 は 財務 省 内に あって、 大統領の 指揮 を 

受ける 特殊の 地位に あつたが、 一 九 三 九 年より 大統領 直属と なる。)、 全体 的 • 統 一 的 方針に 基づ いて 予算 局 

が 予算 を 編成 提出し、 これによ つて 議会が 審議し、， 支出 承認 法 (歳出 予算 法) を 立案す るよう になった。 

^  Appropriation と は、 元来、 割当と いう ことばで ある。 国庫 資金 Q 使用 額 を 各省 庁に 割り当てる とい 

うこと から 転化した。 

予算 は、 内閣の 編成す ると ころで あるが、 内閣の 内部の 関係に おいて は、 予算 編成に 関する 事務 は、 大 

蔵 大臣に 属せ しめられ ている。 大蔵大臣 は、 国の 財務 を 総括す る 大臣であって、 予算の 編成、 執行、 そ 

の 他国 庫、 国債、 国有財産 等の 事務 を 処理す る。 この 地位に ある 大蔵大臣 を、 普通 国庫 大臣と いう。 
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国庫 大臣と いう ことば は、 法律の 明文に はない けれども、 現に 解釈 上 普通に いわれて いる。 会計 法規 

に は、 各省 各 庁の 長と いう ことばと、 大蔵大臣 という ことばと が 併 わせ あわれて いる。 そして この 各 

省 各 庁の 長の 中には、 一般 他 省の 大臣と 同 資格の 大蔵大臣 も 含まれる ので あり、 ときには 「各省 各 f 

の 長 は、 大蔵大臣と 協議して」 といった ことば も ある。 この場合の 大蔵大臣 は、 国庫 大臣た る 大蔵 大 

臣 であって、 所管 大臣すな わち、 一般 行政 大臣た る 大蔵大臣が、 国庫 大臣た る 大蔵大臣に 協議す ると 

いう 二重人格の 例 は、 常に ある ことで ある。 

大蔵大臣に 予算 編成 事務 を 処理す る 権限が 与えられて いるの は、 歳入の 大宗た る 租税 を徴义 する 権 

限と 相伴う ものである。 さらに 大蔵大臣 は 金融 を 主管す る 大臣で ある。 財政と 金融と が 密接な 関係に 

ある こと はいう まで もな く、 両者 一体の 運営 を はかる うえから いっても、 大蔵大臣が 予算 編成の 権限 

を 持つ ことが 適当と される。 

註 B 諸外国で も、 予算 編成 事務 は 大蔵大臣が 主 掌す るの が 通例で ある。 フランス では、 かって 予算 大臣 を 

おいた が、 現在 は 大蔵大臣と 合体して いる。 ただ 米国で は 大統領の 直属 部局と して 予算 局 をお き、 財務 省 は 

予算 編成 事務 を 扱わない。 しかし、 予算 局と 財務 省 を 一し よに せよ という 議も あり、 その 旨をフ I バ I 委員 

会が 勧告した こと も ある。 

^ 大蔵大臣 は、 予算 編成に ついて、 特に 各省 大臣に 優越す る 地位に はない。 しかし、 諸外国で は 法制 上 そ 

のよう な 権限 地位 を 認めた もの は 少なくない。 特に 英国に おける 大蔵大臣の 閣内に おける 権限 は 強い。 総理 

大臣 は 第 一 国庫 大臣 (First  Lord  of  the  Treasury) であり、 第二 国庫 大臣 (second  Lord  of  the  Treasury) 

が 大蔵大臣であって、 事実上 副総理の 地位 を 与えられ ている。 
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第二 節 予算 編成の 方法 

一 予算の 概定 

予算の 編成 は、 通常 覆審 的 手続 をと つて 行なわれる。 予算 は、 国政 運営の 財政 的 基礎で あるば 力り 

でな く、 国民の 負担 や 国民経済の 消長に 関係す る ことで あり、 政治的に も 経済的に も 重大な 影響 を 持 

つもので あるから、 これ を 決める ための 作業 は、 できるだけ 慎重で なければ ならない。 そこで 予算の 

編成 は、 二段構えの 手続で 行なわれる。 

それ は、 まず 第一 段で は、 予算案の 基礎と 輪郭と を 概括 的な 金額で きめる。 そして、 さらに 第二 段 

に、 これ を 基礎に して、 具体的な 計数 を 盛った 予算の 具体案 を 作成す る 段取りに している。 予算の 概 

定と は、 その 第一 段の 手続、 つまり 予算の 基礎 及び 輪郭 をき める 行為で ある。 そして、 この 基礎、 輪 

郭を なす 予定 的 計数 を 概算と いっている。 予算 は、 この 概算に 基づいて 作成 せられる。 

国の 営む 国家 活動 はます ます 大きく、 かつ 複雑に なって 行きつつ ある。 したがって、 その 財 的 基礎 

としての 各省の 予算 要求 も 毎年ぼう 大 かつ 複雑と なって 行きつつ ある。 数 兆 円、 数千 件に 及ぶ 各省 要 

求 を、 初めから 一 々予算の 形に 組んで 行く こと は 実際 上 困難で あるし、 また 適当で もない。 そこで、 

各 事項に ついて 概括 的な 計数 を 算出し、 その 計数 を 積算した 全体 的な 姿に おいて、 さらに、 その 結果 

を 審査し 調整して 概算 を 決定す る。 そして、 その後に、 これによ つて 本格的な 歳入歳出 予算の 作成に 

かかる。 したがって、 この 概算が 決まる ときには、 国の 行なう 政策が 決められて いるので あって、 そ 
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の 内容が 計数の 形で 決定され ている ものである。 

0  B 覆審 手続 は、 本予算に ついての ものであるが、 巨額の 補正予算に のぼる 場合に は、 補正 概算 を 組み、 

閣議 決定す る こと も ある。  一 し 

^ 各省の 大蔵省に 対する 概算要求 額 は、 最近の 状況 を もってすれば 二 兆 三、 四千 億円、 五 千 件 を 越え 

る。 要求 書類 は 参考資料 を 入れて 数万 頁になる。 昭和 三十 年度から 標準 予算 制が とられた が、 その 以前 は 要 

求 件数 はさら に 多かった。 

予算の 概定 順序 は、 主として 財政 法、 会計 法、 予算 決算 及び 会計 令に よって 定められ ている。 これ 

らの 法令で は、 各省 各 庁の 長が これが ためとる 手続、 各種の 書類 提出の 期限、 大蔵大臣が 概算 書 を 作 

製し、 閣議に 提出す る 手続 等に ついて 規定せられ ている が、 予算の 編成 は、 こういう 法律 的 手続の ほ 

かに、 実際 上の 慣例 及び その 時々 の 政治 事情 等に よって いろいろ 動いて いる。 したがって、 一概にい 

うこと は 困難で あるが、 最近に おける 例に 徴 して、 運行の 大 を 述べて みる。 

0 各省 各 庁の 長と は、 衆議院 議長、 参議院 議長、 最高裁判所 長官、 会計検査院 長 並びに 内閣総理大臣 及び 各 

省 大臣で ある。 国会、 裁判所、 会計検査院 は、 その 権限に おいて は、 政府と は 独立の 立場に あるが、 予算に 

ついては 政府 各省と 同一で ある。 

B 予算 編成 方針 

毎年 度の 予算 を 編成す るに 当たって は、 編成 上の 基本的な 方針が 樹 てられなければ ならない。 その 

方針が 定まって、 はじめて 予算の 編成が できる という ものである。 

予算 編成 方針 は、 法令で 定められて はいない が、. 実施 上の 必要と 多年の K 行と によって、 大体 制度 


ヒさ t ている といって よい。 予算 編成 方針 は、 大蔵省が 立案して 閣議の 決定 を 経る。 新年 度に おける 

財政 経^の 状況に ついて、 一応の 見と おし を 立て、 もって 国の 財政の あるべき 基本的な 考え方 を 明 

ら かにし、 かつ、 それによ つて 行なうべき 政策の 方向、 内容 等 をき める ものである。 

過去の 例から すれば、 予算 編成 方針の 閣議 決定が 行なわれ るの は、 大体 前年度の 七月の 中旬から 八 

月の 初^に かけて であった が、 最近の ように、 政治 事情、 経済 事情が 複雑 化し、 変動の 甚 しい 状況 下 

こおいて は、 あまり 早い 時期に これ を 決める こと は 困難で ある。 たとえ それ を 決めても、 後に 変えね 

ばなら ぬ こと も 起こる し、 それ を 避けよう とすれば、 いきおい 抽象的な ものと なり、 単に 各省が 予算 

を 要求す るう えに お いての 心構えと い つ た 程度の も のにな つ てし まう。 事実 最近で は その ような 傾向 

が 強くな りつつ あった。 それで、 ここ 数年の 状況と して は、 各省 は 各省で 一応 予算 を 要求して おき、 

その後に 大蔵省が 概算 を 決める ための 方針と して、 予算 編成 方針 を 決める といった 傾向に なり、 最近 

法 では、 大体 十二 g 中に、 閣議 決定が 行なわれる ことが 恒例と なった 如くで ある。 事実 問題と して、 各 

の 省と しても、 毎年 度の 予算 編成に 当たり、 実施した いと 思うよう な 政策 はよ くわ かってお り 具体的 

編 ^方針が なくと も、 予算の 要求 はでき る。 予算 編成 方針 は 各省の 要求 を 見て 決める ことになる。 

算  > 

予  一-! S  B 予算 編成 方針 は、 予箅 編成 大綱と 呼ばれる こと も ある。 (昭和 二十 九、 三十 年度の 伊」 

節  各省が 予算 を 要求して くる 意味の 予算 編成 方針の 一番 最近の 例 は、 昭和 二十 六 年度であった。 昭和 二 

に  十五 年 七月 十一 日に 閣議 決定に なった。 その後 は、 おおむね 概算 決定の 直前に 決められる 例に なって いる。 

p  ® 予算 編成 方針 閣議 決定 年月日 

昭和 二十 七 年度 昭和 二十 六 年 十二月 二十 一日 
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昭和 二十 八 年度 閣議 決定な し 

昭和 二十 九 年度 昭和 二十 八 年 十二月 二十 九日 

昭和 三十 年度 昭和 三十 年 一月 十六 日 

昭和 三十 一 年度 昭和 三十 年 十二月 二十 五日 

昭和 三十 二 年度 昭和 三十 二 年 一 月 八日 (同 三十 二 年 一 月 二十 六日 閣議 修正) 

昭和 三十 三年 度 昭和 三十 三年 十二月 二十日 

昭和 三十 四 年度 昭和 三十 三年 十二月 十九 日 

^ 昭和 三十 五 年度 予算 編成 方針 

(昭和 三 四 年 十二月 十八 日 閣議 決定) 

わが国 経済の 課題 は、 世界経済に おける 貿易自由化の 大勢に 即応しつつ、 わが国 経済 を 一層 安定した 成長 

発展に 導き、 もって 国民所得の 倍増 を 期し、 国民生活の 向上と 雇用の 拡大 を 図る にある。 しかして、 当面の 

景気 動向 は、 根強い 拡大 基調に ある ことに かんがみ、 昭和 三十 五 年度に おける 財政の 運営 は、 さきに 閣議 了 

解 を 経た 「今後の 経済 見通しと 経済 運営の 基本的 態度」 に のっとり、 健全 財政 を 堅持して、 財政 面から 景気 

に 刺激 を 与える こと を 避け、 通貨 価値の 維持と 国際収支の 安定 を 確保す る こと を 基本と する。 

. 昭和 三十 五 年度 予算 及び 財政投融資 計画 は、 この 基本 方針に 基づき、 

S 予算の 財源 は 普通 歳入に より、 財政投融資に ついても 通常の 原資に よる ほか、 民間 資金の 活用に ついて 

は 適正な 規模に よる ものと し、 

② 災害 復旧と 国土 保全 対策に 最重点 をお き、 経費 及び 資金の 重点 的 配分 を 徹底し、 特に 新規の 事業 はこれ 

を 抑制す る ことと し、 下記に より 編成す る。 

一 災害 復旧に 万全 を 期 するとと もに、 国土 保全 対策に ついて 長期計画 を 樹立し、 その 推進 を 図る。 

二 国民年金 その他 社会保障 関係 施策の 推進 を 図る。 ， ま f ミ. ， "  ： - :a 
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三 科学技術の 振興、 文教の 刷新 充実に つとめる。 

四 輸送 通信 その他 産業 発展の 基盤 を 整備す る。 

五 農林 漁業に ついては、 生産 基盤の 強化 等に よりその 振興 を 図る。 

六 中小企業に ついては、 その 育成 強化 を 図る。 

七 貿易の 振興、 対外 経済協力の 推進に つとめる。 

八 一部の 不振 産業に ついては、 その 合理化の 進展に あわせて 必要な 施策 を 講ずる。 

九 青少年 及び 婦人 対 I の 充実 を 図る。 

一 〇 補助金 等の 整理 合理化 を 行なう とともに、 一般 経費に ついても 節約 を 行なう。 

機構の 拡充 及び 人員の 増加 は 厳に これ を 抑制す る ほか、 欠員に つ いても 原則として これ を 補充し ない。 

一 一 税制の 根本的 改正の 検討に ついては、 一層 これ を 進める ことと する が、 昭和 三十 五 年度に おいて は、 減 

税 はこれ を 見送る ことと し、 原 重油 その他の 関税の 暫定 減免 措置の 整理 程度の 改正に とどめる ものと す 

る o 

一二 地方 財政に ついても、 国の 財政と 同一の 基調に よる ものと する。 

各省 各 庁が 大蔵省に 提出す る 予算 要求の 書類 は、 歳入歳出、 継続 費、 繰越 明 許 費 及び 国庫 債務 負担 

行為 の 見積り について である。 こ れを 簡単に 概算 見 積また は 概算要求と いう。 この 概算 見 積 又は 概算 要 

求の 大蔵省へ の 提出期限 は、 予算 決算 及び 会計 令 (第 八条) では、 八月 三十 一 日までと なって いるが、 

状況によって 閣議 申 合で 延ばされる こと も ある。 なお 概算 見 積に は、 歳入 も 併 わせて 提出して くるが、 

その 本体 は 歳出に ある こと はいう まで もない。 

主 闩 概算 見嘖は 法令 上の ことばで、 歳入歳出 を 含む。 これ を 大蔵省に 要求して くる 歳出の 意味で 概算要求 

という。 したがって 歳入に ついては、 概算要求 という ことば はない。 
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^ 大蔵省 以外の 各省 各 庁が 提出す る 歳入 概算 見 積 は、 主として 雑収入で、 大した もの はない 。 

3： 標準 予 算  . 

概算の 要求に おいて は、 翌年 度に おいて 必要と する 経費の 全体 (継続 費に ついては 翌年 度 以降の， 総 

額) が 要求され る。 この 翌年 度に おける 所要 経費の 全体につ いて 要求して 来る という こと は、 あるい 

は 当然の ように も 思われる が、 実は この 点に ついては、 いろいろ 研究 を 要する 問題が ある。 数千 億の 予 

算 について 個々 の 経費から 積算して 盛り上げて 要求 書 を 提出して 来る ので あるが、 それ を また 大蔵省 

で 一 々説明 を 聞いて 査定 を するとい うこと は、 限られた 時日に おいて は 決して 容易な ことで はない。 

したがって 予算 編成に 着手す る 以前に 標準 予算 を 作成して おいて、 この 標準 予算に 対して 増減 を 要す 

る 経費、 つまり 新規 経費の みに ついて 各省が 要求 書 を 提出 するとい うような やり方 も 考えられる。 従 

前 ことに 戦前に おいて は、 そのような 方法が とられた が、 戦後し ばらく は、 財政 経済 事情の 変動が 激し 

かった ため もあって、 翌年 度に おいて 所要す る 経費の 全部に ついて、 毎年 見直す 意味に おいて、 全体 

の 要求 書 を 出す ようになった。 最近よう やく 状況が 安定して くるに 及び、 昭和 三十 年度から 一部の 経 

費に ついて、 標準 予算 制度が とられる ようになった。 きまり 切った 経費に ついて、 毎年 同じような 要 

求 を 出す 煩わしさ を 避け、 手数 を 省く 意味から、 あらかじめ 基準 額 を 決めて おき、 これに 対して、 増 

加^ 必要と する 額 を、 新規 経費と して 提出して くる 仕組に 改められた。 

以上の ように、 概算要求 書 を 各省が 出す までの 間に、 大蔵省で は 当該 年度の 標準 予算 をつ くる。 標 

軍 予算と いうの は、 予算で はない のであって、 予算 編成の 基準と なるべき 額で あり、 予算 標準 額と い 
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うのが 言葉と して は 適当して いる。 これ は 一応 前年度の 予算 額 を 基礎と してきめ るので あって、 つま 

り 前年度の 歳出 予算 額から、 前年度 限りで 翌年 度に は 不用と なる ような 経費、 その 年限り で 当然 減額 

する 約束に なって いる 経費、 計画的に 翌年 度に おいて 年 割 額が 減少す る ことにな つてい る 場合に は、 

その 減少 額 を 落とし、 それから 翌年 度に おいて 当然 増加す る 予定と なって いる 経費 を 増額す る。 そう 

して 前年度 を 基礎と して、 本年度の 当然 あり 得べき 姿と して 一 応 計算され たもの が 標準 予算で ある。 

歳入 予算に ついても、 同じような 方法で、 標準 予算が つくられる。 標準 予算 は、 概算 をつ くる 基礎に 

なる のであって、 標準 予算の 中で、 さらに 節約し 得る もの は 減らし、 新規に 増加す る 必要の ある もの 

は 追加す る ことによって 概算が できあがる。 • 

0  B 標準 予算 額の 全体に 占める 割合 は 現在のところ、 未だ 三分の 一 程度で ある C しかし 毎年 増やされて ゆ 

く 傾向に ある。 

^ 既定 経費と か 新規 経費と か 区別す るの は、 単に 予算 編成 上の 用語に 過ぎない。 旧 憲法で は、 羝定 費に 

ついては、 帝国 議会 は 政府の 同意な くして は 廃除 削減が できない ようになって いたが、 現在 この 制度 はな 

い。 標準 予算 額 は、 既定 経費で あるが、 たとえ、 前年度に 計上され てあつても、 あらためて 見直す というの 

であれば、 新規 経費と して 扱われる。 かって は、 このような 経費 を 皆 増 皆 減の 経費と 称して いた。 

© 新規 経費 だけの 要求に すると、 どうしても 既定 経費の 検討が なおざりになる。 既定の 経費に はいって 

おる もの を、 新規 経費と して 二重に 要求され て 知らな いでいる こと も 起こる。 さりと て、 きまりきった 役所 

の 事務 費 等の 骨格 的な 経費まで、 毎年 同じ 姿で 要求させる の も 無駄で あり、 それが ために、 重要 経費の 検討 

の 方が おろそかになる おそれ も ある。 毎年 度の 標準 予算に ついて、 予算の 編成 前 あらかじめ 十分に 検討す る 

余裕が あり、 かつまた、 年度 経過の 途中に おいて、 大きな 変動 を 見る ことがない ような 時期に なれば、 概算 
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要求 は 純粋の 新規 経費に つ いて だけで 足りる。 

t 予算 編成の 姿 は 次のように 画かれる。 

前年度 予算 額 

H 当然 減少 額 

. W 当然 増加 額 

1  一 ki  1め 

標準 予算 額 

H 要求 減少 額 (各省 庁の 自発的 経費 要求の 減) 

H 節減 額 (査定の 結果に よる 節約) 

W 新規 要求 査定 額 

再 き 弓 計 

本年度 予算 額 

0 概算の 査定 

大蔵省 は、 右に よって 提出され た 各省 各 庁の 概算要求に 基づいて 査定 を 行なう。 財政 法 は、 「大蔵 

大臣 は、 概算の 見 積 を 検討して 必要な 調整 を 行う。」 (財政 法 第 十八 条 第一 項) と 規定して いるが、. この 

検討 調整の 事務的に 現われた 内容が 査定で ある。 この 査定 は、 通常 九月の 中旬 頃から 一定の 予定 順序 

を 定めて はじめられる。  一 

それに はまず 大蔵省 は、 各省 各 庁の 所管 側から、 その 概算に ついての 詳細な 説明 を 聴取す る。 必要 

な 資料の 提出 を も 求めて 検討し、 そして 個々 の 経費に ついて 査定す る。 もちろん 査定と いっても 無^ 
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針で はない。 それより 以前にお いて、 大蔵省 は 翌年 度の 歳入歳出に ついて、 大体の 目途 を 立てる 作業 

をして おく。 いわゆる 予算 推計と いう ものであるが、 前年度の 予算 を 基礎に して、 このままの 事態で 

推移 すれば、 明年度 は 大体 どんな 姿になる であろう かの 試算 をして おく。 そして 各省の 概算要求 を も 

見、 これに、 さらに その 年度と しての 政策 的 調整 を も 加えて、 概算 査定の 目安と なる 概算 概略 案 を 策 

定 する。 何せよ、 各省の 概算要求 は 数千 件、 二 兆 円 を 超える 巨額に のぼる ものであるから、 金額 的に 多 

少の 目標 を 立てて おかないと、 一 寸し たこと でず いぶんと 方向が 違って くる。 その 方向 を 決める ため 

の ものが 概算 概略 案で ある。 その 目標に 収めようと 持って行く ことで、 各個の 経費の 権衡 ある 査定が 

できる。 素人 わかりの する ことばで いえば、 いわゆる 予算の わくと いう もので あり、 大蔵省 は、 この 

予算の わくで ある 概算 概略 案 を 腹に おいて 個々 の 経費 を 査定し、 その 査定の 金額 を 集計し、 また 概算 

概略 案との 照らし合わせ を やって、 査定 を 再調整し、 また 概略 案 自体の 再調整 を も 行なう。 かくて、 

順次 個々 の 経費の 査定 内容が 固まり、 概算 案 自体が 決まって 行く。 

0  B 予算 推計 は.、 前年度の 予算が 成立した 直後から、 その 時々 の 事情に 応じて 何回で も 繰り返え し 調整 作 

成される。 予算 推計から 概算 概略 案に 移る 時期 は、 必ずしも 画然とし ない。 また、 概算 概略 案 自体 を、 予算 

推計と 呼ぶ こと も ある。 実質 上の 差異 は、 単なる 数字 的 推計 か、 これに 対し 政策 的 要請 を 加味し、 調整して 

あるかに ある。 

^ 予算 査定に 概算 概略 案 を 作る ようにな つたの は、 ごく 最近の ことで ある。 昭和 二十 五、 六 年度の 頃、 

当該 年度の 補正予算と、 翌年 度の 本予算と を 合わせて、 いわゆる 十五 箇月 予算 を 決めた ことがあ るが、 この 

とき は 概算 概略 案 を 閣議 決定した。 
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® 多数 経費の 要求に は、 絶対的に 不要と 思われる もの は、 まずない。 したがって、 経費の 査定て は、 相互の 

バ ラ ゾ ス と、 時期 的な タイ ミ ン グ とが 大きく モ ノを いう。 その 経費 を 認める と、 権衡 上 他の 経費が どうなる、 

現在の 段階に おいて 他 をす ておいて、 なお 必要と すべき かとい つた 判断で ある。 つまり、 全体の 林 を 見ながら 

樹を 見なければ ならない。 もちろん、 その 間に 政策に よる 飛躍 も 考えねば ならぬ こと は、 いうまでもない。 

H 概算の 決定 

最近の 例から すれば、 大蔵省の 概算 査定が 完了す るの は、 大体 年末に 近い。 予算 は 前年度の 十二月 

中に 国会に 提出す るの を 常例と するとい う 財政 法 (第二 十七 条) の 規定で あり、 また、 通常国会 は、 每 

年 十二月 中に 開会す る を 例と するとい う 国会 法 (第二 条) の 規定 も あり、 それに 間に合せる ために は、 

概算 査定 は、 十月 末から 十一月 始めに は 完了して いなければ ならない はずで ある。 しかし、 最近の 政 

情 は なかなか そのと おりに 行かない。 丁度 その 頃に 臨時国会が 開かれる と、 実際 上 予算 事務が 遅れる。 

内閣の 交迭ゃ 解散が あれば、 予算 編成 も 事実上 停止す る。 それに 内外の 政治 経済 事情 を、 できるだけ 

適確に つかもう という ことになると、 いきおい どうしても 概算の 査定 及び 決定が 遅れ 勝ちになる のが。 

最近の 例で ある。 

大蔵省の 概算 査定 案 は、 大蔵省 議を 経て 決められる。 これが いわゆる 大蔵 原案で ある。 この 大蔵 原 

案が 閣議に 提出され、 概算と して 最終 決定 を 求める。 閣議で は、. 大蔵大臣が 全般の 編成 方針 を 説明 

し、 また 重要 経費に ついての 査定 方針 を 説明して、 各 閣僚の 了解 を 求める 段 取になる。 そして 各省と 

の 折衝に 入る。 もちろん 大蔵省の 査定 案 は、 必ずしも 十全と いう わけで もない から、 各省 はこれ に 対 

復活 要求 をす る。 それ は 概算 案の 内示の. 段階で 行なわれる こ ともあれば、 閣議に 提出して 閣僚 検 
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討の 段 皆で IT なわれ る こと も ある。 しかし、 互いに 誠意 を 披瀝して 折衝 を 重ねて， おおむね 円満な 妥 

結 を 見る のが 普通の 例で ある。 もちろん 事が 極めて 重要で あったり、 事務的 折衝で 解決ので きない も 

の は、 閣僚の 間、 あるいは 閣議で 解決 を 図る こと も ある。 概算の きまる 閣議 を 通常、 予算 閣議と いう 

が、 実は 概算 閣議で ある。 この 概算 閣議が いわば 予算 編成の 一番 大きな 山になる わけで ある。 一般に 

予算が 閣議で きまった と 報じて いるの は、 この 概算が きまった ことで ある。 

ま 予算の 編成 は、 内閣の 責任で あるが、 第二. 次 鳩 山 内閣の 昭和 三十 年度 以来、 概算の 折衝に 与党が 関与す る 

政治 貧 習が できた 如くで ある。 これ は 政党内閣の もとにお ける 予算 編成の 在り方と して 問題が ある。 

以上 は、 主として 一般会計 予算の 概定 手続に ついて 述べた ので あるが、 特別会計の 予算に ついては 

少し 遨を 異にし、 法規 上 も 覆審 制度 をと つてい ない。 しかし 事実 問題と して は、 一般会計の それと 大 

体 同様で ある。 つまり 一般会計の 概算 見 積に 相当す る 特別会計の 概計見 積 は、 一般会計の それよりも 

多少 遅れて 提出され る。 関係 参考書 類 も 一般会計の 場合と 同様に 提出 を 要求せられ ている。 そして 大 

裁 省 は、 概計 査定 案 を 作成して 各省と 折衝 を なすこと も 同様で あるが、 ただ 概計 そのものの 閣議 決定 

は、 必ずしも 行なわれ ると は 限らない。 行なわれても 二三の 重要な 特別会計 について だけであって、 

多くの 特別会計に ついては、 それまでの 必要性 も 乏しく、 事務的に きめられる。 そして 正式に は、 予 

算を 閣議に 提出す る 際の 提出 閣議に おいて、 決定され るの が 普通で ある。 

主 X 以前、 鉄道、 通信事業が 特別会計であった 頃 は、 これ 等の 会計の 概計は 閣議で 決定す るの が 例で あつ 

た。 しかし 特別会計 は 大体 一般会計 に準じて 編成され る ものである。 のみならず、 特別会計 に関する ことで 

あっても、 重要で あり、 ー跤 会計に 関連す る もの は、 一般会計の 概算 決定に 際し、 すでに 決められ ている こ 
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と カ多レ たとえば、 運賃. 料金 を 据え置く か 引き上げ るか、 給与 を どうす るか 等の 根本 方針 は、 ー投 会計 

の 際に 決められ ている。 食糧 管理に しても、 一般 物価 問題と して 米価の 取扱い は 決めなければ ならない。 し 

たがって 特別会計の 概計 は、 一般会計の 際の 取扱いに 準じて、 編成して、 大きく 異動す る こと もない ので、 

概 計の 形式で 特に 閣議 決定す るまでの 必要 もな いように なった。 

^ 最近で は、 一般会計、 特別会計、 政府 関係 機関 を 通じて、 国の 財政 投資に ついての 総合 計 的 計画に つ 

いて、 閣議 決定が 行なわれる ようになった。 国鉄 や 電信 電話の 建設 改良 費 は、 これによ つて 決まる ようにな 

つたこと も、 概 計の 閣議 決定 をす るまで もな いこと になった 理由で も ある。 

二 予算の 作成 

概算の 決定で 予算が きまった と 考えて は 早の み 込みであって、 概算 は、 前に もい つたよう に 大体の 

輪郭であって、 計数 整理の 結果 相当 異動 を 生ずる。 概算 閣議で は、 原案に 対して、 これこれの 経費 を 

何 億円 増加す ると か、 これこれの 歳入 を 何 億 R 増加す る ことによって、 新しい これこれの 経費 を 認め 

ると いった ことで、 その 細目の 具体的 決定 は 事務当局に 委 される ことが 多い。 かつまた、 かりに 金額 

がき まっても、 その 数千 億円に のぼる 概算の 計数 を 多数の 予算 科目に 砕いて、 さらに 予算の 形式に 組 

み 立てて 行く 仕事が ある。 これが 予算の 作成で ある。 

概算の 閣議 決定が あると、 大蔵大臣 は、 その 決定 額 を 各省 大臣に 通知す る。 これ を 概算の 通達と い 

つてい る。 各省 各 庁 は、 すでに 閣議 決定に よって その 内容 を 知ってい るので あるが、 その 内容 を 確定 

する 意味に おいて、 通達 を 行なう。 この 通達され た 決定 概算 を 基に して、 予定 経費 要求 書、 継続 費 要 

求 書、 繰越 明 許 費 要求 書 及び 国庫 債務 負担 行為 要求 書 を 作成して 大蔵大臣に 送す する。 その 关ー 付の 明 

限 は： r. 月 三十 一日と なって いるが (予算 決算 及び 会計 令 第 十 条〕、 これ は 予算 を 十一 一月 初旬 y 是ぉ する 
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こと を 前提と しての ことで あり、 最近の ように、 概算の 閣議 決定が 非常に 遅れる 状況 下にお いて は、 

そのような 期限 は 実際 上 守られて いない。 しかしと にかく、 各省 は、 概算 決定 後 早急に 所定 書類 を大 

蔵 大臣に 送付して くる。 一方 大蔵大臣 は、 決定 概算に 基づいて 歳入 予算 明細書 を 作る。 そして 以上の 

書類 を 総合して、 大蔵大臣が 予算 を 作成す る ことになる。 

右 は、 一般会計 予算の 作成 方法で あるが、 特別会計 予算の 作成 も、 大体 これと 同様で ある。 予定 経 

費 要求 書に 相当す る もの を、 特別会計 では 歳入歳出 予定 概計 書と いっている。 各省 各 庁 は、 閣議の 決 

定を 経、 又は 大蔵省と 協議の まとまった 予定 概計書 を 基礎と して 歳入歳出 予定 計算書 を 調製し、 大蔵 

大臣 はこれ に基づいて 各 特別会計 の 予算 を 作成す る。 

第三 節 独立 機関の 予算 

以上の 予算の 編成 方法 は、 一般の 行政 各 庁に ついての ものであるが、 国会、 裁判所 及び 会計検査院 

について は、 政府に 対し 独立の 地位 を 保た せる 関係 上、 予算の 編成に ついて 多少の 例外 を 置いて い 

る。 一般の 行政 各 庁で あれば、 概算 見積書 は 大蔵大臣に 直接 送付す るので あるが、 この 三 機関に おい 

て は 一応 内閣に 送付す る (財政 法 第 十七 条第 一項)。 法律上 は 「内閣に おける 予算の 統合 調整に 供す るた 

め」 と ある。 もちろん 内閣から 大蔵省に 回付 せられる ことになるが、 実際問題 として は、 その 以前に 

おいて 三 機関の 事務当局から 直接に 大蔵省に 提出され るの が 例で ある。 概算の 閣議に は、 国会、 裁判所 

及び 会計検査院から は、 だれも 出席 をして いないので、 この 閣議 決定 をす るに 際して は、 これらの 独立 
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機関に かかる 歳出の 概算に ついては、 あらかじめ 衆議院 議長、 参議院 議長、 最高裁判所 長官 及び 会計 

検査 院長に 対して、 その 意見 を 求める ことにな つてい る (財政 法 第 十八 条 第二 項)。 しかし、 これ も 実際 上 

は、 特に 問題ない 限り 事務当局 間の 連絡で 済まされる。 国会、 裁判所、 会計検査院 及び 内閣 は、 おの 

おのの 分野に おいて 独立して いるが、 相互に ある 程度 牽制し 合って、 国政の 運営が 遂行され るよう に 

なって いる。 ところが、 内閣に おいて 予算の 編成 権 の 名の もとに 国会、 裁判所 及び 会計検査院 の 予算 要 

求 を、 調整の ゆえ を もって 必要 以上に 削減して、 万一に も これら 三 独立 機関の 十分な 機能 を 阻害す る 

ような ことがあって はならない。 しかし、 さりと て 独立 機関が かってな 予算 要求 をし、 これ を その ま 

ま 国会に 提出し なければ ならない のであって は、 財政の 統 一 を 害する。 予算の 編成 は、 元来 内閣の 手に 

あると いう 本旨 を 没却す る ことになる。 そこで、 この場合 における 調整 を 財政 法 第 十九 条は 規定して い 

る。 つまり 内閣が 国会、 裁判所 及び 会計検査院の 歳出 見 積 を 減額した 場合に は、 その 歳出 見 積に つい 

て 詳細 を 歳入歳出 予算に 附記し、 かつまた、 国会が 国会、 裁判所 又は 会計検査院に かかる 歳出 額を修 

正す る 場合に おける 必要な 財源に ついても 明記す る ことにな つてい る。 もちろん、 この 歳出 見 積を滅 

額した 場合と は、 三 機関の 意思に 反して 減額した 場合であって、 当初 要求 を 減額し、 これ を 承服した 

場合 は 含まれない。 右の ような 事実 を 明らかにする ことによって、 国会 は 三 機関の 必要と すると ころ 

と、 内閣の 決定した 金額と を 対照して、 もし 内閣の 決定が いけない という ことに なれば、 国会が 自由 

な 判断で 適当な 金額 を 決定で きる ことになる。 これ を 独立 機関の 二重 予算 制度と いっている。 昭和 二 

十七 年度の 予算に おいて、 裁判所の 営繕 費に ついて、 内閣の 決定と 裁判所の 要求との 間に 一 一億 円ば かり 


71 第三 節 独立 機関の 予算 


の 羞 が あり、 遂に 妥結に 至らなかった。 そこで 内閣の 原案に 対し、 裁判所の 要求 額に 是 とする 場合 

は、 その 修正の 財源 は 予備費の 減少に よるべき 旨 を、 歳入歳出 予算に 附記して 提出した。 しかし、 そ 

の 後 裁判所 側から 原案 撤回の 申出が あって、 予算 審議の 中途で 附記 事項 は 消滅す るに 至った。 

0  B  二重 予算の 制度 は、 かって 地方 財政 平衡 交付金の 予算に ついて あった ことがある。 地方 財政 委員会が 

勧告した 地方 財政 平衡 交付金の 総額 を 変更して 国の 予算に 計上しょう とするとき は、 あらかじめ 委員会の 意 

見 を 求めなければ ならない。 かつ、 内閣が 勧告の 金額 を 変更した とき は、 算定の 基礎 その他に ついて 歳入 歲 

出 予算に 附配 しなければ ならない (旧地 方 財政 平 街 交付金 法 第六条 第五 項、 第 六 項)。 ただし、 国の 側と し 

て は、 修 王の 場へ 曰の 必要 財源 を 附記す る こと は 要請され ていなかった。 この 二重 予算 は、 昭和 二十 六 年度に 

起こった ことがある。 

^ 旧 教育委員会 法で は、 地方の 教育委員会 は 地方公共団体の 長に 対し、 独立の 地位 を 有し、 地方 教育費 

につ いて 二重 予算の 制度が あった (旧法 第五 十六 条 乃至 第五 十八 条)。 しかし、 昭和 三十 一年 度に 「地方 教育 

行政の 組織 及^ 運営に 関する 法律」 の 制定に 伴い、 地方公共団体の 長 は、 歳入歳出 予算のう ち、 教育に 関す 

る 事務に 係る 部分 その他 特に 教育に 関する 事務に ついて 定める 議会の 議決 を 経るべき 事件の 議案 を 作成す る 

場合に きいて は、 教育委員会の 意見 をき かなければ ならない (同 法 第二 十九 条) ことに 改められた。 けだし、 

地方公共団体の 事務 を 統一的に 処理し、 財政 運営の 一元化 を はかり、 一体 的 行政 を 推進す るた め、 歳入歳出 

予算 を 編成し、 議会に 提出す る こと、 議会の 議決 を 経べき 事件の 議案 を 提出す る こと は、 地方公共団体の 統 

轄者 であり、 代表者で あると ころの 長に 専属せ しめられて いると ころで ある。 独立 機関で ある 教育委員会と 

いえ ども、 その 処理す る 教育行政 事務 は、 地方公共団体の 事務の 一部で あり、 これ を 他の 一般 行政 事務と 全 

く 隔絶して 重-営す る こと はでき ない。 一般 行政との 調和 を 考えない では、 かえって、 その 健全な 発展が 阻害 

さ^るとの 観点から、 旧法に よる 二重 予箅 制度 は、 新法で 廃止された。 
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第 四 節 予算の 区分 

複雑ぼう 大な 予算 を 如何に 組織的に 系統的に 組み立てて、 一 つの まとまった 体系と して 表現させる 

力 すなわち、 予算 は その 盛られた 金額の 内容が、 国民 や 国会に 最も わかりやす いように 表現され て 

いなければ ならない し、 また、 これ を 執行す る 面から 考えても、 最も 能率的に 使用し 得る ように 区分 

されて いなければ ならない。 また、 監督の 面から も、 予算が よく 理解で き、 かつ 執行の 適否が すみ 

やかに 判断で きる ように、 責任の 所在が 明確に なって いなければ ならない。 このような 目的の ため 

に、 予算 をい かに 分類し、 統一す るかが、 予算の 区分の 問題で ある。 歳出に つ いていえば、 同じよう 

な 目的 を 有する 類似の 経費 は、 どこかの 段階に おいて 一本に まとめて 行く ことが わかりやすい。 たと 

えば、 災害 復旧の 経費、 生活保護 費、 社会保険の 関係の 経費 等と 一本に まとめられる とわ かりよ い。 

また 類似の 経費の 中で も、 性質の 同じような 経費 は 一括して おく ことが、 使用 上に おいて 便利で あ 

る。 俸給と か、 旅費と か、 補助金と かいった ものが それで ある。 また 同じ 責任者に よって 使用され る 

経費 も 一箇所に まとめて おく こと. が 望ましい。 国立 学校の 経費、 大蔵 本省の 経費と いったた ぐいで あ 

る。 それが 各所に 計上され ると、 責任の 所在が 判明 しないば かりで なく、 経理 を 誤る もとになる。 歳 

入 予算に ついて 見ても、 大体 同じ ことが いえる のであって、 租税 は 租税、 官業 収入 は 官業 収入で まと 

めて おく 必要が あり、 しかも それ を 徴収す る 責任 官庁 を 明らか にしておく 必要 も ある。 換言すれば、 

予算 全体 を 組織的に 分類し、 系統的に 組み立てて、 一 つの まとまった 体系と して、 もっとも 効果的に 
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表現させる ことが、 予算の 区分に つ いて 与えられた 重大 使命で ある。 

この 予算の 区分の 問題 は、 歳入と 歳出と によって 多分に その 性質が 異なる。 歳入 予算 は、 一応 歳 W 

の 財源と しての 見積りで あるに すぎない から、 予算 区分の 如何によ つて 受ける 制限 は 大した こと はな ( 

い。 単に、 収入 をい かに 整理 区分け すれば わかりよい かとい うにす ぎない。 歳出の ように、 目的 別な 

考慮 をす る 必要が 少ない ので、 結局 性質に よる 分類と、 責任の 所在に よる 組織 別の 分類と を、 どのよ 

うに 按配す るかと いう だけの ことになる。 

歳出 予算の 区分 整理の 仕方に ついては、 従来から 大体 三種 類の 考え方が ある。 その 第一 は、 経費の 

持つ 機能、 又は 作用に よる 分類で ある。 あるいは 経費の 目的に よる 分類と いっても よい。 第二 は、 そ 

の 経費 を 支出す る 各省 各 局 等の 部局 等に よる 分類で ある。 すなわち 組織に よる 分類で ある。 第三 は 

経費 支出 の 対象に よって 分類す る 方法で ある。 

目的 別の 分類と は、 予算 を 使用して 達成しょう として いる 機能 又は 目的に よって、 経費 を 分類す る や 

り 方で あり、 国債 費と か、 農業 基盤 整備 費と か、 生活保護 費と かいった 分け 方であって、 国会で 予算 

を 審議したり、 また、 国民が 予算 を 理解す るう えから は 一番 便利な 分類で ある。 この 分類に よって、 

国民の 税金が、 どういう 目的の ために、 いくら 使われる か、 そして 国民が どの 程度 受益す るかが 明ら 

かにされ る ことになる。 

第二の 組織 別 分類 は、 政府の 機関、 部局 等の 別によ つて 分類す る。 たとえば、 農林 本省の 経費、 内 

閣の 経費と いうよう に 分ける のであって、 その 経費が、 どの 機関で 使用され るかに よって、 区分す る 
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ものである。 もっとも、 組織 別 分類 は、 場合によって は、 目的 別 分類と 一致す る こと も ある。 裁判 

所、 国会に おいて 使用す る 経費 は、 同時に 裁判所、 国会の 機能の ために 要する 経費と 見られる からで 

あって、 経費 区分の 名称に しても、 裁判所 又は 裁判所 費、 国会 又は 国会 費と、 単に 費と いう 字句 だ 

けの 差異になる。 しかし、 官庁の 行なう 機能 は、 多くの場合、 組織の 名称 だけで は 明らかにならな 

いし.、 また その 営む 機能 も いろいろ あるので、 目的 別 分類と 組織 別 分類と は 一致 しないの が 普通で 

ある。  ノ  ,  -  /  /  •  -  '  -  '  • . , -  ,  - . 

組織 別 分類 は、 予算 を 使用す る 側に とって 便利で ある。 責任 も はっきりす るし、 経 浬 もやり よ c。 

目的 別の 分類が あまりに 細部に わたると、 たとえば、 農林 省で 用紙 一枚、 机、 椅子 一個 を 買う にも、 

電話 一本 かける にも、 これ は 農業 基盤 整備 費から、 これ は 水産 振興 費から と 振り分け をし なくて はな. 

ら ない。 農林 省の 経常 的 経費と して 農林 省に 一本に 組んで あれば、 そんな 心配 をせ ずに 済む。 ただ 組 

織^ を 徹底す ると、 省 別 はもと より、 局 別、 課 別、 係 別にまで 及ぶ。 国民の 立場から いえば、 官 f の 

権限 は 不明確で、 どこで、 どのような 仕事 をして いるか わからな いから、 何 省 何 局が 総額い くらの 予 

算を 使う からといって、 それが 国民に どんな 影響が あるの か、 多い か 少ない かわからない という かも 

知れない。 

第三の 対象に よる 分類 は、 経費が 最終的に いかなる 性質の ものと して 支出され るか、 その 対象に よ 

つて 区分す る 方法で ある。 あるいは 経費の 性質に よる 分類と いってよ い。 この 分類 は、 大きく 分け 

お ば、 人件費、 物件費、 補助 費 等で あり、 さらに 人件費 を 職員 俸給、 扶養 手当、 超過勤務手当、. 諸 給 
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与、 旅費 等に、 また 物件費 は 庁 費、 委託 費、 施設 費と いったよ うに、 分けられる。 

この 分類 は、 予算の 執行 を 監督し、 経費の 使用 を 適正に する うえに おいて 必要で ある。 農業 基盤 整 

備 のために 貰った からと て、 役人 を どんどん 増やし、 旅費 を 野放図に 使われて は 困る。 いくらの 人 

をお き、 いくらの 旅費 を 使い、 そして 民間に どのような 補助金 を 交付 するとして、 経費の 性質 を 特定 

して 支出す る ことにして あるのに、 その 意図した 内容と 違って、 勝手な 対象に 金を使われて は、 予算 

の 目的に 反する ことになる。 物件費 を、 かってに 人件費に 使ったり、 補助 費 を 対象外に 支出 させて は 

ならない。 砂利 を 食い、 セメント を 食う と は、 物件費 を 不当に 人件費に 振替 支出す る ことで ある。 そ 

こで 経費の 支出され る 内容 を、 対象 別に、 はっきり 決めて おけば、 そのような 弊 を 防ぎ 得る。 なお、 

この 分類 は、 経費の 最終 支出 費途に よる ものであるから、 予算 を 国民経済 的 立場から 分析し、 研究す 

るう えから も 必要な 分類で ある。 

以上の ような 各種の 要請 を 考慮して、 この 三つの 分類 をい かに 組み合せ るか、 いかなる 経費 はいか 

なる 点に 重点に 置いて 分類すべき かとい うのが、 予算の 区分に ついての 考え方で ある。 もちろん、 そ 

の 重点 は、 時に よって 変わる ものであるから、 したがって、 予算の 区分 も 一定不変 ではない。 毎年 多- 

少 ずつ は 変わって  いるが、  なるべく は 急激に 大幅に 変える こと は 避くべき である。 それ は、 予算 編成 

上、 常に 前年度との 比較と いう ことが 必要で あり、 また 歴史的に もこれ 等の 比較 対照が 常に 問題に な 

るからで ある。 旧 憲法の 時代に は、 予算 を 経常 部、 臨時 部に 分け、 経常 部 はおお むね 組織 別に、 臨時 

部 はおお むね 目的 別に 分類せられ、 かつ、 その 分類 せられた 項の 内訳 を 対象 別に 細分す るの が 例で あ 
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つた。 昭和 二十 二 年、 財政 法の 制定に 伴って、 従来 意味がない とされた 経常 部、 臨時 部の 区別 を 廃止： 

し、 新たに 組織 別と 目的 別の 双方で 経費 を 分類し、 かつ、 目的 別の 細分と して、 対象 別の 区分 をお い 

た。 しかし そのために、 組織 別 予算と 目的 別 予算と 二つの 予算が 併 立す る 形式に なり、 かえって 予算 

が 複雑に なり、 執行 上に いろいろ 不便 を 生じた。 そこで 昭和 二十 四 年度の 改正で 組織 別と 併 立す る 目 

的 別の 予算 を やめ、 組織 別に 区分され た 経費の 内容と して 目的 別の 区分 をお く 現行の 形式に 改めた。 

しかし 目的 別 区分のう ち を、 さらに 細分す る 対象 別 区分が 精細 かつ 理論的に 過ぎ、 かえって 内容が 

不正確に なり 実際に 適しない きらいが あった。 そこで 昭和 二十 七 年度の 改正で は、 目的 別 区分の 範囲 

(具体的に は 項) を 増加して、 対象 別 区分 は できるだけ 明瞭 具体的な ものに 限る ことにした。 

！ IS  B アメリカの 予算 は 組織 別 か つ 対象 別 の 様式が 主で ある。 しかし 最近 事業 別 予算 (performance  Badget) 

といって、 目的 別の 建て 方の 必要性が 注目され て 来て いる。 

^ 昭和 二十 三年 度まで は、 甲 第一 号が 目的 別、 甲 第二 号が 組織 別の 予算であった。 一 つの 経費 を 両方の 

形式で 予算 化し、 かつ 各々 が 同等の 効力 を 持った めに、 予算の 執行 上 支障が 多かった。 殊に 決算 は 予算と 同. 

一 の 形式に 依らねば ならな いがため、 執行の 結果 を 二つの 形式に 作成す るのに、 非常な 手数 を 要した。 

© 対象 別 分類 も、 理論的に 徹底し 過ぎる と、 かえって 使用 上 不便で あり、 また 財政 監督 も 困難になる。 

たとえば 営繕 費に ついて、 その 内容 を 物品 費、 役務 費、 賃金、 土地 費、 請負 費 等に 区分す る こと は、 内容 を 

精細に する ことに はなる けれども、 執行 上 決して 便利と はいえない。 同様の 支出 対象 も、 支出の 目的で 本質： 

が 大いに 異なる。 食糧 費に しても、 刑務所の 囚人の 食糧 も あれば、， 病院、 療養所の 患者の 食糧、 船員の 船 内 

食糧、 会議の 茶菓、 弁当 も あり、 これ 等 を 一括して 同じ 食糧 費で 分類して は、 かえって わからない。 一目 的 

で 多数のお 象に わたる もの、 一対 象で 数 目的に わたり 得る もの は、 目的 別で 区分して おく 方が 更宜 である。 
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. 対象 別 区分 は、 そのような 紛れの 生じない 段階で 行ない、 かつ、 できる^け 明膀 @^«： 然るも^  K 顔る に 力 m 

当であろう。 

以上、 歳入歳出 を 通じ 予算の 区分に ついての 考え方 を 述べた が、 結局 それ は 具体的に は、 組織 別 分. 

類で あると ころの 部局 等の 別と 性質 別 又は 目的 別、 対象 別 分類で あると ころの 予算 科目と を、 どう 組 

み 合わせ、 どう 統合す るかの 問題に 帰す る。 財政 法 第二 十三 条は、 「歳入歳出 予算 は、 その 収入 又は 

支出に 関係の ある 部局 等の 組織の 別に 区分し、 その 部局 等 内に おいて は、 更に 歳入に あって は、 その 

性質に 従って 部に 大別し、 且つ 各部 中に おいて はこれ を款 項に 区分し、 歳出に あって は、 その 目的に. 

従って これ を 項に 区分し なければ ならない。.」 としてい る。 

一 部局 等の 組織 

部局 等の 組織 は、 歳入に あって は、 各省 各 庁の 主管、 歳出に あって は、 省府、 外局、 附属 機関の 別. 

である。 歳出に ついては、， 総理府、 外務省、 大蔵省 等の 省庁の 所管に 経費が 分かれて いるが、 この 所 

管 は 部局 等の 組織で はない。 規 在の 制度で は、 歳出 予算 執行の 最終の 責任者 は、 各省 各 庁の 長で ある 

。 所管と いうの は、 各省 各 庁の 長が 歳出 予算 執行 上 負うて いる その 責任の 範囲 を 示す ものである。 必 

ずし も、 それ を 自ら 執行す ると は 限らない。 組織の 別 は 各省 各 庁の 所管の もとにお いて、 予算 を 執行. 

する 責任 を 有する 部局 等の 別の ことで ある。 もちろん 所管 を も 組織の 別と して いけない こと はない が 

、 現在 はこれ を そのよう に 扱って いない。 これに 反し、 歳入の 総括 責任 官庁 は 大蔵省であって、 財源. 

の調窣 一につ いて 全面的に 責任 を 負う。 各省 各 庁 は、 その 所 掌の 歳入の 徴収 及び 収納に 関する 事務 を 管 
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理す るに 過ぎない (会計 法 第 四 条)。 したがって、 歳入に は 所管の 観念が なく、 各省 各 庁の 歳入の 部分 

的 管理の 範囲 を 主管と いい、 これ を 組織の 別と している。 もちろん、 各部 局のと ころまで わかって 組 

織の 別 も 作っても よいが、 あまり 複雑な ので、 規在は 各省 庁の 段階 だけにと どめて いる。 

！ _vs  B 国会、 裁判所、 会計検査院 は 各省と 並んで、 それぞれ 所管 を 持って いる。 ただ 皇室費 だけ 所管から 外 

されて いる。 皇室費 は、 皇室が その 予算の 責任 を 負う もので はない からで ある。 

^ 所管 も、 部局 等の 別 も、 これ を 定める 基本 は、 各省 設置 法 等に よる ものである。 予算 は、 これ を 反映 

したに 過ぎない から、 予算 成立 後 職務 権限の 移動 等に よって 組織が 変わった とき は、 予算の 執行が できな く 

なること になる ので、 あらかじめ、 予算 総則に その 場合の 調整 規定 をお いている のが 例で ある。 つまり 予算. 

で 矛され ている 組織 を、 後に 変える ことができる ようになつ ている。 したがって、 組織 別 は、 その 組織の 部 

局で なければ、 当該 予算 を 使用で きぬとの こと は、 予算 自体で 決まる 絶対の もので はない し、 また、 その f. 

整の 自由が 許されて いると せば、 予算 拘束の 上から は、 大した こと はない ともい える。 

® 昭和 三十 五 年度 一般会計 予算で は、 組織の 数 は 八 〇 ある。 その 組織の 別 は、 必ずしも 各省 設置 法に よ 

る 行政 組織の 単位で ない。 むしろ 多数の 行政 組織 を 合 一 した 名称 (たとえば 厚生省 試験 研究 機関 等〕 になつ. 

ている。 

^ かって は、 予算 経費 要求 書に おいて は、 本省の 内部 部局 (たとえば 大蔵 本省の 主計局、 主税局 等) を 

細分す る ことにし ていた。 しかし 執行 上 も いろいろ 支障が 起こって、 昭和 二十 八 年度から やめた。 議決 対象 

としての 部局 等の 別 は、. 異なる 組織の 間で は、 経費の 移 用が 認められな いこと にある。 しかし 組織 別が 漸く 

簡単になる につれ、 部局 等の 別 は、 予算の 索引 的の 機能 を 果たす ものと しての 面が 強くな りつつ ある。 

© 特別会計の 予箅 では、 組織 別の 区分 を とらない。 特別会計の 責任 部局 は、 はっきりして いるし、 かつ. 

その 部局が 多数に 及ぶ こと は、 ほとんどな いからで ある。 
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予算 科目と は、 予算に 盛られて いる 金額の 内容 を 現わす 事項の 名称で ある。 その 事項に よって、 い 

くらい くらの 金額が 支出され、 又は 収入され る、 その 事柄の 名称で ある。 

現行の 予算 科目 は、 歳入に おいて は、 部、 款、 項、 目に、 歳出に おいて は 項 及び 目と なって いる。 

そして、 歳入の 部、 款、 項、 目 は、 すべて 性質に よる 上下、 大小の 分類で あるが、 歳出の 場合 は、 項 

は 目的 別 分類、 その 下の 目 は、 原則として 対象 別、 場合により 目的 別 をと り 入れた 事項の 名称で あ 

予算の 科目に も、 部、 款を 設け、 それぞれ 上下、 大小の 関係で 目的 別に 区分す る こと も 一案で あり、 

る、 歳出 昭和 二十 六 年度まで は、 そのような 分類 を 行なって いた。 しかし、 元来 経費の 目的と される 

ところ は、 見る 人の 考え方に よって はもち ろん、 目的の とらえ 方に よって 多分に 異なり、 一定の 客観 

性がない。 たとえば、 住宅金融公庫への 出資金 は、 政府の 出資 及び 投資に 区分して よいし、 住宅 対策 

費に 区分しても よい。 どちらに でも 考えられる。 国債 償還 を 国債 費と して、 平面 的に 区分す るの は 普 

通で あるが、 経済 安定が 重視され た 時代に は、 価格 調整 補給 金 や イン ベン トリ ー • ファイナンスと 同 

列に する 考え方 もあった。 要するに、 経費の 目的が 見方、 とらえ 方に よって 異なる ことで あり、 また、 

一 つの 経費に 多数の 目的が ある ことで も ある。 したがって 経費 を 目的に よって 上下に 分類す る 場合、 

その 分類が 段階 的に なれば なる 程、 その 名称が 抽象的になる し、 かつ、 その 分類が 恣意的に ならざる 

を 得ない。 そして、 そのような 分類に 基づく 経費 名称 は、 予算と しての 拘束力 を 与える に 適しな くな 

る。 よって 現在で は 歳出の 目的 別 区分の 最大 単位 を 項までに とどめ、 それ以上の 大 区分で ある 部、 款 
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を 予算 内容と して 作る こと は 取り やめて いる。 それ以上の 分類 は、 それぞれの 必要に応じて 予算 資料 

として 作成す る ことにと どめて いる。 

なお、 歳出 予算の 科目 は、 項 及び 目で あるが、 必要に応じて 目の 細分 を 設ける こと も ある。 そして 

項 は、 議定 科目 又は 立法 科目と いって、 国会の 議決の 対象と なる の は、 この 項までで ある。 

註 B 現行の 歳入 科目 は、 租税 及 印紙 収入、 専売 納付金、 官業 益金 及 官業 収入、 政府 資産 整理 収入、 雑収 

入、 前年度 剰余金 受 入の 六部から 成って いる。 その 下に 昭和 三十 五 年度で いえば  一二 款、 四 八 項が ある。 

^ 歳入の 性質 別 分類に しても、 何人に も 異論の ない と 思われる 統. 一 的な 区分 を樹 てること は なかなかむ 

ず かしい。 専売 納付金 は、 昭和 二十 六 年度まで は 専売 益金と して 官業 及び 官有 財産 収入の 中に 入れられ てい 

た。 しかし この 収入 は 形式的に は 益金で あっても、 その 大部分 は 煙草の 消費税に 相当す る もので あり、 一部 

企業の 利益が 入って いる。 したがって 租税 収入と 官業 益金の 双方に 類似の ものと いえよう。 また 政府 資産 整 

理 収入 も、 昭和 二十 六 年度まで は 官有 財産 収入と 雑収入の 中に 分かれて 入って いた。 国有財産の 整理 売 も 等 

政府 資産の 減少に よる 収入と いう 性質に 着目して、 昭和 二十 七 年度から この 科目が 新設され た。 

昭和 二十 六 年度まで は、 歳出 予算の 部と して、 皇室費、 国会 費、 裁判所 費、 行政 部 費、 司法 及び 警察 

費 教育 文化 費、 社会 及び 労働 施設 費、 保健衛生 費、 産業 経済 費、 公共事業 費、 価格 調整 費、 地方 財政 費 > 

年金 及び 恩給、 出資 及び 投資、 国債 費、 終戦 処理 費、 特殊 財産 処理 費、 解除 物件 処理 費、 予備費の 二十 部に 

区分し 各部の 下にお いて 款 (たとえば 行政 部 費の 下にお ける 総理府、 外務省、 大蔵省 等、 産業 経済 費の 下 

における 農林 業 費、 商鉱 工業 費、 貿易 対策 諸 費 等)、 款の 下に 目的 別の 最終 区分と しての 項 をお いていた。 

かくて は、 農林 本省の 経費 を 何故に 産業 経済 費に 入れない のか、 という 議論が あり 得る し、 また 貴金属 特別 

会計へ の 金 買 上 資金の 補足 繰 入 を 出資 及び 投資と しながら、 食糧 管理 特別会計への インべ ン トリ I • フ アイ 

唯お， 4, ンス が， 産業 経済 費と いう 矛盾 も 起こった。 昭和 二十 六 年度まで は、 予算の 移 用 は 同一 の部款 にある 頃の SF 
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でのみ 認められた。 部、 款の 区分 は、 それほどの 予算 的 拘束力 を 認める 価値 あり やとされ た。 

^ 産業 振興 費な どと いう 名称の 予算 科目 をお いたら、 農林 省、 通商産業省の 経費 は、 ほとんど すべて 網 

羅 されて しまう。 教育 文化 費 は、 文部省 所管の 経費 だけで はない。 運輸省に 海 技 専門 学院の 経費が ある。 各 

省の 試験 研究 機関の 経費と、 国立大学の 研究所の 経費と を 差別す る 理由 は 立たない。 こういう 分類 は、 予算 

の 資料と して は ともかく、 拘束力 を 与える 予算の 科目と して は、 適当で ない。 

g 大蔵 本省、 総理 本府 といった 項 は 組織 別の 分類で はない。 大蔵 本省、 総理 本府の 経常 的 経費と いう 意 

昧 である。 

各省 各 庁の 長 は、 各項に 定める 目的 以外に 予算 を 使用して はなら ないし (財政 法 第三 十二 条)、 かつ、 

この 項の 金額 を 流用に よって 分割したり、 併合した りする こと は 原則として 許されない。 目 及び それ 

以下の 区分 は、 国会に 対する 関係で は、 参考の ために 過ぎない のであって、 これ を 行政 科目と いって 

いる。 行政 科目の 性質 は、 他の 科目の 経費との 間に 流用が 許される。 ただし、 予算の 性質 上、 行政 科 

目と いえ ども、 やはり 予算の 内容 を 定めた もので あり、 議定 科目に おける 金額の 積算の 基礎と なって 

いるので あるから、 予算 執行に 当たっても、 特に 認められ ている 範囲 外にお いて、 みだりに 流用して 

科目の 分割、 併合 を 行なうべき でない。 

註 目の 名称 は、 経費の 最終の 支出 対象 (費途〕 をと るの が 普通で あるが、 使用 上の 便宜から 次第に 目的 別の 

名称が 増えて きている。 たとえば、 光熱費、 物品 費、 食糧 費、 役務 費 等の 目に 対し、 これ 等の 諸 経費 を 総合 

した 目的 別の 庁 費、 施設 費、 各所 修繕と いった 科目が とられる ようになった。 

目の 細分 は、 現在 は、 職員 諸手 当、 職員 特別 手当 及び 大蔵大臣の 指定す る 公共事業 費に ついて 行なわれて 

いる。 職員 諸手 当 は、 管理職 手当、 石炭 手当、 寒冷地 手当、 宿 日直 手当 等で あり、 職員 特別 手当 は、 期末 手 
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当 及び 勤勉 手当 等で ある。 公共事業 費に ついては、 たとえば (項〕 港湾 事業 費 は、 (目) が 直轄 港湾 改修 費 

で、 c 目の 細分) は、 工事費、 測量 及び 試験 費、 用地 費 及び 補償 費 等に なって いる。 

第五 節 予算の 参考 添附 書類 

複雑ぼう 大な 国の 予算 は、 単に 予算 書 だけで は、 容易に 理解し 得ない。 また 国会の 予算の 審議の 上 

からい つても、 当然 いろいろな 参考書 類が 必要と なって くる。 もちろん 国会に おいて は、 その 必要に 

応じて、 内閣 や 各省に 対して、 各種の 資料 を 求める ことができる ことにな つてい るが、 それらの 要求 

が あるまで もな く、 財政 法 第二 十八 条は、 特定の 予算 参考書 類 を 予算に つけて 提出し なければ ならな 

いとして いる。 

こ の ような 予算 参考書 類 は 三 つ に 分けられる。 

B 予算 参 照 書 

これ は 予算に 添附して 同時に 国会に 提出され る 書類で、 次の ような ものである。 

(ィ) 歳入 予算 明細書 

これ は 歳入 予算の 内容 をな す ものである。 したがって、 それに は 全体 的な 説明 を 付し、 かつ 部、 、 

款、 項、 目 別の 前年度との 比較 増減の 表、 かつ、 部局 等 ごと (現在 は 主管 を もって、 部局 等と してい 

る。) の 前年度との 比較 説明、 部、 款、 項、 目 別の 前年度との 比較 表からで きていて、 その 見 積の 事 

由 及び 計算の 基礎が 示されて いる。 
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これ は 各省 庁の 部局 等 ごとに、 歳出 金額 を 分かち、 部局 等の 中で， さらに、 これ を 事項 別に 区分し 

て 経費 要求の 説明、 当該 事項に 対する 項の 金額 を 示して いる。 予定 経費 要求 書 は、 歳出 予算の 内容 を 

なす ものであって、 各省 各 庁の 所管 ごとに、 全体 的 説明と しての 前年度との 比較、 部局 等 ごとに、 事 

項 別、 前年度との 比較 説明 及び 部、 款、 項、 目 別表からで きている。 

(ハ) 継続 費 要求 書 

継続 費に ついて、 部局 等 ごとの 区分 を 設け、 かつ、 事項 ごとに その 必要の 理由 を 明らかにし、 かつ 

その 経費の 総額、 年 割 額、 当該 事項に 対する 項の 金額 を 明らかにする。 

00 繰越 明 許 費 要求 書. 

部局 等の 区分に 従って 事項 ごとに 繰越 を 必要と する 理由、 その 必要と する 経費の 項の 金額 を 示す。 

(ホ ) 国庫 債務 負担 行為 要求 書 

部局 等 ごとの 区分 を 設け、 さらに 事項 ごとに、 その 必要の 理由 を 明らかにし、 かつ、 行為 をな す 年 

度 及び 債務 負担の 限度額 を 明ら。 かにし、 また、 必要に応じて 行為 をな すべき 年度、 . 年限 又は 年 割 額 

を 示す  ， 

^ 各 目 明細書. 

これ は、 正式に 予算 書と ともに 国会に 提出す る 予算 参照 書で はない が、 歳出 予算の 算出の 基礎 資料 

として、 また、 国会の 予算 審議の 資料と して 重要な ものである。 各省 各 庁の 長 は、 大蔵大臣の 定める 
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ところに よって、 予定 経費 要求 書の 部局 等の 区分に 従って、 経費 を 各 目に 区分し、 必要に 応じさら に、 

各 目の 金額 を 細分し、 かつ、 その 計算の 基づく ところ を 示す 明細書 をつ くって、 予算が 国会に 提出 さ 

れた 後、 ただちに これ を 大蔵大臣に 送付す る ことにな つてお り、 大蔵大臣 は、 これ を 国会の 予算 委員 

会に 送付す る (予算 決算 及び 会計 令 第 十二 条 )o その 時期 は 予算 提出と 同時で なく、 多少 遅れる。 

® その他の 予算 参考書 

以上の 参考書 は、 直接 予算に 関係した、 いわば 基礎 数字の 参考書で あり、 予算の 内訳で ある。 その 

ほか、 財政 状態 や、 予算の 執行 状況 を 詳細に 記した 多くの 書類 を、 予算 参考書 類と して 国会に 提出す 

る ことに. なって いる。 そのような 書類 は、 財政 法 第二 十八 条に 規定す ると ころであって、 前々 年度の 

決算 並びに 前年度 当該 年度の 決算 見込みの 総計 表、 純 計 表、 国庫の 状況に 関する 書類、 国債 借入金の 

現在高、 その 償還 年次 表、 国有財産の 現在高、 政府の 出資して いる 主要な 法人の 資産、 負債、 損益 等 

の 調書、 従来の 国庫 債務 負担 行為で、 翌年 度 以降に わたる ものに ついての、 今までの 支出 済 額、 支出 

の 見込 額、 今後 の 支出 予定 額 の 調書と い つ た 書類 を 国会に 提出す る こと-にな つてい る。 

. 以上の ほか、 正式に 国会に 提出す る 法律上の 義務 はない ので あるが、 予算 審議の 実際 上の 参考に 供 

する 意味で、 最近で は 予算の 概要の 説明書、 租税 収入の 比較的 詳細な 内訳 書 を 作って、 別途 国会に 配 

付して いる。 , 

！ m  B 特別会計の 予算の 添附 書類と して は、 損益計算書、 貸借対照表、 財産目録、 資金 計画 等 を 要求され て 


TT 予算の 添附 書類が 形式的に 過ぎる との 非難 はたし かに ある。 しかし、 財政 法で 規定され ている 法劳 i 

考 書類 は、 計数と しての 予算 を 理解す る 上に おいて は、 最少 限度の 必要で あると 思う。 ただ 問題 は そのよ 

うな #式 的な 計数でなくて、 もっと 実質に ふれた 具体的 内容の ものが 欲しい というの であろう そして これ 

は 多く は 予算の 分析、 説明の 問題で ある。 現在、 予算 提出の つど、 大蔵省 は 「予算の 説明」 という 書類 を^ 

成 配付す るなら わしに なって いるが、 その 内容 は、 今後 も 工夫 改善 を 加えて 行かなくて はならない 

なお、 衆議院、 参議院、 最高裁判所、 会計検査院の いわゆる 独立 機関の 予算に ついて、 二重 予算 を 

附記す る 場合 は、 これらの 機関から 予算 経費 増額 要求 明細書の 作成 送付が あり、 これに 基づいて 附記 

事項 を 作 或し、 予算に 添附して 出す ことにな つてい る (予算 決算 及び 会計 令 第 十 一 条のニ 及び 第 十 一 条の 
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第五 章 予算の 提出 及び 議定 

第一 節 予算の 提出 

予算 (正確に は 予算案.) の 作成が 終われば、 大蔵大臣 は、 これ を 閣議に 提出して その 決定 を 経る。 

その 予算の 内容 は、 すでに 概算で ほとんど 全部 決定して いるから、 この 閣議 は 概算 閣議 ほど 重要性 は 

ない。 この 閣議 は、 通常、 予算 提出 閣議と いわれる ものであって、 すでに 印刷した 予算 書の 恰好で 閣 

議が 求められる。 いわば 確認の 意味 を 有する ものであるに すぎない。 

予算に ついて 閣議の 決定 を 経たならば、 これ を 国会に 提出す る。 予算 を 国会に 提出し 得る の は、 内 

I だけで あり、 法律案が 衆参両院から も 提出し 得る のと は 違い、 これ を 内閣の 予算 提出 権 (又は 予算 

提案 権) と 称する。 

予算の 国会 提出 は、 具体的に は、. 内閣総理大臣が 内閣 を 代表して 行なう。 財政 法 (第二 十七 条) に 

ね 前 <FT 度の 十二月 中に 提出す る を 常例と すると あっても、 年内に 提出され たこと は、 いまだ かって 

ない。 国会 法 (第二 条〕 では、 常会 は 毎年 十二月 中に 召集す る ことと なって いる。 予算 は 重要 議案で 

あるから、 常会の 初めに 提出し、 できるだけ 長く 眞重 審議の 幾 会 を.^ I るべき でも， ると oil ョで ちる ， . 
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こと は^ 違いる い，' H±<giux お マ 4- i フ in^^ltn 着 #f 聽 管ん-き r 一.， -. 一す： t 【-- 二た- ほ r  -  -  i  ■. ..... e 

(第 七条 第一 項) と あり、. 趣旨 を 同じう した。 しかし、 最近 は 内外の 政治 経済 事情の 変遷 甚だしく、 予 - 

算の 編成 を できるだけ 規 年度に 近い 時期 はおいて 行ない、 その 見と おし を 正確なら しめる 必要 も あつ 

て、 編成が 遅れ、 ここ 数年 は、 翌年の 一月の 終わりに 提出され るの が 例に なった 傾きが ある。 したが 

つて、 卜 二月 提出の 常 列 を 改めて はとい う 意見 も あるが、 ここし ばらく 模様 を 見て でない と、 簡単 

に は 決められない。 

一 ほ H 年末 年始 を 休む わが国の 慣習で は、 十二月に 提出した 予算 を 翌年に わたって 続けて 審議す る ことに は 

困難が ある。 さりと て 十二月に 提出され たと すれば、 最 重要 議案で ある もの を 放置して 審議 を 休む わけに も 

行き かねよう。 旧 憲法 時代、 明治の 末期まで は、 年末 提出の 例で あつたが、 いつの 間に か (明治 四十 一年 度 

予算 以降) 一月の 休会明け という 慣例に なった の も、 原因の 一端 はこ こに あつたかと 思われる。 

② 英国で は 四月の 会計年度 開始で、 二月 末から 三月 始めに かけて 予算が 提出され る 例で ある。 四月に な 

つて 提出され る こと も、 ここのと ころ、 しばしば ある。 そして 審議 中に 新年 度 開始し、 暫定予算が 行なわれ 

るの が 恒例に なった。 アメリカ では、 予算 及び 会計 法の 規定に より、 通常 議会の 第一 日、 すなわち 一月の 初 

旬に 提出され る ことにな つていた が、 その後 同 法の 改正 (一九 五 〇 年) によって、 開会 後 十五 S 以内と いう 

ことにな つた。 年度 開始 は 七月で あるから、 半年 前に 提出され る ことになる。 

次に、 予算 は 先に 衆議院に 提出し なければ ならない ことが 憲法 (第 六十 条) で 要求せられ ている 

こ れを 衆議院 の 予算 先議権と いっている。 予算 を 除く 法律案 そ の 他 の 議案 は、 その 提出の 順序に つい 

て、 憲法 上 何らの 制限がない ばかり か、 国会 法の 規定に よって、 両議院の いずれ を 先にしても 差し 支 

えない ことにな つて ハ るのに、 特に 憲法が、 予算に ついて、 先に 衆議院に 提出す る こと を 要求して い 
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るの は、 国家の 財政が、 国民の 負担に よって 維持せられ ている ので あるから、 一般 国民の 代表 機関と 

みなされる 衆議院で、 まず 先議させる のが 至当で あると いう 理由に 基づく ものである。 この 点 は旧憲 

法 時代と 同様で ある。 

註 予算の 下院 先議 は、 英米法に おいても 同様で ある。 ことに、 英国に おいて は、 上院の 審議 権 は ほとんどな 

いに 等しい から、 衆議院の 予算 先議権 は、 むしろ 予算 審議 権 そのもの ともい つてよ い 程度で ある。 

予算が 衆議院に おいて 先議権 を 持つ 結果、 さらに その 趣旨に 従って、 予算 以外の 議案で も、 いやし 

くも 予算に 関係 ある もの は、 すべて 衆議院に 先に 提出され る 慣例で ある。 たとえば、 予備費 使用の 事 

後 承諾 案、 税法、 財政 制度に 関係 ある 法律案 (財政 法、 会計 法 等) は、 すべて 衆議院に 先に 提出され 

る 慣例に なって いる。 この 点 を 推し 進める と、 補助 法 その他 いやしくも 財政 負担に 関係 ある 法律案 

は、 すべて 衆議院に おいて 先議す る ことにすべき であるが、 最近 は 必ずしも そのと おり 守られて いな 

いところ が あるよう に 思われる。 

第二 節. 予算の 審議 

^^^^^^^  W 参 $ 

予算が 衆議院に 提出され ると、 大蔵大臣 は、 これにつ いて 大体の 説明 をし、 なお 内閣の 財政 経済に 

関する 方針 及び 現在の 情況、 今後の 見と おし 等に ついて 述べる。 これが いわゆる 財政 演説で ある。 最 

近の 例に よれば、 通常 会に おける 予算 提出の 頭 初にお いて、 内閣総理大臣の 施政方針 演説、 外務大臣 

の 外交 演説の 次に 行なわれる のが 通例で ある。， それ はまず、 衆議院で 行なわ， れ るが、 さもに、 同日 参 


89 第二 節 予算の 審議 


議 I に さ ハ て も、 同様な 演説が 行なわれる さ 兩院£1  も 正式 の 予算 審議 は， この 演^ か あ ^^後に，^^ 

される のが 例で ある。 

議案 は、 国会 法の 規定に よって、 委員会の 審査 を 経た 後でなければ 議決し 得ない こと を 原 貝と して 

おり (国会 法 第五 十六 条 第二 項)、 予算が 内閣から 衆議院に 提出され ると、 議長 はこれ を 予算 委員会に 付 

託する。 予算 委員会 は、 予算 委員 を もって 構成して いる。 予算 委員 は、 いわゆる 常任委員の 一 つで あ 

つて、 かつ、 常任委員 中 最も 重要な 地位 を 占めて いる。 委員 は 衆議院 五十一 人、 参議院 四十 五 人で 各 

院 における 最大の 委員会で ある。 委員会 は 審査の 必要に よって は、 数個の 分科会に 分かつ ことができ 

る ことにな つてい る。 予算 委員会に は、 他の 委員会と 同じように、 少なくとも 国会議員 でない 専門の 

識知を 持つ 職員、 つまり 専門 員 及び 調査員、 調査 主事が いて、 専門的 調査に 従事し、 技術的に 予算 委 

とに 補助 をす る ことにな つてい る。 なおまた、 予算に ついては 必ず 公聴会 を 開かなければ ならない こ 

員の なって おり、 予算案に ついて、 真に 利害関係 を 有する 者、 又は 学識経験者から 意見 を 聴く ことに 

なって いる。 

主 国会 法 第五 十 一条 第二 項に は、 「総予算 及び 重要な 歳入 法案に ついては、 前項の 公聴会 を 開かなければ なら 

ない。」 と ある。 総予算 は、 旧 憲法 時代に おいて は、 一般会計の 予算の 意味で ある。 現在 この こと ははない 

が、 運用に おいて は 同様に 扱われて いる。 

予算 委員会の 審議 は、 予算 総会と 予算 分科会と に 分かれて 行なわれる。 総会に おいて は、 予算の 全 

ル 又に 関係 ある 事項に ついて、 分科会に おいて は、 各省 庁の 所管に 分かれて、 その 個別 的 事項に ついて 
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審議す る 建前で ある。 総会 及び 分科会い ずれに おいても、. 委員 は 国務大臣 及び 政府 委員の 出席 を 求め 

説明 を徴 する。 

註 政府 委員 は、 国会に おいて 国務大臣 を 補佐す る ものである。 両議院の 議長の 承認 を 得て、 内閣が 壬 命す る， 

(国会 法 第 六十 九 条)。 

審議 は、 おおむね 政府に 対する 質疑の 形式 をと るので あって、 諸外国の ように、 委員 だけで 審議 をす 

ると いった 形式 は、 明治 憲法 以来 あまり とられて いない。 しかも、 予算 委員会に おいて は、 必、 すし も. 

直接 予算に 関係 ある 事項の みならず、 広く 国政 全般につ いて 質問 を 許す 慣例と なって いる。 これ は、 

国家 諸般の 施策 は、 直接 間接 国の 予算に 関係 ありとの 考え方に 基づく ものである。 帝国 議会の 初期に 

おいて は、 各 委員ば そろばん をお いて 審議した こと も あると いう ことで あるが、 最近で は、 そのよう 

な こと はない。 かつまた 個々 の 経費、 収入の 内容に ついて、 積算の 方法、 基礎まで 立ち入って 審議す 

る こと は あまりない のであって、 大体 概括 的 問題に づ いて 行なわれる。 これ は 最近の ように、 予算が 

特別 の 政治的な 性格 を 持 つに 至った ための 当然の 結果 だと もい える。 

予算 総会で、 一応 全体 的な 審議が 済めば、 予算 分科会に 移す。 この 予算 分科会に おいて は、 当該 所 

管の 予算に ついて、 さらに 専門的に 審議 せられる ことになるが、 最近で は、 分科会 は 一両日 を もって 

終了す る。 分科会で 審査が 済めば、 さらに、 予算 総会 を 開いて、 各 分科の 主査から 報告が あり、 そこ 

で 予算 委員会と しての、 予算に 対する 態度 を 決定す る。 本会議に おいて は、 予算 委員長から 予算 審議 

の 経 „ 過と、 委員会 決定の 意見との 報告が あり、 そこで 討論 採決の 後、 予算の 議決. が 行なわれる。 もち 
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ろん 修正 意見が あって、 原案に 対して 修正案が 議決に なること も あり 得る 

旧 憲法の 時代に おいて は、 予算 は、 各院 において 受け取った 日から 一 一十 一 日 以内に 議決 を 了し なけ 

れ ばなら ぬ ことにな つていた が、 規在 では、 そのような 規定 は 全然ない。 ただ 参議院に おいて は、 そ 

の院で 議案 を 受け取つ てから 三十日 以内に 議決 しないと、 衆議院の 議決が 国会の 議決になる という 憲 

法の 規定から、 事実上 三十日の 審議 期間が 限られて いる ことになる。 

参議院に おいても、 大体 衆議院と 同様な 審査が あって、 議決され るので あるが、 内閣 は 一 つの 議院 

に 議案 を 提出した とき は、 予備 審査の ため、 その 翌日 以後 五日 以内に、 他の 議院に 同一 の 案 を 送付し 

なければ ならない ことにな つてい るので (国会 法 第五 十八 条)、 予算案に ついても、 当然 正式に 衆議院 

から 送付になる 以前に、 内閣から 送付 を 受けて 予備 審査が 行なわれ ている。 したがって、 形式 は 予備 

あるが、 衆議院に おいて 審査され ている 同一 の 段階に おいて、 同時に 参議院に おいて、 審議が 行なわ 

れ 審査で る ことにな り、 事実上、 衆議院の 審議 期間より 長いと いう、 いい 方 もで きる。 予備 審査の 途 

中で、 予算が 衆議院から 議決され てく ると、 参議院 は 予備 審査 を 打ち切って 本 審査に 入る。 審議の 方 

法 は 衆議院と 同様で ある。 

なお、 予算案 は、 他の 議案と 同じく、 内閣 は その 院の 承諾 を 得て、 自由に 修正し 又は 撤回す る ことが 

できる。 ただし、 すでに 衆議院に おいて 議決 を 得た 後 は、 参議院に おいて は 修正 撒 回 を 許されない (国 

会 法 第五 十九 条)。 衆議院の 意思 はすで に 決定して おり、 政府で これ を 動かす 道がない からで ある。 

註 B 最近に おいて、 政府が 予算案 を 撤回した 例 は、 昭和 二十 二 年度の 補正 第二 号 及び 第 十三 号で あり、 警 
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察 制度の 改革に ついて、 連合国 軍司令部の 指令が でた ためであった。 明治 憲法 時代に 起こった 多くの 例と し 

て は、 予算 を 帝国 議会に 提出した 後 内閣が 交迭 した 場合で ある。 この場合 は、 一応 予算 を 撤回し 、新 内閣に 

お いて 新 方針に 基づ いて 再編成し、 あるいは 修正 を 施して 再 提出す るの が 例であった。 

^ 明治 憲法の はじめの 頃に おいて は、 政府の 予算 修正 は、 審議の 途次に おいて、 議院の 意向、 情勢の 変 

化 等 を も 織り込み、 随時 行なわれ、 それが 予算 審議 を 円滑にした ものの 如くで ある。 そして 後に は 帝国 議会 

が 予算の 増額 修正が できない とされた 関係 上、 その 要請 を 政府 修正に よって 達した こと も ある。 

© 昭和 二十 三年 度 予算 は、 国会の 組替 決議に 基づき、 政府に おいて、 原案 を 修正した 例で ある。 事実上 

は、 国会の 修正で あるが、 こういう 形式 をと る ことが 望ましい とされた ので あ づた。 

第三 節 予算の 議決 

予算の 議決と は、 国会の 本会議に おける 議決で ある。 国会の 意思 は 本会議に おいて 決定せられ るの 

であって、 委員会に おいて、 いかなる 決定が あっても、 本会議と して は、 これに 拘束され る もので は 

ない。 もちろん 委員会に 附議して その 審議 を させた 以上、 委員会に おける 議決 は、 本会議に おいて 事 

実 上 尊重すべき ものである けれども、 法律上の 建前と して は、 委員会の 議決 は 本会議の 議決 を 拘束し 

ない。 あまり 多くない 例で あるが、 委員会の 議決と 本会議の 議決と 異なった 例 も ある。 また、 委員会 

で 議決す るに 至らず して、 本会議 だけで 議決した 例 も、 法律案に ついては ある。 

なお、 予算 は 一般会計 予算、 特別 会：^ 予算 (それに 政府 関係 機関 予算) と 各 別個の 議案に なって い 

るので、 各 案 別個に 議決され、 可否 別個の 取扱いになる ことが 考えられる。 しかし 実際 上の 取扱い 
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は、 特別の 事情な き 限り、 審議、 議決 は 一括して、 同時に 行なわれる のが 伢 となって いる。 

主 G 昭和 二十 五 年度 予算 は、 参議院に おいて、 委員会 は 否決、 それが 本会議で 覆えされ て 可決に なった。 

^  & い 例で あるが、 山 本 内閣の 大正 三年 度 予算で は、 一般会計 予算 は 両院協議会の 議が 成立せ ずして、 

予算 不成立と なり、 特別会計 予算の みが、 別個の 議案と して、 成立した ことがある。 

国会に おける 予算の 議決 は、 他の 一般 議案と 同じように、 憲法 第五 十六 条の 規定に よって、 「両議 

湿 は、 各々 その 総 議員の 三分の 一 以上の 出席がなければ、 議事 を 開き 議決す る ことができない。」 こ 

とに なって おり、 また、 「両議院の 議事 は、 この 憲法に 特別の 定めの ある 場合 を 除いて は、 出席 議員 

の咼 一半 数で これ を 決し、 可否 同数のと き は、 議長の 決する ところに よる。」 ので ある。 この 点 は、 法 

律 案と 何ら 異なる ところ はない。 そして 両議院に おいて、 右の 議決が 一致 すれば、 確定 成立す る こ 

とになる。 

旧 憲法で は、 予算 議決に 対して 衆議院の 優越性が 認められ たの は、 予算 先議権 だけであった。 そし 

て、 この 制度 は、 規 憲法で も 同様で は あるが、 この 先議権 も、 参議院に 予備 審査の 権限 を 認めた こと 

によって、 審議 条件に おいて、 参議院が 特に 有利 だと はいえない。 ただ、 後に 審議す る 参議院に おい 

て は、 衆議 浣の 審議の 状況 を 知り、 かつ、 第一 院 である その 議決が、 実際 上 尊重せられ るで あろうと 

の 政治的 意義 以外に 何物 もない。 

先議権 以外 は、 両院 全く 同等と いうの が、 旧 憲法の 原則であって、 貴族院の 議決が 衆議院と 一致し 

まけ、 ば 予算 は 成立し ない。 場合によって は、 貴族院で 予算 を 握りつぶす こと もで きた。 しかし 規憲 
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法 は、 予算の 議決 そのもの について、 衆議院の 優越性 を 認めて いる。 この 点 は、 法律案の 議決に つい 

て も 同様で ある。 

憲法 第 六十 条 第一 一項に よる 衆議院の 議決に ついては、 まず、 法律案の 場合との 相違 を 明らかに しなけ 

れ ばなら ない。 すなわち、 憲法 第五 十九 条 によると、 法律案 は、 衆議院で 可決し、 参議院で これと 異 

なった 議決 (否決 及び 修正 可決) をした 場合に おいて、 衆議院に おいて 出席 議員の 三分の 二 以上の 多 

数 を もって、 再び 可決した とき は、 法律と なる (第二 項)。 そして 参議院が、 衆議院の 可決した 法律案 

を 受け取った 後、 国会 休会 中の 期間 を 除いて 六十 日 以内に 議決 しないと き は、 衆議院 は、 参議院が そ 

の 法律案 を 否決した ものと みなす ことができる (第 四 項)。 また、 両院の 議決が 一致 しないと き は、 衆 

議院 は、 両議院の 協議会 を 開く こと を 求める ことができる (第三 項)。 ところが、 予算案の 場合 は、 憲 

法 第 六十 条 第二 項で、 参議院で 衆議院と 異なった 議決 をした 場合に おいて、 両議院の 協議会 を 開いて 

も 意見が 一致 しないと き、 又は 参議院が、 衆議院の 可決した 予算 を 受け取った 後、 国会 休会 中の 期間 

を 除いて 三十日 以内に 議決 しないと き は、 衆議院の 当初の 議決が 国会の 議決と なって、 予算 は 成立す 

る。 現に、 昭和 二十 九 年度 予算 は、 昭和 二十 九 年 三月 四日、 衆議院が 可決し、 同日 参議院に 送付し 

たが、 三月 末に 至り、 予算の 内容と なって いた 入場税の 法案が 未成 立だった 等の ため、 審議が 紛糾し 

て進换 せず、 ついに 三十日の 期間 を 経過して、 四月 三日に 自然 成立に なった。 

0 右の 三十日の 期間の 計算に ついては、 当日から 起算され る (国会 法 第 百 三十 三 条)。 

右に より、 法律案と 予算案の 議決 関係の 相違 を 表示 すれば、 次の ようで ある。 
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0  H 両院協議会 は、 各 議院に おいて 選 拳され た 各々 十 人の 委員で 組織す る。 委員 は 衆議院に おいて は 全部 

多数党から、 参議院に おいて は、 各 党 按分して 選出す るの が 慣例の ようで ある。 

^ 予算が 否決され る こと は、 法律上 は 考えられる。 しかし 国政 運営の 財 的 基礎で ある 予算 を 何等 修正 も 
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加えず して， 単に 全面的に 否決して しまう こと は、 政治 運営と して は 適当で あるまい。 それ は、 そのような 予 

算を 作った 内閣に 対し、 不信 を 表明す る 以外の 何物で もない。 そのような 場合に は、 内閣が 総辞職す るか、 

衆議院 を 解散して、 信 を 国民に 問う か、 いずれ かの 措置 をと るべき であろう。 第二 回国 会に おける 昭和 二十 

二 年度の 補正予算 について、 鉄道 運賃の 引上げに 反対し、 その 組替を 要求す る 決議が、 衆議院の 予算 委員会 

で 可決され、 当時の 片山 内閣 は 総辞職した。 

〇 予算 議決に 対する 衆議院の 優越の 規定 は、 条約の締結 に関する 国会の 承認に ついて 準用され ている 

(憲法 第 六十 一 条)。 

以上の ように 法律に 比べ 予算の 方が 容易に 成立す るよう になって いる。 その 理由 は、 法律と 予算との 

性質 上の 差異から くる ものと 思われる。 すなわち、 社会経済 組織 を 維持して 行く 最少 限度の 法制 は、 

通常 は、 すでに 制定され ていて、 新しい 法律 は、 おおむね 新規の 施策ない し 改正で、 いわば 積極的な 

意味 を もっている ことが 多い と 思われる。 これに 反し 予算 は、 新規 施策の 経費 も、 もちろん 包含して い 

るが、 その 重要な 部分と して、 国の 組織、 社会秩序 を 維持して ゆく 基本的 経費 を 含み、 かつ、 国家の 

あらゆる 施策の 財 的 裏付けで ある。 それゆえに 法律が 不成立に なっても、 その 法律に 盛り込んで いる 

施策が 実行で きない だけで あるが、 予算が 成立し なければ 国政の 運行 は 停止 せられる。 したがって、 

法律の 不成立よりも、 予算の 不成立の 方が、 影響す ると ころが 広範囲で、 かつ、 国政の 運用に 支障 を 

きたし、 困難な 事情 を 生ずる 部面が 大きい。 そこで 財政に ついては 衆議院の 議決 を 重く し、 法律より 

も、 予算の 成立 要件 を 容易に した ものと 思われる。 

. 次に また、 法律に は 永続性が あり、 一度 成立した 法律 は、 法律 を もって 改廃せられ ない 限り、 原則 
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として 効力 を 持続して いるので あるが、 予算の 効力 は、 一年 度 限りで ある。 したがって、 予算の 方が 

法律よりも 成立 要件 を 簡易に して 許されて よいであろう。 しかし、 これ は 財政に 関する 法律 も ある こ 

ととて、 大した 理由で ない。 

0  B 現在の ような 議員 構成 を 基礎に する 二院制度 である 限り、 衆議院 を 参議院の 優位に おく 積極的 理由に 

ついては 議論 はあろう。 しかし、 これ は 国会 制度の 基本的 問題で ある。 ただ 衆議院 は、 解散に よって 一番 最 

近の 民意 を 代表せ しめ 得る という 点 は ある。 

^ アメリカ において は、 上院 は 下院に 予算 先議権 を 譲って いるが、 他方、 条約の 批准 や 重要 官吏の 任命 

の 承認 は、 上院の 専権に 属して いる。 予算の 議決に ついては、 全く 同等の 立場で ある。 

0 英国に おいて は、 「王 は 国費 を 要求し、 下院 はこれ を 承認し、 上院 は 下院の 承認に 同意す る。」 とて、 

予算に 対する 上院の 権限 は、 ほとんど 形式的な ものに 過ぎない。 上院 は 大概 一両日の 審議で、 そのまま 通過 

する。 

第 四 節 予算の 修正 

ここにい う 予算の 修正と は、 政府の 原案 修正で はない。 政府が 提出した 予算案に 対して、 国会が 修 

正す る ことで ある。 国会が その 議決に よって、 予算の 内容 を 変更す る こと をい う。 

国会が 予算 を 審議す るに あたって は、 衆参両院 いずれも その 意思に よって、 当然 修正す る ことが 認 

めら れ ている。 予算案 修正の 提案 は、 委員会に おいて は 委員が 単独で 行ない 得る が、 本会議に おいて 

は、 衆議院 は 議員 五十人 以上、 参議院 は 二十 人 以上の 賛成 を 要する (国会 法 第五 十七 条の 二)。 その 手続 

は、 衆 参両浣 とも 大体 同様であって、 衆議院 規則、 参議院 規則の 定める ところで ある。 
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0  - 普通の 議案に ついて、 本会議で 修正 を 議題と する 場合 は、 衆議院 は 議員 二十 人 以上、 参議院 は 議員 十人以 

上で 足りる。 ただ、 法律案に 対する 修正の 動議で、 予算の 増額 を 伴う ことと なる ものに ついては、 予算 修正 

の 場合と 等しく、 衆議院 は 五十人 以上、 参議院 は 二十 人 以上の 賛成 を 要する ものと されて いる (国会 法 第五 

十七 条)。 すべて 予算 関係 は、 慎重に しょうとの 趣旨に 出ず る もので あり、 第二 十一 回国 会の 改正に かかる 

もの である。 

予算の 修正に は、 積極的 修正と 消極的 修正と を 分けて 考えたい。 積極的 修正と して 考えられる こと 

は、 原案に ない 新しい 予算 科目 をつ け 加える こと、 予算 総則、 継続 費、 繰越 明 許 費 及び 国庫 債務 負担 

行為に、 新しい 事項 を 加える こと、 又は これらに 計上され ている 金額 を 増加す る ことで あり、 消極的 

修正と は、 これらに 関する 原案の 一部 を 廃除 削減し、 あるいは その 金額 を 減額す る ことで ある。 その 

ほれ か、 予算 科目た る 項 を 合併 分割し、 名称 を 変更し、 また、 予算 総則の 内容 を 変更す る こと 等も考 

えらる が、 それが 積極的 修正 か、 消極的 修正 か は、 多く は 修正の 内容 如何によ る ことで ある。 そのい 

ずれに も 属せぬ 場合 ももち ろん あり 得よう。 もとより、 積極的 修正と いい、 消極的 修正と いっても、 

それ は 修正の 個々 の 部分に つ いての ことで あり、 一 個の 修正と して は そのうちに 両方の 内容 を 含む こ 

との ある こと は、 いうまでもない。 

以上、 修正 内容と して 考えられる 場合 は 多 々あるが、 国会の 行ない 得る 修正 は、 無制限 勝手な もの 

であるか。 この いわゆる 予算 修正 権の 範囲に ついては、 昔から 議論の ある ことで あり、 若干の 研究 を 

要する。  、  -  - 

予算の 修正 をな し 得る 範囲に ついては、 憲法 は 特に 明文 をお いていない。 旧 憲法に おいて は、 憲法 
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上の 大権に 基づく 既定の 歳出 及び 法律上 政府の 義務に 属する 経費に ついては， 政府の 同意な くして お 

廃佘 削減が できない という 規定 をお いてお り (旧 憲法 第 六十 七 条)、 消極的 修正に ついては、 一応の 制限 

があった。 規 憲法に は そのような 規定がない ので、 自由に 減額 修正が できる こと は 疑いない。 他方 積 

極 勺な 多 正につ いてで あるが、 旧 憲法 時代 は、 予算案の 提出 権 は 政府に 専属し、 したがって、 帝国 議 

会に 発案 菴が 認められ ていない ことから、 これ を 否定す る 見解が 決定的であった。 すなわち、 積極的 

参 正 は、 政府の 発案権の 侵害で あるから 認められない というの である。 学説 も、 政府の 見解 もそう で 

あり、 また、 議会の 運営に おいても、 事実上 承認せられ ていたと ころであった。 

見 憲法 も、 予算の 作成 権 を 内閣に 与え、 内閣の みが、 予算 を 国会に 提出し 得る ことにな つてい る 

点 は、 旧 憲法と 同様で ある。 しかし、 それ だからと て 直ちに 積極的 修正に ついても、 同様で あると す 

る こと はでき ない。 否、 むしろ この 点 は、 法律上 も 事実上 も、 可能で ある ことが すでに 確定して いる。 

れそ は、 憲法 第 八十 三条に 「国の 財政 を 処理す る 権限 は、 国会の 議決に 基いて、 これ を 行使し なけれ 

ばなら ない。」 としてい る 精神から して、 当然と されて いる ことで あり、 かつ、 財政 法 第 十九 条 にお 

いて 国会、 裁判所、 会計検査院の 予算に ついて 認められ ている 二重 予算の 制度 は、 国会に 増額 修正の 

権限が ある こと を 前提と している ものである。 昭和 二十 八、 二十 九、 三十 年度と 国会の 予算 修正が 続 

いたが、 いずれも その 内容に おいて は、 特定の 項の 金額 を 増加して いる。 

-王 う 財政 法 制定の 当時 は、 増額 修正 は 独立 機関の 二重 予算の 場合に のみ 可能で あると いう 説 もあった が 

今で i そのよう に、 解す る もの はない。 
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^ 国会に おける 両院 法規 委員会 は、 昭和 二十 三年 二月 二十 六日、 国会 法 第 九十 九条の 規定に よって、 予 

算の 増額 修正 権に 関する 勧告 を 提出し、 国会が 増額 修正 その他 予算の 修正に ついて、 最終 かつ 完全なる 権艮 

を 有する こ と を 述べ ている。 

以上、 国会 は、 予算に ついて、 積極 消極い ずれの 修正 も 自由に 行ない 得る ものと される が、 他方、 

その 修正に 当たって は、 内閣の 予算 発案権 は 尊重し なければ ならない。 すなわち、 内閣に 予算の 発案 

権 を 認める 以上、 この 発案権 を 侵害す るよう な 修正 は 許さるべき でない。 内閣から 案 さえ 出れば、 い 

かなる 形に で も 自由に 変える ことが できる のであって は、 内閣に 発案権 を 認めた 趣旨に 合致し な い ば 

かりで なく、 実際 上の 弊害 も 多い。 しからば、 いかなる 修正が 発案権 を 侵害す る ことにな るか は、 抽 

象 的に は 決め 難いが、 まず 第一に、 その 修正が 新たな 発案と 何等 異なる ところの ないような もの は、 

明らかに 発案権の 侵害と される。 たとえば、 一般会計の 予算 を 特別会計の 予算に 変更し、 又は 案の 中 

にない 新しい 特別会計 を 設置し、 附加 する ような こと は、 新たな 発案と 何等 変わらないであろう。 さ 

らに、 亲 たな 発案で はなく とも、 発案の 趣旨 を 全然 没却し 去る ような 修正 も、 発案権の 侵害と 認めら 

れる。 たとえば、 災害 復旧 費と して 提出され た 予算 を、 給与 費に 変更す るが 如き、 あるいは 数 億円の 

予算 を 数百 億円に 増額す る 如き は、 政府 発案の 趣旨 を 没却す る ものと い い 得よう。 このような 修正 は、 

事実上 予算 を 否認す るに 等しい もので あり、 真に そのような 必要が あれ ぱ、 一 たん 予算の 撒 回 を 求め、 

あらためて 編成 替 のうえ、 再 提出の 要求 をな すべき 筋合の ものである。 

0  B 英国に おいて は 「金銭 法案に 関する 発案権 は 国王 (政府 〕 のみに ある。」 という 原則 を 厳格に 守って、 

議厶 K は 政府の 提案した 予算 を 増額し ない 慣例 をと つ， ている。 議院内閣制 として、 下院の 多数党が 内閣 を 組織 
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している の だから、 内閣に 命じて 予算案 を 改訂 させれば 済む ことであって、 それに は、 専門的知識と 能力 を 

持って い る 内閣 側に やらせれば よいとの 考えに 基づく。 

^  、米国に おいて は、 議会 は 政府の 提出した 案に 対して、 自由に 修正 を 行ない 得る。 個々 の 経費に ついて 

減額 も すれば、 増額 もす る。 しかし 予算 全体として は、 政府案 を 上回る ことがない のが、 最近の 政治 慣例と 

なって いる。 

®  if 算の 積極的 修正、 ことに、 増額 修正 は 弊害 を 伴い 易い もので あり、 諸外国 いずれも 憲法 上、 あるい 

は 政治の 実際の 慣行に おいて、 何ら かの 制限 をお いている。 その 点が 完全に 自由な の は フランス 位の もので 

わが国で も、 旧 憲法 時代、 帝国 議会に 予算 増額 修正 権が あるか どうかが 問題に なった ことがある。 事実、 明 

府が 行な 三十 年度に 電信 電話 改良 費に 増額 修正が 行なわれた ことがあって 問題に なり、 その後、 増額 修正 は、 

政治 ある。 うの を 例と するとい う 慣例が 作られ、 さらに それが 発展して、 議会に 増額 修正 権な しとす る 解釈 

が 普遍的に なった。 もちろん、 旧 憲法に は、 増額 修正 禁止の 明文はなかった ので あり、 政治の 実際の 運営が 

これ を 解決して い つた 事実 を 忘れて はならない。 

以上、 国会 は、 内閣の 発案権 を 害せざる 範囲 内に おいて は、 いかなる 修正 を も 行ない 得る が、 その 

修正の 具体的 内容と して は、 いろいろな 場合が 考えられよう。 すなわち、 さきに も 述べた 如く、 予算 

は、 予算 総則、 歳入歳出 予算、 継続 費、 繰越 明 許 費 及び 国庫 債務 負担 行為に 分かれる ので あり、 この 

各々 について 考えられる 修正の 内容の 限度 は、 次の 如くであろう。 

予算 修正で 特に 問題と なり、 またもつ とも 多い 例 は、 歳入歳出 予算に ついて である こと はいう まで 

もない。 そして その 場合、 歳入 予算 は、 歳出 予算と 違って、 その 性質 は 歳出の 財源と しての 単なる 見 

積り であるに 過ぎない。 つまり、 歳入 予算 自体 は 歳入の 法的根拠になる もので ない。 単なる 見積りで 
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あって 発案権の 内容 をな す もので はない。 歳入の 起因た る 法令の 改正な くして、 減額、 増額い かよ 

うに 修正 を 加えても、 見積りの 当否 は 別と して、 それが 発案権の 侵害に なると は 考えられない。 かり 

に、 歳入 予算 を 増加しても、 政府 は、 それ を とらねば ならぬ 義務 を 負う もので はない し、 また 減額 さ 

れた 歳入 予算 は、 収入 を 差し ひかえなければ ならない もので もない からで ある。 それに 実際問題 とし 

て、 歳 人 は 歳出の ための 財源で あるから、 多くの場合、 は 歳出に 関連しての 歳入 予算の 修正の 問題で 

あり、 歳入 予算に ついて だけの 修正 は、 事実上 意味がない であろう。 

0  B 歳入の 基因た る 法令 を 改正す る 意図 を もって、 歳入 予算 を 修正す る こと はあり 得る わけで あるが、 こ 

の 場合で も、 法令の 改正で 歳入 予算が 事実上 変更され る だけであって、 歳入 予算の 修正で 法令 を 改正す る こ 

とになる もの ではない。 

S 歳入 予算の 見積りの 当否と して、 項の 金額の 調整 異動の 修正 は、 もちろん 考え 得る が、 歳出の 修正と 

離れて、 問題と なった こと はない。 

予算 修正の もっとも 重要な の は 歳出 予算に ついて である。 発案権の 問題の 重点 も、 歳出 予算に つい 

てで ある。 歳出 予算に 対する 修正と して は、 組織の 別の 区分で ある 部局 等に 対する 修正と、 目的 別の 

区分で ある 項に 対する ものと ある。 そして、 部局 等の 区分 を 変更す る こと も 実は 意味がない。 部局 等 

の 区分 は 設置 法 等の 結果と して きめられて いるものであって、 かりに 予算の 修正に よって、 それが 変 

更 された としても、 変更され た 組織 区分に おいて、 その 官庁が その 予算 を 使用す る 権限 を 得る ことに 

はならない からで ある。 一番の 問題 は 項に 対する 修正で ある。 項の 金額 を 減額 又は 増額す る ことので 

きる こと はすで に 述べ たと おりで あるが、 予算に ない 新しい 項 を 新設す る ことにな^ 場合に おいて は、 
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それが 発案権 を 害する ことになる もの かどう か 相当 異論が ある。 それ は 内閣の 予算 発案権の 単位の 問. 

題と してで ある。 予算 全体 を、 一 体と して 発案す るので あれば、 その 内容た る 項に 新しい ものが 附加さ 

れて も、 そん 王 体と しての 発案権 を 侵害す ると はいえない。 ところが 予算の 単位 は 項で ある。 項が 

議決の 単位で あり、 それが 予算の 効力で あると すれば、 項が 発案の 対象と なる。 予算案 は 各個の 項の 

集成で あると すれば、 項の 新設 は 明らかに 発案権の 侵害になる ことになる。 そして まだ その 解釈 は 確 

定 したと はいい 難いが、 最近の 取扱い は 大体 後者の 方向に おいて 処理され つつ ある。 

項 を 新設す る 修正 を認 むべき でない とする 解釈に 従うならば、 項の 合併、 分割、 項の 目的 (名称) 

変更 も、 原則として 認 むべき でない ことになる。 もとより それ は、 項の 合併、 分割が 項の 新設に 伴う 

ことと なる 場合に おいてで ある。 また、 項の 名称 を 変更す る こと は、 その 変更に よって、 項の 内 客が 

根本的に 変更され るか 否かに よって 発案権 侵害 かどう かが 決まる。 たとえば、 国債 費と して 計上して 

ある 金額 を、 そのまま にして 項の 名称 を 産業 振興 費と でも 変更す るに おいて は、 明らかに 新しい 項 を 

包 こした ものと 考えられよう。 

ま B 昭^ 二十 八、 二十 九、 三十 年度の 三回の 国会 修正に おいて は、 発案権 侵害の 論議 を 避ける ため、 項の 

新設 は、 ことさら 回避され た。 

〇 頃の 名称、 したがって その 目的 は 相当 抽象的 かつ 包括的で あるので、 特に 新規の 項 を 作成せ ず、 既^ 

の 項の 金額 を 増額す る ことによって 目的 を 達し 得る ことが 多い。 

^ 項の 目的 内容 を 拡充す る 場合、 たとえば 港湾 改良 費の 金額 を 増加して 新規の 港湾の 改修 を 行なう こと 

とした 場合、 農林 本省に 新規の 補助金 を 追加した 場合の 如き、 多少の 疑義 は あるが、 それによ つて 項の 目的 
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は 変更され、 したがって、 新規の 項 を 作った というの は、 多少 行き過ぎと S われる。 

^地方自治 讓 九十 七条 第二 項 は、 「議会 は、 歳入歳出 予算 について、 増額して これ を 震す る こと を妨 

りな レ た汔 し、 普通 公共団体の 長の 歳入歳出 予算の 提出の 権限 を 侵す こと はでき ない 。」 と 規定して いる。 

"の 場合 都道府県 知事、 又は 市町村 長の 発案権の 侵害と は、 項の 新設 はもと より、 予算に まれて い， 

新しい 事項、 たとえば 新規の 補助 費 を 追加す る こと も 許されな いと 解して いる。  , 

歳入歳出 予算 以外の 予算 総則、 継続 費、. 繰越 明 許 費、 国庫 債務 負担 行為の 修正に ついても、 歳入 歳 

出 予算と 同様に 考えられる。 ただし、 予算 総則と 繰越 明 許 費 は、 予算の 執行 方法に ついての もので あ 

るか〜 これに 対する 修正が 発案権に 関する こと は、 まず あるまい。 継続 費、 国庫 債務 負担 行為に つ 

いて は、 それが 新しい 事項 を 加える ものであって は、 項の 新設と 同様に 考 うべき である。 

以上、 国会の 予算 修正 権の 範囲 は 広い もので あり、 殊に 旧 憲法と 違って 増額 修正 も 可能で ある Q し 

力し、 権限 は 別と して、 予算の 増額 修正に ついては、 政治 上 もっとも 論議 多き ものである。 立憲政治の 

運営 は、 三権分立 を 基礎と して、 そのお 互いの 牽制に よる 合理的な 運営 を 基本に している。 予算 は 政 

府が 使用す る もので あり、 国民 負担との 考慮の もとに、 政府に おいて 十分と して 考える もの を、 国会 

において 積極的な 増額、 殊に 予算の 総額 を 増加す るよう な 修正 を 行なう 場合に は、 その 当否に つ c て 

慎重な 考慮 を 加う. べき ものであろう、 よって 国会 法 第五 十七 条の^ は、 「各 議院 又は 各 議院の 委員会 は、 

予算 総額の 増額 修正、 委員会の 提出 若しくは 議員の 発議に かかる 予算 を 伴う 法律案 又は 法律案に 対す 

る 修正で、 予算の 増額 を 伴う もの 若しくは 予算 を 伴う ことと なる ものに ついては、 内閣に 対して、 意 

見 を 述べる 機会 を 与えなければ ならない。」 と 規定して いる。 予算 関係の 法律 も、 直ちに、 あるいは 
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将来 国庫の 負 ^を 増加す る ことと なる からで ある。 なお、 この 内閣の 意見の 表明 は 酵讓 の^ 定を狩 

て、 書面に よる ことの 取扱いに なって いるが、 便宜、 国会に おいて 政府 当局者が その 旨 を 口頭で 述べ 

る こと も ある。 

主 0： 政府 は、 予算 を 使用し 尽くす 義務 を 負う もので はない から、 国会が 増額 修正 を 行なっても、 使用 を 強 

制されな いから 意味がない ではない かとい う 人 も あるが、 これ は 予算の 政治的 性格 を 忘れた 書生論で ある。 

s 国会 法 第五 十七 条の三 は、 昭和 二十 八 年度、 昭和 二十 九 年度と 国会の 予算 増額 修正が あり、 また、 国 

庫 負祖を 伴う 議員立法が 相つ ぎ、 批判が あった 結果と して、 第二 十 一 国会に おいて 立法され たもので ある。 

® 昭和 三十 年度の 予算 修正に おいて は、 一般会計の 予算 総額 は 減少 (特定の 項 は 増額) したが、 国有 鉄 

道の 予箅 は、 総額が 増えた。 よって 予算 委員会に おいて、 委員長より 大蔵大臣に 対し、 内閣の 意見の 表明 を 

求めた。 これが 最初の 例で ある。  1 

0 国の 財政 支出 を 余儀なく する ような 法律 を、 国会が 発案す る こと は、 内閣の 予算 発案権の 侵害と なら 

ぬ A という 議論が ある。 「これこれの 経費に つき 囯は その 二分の 一 を負祖 しなければ ならな レ 」 と 力 「予算 

の 範囲 内に 3  ( て 補助金， を 交付す る ことができる。」 という 法律が 発案 制定され た 場合、 内閣の 予算 発案権 

は、 法律上 又は 事実上 制約 を 受かる ことになるから である。 しかし、 そのような 法律が 作られても それによ 

つて 直ちに 国費の 支出が できる ので はない から、 形式的に は 予算の 発案、 したがって 侵害と はいえない。 た 

だ、 完全なる 政党内閣 制の 下にお いて、 そのような 法律が 内閣の 意思と は 無関係に、 どんどん 提案され ると 

<- うこと はお かしい。 また 国会と しても、 予算と 法律と で 意思が 矛盾す る こと も 起こり 得る。 さきに も 述べ 

た 如く、 英国で は 予算に 関する 法律 を 議会が 提案す る こと はない。 

. g 前に 述べた 如く、 アメリカ において は、 一般 立法で 歳出 予算 を 計上す る こと はでき ない。 反対に、 歳 

予出箅 で 一般法の 規定 を 変更す る こと はで きないが、 経費の 削減 は 自由にで きる。 すなわち、 他の 法 靖に予 

算 関係で どんな ことが 規定して あっても、 歳出 予算 法と して はこれ を 無視で きる。 これ は 両者と も、 形 ま は 
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同じく 法律で あるから でも ある。 わが国で は、 予算と 法律 は 形式 を 異にする ので、 そうはい かな c。 

^ 歳入の 減少 を 伴う ことと なる 法律案に ついても、 歳出 増加の 法律と 同様に 考えるべき であるとの 意見 

も ある。 たとえば、 特定の 事業に 減 免税す る 如き は、 間接的に 補助金 を 交付す るよう な ものであるから であ 

る。 たしかに 一理で は あるが、 これ は 国民の 負担 軽減の 問題で も あり、 一般的な 問題と して 取り上げる こと 

は、 多少 行き過ぎ かと 思われる。 

最後に、 右の ような 調整 規定の 有無 は 別にして、 政党内閣 制の 下にお ける 政治 運営の 問題と して、 

国会の 予算 修正に ついては、 確かに 反省すべき ものが ある。 政党政治が 円満に 運営され，^ ば、 内閣の 

原案と 政党の 意思と が 大きく 違う こと はあり 得ない し、 そして、 予算が 国会で、 大幅の 修正 を 受ナる 

こと はない ともい えよう。 しかし、 それ は 別と しても、 予算の 修正に は、 複雑な 技術的 問題が 多い。 

簡単な もので あれば ともかく、 多数の 項に 及ぶ であろう 大幅の 修正 を、 正確な 計数 もて、 かつ Is 時日 

の 間に やりとげる こと は、 国会の 単独の 能力に よって は、 実際問題 として 困難で ある。 結局 は、 専門 

家た る事縐 当局の 知識に 待たねば ならない。 しかも 予算 は、 国会が 修正した からと て、 執行 者た る 政 

府が 責任 を 免れ 得る もので は あるまい。 して みれば、 予算 は、 たとえ 国会に おいて 修正 を 必要と する 

場合に おいても、 国会 は、 その 要旨 を 政府に 示して、 政府に おいて 修正させる 形式 をと る ことが、 政 

治 上 望ましい と 思われる。 昭和 二十 三年 度 予算の 修正 は その 例で あり、 予算 委員会の 組替 決議に 基づ 

いて、 政府が 修正 書 を 提出した。 

0  B 過去に おける 国会 修正に ついては、 いずれも その 原案 作成の 計数 的 事務 は、 閣議 決定に より 事務当局 

tAip-i て. こ o 
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^ 国会 修 王の 場き に は、 政府 修正の 場合の ように、 その 院の 承諾が いらない。 また、 予算 参照 書 を 添附 

する に 及ばない ことが 実際 上の 違いで ある。 

〇 予算の 内容 を 大幅に 動かす こと を 予算 組替 という。 組み替えた その 結果 は、 もちろん 修正で ある。 

H 昭和 三十 一年 度 以来、 国会の 予算 修正 は 絶えて なくなった。 これ は、 政府の 予算 編成 段階に おいて、 

与党が 関与し、 事前 審議 を 行なって いるに 等しい ことにな つたた めで ある。 一方 これが ために、 国会に おけ 

る 実質的 審議が 疎略になる ことが おそれられる。 


第 六 章 予算の 配賦 及び 執行 108 


第 六 章 予算の 配賦 及び 執行 


第一 節 予算の 配賦 

. 予算 は、 国会の 議決に よって 成立す る。 旧 憲法 当時 は 予算が 成立したならば、 天皇の 裁可 を 経て 公 

布され た。 この 裁可 及び 公布 は、 予算 を 訓令と して その 執行 を 行政 各部に 命ずる 行為で あると せられ 

ていたが、 現 憲法に おいて は、 公布せられ るの は、 憲法改正、 法律、 政令 及び 条約 だけであって、 予 

算に は、 公布と いう 制度が なくなり、 これに 代わって、 配賦 という 制度が 採用され た。 もともと 予算 

の 執行 は、 内閣の 責任に おいて 行なわれ るので あるが、 具体的に は、 各省 各 庁の 長の 執行に まかされ 

ている のセ あるから、 その 執行 をで きる ようにす るた め、 当然、 何ら かの 形に おいて、 予算の 配武が 

行なわれなくて はならない。 財政 法 第三 十 一条 第一 項に は、 「予算が 成立した とき は、 内閣 は、 国会 

の 議決した ところに 従い、 各省 各 庁の 長に 対し、 その 執行の 責に 任ずべき 歳入歳出 予算、 継続 費 及び 

国庫 債務 負担 行為 を配賦 する。」 と 規定して ある。 そして 予算の 配賦 は、 予算 を 訓令と して、 各省 各 

庁の 長に 対し、 執行 を 命ずる ものであるから、 その 科目、 金額 等の 責任の 範囲 を 明らかにする 必要が 

あるので、 同条 第二 項で、 配賦の 場合に は、 さらに 項の 金額 を 目に 区分し なければ ならない ことに ま 
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つてい る。 したがって、 各省 各 庁の 長が 予算 を 執行す るに は、 ことごとく 配賦 された 予算に 基づ レ 

ての み 可能で ある。 ただし、 歳出 予算の 項の なかには、 予算 配賦に 際し、 あらかじめ 目の 区分 をし 難 

いものが ある。 当分のう ち、 このような 経費に ついては、 各省 各 庁の 長 は、 後に 予算の 執行に 際し、 

大， 大臣の 承認 を 経て、 目の 区分 をす る ことになる (財政 法 附則 第 一 条の 二)。 

0 あらかじめ 目の 区分 をして いない 経費 は、 昭和 三十 五 年度 予算に おいて は、 防衛 支出 金、 南極 地域 観測 事 

• 業 費、 国土 開発 事業 調整 費、 科学技術庁の 特別 研究 促進 調整 費、 奄美 群島 復旧 事業 費 及び 衆議院議員 及び 参 

議院 議員 補欠 等 選 拳 費の 六 項で ある。 これ 等の 経費 は、 現実に、 どのような 具体的 経費に 出す か 決まって 後 

はじめて 目の 区分 をして 使用す る ことになる。 なお、 衆議院、 参議院、 裁判所の 予備 経費 も、 予算 配 賦に当 

たり 目の 区分 をし ない。 現実の 使用に 際し、 目 を 設置す る ことになるが、 これ は 経費の 性質に よる もので 

あって、 財政 法 附則 第一条の 二の 規定に よる もので はない。 

なお、 予算 総則と 繰越 明 許 費に は 予算 配賦 という ことがない が、 これ は 大蔵大臣 において 処理し 得 

る 総括的 事項で あるから である。 

予算 配賦の 手続に ついては、 大蔵大臣が、 予算が 成立した とき は、 直ちに 国会の 議決した ところに 

従い、 各省 各 庁の 執行すべき 歳入歳出 予算、 継続 費 及び 国庫 債務 負担 行為 を 作成して、 これ を 内閣に 

送 はし、 それによ つて 内閣が 配賦 する。 また 同時に、 大蔵大臣から その 配賦の 内容 を、 会計検査院に 

通知す るので あるが、 それ は 会計検査院の 権限と して、 執行の 責任者 ごとの 内容 を 知らなければ なら 

ぬからで ある。 

予算の 配賦 は、 歳入歳出 予算、 歳入 予算 明細書、 予定 経費 要求 書、 継続 費 要求 書 及び 国庫 債務 負担 
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行為 要求 書 を、 そのままの 内容と する ものであって、 単に 形式的な 意味が あるに すぎない。 もちろん- 

予算の 修正 議決が あった 場合に は、 国会の 議決した ところに 従って、 その 修正に なった ものに よって 

配賦 する ので あるから、 先に 提出した 予算 書と 異なる の は 当然で ある。 

0 国会で 予算が 修正に なれば、 直ちに その 趣旨に 従って、 歳入 予算 明細書、 予定 経費 要求 書が 作成され る。 

たとえば、 衆議院で 予算 修正が あれば、 直ちに その 内容に よる 参考書 類が 作成され、 参議院に 提出され る Q 

したがって、 予算の 修正が ある ことによって、 配賦が 遅れる こと はない。 

第二 節 予算 執行の 意義 

予算の 執行と は、 国の 収入、 支出 を 実行す る 一切の 行為 をい う。 この 行為 は 一定の 手続に 従って 行 

なわれ る。 これが 形式的 意義に おける 会計であって、 会計 法規の 規定す ると ころで ある。 会計と いう 

ことば は、 財政の 処理 全体の 意義に 使う こ ともあれば、 あるいは 財政に 関する 経理の 手続と いう 意味 

に 使う こと も ある。 旧 憲法 時代の 会計 法 は、 現在の 財政 法に 規定され ている ような 事項 を 含んで いた 

が、 現 制度で、 これ を 分離し、 財政 処理に 関する 基本 原則 は、 財政 法が 規定し、 経理の 手続に 関する 

事項 は、 会計 法が 規定す る 仕組みに なって いる。 

予算が 配賦 される と、 行政 各部 は、 これが 予算の 執行の 責に 任ずる ことになる。 予算の 執行に 関す 

る 総括的 責任者 は、 歳入に あって は 歳入 事務 を 管理す る 各省 各 庁の 総括 者で ある 大蔵大臣 であり、 歳 

超， にあって は 各省 各 庁の 長で ある。 そして、 その 執行 者 は 具体的に は、 歳入に ついては、 法令に 基づ， く， 
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当該 機関、 つまり 歳入 徴収 官、 収入 官吏 等で あり、 歳出に あって は、 各省 各 庁の 長の 委任 を 受けた 者、 

つまり 支出 負担 行為 担当 官 及び 支出 官、 資金 前 渡 官吏 等が、 各 執行の 権限 及び 義務 を 負う ものである C 

主 予算の 実行 も 執行 も、 観念 上 は 全く 同一で ある。 ただ、 執行 は 個々 の 予算に ついて だけい うに 対し、 実行 

は 歳入歳出の 全体に 対してい う ことがある。 ゆえに 実行 予算と はいう が、 執行 予算と はいわない。 

予算の 執行 は、 単に 予算に 定められた 金額 を、 国庫に 収納し、 又は 国庫から 支払い をす る こと だけ 

をい うので はない。 国庫 債務 負担 行為の 実行 や、 支出 負担 行為の 実行 を なすこと も、 予算 執行の 範囲 

に 入る。 また 憲法 上の 意義に おける 予算、 つまり、 項の 金額の 実行の みならず、 それ 以外に、 又は こ 

れを超 通して 収入して 支出す る こと、 つまり、 行政法 上の 意義に おける 予算の 実行 を なすこと も 執行 

であるば かりで なく、 形式的 意義に おける 予算、 つまり 大蔵省 証券 を 発行し、 借入金 をな し、 翌年 度 

にリ たる 国庫 債務 を 負担す る こと も、 予算の 執行に 入る。 要するに、 予算の 執行と いうの は、 憲法 上 

の 意義に おける 予算に 計上 せられた 歳入歳出の みならず、 予算 成立 後生ず る こと あるべ き 歳入歳出 一 

切 を 包含した 国の 収入 支出の 実行に 関する 一 切の 行為 をい う ものである。 

たぞ、 一般に 予算の 執行と いっても、 場合々々 によって、 その 性質 及び 効力が 違う。 歳入に ついて 

は、 前に 歳入 予算の 効力に ついて 述べた ごとく、 部、 款、 項の 金額の 有無と 多少と にか かわらず、 法 

^ 令 Q 與定に 従って 実行され る ものであるから、 厳格な 意味に おいて は、 予算の 執行に はならない。 た 

さ マ 

だ 一む 来、 予算 は 実際と 符合す る こと を 目的と している ので あるから、 歳スを 徴収し、 こ. れを収 ス^: 目 

i こ 整 通す る ことが、 歳入 予算の 執行と いう ことになる。 


章 予算の 配賦 及び 執行 112 


歳出 予算の 執行 は、 その 定められた 目的に 従って 使用され、 完全に 予算の 目的 を 達成す る ことが 理 

想で ある。. そして 歳出 予算 をして、 所期の 目的 を 達し、 十分の 効果 を 発揮 させ 得る かどう か は、 一に 

かかって、 予算の 執行の 当否の 問題になる。 しかして 歳出 予算の 執行 は、 単に 法規 違反が ないから、 

不正がない からといって 満足すべき もので はない。 要するに、 法令 を 適正に 執行した うえに、 最少の 

経費 を もって 最大の 効果 を あげる という 意味に おいて、 その 目的 を 完全に 達成せ しめる ように 万な わ 

なけれ ほなら ない。 これ は、 単に 会計 法規の 手続 だけの 問題で なしに、 その 執行の 任に あたる 官吏が、 

最高の 良識と、 良心的 責任に おいて 執行せられ なければ ならない 性質の ものである。 

第三 節 予算 執行の 方法 

一 歲入 予算の 執行 

歳入 は、 歳入 起因で ある 法令に 基づいて 徴収せられ、 収納され る ものであるから、 歳入 予算の 配賦 

はあって も、 これ は 「応の 基準に すぎない もので あり、 予算 額 だけ は 収納し なければ ならない という 

義務 を 負う もので はな. い。 かりに 歳入 予算の 配賦 がなくても、 歳入 起因が あり、 当該 事実が 発生 すれ 

ば 収納すべき ものである。 したがって、 歳入 徴収 官は、 法令 又は 契約 等に 基づいて 国が 収入すべき 権 

禾を 取得 すれば、 予算の 有無に かかわらず、 その 金額 を 調査 決定す る。 これ を調定 ともいう。 歳入 徴 

収官 は、 調定を すれば、 それと ともに その 納入に 対して、 納入 告知 書 を 発する。 納入 は 納入 告知 書 を 

もって、 所定の 金額 を 日本銀行 又は 郵便局に 払い込む。 この 日本銀行 というの は 代理店 を 含む。 ま 
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た、 出納 官吏が 現金 を 受け取り、 出納 官吏から 納入 を 行なう こと も ある。 

調定 は、 原則として 納入 金額の 確定 前にな され、 その 確定に よって 納入が なされる のが 普通で ある 

が、 例外と して、 事後に 行なわれる こと も ある。 たとえば 給与所得者 に対する 源泉徴収の 所得税 は、 

原則として 俸給 給料 等 を 支払う 者が、 支払いの 際、 納税 義務 者に かわって、 その 給与から 税額 を 差し 

引いて 納税す る ものであるが、 税務署 長 は、 右の 納税の 通知に よって 調定 する のであって、 これ を 事 

後調 定 といって いる。 また、 所得税の 申告納税に ついても、 この 事後 調定が 行なわれる。 

歳入 予算が ある 場合、 当然 その 科目に よって 収納され るが、 歳入 予算がない 場合に は、 各省 各 庁の 

長 は、 大蔵大臣に 協議して、 適当な 科目 を 設置して、 その 科目に よって 調定 し、 収納す る。 

二 歳出 予算の 執行 

歳出 予算の 執行 は、 歳入 予算の それと は 異なる。 まず、 歳出 予算 は、 その 目的に 従って 執行され な 

ければ ならない。 財政 法 第三 十二 条に、 「各省 各 庁の 長 は、 歳出 予算 及び 継続 費に ついては、 各項に 定 

める 目的の 外に これ を 使用す る ことができない。」 と あるの が これで ある。 この 「各項に 定める 目的」 

が、 予算の 目的で あるが、 それ は 単に 各項の 科目の 示す ところに 該当して おれば、 いかなる もので も 

よいと いう 意味で はなく、 国会が 議決した ところの 目的に 従って、 使用され なければ ならない とのこ 

とで ある。 項 を 議決 科目と する の は、 この 意味で ある。 

ただし、 財政 法 は、 歳出 予算 を 組織の 別に 区分し、 この 組織の 中に おいて 目的 及び 対象 別に 区分す 

る ことと し、 かつ、 その 組織 別 予算 は、 項 ごとに 予算の 目的、 内容 を 説明して いるから、 この 項に 定 
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める 予算の 目的 は、 右の 組織 別の 部局 等と、 その 説明から 実質的に これ を^ 断して 定められる ことに 

なる。 かつ、 その 判断に は、 予定 経費 要求 書 及び 各 目 明細書に よる 目、 目の 細分、 経費の 算出 基礎 等 

が 援用され なければ ならない。 

歳出 予算 は、 実質的に は 予算の 目的に 合致して 執行され なければ ならぬ こと は 当然で あるが、 形式 

的に は、 また それ は、 配賦 された 金額の 範囲 内に おいて、 大蔵大臣の 統制の もとに、 一定の 秩序 ある 

手続に よらなければ ならない。 この 点から するならば、 歳出 予算の 執行 は、 法令 又は 契約 等に よつ 

て、 国が 歳出 義務 を 負う ところの 基因 行為と、 これに 基づいて、 現実に その 歳出 義務の 弁済 をな すと 

ころの 支出と に 区分して 考えられる。 前者 を 支出 負担 行為と いい、 支出 負担 行為 担当 官が所 掌す る 事 

であり、 後者 を 支出 行為と いい、 これ を 狭義の 支出に 関する 事務すな わち、 現金の 出納 機関に 対し 

務て、 規金 支払の 命令 をな す 行為と、 この 命令に 基づいて 斑 金の 支払 をな す 行為と に 区分され る。 前 

者 は、 支出 官が所 掌す る 事務で あり、 後者 は、 日本銀行が 担当して いる 国庫 事務と 称する ものである。 

場合によって は、 この 事務 を 出納 官吏が 行なう こと も あり、 大蔵大臣の 財政 的 統制 は、 この 両者の 段 

階に ついて、 必要に応じて 行なわれる ものである。 

各省 各 庁の 長 は、 おのおの 予算と して 配賦を 受けた 金額 内に おいて、 支出 負担 行為の 計画 を 定め 

る。 公共事業 費 その他 特定の 経費に ついては、 その実 施 計画に ついて、 大蔵大臣の 承認 を 要する (財政 

法 第三 十四 条の 二)。 実施 計画が できる と、 その 範囲 内で 具体的に その 委任 をした 官吏に、 それぞれ 予 

、 算を 示達す る。 そして、 当該 各省 各 庁 所属の 職員 (支出 負担 行為 担当 官) は、 その 示達され た 金額 
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の 範囲 内に おいて、 現実の 支出 負担 行為 をす る ことになる。 

右の 支出 負祖 行為に ついては、 これによ つて 起こる 支出 金額が 一 定の 支払 計画の 範囲 内で なければ 

ならない。 各省 各 庁の 長 は、 支出 担当 事務 職員 ごとに 支出の 所要 額 を 定め、 支払の 計画に 関する 書類 

を 作成して 大蔵大臣に 送付し、 その 承認 を 経なければ ならない。 この 承認した 計画 は、 大蔵大臣から 

会計検査院 及び 日本銀行に 通知され る ことにな つてい る (財政 法 第三 十四 条)。 支払 は、 原則として 支 

出官が 日本銀行 あてに 小切手 を 振り出して 行なわれる。 日本銀行 は 大蔵大臣から 通知 を 受けた 金額の 

範囲 内で あれば、 右の 小切手に 対して 現金 を 支払う ことになる。 なお 例外的に は、 出納 官吏が あら か 

じめ 現金 を 持って いて、 直接 支払う 場合が ある。 

歳出 予算の 執行 は、 最終的に は、 歳出 金の 支払 を もって 完了す るので あって、 それ は 主として 現金 

の 支払 を もってな される ものであるが、 特殊の 場合に は、 現金の 授受 をな さず、 その 目的 を 達する こ 

とが ある。 それ は 特別会計から 一般会計へ 益金 納付 をな すが 如き 場合であって、 いわゆる 国庫 内の 移 

換の 場合で ある。 この場合 は、 支出 官は 小切手の 振 出 をな さず、 国庫 金 振替 書 を 日本銀行に 交付して 

これ を 行なう ことにな つて いる。 

0  B 予箅 執行 職員 は、 法令に 準拠し、 かつ、 予算で 定める ところに 従い、 それぞれの 職分に 応じ 支出 等の 

行為 をし なければ ならない (予算 執行 職員 等の 責任に 関する 法律 第三 条第 一項)。 そして 予算 執行 職員が 故 

意 又は 重大な 過失に より 法令に 違反した 支出 等の 行為で 国に 損害 を 与えた とき は、 弁償の 責に 任じなければ 

ならない (第三 条 第二 項)。 また、 出納 官吏が その. 保管に かかる 現金 を 亡失した 場合に おいて、 善良な 管理 

者の 注意 を 怠った とき は、 弁償の 責を 免れる ことができない。 おの 弁償 責任の 検定 は、 いずれも 会計検査院 
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が 行なう。 

^ アメリカ では、 会計 責任 官は、 公債 を 預託す るか、 身元保証 金 を 納める か、 身元保証 人 を 立てる かし 

なければ ならない。 実際 上 多くの場合、 身元保証 会社に よる 損害保険の 制度が 利用され ている。 

三 予算 執行の 監督 

各省 各 庁の 長 は、 部下の 予算 執行 を 監督す る。 予算 執行の 適正 を 期す るた め 必要と認める とき は、 

各省 各 庁の 長 は、 所属の 職員に、 支出 負担 行為の 全部 又は 一部に ついて 認証 を 行なわし める ことが で 

きる (会計 法 第 十三 条の 三)。 歳入歳出 とも 執行の 結果に ついては、 各省 各 庁の 長 は 常に 帳簿 を 備えて、 

報告書 及び 計算書 を 作成し、 これ を 常時 大蔵省 及び 会計検査院に 送る 仕組に なって いる。 

さらに、 大蔵省 は、 予算 執行に ついての 総括的 責任 官庁で ある。 会計 法 第 四十 六条 は、 大蔵大臣に 

各省 各 庁 予算の 監査 権 を 与えて いる。 すなわち、 「大蔵大臣 は、 予算の 執行の 適正 を 期す るた め、 各 

省 各 庁に 対して 収支の 実績 若しくは 見込に ついて 報告 を徴 し、 予算の 執行 状況に ついて、 実地 監査 

を 行い、 又は 必要に 応じ、 閣議の 決定 を 経て、 予算の 執行に ついて 必要な 指示 を なすこと がで きる。」 

(同条 第一 項)。 かつまた、 その 目的 を 達する ために は、 「自ら 又は 各省 各 庁の 長に 委任して、 工事の 請 

負 契約者、 物品の 納入 者、 補助金の 交付 を 受けた 者 (補助金の 終局の 受領者 を 含む。)、 又は 調査、 試 

験、 研究 等の 委託 を受； b た 者に 対して、 その 状況 を 監査し 又は 報告 を徴 する ことができる。」 ことに 

なって いる。 もちろん 会計検査院 は、 予算 執行の 結果で ある 会計の 検査 を 行ない 得る が、 この 予算 

監査 は、 非違 不当の 摘発と いうより は、 むしろ、 その 目的 (法令の 規定、 予算で 定めた 目的、 国会の 
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議決の. 趣旨 等い ずれの 点から も昆た その 目的) に 従って、 もっとも 効果的に 執行され るよう 事前 及び 

事 1 に 指導し、 事後に 是正す る 趣旨の ものである。 

第 四 節 予算の 補修 

一 予算 補修の 意義 

予算の 補修と は、 予算 配賦の 後に おいて、 行政法 上の 意義に おける 予算に 対して、 追加、 補足 又は 

変更 を 行なう こと をい う。 予算の 補正 も？ もちろん 広義に おいて は 予算の 補修で あるが、 これ は 予算 

そのもの をつ くるので あるから、 ここにい う 予算の 補修で はない。 

予算 は、 当該 年度に おいて 生ずべき 一 切の 歳入歳出 を 予定す るの を 本旨と する が、 これ は 一応の 予 

定 であって、 現実に おける 国庫の 状況 は、 必ずしも 予算 そのまま を 実行す る だけにと どまる もので は 

ない。 あるいは 歳入に おいて、 予算外に 収入 を 生ずる こと も あるし、 また 歳出 予算外の、 つまり 当初 

の 見積り は 上に 予算 超過 又は 予算外の 支出 を 要する こと も あり 得る。 したがって、 実行 上に おいて、 

ある 程度の 異動 を 生ずる の はやむ を 得ない ことで ある。 そして この場合、 憲法 上の 意義に おいて は、 

予算 は 変更せられ ない が、 行政法 上の 意義に おいて は、 予算 は 法令の 許された 範囲 内に おいて、 修正 

変更 を 受ける ので ある。 これらの 事実 を 通常、 予算 決定 後の 異動と いっている。 予算の 補修と は、 つ 

まり 予算 決定 後に おいて、 予算の 異動 を 行なう 手続で ある。 したがって、 予算の 補修 は、 狭義に おけ 

る 予算の 執行で はない が、 予算外の 収入 支出 を、 行政法 上の 意義に おいて、 形式的に 予算 化し、 また 
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予算上の 収入 支出に ついては、 これ を 行政法 上の 意義に おける 予算と して、 実行し 得る ための 準備 

行為 をな す ものであると ハ  える— 

二 歳入 予算の 補修 

歳入 は、 予算の 部、 款、 項の 金額 を 超過しても 何ら 差し支えないから、 歳入 予算に ついては、 原則 

として 補修 はない ともい える。 ただ 予算外に 生じた 収入、 あるいは 法令の 改正 又は その他の 事実に 基 

づ いて、 新たに 科目 を 設ける 場合に おいて は、 これ は 歳入 予算の 補修と いうべき である。 また、 新し 

い 官庁が できて、 そこにお いて 収入が あると いった 場合 も、 組織 別 歳入 予算 を 補修す る ことと なる C 

三 歳出 予算の 補修 

前に 述べた 如く、 歳出 予算の 執行に は、 予算に 定めた 目的の 外に これ を 使用して はならない。 そし 

て その 予算の 目的と は、 形式的に は 組織 別 及び 各項 別の 経費の 金額で ある。 したがって、 歳出 予算に 

定める 各部 局 等の 経費の 金額 を、 他の 部局 等に 動かし 又は 部局 等 内の 各項の 間で 金額 を 動かす の は、 

予算の 目的 外 使用と して、 財政 法 は 原則として、 これ を 禁止して いる (財政 法 第三 十三 条第 一項 本文 )o 

し 力し 予算が 当初の 計画のと おり、 つまり 予算の 目的に 従って、 変更す る ことなく 実行され て 行く 

こと は、 望ましい ことで は あるが、 予算 編成 後に おける 事情の 変化、 計画の 変更 等に よって、 当初 予 

算 のとお り 実行し 得ない 場合、 あるいは 実行す る ことが 適切で ない 場合 も あり 得る。 もちろん 補正 予 

ものと する ような 目的に 応ずる もので は あるが、 いかに 軽微の ものと いえ ども、 一切 補正予算 による 

算は、 このと き は、 行政の 運営が 円滑 を 欠く のみならず、 事務の 複雑 をき たし、 また、 かえって 不利、 
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不経済 を 招く こと も ある。 そこで 国会の 議決 を 経た 範囲 内に おいて、 しかも 法令の 許す 限度 内に おい 

て、 予算の 補修 を 認める 必要が ある。 これが いわゆる 予算の 移 用 及び 流用であって、 科目 相互 間 ある 

いは 部局 等の 組織 相互 間にお いて、 一方に おいて、 経費の 不足 をき たし、 また、 他方に おいて 経費が 

余る 場合、 これ を 有無 融通して 経理す る ことが 認められる。 

主 予備費の 使用 も、 広義に は 予算の 修正で ある。 しかし、 ここでい う 予算の 補修と は、 経費 総額に 変更の な 

い 予算 執行 上 の 異動 を い う。 

四 移 用 及び 流用 

移 用 も 流用 も、 本質的に は 経費 を 彼此 融通して 使用す る 意味であって、 同様で ある。 ただ 制度 的に 

は、 移 用 は、 異なる 組織の 間 又は 異なる 項の 間の 彼此 使用で あり、 流用 は、 各項 内に おける 目の 金額 

をお 互いに 移して 使う ことで ある。 農林 本省と 食糧庁との、 各 組織、 各項の 間、 あるいは 大蔵省 所管 

における 税関と 税関 派出 諸 費との 間にお いて、 経費 を 有無 相 融通す るの が 移 用で あり、 総理 本府の 

項の なかで、 職員 俸給の 目から、 超過勤務手当の 目に 移して 使用す るの が 流用で ある。 

移 用 及び 流用 を 無制限に 認める となれば、 予算 を 組織 別、 科目 別に 区分し、 国会の 議決 を 求めた 意 

味 を 失う。 したがって、 そこに は 自ら 制限が ある。 

財改法 第三 十三 条第 一 項 は、 「各省 各 庁の 長 は、 歳出 予算 又は 継続 費の 定める 各部 局 等の 経費の 金額 

又は 部局 等 内の 各項の 経費の 金額に ついては、 各部 局 等の 間 又は 各項の 間にお いて 彼此 移 用す る こと 

がで きない。 旦し、 予算の 執行 上の 必要に 基き、 予め 予算 を もって 国会の 議決 を 経た 場合に 限り、 大 


蔵 大臣の 承認 を 経て 移 用す る ことができる。」 と 規定して いる。 この 予算 を もって 国会の 議決 を 経た 

場合と は、 通常 予算 総則で 規定す るの が 例で あり、 おおむね 

B 経費の 性質が 同 一 又は 類似して いる 項の 間にお ける 異動 (たとえば 刑務所、 少年院 及び 少 年鑑 

別 所の 収容 費、 各 試験 研究 機関の 経費) 

^ 経費の 性質が 相関 連し、 後日 事情の 変化 等に よって 調整 を 要する 場合の 起こる と 認められる 項 

の 間にお ける 異動 (たとえば、 災害 復旧 事業 費と 災害 関連 事業 費、 北海道 開発 事業 費に 属する 各 

項) 

^ 同一 所管 内 各 組織の 間、 又は 各項の 間にお ける 人件費の 過不足に よる 異動 

の 三つの 場合で あり、 いずれも その 弊害が 少なく、 あるいは これ を 認める ことによって、 かえって 予 

算の 効果的 弾力 的 執行が 期待され る 場合で ある。 

註 昭和 三十 五 年度 一般会計 予算 総則 第三 十六 条は、 次のように 規定して いる。 

第三 十六 条 財政 法 第三 十三 条第 一 項た だし 書の 規定に より 各省 各 庁の 長が 歳出 予算の 執行 上の 必要に 基づ 

き、 各 組織の 間 又は 組織 内の 各項の 間にお いて 経費の 金額 を 彼此 移 用す る ことができる 場合 は、 次の 各 号 

に 掲げる 各 組織の 間 又は 各項の 間にお いて 移 用す る 場合に 限る。 

S 総理府 所管 (組織〕 総理 本府に 計上した 文官 等 恩給 費と 旧軍人 遺族 等 恩給 費の 項との 間 

総理府 所管に おいて 北海道 開発 事業 費に 属する 各項の 間 並びに これらの 各項 又は 治水 特別会計へ 繰 入、 

国有林 野 事業 特別会計へ 繰 入、 揮発油 税 財源の 道路 整備 特別会計へ 繰 入、 北海道 道路 整備 事業 費 若しく 

は 特定 港湾 施設 工事 特別会計へ 繰 入の 各項と 北海道 開発 事業 工事 事務 費の 項との 間 

(組織) 科学技術庁 において 原子力 平和 利用 研究 促進 費と 国立 機関 原子力 試験 研究費の 項との 間 
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S 法務省 所管 (組織〕 矯正 官署に 計上した 刑務所と 婦人 補導 院の 項の 間 並びに 刑務所 収容 費、 少年院 

収容 費、 少年鑑別所 収容 費 及び 婦人 補導 院 収容 費の 各項の 間 

g 厚生省 所管 (組織〕 厚生 本省に 計上した 留守 家族 等 援護 費と 戦傷 病 者 戦没者 遺族 等 援護 費の 項との 

間 

S 農林 省 所管 (組織) 農林 本省に 計上した 農林 水産業 技術 振興 費と (組織〕 農林 省 試験 研究 機関に 計 

上した 各項、 (組織) 農林 本省 検査 指導 機関に 計上した 種畜 牧場、 (組織) 食糧庁に 計上した 食糧 研究所、 

(組織) 林野庁に 計上した 林業試験場 又は (組織) 水産庁に 計上した 漁船 研究費、 水産 研究所 若しくは 

真珠 研究所の 各項との 間、 (組織) 農林 本省に 計上した 土地改良 事業 費、 干拓 事業 費、 海岸 事業 費、 開墾 

事業 費、 機械 開墾地 区 建設 事業 費、 国営 造成 施設 管理 費、 伊勢 湾 高潮 対策 事業 費 又は 農業 施設 災害 復旧 

事業 費の 各項と (組織) 農林 本省 地方 官署に 計上した 農地 事業 工事 事務 費の 項との 間 

(組織) 農林 本省に 計上した 農業 施設 災害 関連 事業 費と 農業 施設 災害 復旧 事業 費の 項との 間 

(組織) 林野庁に 計上した 山林 施設 災害 関連 事業 費と 山林 施設 災害 復旧 事業 費の 項との 間 

(組織) 水産庁に 計上した 漁港 施設 災害 関連 事業 費と 漁港 施設 災害 復旧 事業 費の 項との 閒 

s 通商産業省 所管 (組織) 工業技術 院に 計上した 鉱 工業技術 振興 費と その他の 各項との 間 

§ 運輸省 所管 (組織〕 運輸 本省に 計上した 港湾 施設 災害 関連 事業 費と 港湾 施設 災害 復旧 事業 費の 項と 

の 間 

(組織〕 運輸 本省に 計上した 港湾 事業 費、 特定 港湾 施設 工事 特別会計へ 繰 人、 伊勢 湾 高潮 対策 事業 費 又 

は 港湾 施設 災害 復旧 事業 費と (組織〕 運輸省 地方 官署に 計上した 港湾 事業 工事 事務 費の 項との 間 

W 建設省 所管 (組織) 建設 本省に 計上した 河川 等 災害 関連 事業 費と 河川 等 災害 復旧 事業 費 又は 都巿災 

害 復旧 事業 費の 項との 間 

(組織) 建設 本省に 計上した 海岸 事業 費 及び 河川 等 災害 復旧 事業 費と 海岸 事業 等 工事 事務 費 財源 繰 人の 

項との 間 
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s 予定 経 霧秦に 予定した 職員 俸給、 扶擊 当、 暫攀 当、 職員 擊当、 職員 特別 手当 及び 指 慮 S 

外 職員 給与の 予算 額に 過不足 を 生じた 場合に おける 各 組織 又は 各項の 間 

s 予定 SSS 霄 予定」 皇臺職 手当 及び 赴 SSS 予算 額 S 不足 を 生じ 惠合£ ける 各 

又は 各項の それぞれの 間  I 

移 用 は、 右の 如く 財政 法 第三 十三 条第 一項 但書の 規定と、 予算 総則に 基礎 をお いて 認められる もの 

である 力 右の ほか 例外的に、 財政 法の 規定に よる ことなく、 予算 総則の みに よって、 組織 間 又は 各 

項の 間で 移 用 を 認められる 場合が ある。 すなわち 一般の 移 用 は、 各省 各 庁の 長が、 大蔵大臣の 承認 を 

得て 同一の 所管 内に おける 組織の 間、 各項の 間にお いて 行なう ものである。 しかし、 同様の 事 隋は所 

管 を 異にする 組織、 項の 場合に も 起こり 得る ことで ある。 もちろん、 権限の はっきりした 各省 各 庁の 

間にお いて、 そのような ことが 起こる こと は 例外的で あり、 その 場合 も 多く は 後に 述べる 予算の 移替. 

で 処理され よう。 がし かし、 各省 各 庁の 間に 相関 連す る 経費で あり、 予算 決定 後に おける 事 清の 変ヒ 

によって 相互に 金額の 異動 を 生ずる ことの あるよう な ものに ついては、 そのような 利用 を 認める こと 

も 許さるべき である。 ただし、 この場合 は、 異なる 所管の 間にお ける 異動で あり、 その 移 用 は、 内閣 

が 行なう。 あるいは、 財政 法 は、 同一の 所管 内に おいての み 移 用 を 認めて いるので あって、 異なる 所 

管の 間にお ける 移 用 は 認められな いとする 議論 も あり 得る が、 異なる 所管の 間にお ける 経費の 異動 は、 

きわめて 例外的で あり、 財政 法の 一般的 原則に 入れる こと は 適当と しない。 かつまた、 最近の 予算 執 

行 上に おいて は、 現実に そのような 必要が あり、 しかも 予算 総則 は、 予算 執行の 方法に ついて、 ほ定 

し 得る ものであるから、 国会の 議決 を 経て、 かかる 経費の 異動 を 行なう こと は、 当然 許さ よい。 
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財政 法の 違反と 目す る こと は 当たらない。 

註 B 予算 総則の 規定の みに よる 移 用 は、 異なる 所管 (各省 各 庁) の 間にお いて 行なわれる もの， であるから、 

内閣が これ を 行なう。 実際の 事務 は、 関係 各省 庁が 大蔵大臣に 協議し、 閣議の 決定 を 経て 行なう。 

^ 昭和 三十 五 年度 一 般 会計 予算 総則に ある 所管 外 移 用の 例 を かかげる。 

第一 一十 七条 防衛庁の 施設の 整備 及び アメリカ合衆国 軍隊に 対する 施設の 提供に 関する 歳出 予算の 執行 上 

必要 あるとき は、 総理府 所管 (組織) 防衛 本庁に 計上した 防衛 本庁 及び 防衛 施設 費の 項の 金額と、 大蔵 

省 所管 (組織) 大蔵 本省に 計上した 防衛 支出 金の 項の 金額と を 彼此 移 用す る ことができる。 

® 防衛庁で 飛行場の 拡張 整備 を 行ない、 それが 合衆国 軍との 共同 使用になる 場合、 あるいは 合衆国 軍の 

飛行場と して 整備し、 防衛庁が 共同 使用す る 場合に おいて、 飛行場の 拡張 整備 自体 は 確定して いても、 いず 

れが 主体と なる かによ つて、 防衛庁 施設 費と 防衛 支出 金との 間に 経費 金額の 異動 を 生ずる。 

1： 移 用 を 無制限に 認める と、 経費 区分 を 設けた 意義はなくなる。 いくら 国会の 議決 を 求める といって 

も、 価格 調整 補給 金が 余った から、 公共事業 費に 移 用 するとい つたこと が 認めら るべき でない。 

g 移 用 は、 特別会計の 予算に ついても ある。 特別会計の 移 用 は、 項 相互 間の 移 用に 限る。 

次に 流用 は、 同一 部局 等 内の、 同じ 項 内の 各 目 相互 間にお ける 場合で、 いわゆる 行政 科目の 統制の 

問題で ある。 財政 法 第三 十三 条 第二 項 は、 「各省 各 庁の 長 は、 各 目の 経費の 金額に ついては、 大蔵大臣 

の 承認 を 経なければ、 目の 間にお いて、 彼此 流用す る ことができない。」 としてい る。 したがって、 ど 

のよう な 経費で あっても、 流用 は、 すべて 大蔵大臣の 承認 を 得なければ ならない。 昔 は、 人件費と か 

補助 費、 あるいは 交際費と いった、 特定の 費目に ついて だけ 大蔵大臣の 承認 を 要する ことと し、 他の 

目の 経費 は、 各省 大臣で 自由に 流用で きる ことにな つていた が、 現在 は、 一 応 全部 大蔵大臣の 承認に か 
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からしめ ている。 しかし、 実際 は 閣議 決定 を もって、 旅費の 類 (赴任 旅費、 委員 等 旅費 及び 外国 旅費 等 

大蔵大臣の 指定す る 旅費の 各 目 を 除く。) 及び 庁 費の 類 (各所 修繕、 会議 費 及び 食糧 費の 目 を 除く。) 

に 属する 各 目の 相互 間にお いて は、 包括的に 大蔵大臣の 承認 を 経た ものと して、 各省 各 庁の 長で 彼此 

『流用が できる ことにして いる (昭和 三十 五 年 四月 十二 日 閣議 決定 昭和 三十 五 年度 予算 執行の 手続 等に つ い て)。 

なお、 目の 下の 目の 細分 を 設ける ものに ついては、 その 経費 相互 間の 流用 は、 各省 各 庁の 長の 自由 

である。 

五 予算の 移替 

予算の 移替と は、 各省 各 庁 又は 各 組織 区分の 間にお いて、 予算の 所管 又は 組織 (責任 所属) を 移動 

させる こと をい うので ある。 つまり 各省 各 庁の 間にお いて、 又は 同一 省庁の 部局 等の 間にお いて、 予 

算上、 予期し ない 職務 権限の 移動が ある 場合に おいて、 一方の 組織に 計上 せられた 予算 を、 他の 組織 

に 持って行って 使用す る 必要が ある。 このような場合に は、 権限の 縮小す る 所管 又は 組織の 予算 は そ 

のま ま 残して、 権限の 増加す る 所管、 組織に は 予備費 を 使う か、 あるいは 予算 を 追加して 措置す るの 

が 正しいで あろうが、 かくて は 予算の 目的 は 変わらないのに 予算 金額が 膨脹し、 また 取扱いが 複雑で 

あり、 執行 上 適当で ない。 そこで、 予算 執行の 途次に おいて、. 職務 権限の 移動が あっても、 予算の 実 

行が できる ように、 予算の 科目 及び 金額と もに 他の 所管 又は 組織に 移動させる こと を、 予算の 移替と 

称して いる。 この 予算の 移替 は、 予算 総則に よって 権限 を 得て おくのが 例であって、 昭和 三十 五 年度 

予算の 一般会計 予算 総則 (第二 十六 条) に は、 次の 規定が 置かれて いる。 
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「行政 組織に 関する 法令の 改廃 等に 伴う 職務 権限の 変更に よって、 別掲各 号に 定める 、王 管 若しく 

は 所管 又は 組織 区分に より 予算 を 執行す る ことが で きない 場合に おいて は、 主管 若しくは 所管 又は 

組織の 設置、 廃止 若しくは 名称の 変更 を 行い、 又は 主管 若しくは 所管 又は 組織の 間にお いて 予算 を 

移し 普え る ことができる。」 

右 は 予算 成立 後に おける 他動 的 原因に よって 移替 をす る 場合で あるが、 ほかに、 予算 提出の 際にお 

いて は、 所管 別 あるいは 組織 別に 具体的に 項の 区分 をし ないで 特定の 所管 あるいは 組織 を 一 括 計上し 

てお き、 予算の 執行に 当たり 具体的に 確定した 上で、 これ を 当該の 所管 又は 組織に おいて 使用す る こ 

と を 予定す る ことがある。 そして、 このような 経費 は、 多く は 当初 予算 を 組む 際にお いて、 経費 区分 

を 確定し # ぬ 性質の ものであるから、 項 内に おいて 目 を 区分せ ず、 移 替の際 これ を 決定す るの が 通常 

である。 

主 & のよう な 経費と して、 昭和 三十 五 年度 一般会計 予算 総則に かかげられ たもの を 拳げ る。 

第二 十八 条 総理府 所管 (組織〕 北海道 開発 庁に 計上した 北海道 住宅 施設 費、 北海道 造林 事業 費、 北海道 林 

道 事業 費、 北海道 土地改良 事業 費、 北海道 開墾 事業 費、 北海道 開拓 実施 費、 篠津 地域 泥炭地 開発 事業 費、 

. 根釧 地区 機械 開墾 建設 事業 費、 北海道 農業 機械 整備 費、 北海道 漁港 施設 費、 北海道 港湾 事業 費、 北海道 海 

岸 事業 費、 北海道 都市計画 事業 費、 北海道 空港 整備 事業 費、 北海道 環境 衛生 対策 費、 北海道 離島 簡易 水道 

施設 費 及び 北海道 離島 電気 導入 事業 費 (以下 「北海道 開発 事業 費」 という。) に 係る 歳出 予算 及び 国庫 債 

務負祖 行為 を 使用す る 場合に おいて は、 その実 施に あたる 各省 所管の 当. 該 組織に その 必要と する 予算 を 移 

し 替える ものと する。 

第二 十九 条 総理府 所管 (組織) 自治 庁に 計上した 奄美 群島 復興 事業 費 を 国が 施行す る 港湾 工事に 係る 経費に 
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使用す る 場合に おいて は、 運輸省 所管 (組織) 運輸 本省に その 必要と する 予算 を 移し替える ものと する。 

第三 十条 総理府 所管 (組織) 経済企画庁に 計上した 国土 総合開発 事業 調整 費 及び 離島 振興 事業 費 (特別 会 

計へ の 繰 入 分 を 除く。) を 使用す る 場合に おいて は、 その実 施に あたる 各省 所管の 当該 組織に その 必要と 

する 予算 を 移し替える ものと する。 

第三 十 一条 総理府 所管 (組織) 科学技術庁に 計上した 特別 研究 促進 調整 費、 国立 機関 原子力 試験 研究費、 

放射能 調査 費 及び 核 原料 物質 探鉱 奨励 費 を 使用す る 場合に おいて は、 その実 施に あたる 各省 各 庁 所管の 当 

該 組織に その 必要と する 予算 を 移し替える ことができる。 

第三 十二 条 大蔵省 所管 (組織〕 大蔵 本省に 計上した 公務員 宿舎 施設 費 を 使用して 国会、 裁判所 又は 会計 検 

査院 所管の 宿舎 を 建設す る 場合に おいて は、 それぞれの 所管の 当該 組織に その 必要と する 予算 を 移し替え 

る ことができる。 

第三 十三 条 大蔵省 所管 (組織〕 大蔵 本省に 計上した 庁舎 等 特別 取得 費 及び 防衛 支出 金を使 用す る 場合に お 

いて は、 その実 施に あたる 各省 各 庁 所管の 当該 組織に その 必要と する 予算 を 移し替える ことができる。 

第三 十四 条 文部省 所管 (組織) 文部 本省に 計上した 南極 地域 観測 事業 費 を 使用す る 場合に おいて は、 その 

実施に あたる 各省 各 庁 所管の 当該 組織に その 必要と する 予算 を 移し替える ことができる。 

第三 十 五条 労働省 所管 (組織〕 労働. 本省に 計上した 特別 失業対策 事業 費 (特別会計 へ の 繰 入 分 を 除く。 ) 

を 使用す る 場合に おいて は、 その実 施に あたる 各省 所管の 当該 組織に その 必要と する 予算 を 移し替える こ 

とがで きる。 

以上、 予算の 移替は 予算 成立 後に おいて、 予算の 所管 責任 所属 を 変更す る ものである。 そして、 そ 

の 変更に は、 ■ 狭義の 所管 ハ 各省 各 庁の 所管〕 の 変更と、 その 所管 内の 組織の 変更と ある。 組織 間の 変更 

移動で あると、 移 用と 似 かよった ところが あるが、 移 用 は、 予算 執行 上の 必要に 基づく 予算の 移動、 

そして、 項の 金額の 増減で あるが、 移替は 予算 成立 後 一定の 事実に 基づき 当然 起こる 成立 予算に 対す 
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る 形式的な 予算の 移動と 見られる。 つまり 予算の 移替 は、 国会の 議決に 根拠 をお き、 国会の 議決 を 得 

ている 範囲 内に おい ての 予算の 変更で ある。 しかも、 それ は 予算の 責任 所属 を 変更す る ものであって、 

予算の 目的 を 変更す る もので はない。 移 用 は 国会の 議決に 根拠 をお くもので ある ことにお いて は 同様 

であるが、 それ は 国会の 議決 目的た る 項の 金額の 変更で ある。 国会の 議決 を 経た 形式的な 予算 は、 何 

ら 変更せられ ないで、 その実 行 上に おいて 一部 金額の 変更が 行なわれる。 いわん や 流用 は、 行政 科目 

内の 移動 変更であって、 国会の 議決に は 全く 関係ない もので、 移 替とは 木質 的に 異なる ものである。 

この こと は、 予算 執行の 結果で ある 決算の 整理の やり方 を 見れば 明瞭で ある。 移替 された 額 は、 当 

該 所管、 そして 組織の 予算と して、 従来、 他で 支出した 分 を も 含めて、 年度 当初から、 その 組織の 予 

算 として 整理され る。 これに 対して、 前年度よりの 繰越 額、 予備費 使用 額、 移 流用に よる 増減 額は予 

算 決定 後の 増減 額と い う 予算 執行 上 の 移動と して、 整理が 行なわれる。 
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第一 節 予備費の 意義 及び 性質 

一 予備費の 観念 

予算 は、 実質的に は 歳入歳出の 見積りで ある。 したがって、 それが いかに 正確に 見 積ら れた として 

も、 実際に は 予算 を 実行す るに 当たって 過不足 を 生ずる こと を 免れない。 そして、 歳入 予算 を 超過し 

て 収入の ある 場合に は 問題 はない が、 歳出に 見 積った 経費に 不足 を 生ずる 場合、 あるいは 全然 予算に 

見 積らなかった 新たな 経費 を 必要と する ようになった 場合 は、 それが 重要な ことで あれば、 もちろん 

臨時国会 を 召集して、 追加予算 を 提出して 措置す るの が 適当で ある。 しかし、 臨時国会 を 召集す る ま 

でもない 軽微の 事態であって、 時々 発生す る 予算の 不足に 対して は、 何ら かの 措置 を 講じなければ な 

ら ない。 予算 費の 制度 は、 このための ものである。 

憲法 第 八十 七条に は、 「予見し 難い 予算の 不足に 充てる ため、 J 国会の 議決に 基いて 予備費 を 設け、 

内閣の 責任で これ を 支出す る ことができる。」 と ある。 そして、 これ を 受けて、 財政 法 第二 十四 条は、 

「予見し 難い 予算の 不足に 充てる ため、 内閣 は、 予備費と して 相当と 認める 金額 を、 歳入歳出 予算に 
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計上す る ことができる。」 と 規定して いる。 よって 予備費 は、 形式的な 予算の 一部で ある 歳入歳出 予 

算に、 予備費の 形式で 計上され る ことになる。 もちろん 歳入歳出 予算の 内に おいて、 歳出 予算と して 

計上され る。 

予備費 は、 歳入歳出 予算に 計上 せられる ものであるが、 厳格な 実質的 意義に おいて は、 予算に は 

人らない。 それ は 予備費 は、 予備費 自身と して 支出 せらるべき もので なく、 他日、 他の 実質的 予算に 

変 匕すべき 費途 未定の 財源 ともいうべき ものであるから、 予算で はない というの が、 従来の 解釈で あ 

る。 法令に おいて、 よく 「予算の 範囲 内に おいて」 とか、 「予算の 定める ところに より」 といった 規 

定を 見受ける ので あるが、 この 予算と いう ことばに は、 通常、 予備費 ほ 含まない と、 従来から 考えら 

れ ている。 ただ、 それが 具体的 費途に 使用され るに 当たって、 その 金額に 関する 限り、 はじめて 予算 

と 同じに 扱われる ことになる。 それで は 何故、 これ を 形式的な 歳入歳出 予算の なかに 計上す るかと い 

うと、 それ は 歳入歳出 を 全体として、 収支の 均衡 を 得しむ るた めで ある。 予備費 を 包含した 歳出 総 

額が、 歳入 総額と 同額であって、 歳入歳出 その 均衡 を 得て いると すれば、 予備費 以外の 実質的な 確定 

歳出の 総額 を もって、 歳入と 比較 すれば、 丁度、 予備費に 相当す る 額 だけ 歳入に 余裕が ある ことにな 

り、 これが 予算 超過 又は 予算外の 支出に 充当し 得べき 財源 を、 歳入 過剰の 恰好に おいて 示して いる も 

のと 考えられ るからで ある。 

予備費 は、 予算と して は 項の 形式で 計上され ている。 そして また、 歳出 予算に 計上せられ ている 結 

果、 国会の 議決の 対象と なること に は 変わりない けれども、 その 議決 は、 一般 歳出 予算の それと は 性 
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質が 違う。 すなわち 歳出 予算の 議決 は、 その 目的-に 従って 内閣の 支出し 得る 限度 を 承認した もので あ 

り、 また、 その 行為に 従って、 その 予算 を 実行すべき 内閣の 責任 を 定めた ものであるが、 予備費に 対 

する 議決 は、 単に 予備費の 金額が 適当で あるか どうか を 審議 議決した にと どまって、 その 支出 を 承認 

した もので はない し、 いわん や 内閣が 支出す る 責任 を 負う もので もない。 

0  B 旧 憲法の 時代に は、 第 六十 九条で 「避 クへカ ラサル 予算 ノ 不足 ヲ補フ 為二 又ハ 予算 ノ外 ニ生シ タル 必 

要ノ 費用 ニ充ッ ル為 一一 予備費 ヲ設ク へ シ」 とあって、 予備費の 計上 を 憲法 上の 義務と していた ので、 政府 は 

予備費 を 計上し なければ ならない し、 帝国 議会 もこれ を 削除す る こと は 許されなかった が、 新 憲法 は、 「予 

見し 難い 予算の 不足に 充てる ため、 国会の 議決に 基いて 予備費 を 設け、 …… 支出す る ことができる。」 と あ 

り、 また 財政 法で も、 「 …… 相当と 認める 金額 を、 歳入歳出 予算に 計上す る ことができる。」 と 規定して あ 

るので、 予算に 予備費 を 計上し ない 場合 も あり 得る。 現に、 昭和 二十 四 年度の 予算に は、 予備費 を 計上して 

いなかった。 

^ 旧 会計 法で は、 予備費 を 避くべからざる 予算 (項の 金額) の 不足に 充てる ための 予算 超過 支出と、 予 

算の 外に 生じた 必要の 費用に 充てる ための 予算外 支出に 区分し、 前者 を 第一 予備金、 後者 を 第二 予備金と 称 

し、 取扱い を 異にして いたが、 財政 法で は、 両者 を あわせて、 予算の 不足と し、 第一 予備金、 第二 予備金の 

区別 を 廃して、 一本の 予備費で、 いずれに も 支出で きる ようにし ている。 予算外の 必要 も、 予算 全体から 見 

れば、 予算の 不足で ある。 

® 特別会計に ついては、 当該 特別会計 法 中に、 特別の 規定がない 限り、 右の 憲法 及び 財政 法の 規定が 適 

用せられ る。 しかし、 特別の 会計に よって は、 予備費 自体 を 置かない ものが あり、 また、 財政 法 第二 十四 条 

に対する 特別 規定 を 置いて、 一般会計と 多少 異なった 取扱い をす る ものが ある。 たとえば、 昭和 三十 五 年度 

予算に おいて は、 国債 整理 基金、 貴金属、 自作農 創設 特別措置、 郵便貯金の 四 特別会計に は、 予備費が 設け 
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1： 予備費 は、 いかなる 経費の 不足に も、 使用で きる こと を その 性質と する が、 歳出 予算のう ちの 一部の 

経費に ついての み、 使用で きる ところの、 特殊の 予備費 を 設ける 場合が ある。 たとえば、 昭和 二十 年度に お 

ける 緊急対策 費 第一 予備金、 昭和 二十 一年 度に おける 経済 安定 費、 及び 昭和 二十 八 年度に おける 災害対策 予 

備費 は、 それであって、 これら は、 戦時 緊急対策 費、 経済 安定の ための 経費 又は 災害対策の 経費に 不足 を 生 

じた 場合に のみ 使用され た。 

二 予備費 類似の 経費 

次に 予備費 は、 予備費と して 予算に 計上せられ るが、 これ を 使用す るに は、 別途 新しい 予算、 つま 

り 組織 別、 科目 別に 区分した 所要 経費の 予算 を 作る ものである。 したがって、 このような 使用方法 を 

とらない もの は、 たとえ 類似の もので あっても、 予備費で はない。 たとえば、 国会 及び 裁判所の 予算 

に は、 国会 法 (第三 十二 条〕 及び 裁判所 法 (第 八十 三条〕 の 規定に よって、 予備金 を 設けなければ なら 

ない ことにな つてい る。 この 予備金 は、 予備 経費と いう 科目で、 昭和 三十 五 年度 予算に おいて は、 衆 

議院に 七 百万 円、 参議院に 五 百万 円、 最高裁判所に 八百万 円 計上され ている が、 これ は 財政 法に いう 

予備費で はない。 この 予備 経費 を 使用す るに は、 この 項の なかに 新しい 目 を 設置して 行なう。 すな わ 

ち、 当初 予算に は 目の 区分がなくて、 印刷 費が 必要で あれば その 目 を 設ける。 会期が 延長され て 超過 

勤務 手当が 不足 すれば、 諸手 当の 目 を 設ける。 そして、 実際 は、 他の 経費の 不足 分が、 予備 経費で 支 

出される ことになるから、 実質 は 予備費 使用に 近い。 これ は 予算 成立 後に 不足が 起こった 場合、 その 

補 てん をす ベて 内閣に 求める ことにすると、 国会、 裁判所の 活動が 内閣に よって 制約 を 受ける おそれ 
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か あるから. あらかじめ 余裕 財源 を 与える 趣旨に 出ず る ものである。 しかし それならば とて、 予備費 

は 国会、 裁判所に 対して は 使用が できない ものと 解すべき 理由 もない ので あるから、 実 祭 上 大した 意 

味 はない ともい える。 ただ、 うるさい 大蔵省の 査定がない だけの ことであろう。 ただし、 このような 

予算 留保 的な 制度 を 一 般 的に する ことの 可否に つ いて は、 十分 検討 さるべき ことで ある。 

0  B 昭和 二十 六 年度まで は、 人事院の 予算に も、 応急 予備 経費が 計上され ていた。 

〇 実際 上の 申し合わせ によって、 国会 及び 裁判所に おいて は、 予備 経費が 払い 切りに なづて 後、 予備費 

使用 を 行なう 取扱 いにして いる。 

® アメリカ において は、 一般的な 予備費の 制度 は、 戦時中 を 除いて はなく、 予備 経費 的な 予算 留保 金の 

制度 をと つてい る。 その 可否 は、 にわかに 決め 難いが、 実際 上の 問題点 は、 そのような 予算の 余裕 をお き 得 

るか 否かに ある。 

0 イギリス では、 予備費 は 予備 資金で あり、 年度 中 必要に応じて 使用し、 年度 末に 必ず 追加予算 によつ 

て 支出 済の 経費 を 予算 化し、 その 支出に よって 予備 資金 を 補 てんす る 制度に なつ ている。 

防衛 支出 金 や、 南極 地域 観測 事業 費、 国土 開発 事業 調整 費 等の 如く、 予算 計上に 当たって は、 項の 金 

額 だけで 目の 区分が なく、 また、 使用に 当たって は 各所 管の 省庁、 組織に 移し替えて 使用され る もの は 

一種の 予備費 (使途 特定の 予備費〕 ではない かと もい われる。 しかし、 予備費 は、 あらかじめ その 使 

途が 全く 決定して いない。 これ 等の 経費 は、 具体的な 目的 は 確定して いる。 ただ、 使用に 当たっての 具^ 

体 的 区分が、 あらかじめ 決定され て いないに とどまる。 もちろん、 このような 経費 を、 使途の 限定され 

た 特定 予備費と してお くこと も 可能で は あるが、 予備費の 場合 は、 理論 上 は、 支出が 起こる や 否や は予 
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見し 得ない。 ゆえに、 支出の 起こる ことが 確定して いるもの であれば、 予備費と する こと は 適当で 

ない。 予備費 使用の 場合に おける ほど、 厳格 慎重な 手続 を とらせる 必要が あるかと いう ことで ある。 

0  B 昭和 二十 七 年度まで は、 当年 発生の 災害 復旧 費 は 特別の 項 を 設け、 必要に 応じ 事項 ごとに 各省 各 庁に 

移し替え、 目 を 設置して 使用す る 扱いであった。 昭和 二十 八 年度から、 こ^ 分の 金額 分 を 一般の 予備費に 入 

れ、 一体の 予備費と して 使用す る ことにな つた。 その 方が 予備費 使用に 弾力性が ある。 

^ かって 昭和 二十 六 年度 予算に 計上され た 平和 回復 善後 処理 費、 安全保障 諸 費の 予算 説明に は、 「平和 

回復に 伴い、 条約の 履行 その他 善後 処理に 関し 諸般の 施策 を 講ずる 必要が 生ずる ので、 その 処理の ため 必要 

な 経費」、 「安全保障に 関し 諸般の 措置 を 講ずる 必要が 生ずる ので、 そのために 必要な 経費」 と あり、 その内 

容が 甚だ 抽象的であって、 予備費の 性格 を 持つ ものと された の は 一応 もっとも である。 しかし 最終的 かつ 確 

定 的な 使途 内容が 決定して いなく とも、 その 必要の 起こる ことが 十分 予想 せられる 場合 は、 これ を 経費と 

して 計上して おく こと は 何等 差し支えない。 予備費 は 使途、 金額、 内容が 全く 決定して いない 場合に おける 

財源 留保で ある。 もちろん 右の 費 額 相当 額 を 特定 予備費と して 計上す る こと は 可能で あるが、 結局 は 性質 内 

容の 確定 程度の 問題で あり、 絶対的な 限界 はない。 国会が 内閣に 受 権して よいと 考える 程度と いう ことにな 

る。 実際問題 として、 あまり 多額の 予備費 は、 承認し 難いで あろうし、 さりと て 財源 を 留保して おいて、 必 

要の つど 補正予算 というの もやり 難い。 

〇 予備費 は 財源 留保で あるから、 その 未使用の 残額 は 予算の 不用 額と なり、 翌年 度に 繰越 使用が できな 

いが、 それが 経費と なって いれば 繰越の 対象と なり 得る ところに、 最終の 実質的な 相違点が ある。 

三 予備費の 管理 

財政 法 第三 十 五条に よって、 「予備費 は、 大蔵大臣が、 これ を 管理す る。」 ものと されて いる。 予備 

費 は、 政府 全体としての 予備的 財源で あるから、 各省 各 庁の 長に 分 属させるべき もので はない。 政府 
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全体に わたる 財務の 統括 者で ある 大蔵大臣が、 これ を 管理す るの は 当然で ある。 ただし、 特別会計に 

ついては、 その 特別会計の 予算 を 所管す る 各省 各 庁の 長が、 これ を 管理し、 使用す るの が 通例で あ 

る。 ， 

註 国会、 裁判所の 予備金 は、 その 院の 議長 及び 最高裁判所 長官が 管理す る。 これ は囯会 予備金に 関する 法 

律、 裁判所 予備金に 関する 法律の 定める ところで ある。 

第二 節 予備費. の 使用 

一 予備費 使用の 意義 及び 手続 

予備費の 使用と は、 新しい 項の 金額 をつ くり、 又は 既定の 項の 予算 金額 を 増加す る 措置で ある。 

所定の 手続に よって、 組織 別の 区分 及び 科目 を 定め、 当該 所管の 経費と して 、あたかも 予算が 成立 

して 配賦 があった と 同様の 状態に する ことで ある。 したがって、 現金の 支出で はない。 

註 旧 会計 法で は、 予備金 支出と 称して いた。 支出 官の 支出 行為と まぎれ 易い ので、 使用と 改められた。 

予備費， の 使用 を 必要と するとき は、 各省 各 庁の 長 は、 その 理由、 金額 及び 積算の 基礎 を 明らかにし 

た 予備費 使用 要求 書 を 調製して、 これ を 大蔵大臣に 送付し、 大蔵大臣 は、 右の 要求 書 を 調査した うえ 

で、 所要の 調整 を 加え、 閣議 決定 を 求め、 あるいは みずから これ を 決定す る。 しかし 実際 上の 動き 

は、 各省 各 庁の 長 は、 正式の 要求 書 を 提出す る 以前に、 大蔵省との 間にお いて、 予算の 編成の 場合と 

同様の 折衝 を 行なう ので あつ. て、 事務的に 金額が 決定した 後に、 正式の 予備費 使用 要求 書 を 提出して 
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来る ことにな つてい る。 

閣議 決定に よる 場合 は、 右の 要求 書に 大蔵大臣が 意見 を 付して 閣議 を 請求す る。 そして 閣議 決定に 

なれば、 内閣総理大臣から、 大蔵大臣に、 その 旨の 通知が あり、 これに 伴って 大蔵大臣 は、 組織 別 

の 区分 及び 科目 を 決定して、 これ を 予備費 を 要求した 各省 各 庁の 長 及び 会計検査院に 通知す る。 そし 

て、 この 予備費の 使用が 決定され たと きに、 その 経費に ついては、 予算の 配賦 があった ことになる。 

以上 は、 財政 法 第三 十 五条 第一 一項ない し 第 四 項が 規定す ると ころで ある。 

次に、 大蔵大臣 は、 みずから 予備費の 使用 を 決定す る 場合が あるが、 これ は 財政 法 第三 十 五条 第三 

項 但書に よって、 あらかじめ 閣議の 決定 を 経て、 大蔵大臣の 指定した 経費に ついて、 予備費 を 使用す る 

場合で ある。 この 大蔵大臣の 指定す る 経費と いうの は、 人件費、 物件費 等 を 通じ 現在 二十 九 種目の 経 

費で あり、 その 不足 は、 主として 他動 的 原因に よって 生じて 来る のであって、 しかも 義務的の 性質 を 

有する ものである。 これらの 経費 は、 その 不足 を 生じた 原因から 見ても、 経費の 性質から 考えても、 

他の 経費の 予備費 使用の 如く 取り扱う 必要 を 認めないで、 大蔵大臣 限りで 処理す る ことにし ている。 

0  B 予備費の 使用に ついての 閣議 決定 (昭和 二十 九 年 四月 十六 日、 最終 改正 昭和 三十 五 年 四月 十二 日) に 

よって 大蔵大臣の 指定す る 経費 は 次の ものと されて いる。 いずれも 義務 費で、 政府の 意思で 支出 を 左右し 得 

ぬ ものば かりで ある。 

S 扶養 手当、 S 勤務 地 手当、 g 暫定 手当、 s 休職 者 給与、 g 公務災害 補償 費、 g 退官 退職 手当、 s 国家 公 

務員 共済組合 負担 金、 § 賠償 償還 及び 払戾 金、 g 利子 及び 割引 料、 ^年金 及び 恩給、 ^保険金、 再保険 金、 

保険 給付 費 及び 保険料 還付金、 g 議案 類 印刷 費、 g 印紙 類 製造 費、 g 裁判 費、 g 証人 等 被害 給付金、 ^訟務 
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費、 ^登記 諸 費、 ^検察 費、 ^矯正 収容 費、 ^貨幣 交換 差 減補塡 金、 ^租税 還付 加算 金、 ^義務教育 費 国庫 

負祖 金、 ^養護学校 教育費 国庫 負祖 金、 ^法定伝染病 予防 費 補助金、 ^生活保護 扶助 費 補助金、 ^災害救助 

費、 ^児童 保護 措置 費 補助金、 ^社会保険 国庫 負祖 金、 ^家畜 伝染病 予防 費 補助金、 辦 農業 共済組合 連合会 

交付金、 ^失業保険 負祖 金、 呦 政府 職員 等 失業者 退職 手当 

^ 国会の 予備金 (予備 経費) は 議院運営委員会に、 裁判所の 予備金 は 裁判官 会議に はかって 使用され 

たに."、. る-。. ：-  「-. ふ" お： せ".：  ： 一お ま载 

二 予備費 使用の 制限 

予備費 は、 広く 予算の 不足に 対して 使用す る ものであるから、 いかなる 経費に 対しても、 内閣が 必 

要で あると 認めれば、 使用し 得る わけで ある。 

旧 憲法で は、 歳出 予算の 不足と、 歳出 予算の 外に 生じた 必要な 経費に 対して、 使用が できる ことに 

なって いて、 歳出 予算の 不足に 対し、 予備費が 使用で きる 経費 を、 毎年 度 勅令で 指定す る ことができ 

る ことにな つていた。 したがって、 この 勅令の 指定 を 受けない 経費に ついて 不足 を 生じた 場合に は、 

予備費 を 使用す る ことが で きな か つたので あるが、 規 憲法で は、 この ような 区分 を 認めて いない か 

ら、 このような 制限 はない。 しかしながら、 内閣 は 必要 ありと 認めれば ノ いかなる 経費に 対しても、 

予備費の 使用 は 全く 自由で あると いう わけで はない。 

まず 予備費 は、 予見し 難い. 事由に よって 予算が 不足 を 生じた 場合に、 その 不足 を 補う ものである。 

その 予見し 難い 事由 は、 予算 成立 後に 生じた 事由で なければ ならない。 予算 編成 前 又は 予算 編成の 途 

次に 発生した 事由に 基づく もので あれば、 当然 予算に 袓み 入れら るべき ものである。 予算 を 提出して、 
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その 審議 中に 起こった 事由に 基づく もので、 どうしても 支出 を 要する もので あれ ぱ、 原則として、 予 

算を 修正すべき 筋合で ある。 したがって、 予算の 場合に は、 当然 法律の 改正 を 予想して 経費 を 計上す 

る こと.. を 得ても、 予備費の 場合 は、 これ を 使用して おいて 後 法律の 改正 を 求める こと は 許されない。 

その 法律の 改正が あって 後、 はじめて それが 予見し 得なかった 事由と して 予備費 使用の 事由になる。 

0  B 本予算が 未成 立で あっても、 すでに 成立して 暫定予算の 予備費 を 使用す る こと は 認められる。 

^ 予見し 得ざる 事由と は、 支出し なければ ならぬ ことが 予見し 得なかった ことで ある。 したがって 予算 

成立 前に 予見し 得ざる 事由が 発生しても、 実際 上 は 予算 成立 後に 発生した 支出 を 要する 事由と して 扱われ、 

使用 予算 成立 後に おいて 予備費 使用が 行なわれる のが 普通であろう。 

次に 予備費の 使用 は、 例外と すべきであって、 国会の 予算 審議 権 を 無視す るよう な ことがあって は 

ならない。 たとえば、 ある 経費 を 国会が 削除、 減額した として、 その 復活 を 予備費の 吏 用に よって 一 了 

なう こと は 許されない。 また、 当該 年度 内に 実際 上 支出の 見込みな き 経費に 対して、 予備費 を 使用す 

る こと も 不可で ある。 たとえば、 翌年の 四月に なって 支払 期日の 到来す る 経費 を、 本年度に おいて 予 

備 費の 使用 を 決定す るよう な こと は、 年度の 区分 をみ だる ものであって 許されない。 なお、 次の 国会 

において、 議決 を 経て 支出して からで も 間に合う ような ものに ついても、 予備費 を 使用 決定す る こと 

は 適当で ない。 

さらに、 国会の 開会 中に 予備費 を 使用す る こと は、 予備費の 性質 上、 内閣 は 慎むべき である。 つま 

り、 国会 開会 中に 予算に 不足 を 生じた 場合に は、 国会の 議決 を 経て 追加予算 を もって 処理す るの が最. 

も 理想的で も あり、 原則で ある。 歳出 予算 をつ くり 得る 機会が あるから である。 しかしながら、 それ 
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は理 1 であって、 いかなる 軽微な 予算の 不足に も、 そのつど 国会に 予算 を 提出して 行なう という こと 

は、 実際問題 として 困難な 場合が ある。 ことに 政府の 意思に よらない 他動 的 原因に よって 生じた 不ぎ 

経費、 法令 等に よる 義務 費、 災害 等の 緊急 経費 その他 比較的 軽微な 経費に ついては、 国会 もこれ を 削 

除、 削減す ると は 考えられない。 あえて 国会の 審議 権 を 無視す る ものと いうべき でな く、 国会 開会 中 

と (えど も、 予備費 使用に よって 処理す る ことができる ようにすべき である。 この 趣旨に 従って お 

和 三十 五 年 四月 十二 日の 閣議 決定 は、 国会 開会 中 は、 原則として 予備費の 使用 は 行なわな いが、 

S 大蔵大臣の 指定す る 経費 (前に かかげた 義務的、 かつ 他動 的 原因に よる 経費) 

g 事業 量の 増加 等に 伴う 経常の 経費 

^ 法令 又は 国庫 債務 負担 行為に より 支出 義務が 発生した 経費 

s 災害 (暴風雨、 こう 水、 高潮、 地震 等 異常なる 天然 現象に より 生じた 災害 及び 火災 をい う。) 

に 基因して 必要 を 生じた 諸 経費、 その他 予備費の 使用に よらなければ 時間 的に 対処し 難いと 認め 

られる 緊急の 経費 

g その他 比較的 軽微と 認められる 経費 

について だけ は、 例外的に 国会 開会 中 も 予備費 使用が 認められ、 また、 予備費 を 使用した 金額に つい 

て は、 これ を その 目的の 費途 以外に 支出して はならない ことと している。 

主 1^ 皇室 経費に 不足 を 生じた 場合に、 予備費 を 使用し 得る かどう かの 問題が ある。 憲法 は、 皇室の 費用 

は、 予算に 計上して 国会の 議決 を 経なければ ならない としてい るからで ある (憲法 第 八十 八 条)。 し 力し な 


了. 備^ 使用の 事後 承 飴 


節 

お 


7 に： Flrh  二た 湯 合に 対処す る 一般的 制度で あり， 皇室 経費に つい 

がら、 予備費 は、 国会の 議決 を 経た 予算に lul^o  一般に 予算に よらず して 皇室費 用 を 

て 予備費 使用 上 特に 他の 経費と 区別すべき 理由がない 5 の規 f  ： "1。 一き 金 5S 斉 

1  、、、を 5 ら 50 にで C 白お 4. 矢の 御 降嫁の 場合に、 皇族 離脱の 一時^ 广墓箜 凝お 

支出す る こと を 禁ずる 趣旨と 考 うべ きて ある すてに 白ョ 谚 グちノ 

4wint.K を 春. K 頁ン について、 予備費 を 支出した 前例 力 ある  ノ  3>「 ， 

^^if" 雲に ついて、 避け 難い 事故に よって、 翌年 度に 予算 繰越 をす る こま 認められ 

^ 予備費 を 使 芹 しダ凝 摩 K  z  V  ^  i  ,  t2 ごら 5。 喿ま月 守 を 要する よう 

る。 しかし、 予算に よる 繰越 If 要求す る-とが できる かどう か は 問？ ある： is"" ぬので 

予備費 § をすべき ではない との 考え方から、 原則的に は そのような こと は I こり^ぬ のて 

U  ノレ" ts"" ける 事情の 変化 も あり 得る し、 繰越 明 許 費 は、 当初 予算と" ucn ひた 

U られな i から、 後の 補正予算 S 越 明 許 費と して 指定す る こと は？ 支えない と 解す へきて ある 

第三 節 予備費 使用の 事後承諾 

予翼を 使用した とき は、. 後日、 国 窗承菅 求めなければ ならない。 これ 1 法 第 八十 七 条^ 

貝が i している。 これが 予翼 使用の 事後承諾であって、 予備費 も、 もちろん 予算に 計上して^ 

もので は ある けれども、 それ は 目的、 科 It めて 議決 を 経た 他の 歳出 予算と その 性 

ysr" つまり、 01 内閣が そ 1 暴て 支出す る 1 承！ もので て あ 

るが、 S 費 は、 その 目的、 使用す る 責任者が きまって いない 予算上の 余裕 を 計上した の^^て I 

国会 は、 その 翁が 総額と して 適当で あるか どうか を審讓 決した ものに 過 f レ 

質的 裏にお ける 予算で はない からで ある。 これ を 使用した 場合に は、 雲に おいて 内閣 u  i の 

義を 経て、 初めて そ S 任が 解除せられ るので あって、 囊承 響 求める 理 こに ある 


費 

七 


事業 諾を 求める 時期 は、 次の 国会の 常 倉 開会 後 直ちにと いう ことにな つてお り、 

は その 予備費 使用の 麗曰を 作成して 大蔵大臣に 送り、 大蔵大臣 は、 これに 基づいて け 

て 国会に 提出す る (財政 法 第三 十六 条)。  a- いて f ぎ 書 を 作成し 

1 費 I 後 承諾に ついての 法律上の 性質 は、 謹 学の 研究 問題で あるが、 

に対する 責任の 解涂 であって、 そ Q  了 5 右 o 肓 K  、ま、 SI nn:  I 匿^の 内 あ 

もので ない。  スの £s の 有無 は 毫も 過去に おける 処分の 法律上の 効果に 影響す る 

"承諾に なった 結果 は、 内閣 は、 国会に 対して 責任 を 解除せられ ない ことにな 

治 上の 責任であって、 法律上の 責壬 では。 し， し、  f るスカ この 責任 も 政 

ク、 き 請， s 「 7, ィュケ 舅 i て はな レ し 力し その 承諾 を 得なければ ならない ので あるか 

ら 審議未了の まま 国会が 閉会と なった 場合に は、 その 若 否り 夬さ」 ；ら 3,. &、  ^ グて ある 力 

ela§uu  -  r^f  t.  ^  L その feNP の 決定 力 ある まて、 次々 の 国会に、 何 司 

PP な"： なお、 こ層灣 蕭 出されれば、 着 I 

第 四 節 収入 金 支弁 

一 収入 金 支弁の 意義 

hp^ 歳 1 をつ II るが、 こ I 似した ものに 特別 I おける 収入 金 

特別会計 において は、 歳入が 予算 以上に 増加した 易 含？，」、， 二 や-  ^；, 

,  J  J ま 力 力 あ 合 . ^れ に応じて 当然 歳出が 増加し なければ な 
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らな， いものが ある。 あるいは 歳入が 増加した 場合、 それ を 一定の 目的の 歳出に 充てる ことが 何等 弊害 

がない し、 また、 そのよう にす るの が 適当と 認められる ことがある。 

さらに、 特別会計の 性質に よって は、 歳出の 原因が 他動 旳 であって、 その 分量 を、 予算で 縛る こと 

が 必ずしも 適当で ない ものが ある。 そして そのような 歳出 を 必要と する # 合 は、 必ず それに 応ずる ま 

入 を 伴う ものが ある。 殊に 企業 特別会計 等に おいて は、 業務 量の 増加に よって 歳出が 増える が、 歳出 

を 増加す る ことによって、 歳入 を 増加し 得る。 また、 歳入の 増加に よって、 歳出 を 増加し 得る とレ r う 

因果関係に 立つ ものが ある。 

以上の ような 場合に、 特別会計に 予備費が あれば、 その 使用に よって 必要な 歳出に 充てて よい。 し 

かし、 特別会計に は 予備費の 設けがない 場合が あり、 また 予備費の 額 を 超えて そのような 必要 を 生ず 

る ことがある。 もちろん、 補正予算の 機会が あれば、 それによ つて 何等 差し支えない。 しかし、 特別 

会計 は、 原則として 自収 自弁で ある。 歳入と 歳出 は 相 対応し、 かつ 特定して いる。 その 影響が 一般 会 

計 や 他の 特別会計に 支障 を 及ぼさない 限り、 予算 を 超えて 増加す る 歳入 を 財源と して、 予算 を 超えて 

必要と する 歳出に 充当す る こと は、 それが 国会の 議決 を 基礎と して 行なわれる 限り 認められ てよ いこ 

とで ある。 収入 金 支弁と は、 このような 増加 歳入で 増加 歳出 を 支弁す る 制度で ある。 

たとえば、 交付 税 及び 譲与 税 配付 金 特別会計 において は、 国 は 入場税、 地方 道路 税 及び 特別と ん税 

を 徴収して その 全額 を 譲与 税 配付 金と して、 地方公共団体に 譲与す る。 したがって その 税収 入が 予算 

は 上に 暂 えれば、 その 増加 は、 当然 配付 金の 増加と なるべき ものである。 郵便貯金 特別会計 において、 


^ 郵便貯金の 増加に よって、 資金 運用 部 特別会計から 受け入れる 預金 利子の 収入が 増加 するとき は、 必 

費 ず 郵便貯金の 利子の 支払が 増加す る 場合で ある。 したがって、 資金 運用 部 特別会計からの 収入と、 利 

傭 子の 支払 は、 見合いの 関係に 立って いる。 それから 厚生 保険 特別会計で 保険金の 支払が 増加した 場合 

予 に、 予算の いかんに よって、 その 支出 を 制限す る わけに は 行かない。 もちろん、 保険金と 保険料の， 又 

^ 入と は 見合いに なって いるので、 保険金に 対する 保険料の 収入 は ある。 保険金が 増加す るよう な 場合 

第 において は、 保険料が それに 応じて 入って 来る 関係に 立つ ので、 予備費 を 使用して、 なお 不足す る 部 

分 を、 保険料 を 財源と する 収入 金 支弁の 方法が 考えられる。 

次に、 企業 特別会計、 たとえば 造幣局、 印刷 局、 国有林 野 事業、 アル コ } ル 専売 及び 郵政 事業の 特 

別 会計に おいて は、 事業 量の 増加した 場合、 これに 伴い 必要な 経費 は、 それに 伴う 収入で 支弁で きる 

はずで ある。 むしろ 収入の 増加 は、 事業 量の 増加 を 伴わなければ ならない ことで も ある。 

旧 会計 法の 時代に は、 右の ような 場合に 処 する 方法と して は、 そのような 必要の 起こり 得べき 特別 

会計に おいて、 予備 収入と 予備費と を両 建に して 計上して いた。 すなわち、 収入 増加に 対応す る 素 出 

を 予備費で 行なう 制度 をと つた。 予備 収入と いっても 特別の 収入が ある わけで ない。 マ I 霧 上 は 一 

般の 収入の 増加と して 現われる ので あるが、 予算 超過 収入が ある 場合に 使用 レ^-る 予備費の 見合いと 

して、 予算上 特掲 された に過ぎない。 この 外に 予算上 当初から， 瓶 源 持ちの 予備費 も あるから、 増加 財 

源 見合いの 予備費で ある こと を 明確に する ため、 その 見合 収入 を 予備 収入と 称した。 これ は、 予備費 以 

外に 歳出 形成の 方法がなかった 当時の 制度で あるが、 現行で は、 予算 総則の 規定に よって、 そのような 
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予算 形成 を 認める 制度が とられる に 至った。 このような 収入 金 支弁 を 認める 予算 総见の 規定 を， 予算 

の 弾力 条項と いう。 あるいは、 かくして 作られた 予算 を、 弾力 条項 予算 ともいう。 

註 CD 旧 憲法 時代に は、 責任 支出と いう ことがあった。 予算の 予備費が 払い 切りに なった 場合、 一般会計に 

おいて は、 国庫 剰余金 を もって、 特別会計 において は、 当該 会計の 増加 収入 金 を もって、 政府の 責任に よる 

経費の 支出が 行なわれた。 現行 憲法 及び 財政 法で は、 この こと は 認められない。 

^ 昭和 三十 五 年度 予算に おいて、 予算の 弾力 条項 を 有する 特別会計 は、 交付 税 及び 讓与税 配付 金、 造幣 

局、 印刷 局、 資金 運用 部、. 国債 整理 基金、 厚生 保険、 労働者 災害 補償 保険、 国有林 野 事業、 簡易 生命保険 及 

郵便年金、 郵政 事業 等 二十 二 会計 ある。 

二 収入 金 支弁の 手続 

収入 金 支弁 は、 新たに 予算 を 作る ものであるから、 予備費の 使用と 実質 同一で ある。 ただ、 収入 金 

支弁 は、 財政 法の 規定す ると ころで なく、 特別会計の 予算 総則の 規定に 根拠 をお くもので ある。 すな 

わち、 予算 総則に よって、、 収入 金が 増加した 場合、 これ を 財源と して 歳出 予算 を 増加す る ことので き 

る ことにつ いて、 あらかじめ 国会の 議決 を 経てい る ことに 基づく ものである。 したがって、 その 使用 

の 手続 も、 予算 総則に 規定され なくて はならない。 そして、 従来の 例に よれば、 「財政 法 第三 十 五条 

第二 項、 第三 項 本文 及び 第 四 項の 規定 (すなわち 一般会計の 予備費の 規定) の 例に よる。」 とし、 あ 

るい は、 「何 特別会計 法 第 〇 条の 規定 (当該 特別会計の 予備費 使用の 規定) の 例に よる。」 とする も 

のとの 二形 式が ある。 前者 は、 当該 特別会計に 予備費 使用の 規定の ない 場合で ある。 

仅 入金 支弁 は、 右の 予算 総則の 規定に よって 予備費 使用と 同様の 手続に よる。 通常 は、 大蔵大臣より 
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閣議に 提出して 決定す るが、 郵政 事業 特別会計 における 事業 量の 増加に 伴う 収入 金 支弁 は、 あら かじ 

め、 大蔵大臣の 承認 を 経て 郵政大臣が 決定し、 予備費 使用の 例によって 処理す る ことと なって いる。 

収入 金 支弁 は、 事後に おいて 国会に 承諾 を 求めなければ ならない。 これが 予備費 使用の 例に 準ずる 

ことで ある。 予備費 使用の 事後承諾と 同一の 形式で、 予備費 使用 調書と あわせて、 国会に 事後承諾が 

求められる。 事後承諾の 効力 も、 予備費の 場合と 全く 同様で ある。 

註 昭和 三十 五 年度 特別会計 予算 総則 第 十 一 条 

第一 項 乃至 第 十九 項 略 

^ 郵便貯金 特別会計 において、 郵便貯金の 増加 等に よりその 収入が、 この 予算に おいて 予定した 金額に 

よして 増加した とき は、 その 増加す る 収入 金額の 一部に 相当す る 金額 を、 郵便貯金の 臀 加の ため 直妾必 

要と する 経費の 支出に 充てる ことができる。 

^ 前 各項の 場合に おいて は、 財政 法 第三 十 五条 第二 項、 第三 項 本文 及び 第 四 項の 規定の 咧 による。 

同 第 十二 条 

郵政 事業 特別会計 において、 事業 量の 増加 等に より、 業務 外 収入 以外の 収入が この 予算に おいて 予定 

した 金額に 比して 増加 するとき は、 大蔵大臣の 承認 を 経て、 その 増加 額の 一部 又は 全部に 相当す る 金額 

を、 事業 量の ため 直接 必要と する 経費の 支出に 充てる ことができ、 業務 外 収入が この 予算に おいて 予^ 

した 金額に 比して 増加 するとき は、 その 増加 額に 相当す る 金額 を 業務 外 支出に 充てる ことができる。 

前項の 規定に より 支出す る 場合に おいて は、 郵政 事業 特別会計 法 第二 十六 条の 規定の 例に よる。 
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第 八 章 国庫 債務 負担 行為 

第一 節 国の 債務 負担 行為の 性質 及び 態 様  _ 

国家が 各種の 施策 を 遂行して ゆく うえに おいて は、 公法 上、 私法 上 各種の 債務 を 負担す るで あろ 

う。 そして その 債務 負担の 内容 は、 金銭 給付 を 目的と する ものば かりで なしに、 物品の 給付 を 目的と 

する もの、 労務の 給付 を 目的と する もの、 あるいは 学校 を 設立す る 義務 だと か、 官吏の 任命の よう 

こ、 俸給 支払の 債務 を 起こす ものと か、 いろいろな ものが 想像され る。 しかし、 予算 制度の 問題と し 

て、 憲法 第 八十 五条に いう 国の 債務 を 負担す る 行為 は、 直接 金銭の 給付 を 目的と する ものであって 

しかも、 最後に は、 経費の 支出 を もって 解決し 得る ものの みで ある。 これ を 歳出 義務の 負担と いつ 

ている。 

およそ、 国家が 歳入 を 収入し、 歳出 を 支出す るに あたって は、 これ をな し 得べき 基因 的 行為が なけ 

れ ばなら ぬ。 すなわち、 歳入 を 収入す るの は、 これ を 収納し 得べき 権利の 取得が あるから であり、 ま 

た、 歳出 を 支出す るの も、 これ を 支払うべき 義務 を 負うて いるから である。 歳入に 関する 権利の 取得、 

又は、 歳出に 関する 義務の 負担な くして、 漫然と 歳入 を 収入し、 歳出 を 支出す る こと はあり 得ない。 
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このように、 歳入に 関する 権利の 取得と、 歳出に 関する 義務の 負担と は、 歳入歳出の 収支と 表裏 一 

体の 関^ をな し、 互いに 相 離るべからざる ものであるから、 右の ような 権利の 取得 又は 義務の 負担 

は、 おのずから 歳入歳出 収支の 原則に、 当然 支配され るべき である。 したがって 権利の^ 得 は、 歳入 

と 同じく 法令 又は 契約に 基づいて 行なわれるべき であり、 また、 歳出 義務の 負担 は、 歳出と 同じく 主 

として 予算に よ つ て 行なわるべき である。 

歳出 予算 は、 多くの場合、 歳出 義務の 負担 をす る ことと、 その 歳出 義務の 負担に よって 経費の 支出 

をす る こととの 一 一つの 内容 を 国会が 承認す る ものである。 しかしながら 歳出 義務の 負担と 経費の 支出 

と は、 常に 表裏一体の 関係に 立つ もので はない。 つまり、 本年度に 歳出 義務の 負担 をして、 これに 伴 

う 経費 は、 次年度 以降に 支出 をして、 その 目的 を 達する ものが あり、 そこに 時間 的な 隔たりが ある。 

また、 歳出 義務の 負担 をな したの みで、 経費 を 支出す る ことなくして、 その 目的 を 達成し 得る もの 

も ある。 かくの 如くして、 歳出 義務の 負担 は、 歳出 予算 そのものから 引き はなして 観念し 得る もので 

ある ことになる。 

註 B 法律で 政府が 債務の 支払 保証 や 損失 補償 をし 得る 旨 を 規定す る ことがある。 保証 債務の 覆 行、 賀 失の 

発生と いう 事実の 発生な き 限り、 経費 支出 は 起こらない。 しかし 支払 保証 や 損失 補償 を 約束す る ことによ 

つて、 その 目的 を 達し 得る。 

3： 歳出 予算に よる 債務 負祖 は、 当該 年度 内に 支出の ある ものに 限る。 この 点 米国の 歳出 予算 法 Appro- 

priation は 多少 違う。 債務 負担の 権能と 同時に、 国庫 金 支出の 機能 を附 与する こと は 同様で あるが、 支出 は 

債務 負祖 をな し 得る 期限が 切れた 後、 二 年間 行ない 得る ことにな つてい る。 したがって、 わが国の ような 歳 
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出 繰越と か、 出納 整理 期間と かいった 観念がない。 歳出 予算 法 は 年度 内の 債務 負祖 法で ある。 もちろん 債務 

負 1^ のケを 求める 形式 (contract  authorization) も ある 

第一 一節 国の 債務 負担と 国会の 議決 

憲法 第 八十 五条 は r …… 国が 債務 を 負担す るに は、 国会の 議決に 基く こと を 必要と する。」 と 規定 

し、 国会の 議決に、 根拠な くして、 国が 債務 を 負担す る こと はあり 得ない。 しかし、 この 国会の 議決 

に 基づく と は、 国の 債務 負担 そのもの について、 国会の 議決が ある こと を 要しない。 政府が その 権限 

を 行使し 得る ことにつ いて、 国会の 議決に 根拠 をお くもので なければ ならない との 意味で ある。 

国会の 議決に 基づく とする 以上、 その 議決 は、 多く は 事前に 行なわれて いるべき であろう。 しかし、 

事後に おける 議決、 すなわち 事後の 承諾で 足りる かどう かに ついては 多少 問題が ある。 これ は 第一 

は、 予備費 使用と その 事後承諾に ついての 考え方で ある。 すなわち、 予備費 は 予算の 一部と して、 事前 

に 国会の 議決 を 経て いるものと みるべき か、 あるいは 事前の 議決 は、 財源と しての 予備費 全体につ い 

てのもので あるから、 使用の 事後の 承諾 を もって、 国会の 議決と みるべき かの 差異で ある。 しかし、 

この 差異 は、 現実的に は、 あまり 論議の 価値がない。 この 議論の 実益の 存 する 第二の 点 は、 国際条約 

によって 債務 負担 をす る 場合、 それ は 批准の 前に、 国会の 承認 を 求めて おかねば ならない かで ある。 

この 点に ついては、 後に 述べる。 

-王 う 日 憲法に おいて は、 緊急 財政 処分の 事後承諾 も あり、 事後で もよ いこと ははつ きりして いた。 現 憲法 
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の 規定 は、 こ ひ 点、 必ずしも はっきりし て いない。 

^ 国会の 議決 を、 事前と 事後に 分ける 場合、 予備費 使用の 事後承諾 は 事後 議決であろう。 国際条約 につ 

いて は、 条約の 批准が 国会の 承認 前に 行なわれて いるか 否かに よって、 事前 又は 事後の 議決と なる。 その 也 

の 形式 は、 すべて 事前 議決で ある。 

国会の 議決の 形式に ついては、 憲法 は 何等 規定す ると ころがない。 したがって、 法律に よっても、 

予算に よっても、 あるいは 他の 形式に よっても 何等 差し支えない。 国の 債務 負担 行為 をな す 場合 を、 

国会の 議決の 形式の 面から 分類す ると、 次のようになる。 . 

B 予算の 形式に よる 場合 

S 歳出 予算 (繰越 予算の 額 を 含む。) 

S 国庫 債務 負担 行為 

一  , 

S 特定 的 議決 (財政 法 第 十 五条 第 一 項) 

W 非 特定 的 議決 (財政 法 第 十 五条 第二 項) 

g 予備費 使用 

^ 法律の 形式に よる 場合 

® 国際条約の 形式に よる 場合 

国会の 議決の 性質 は、 予算の 議決と 同じく、 国が 債務 負担 をす る 行為に ついて、 承認 を 与える もの 

である。 したがって、 国会の 議決に 根拠な くして なした 債務 負担 行為 は 無効と なること はな (。 ただ 
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内¥^ 憲法違反の 責任 を 問われる のみで ある。 なお、 権限に ついて 承認 を 与えた もので あり 内閣 は 

その 議決に よって、 債務 負担 をな さなければ ならない 法律上の 義務 を 負う もので ない。 ただし、. 必要 

なきに 権限 を 求むべき ではない から、 事情 変更の 事由な くして、 債務 負担 をし ない こと は、 政治 上の 

責任と はなり 得る。 

主 繰越 明 許の 経費に ついては、 繰越 前、 つまり 当該 年度に おいて、 繰越 を 前提と して 翌年 度に わたって 支出 

する 債務の 負祖 をす る ことができる。 ただし、 大蔵大臣の 承認 を 要する (財政 法 第 四十 三条の 三)。 

第三 節 国庫 債務 負担 行為 

財政 法 第 十 五条 第一 項 は、 「法律に 基く もの 又は 歳出 予算の 金額 (第 四十 三条の 三に 規定す る 承認 

があった 金額 を 含む。) の 範囲 内に おける ものの 外、 国が 債務 を 負担す る 行為 をな すに は、 あら かじ 

め 予算 を 以て、 国会の 議決 を 経なければ ならない。」 とし、 一 また、 第二 項に は、 「災害 復旧 その他 緊 

急の 必要が ある 場合に おいて は、 国 は 毎 会計年度、 国会の 議決 を 経た 金額の 範囲 内に おいて、 債務 を 

負担す る 行為 を なすこと がで きる。」 と ある。 これが 同条 第五 項に いう 国庫 債務 負担 行為で あり、 同 

条第 一項の 規定に より 予算 を も つて 国会に 議決 を 求める 形式が 財政 法 第 十六 条 の . 国庫 債務 負担 行為 

である。 

旧 憲法に おいて は、 「国債 ヲ起シ 及 予算 ニ定 メタル モノ ヲ除ク 外国 庫ノ 負担 ト為ル へ キ 契約 ヲ為ス 

I ハ 帝国 議会 ノ 協賛 ヲ怪へ シ」 (旧 憲法 第 六十 ニ条 第三 項) とあって、 この 国庫 債務 負担 行為の 形式 を 「予 
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算 外国 庫ノ 負担 ト為 ルへキ 契約 二 関スル 件」 いわゆる 予算外 契約と 称して、 予算と は 別の 形式に して 

いた。 規制 度で は、 これ を 予算 内の 一形 式と している。 憲法 第 八十 六条は 「 …… 毎 会計年度の 予算 を 

作成し …… 」 と あると ころより、 財政 法 第 十 五条に よって、 後年 度に わたる 国庫 債務 負担 行為 を 包含 

する 予算 を、 国会に 提出す る ことに ついては、 疑問が あり 得る が、 毎 会計年度の 予算 は、 当該 年度の 

収入 支出の 見積りの みに 関する ものと 解せ ねばならぬ 理由 はない。 収入 支出 以外の、 これに 関連した 

財政 上の 事項 や、 繰越の 如く、 後年 度に わたる 事項まで 計上され ている。 憲法 は 予算の 形式に ついて 

は、 全く 法律 (財政 法) に 譲って いるものと 解すべき である。 

0 旧 憲法の 予算外 契約 は 国庫 債務 負担 行為と 全く 同一 の ものである。 契約と いっても、 一方 行為に よる もの 

を 含む こと は、 当時に おいても 確定 的 解釈であった。 

なお、 旧 憲法 時代の 予算外 契約 は、 財政 法 制定の 際、 その 附則 (第三 条) によって、 一. 切 国庫 債務 負担 行 

為と なる ものと みなされた。 

I 特定 的 議決に よる 国庫 債務 負担 行為 

財政 法 第 十 五条 第一 項に よって、 国が 債務 を 負担す る 行為 を、 特定 的 議決に よる 国庫 債務 負担 行為 

と 称する。 これが 歳出 予算の 形式に よらず して、 国庫 債務 を 負担す る ものの 代表的な ものである。 そ 

の 議決 を 求める ための 要件と して は、 財政 法 第 十 五条 第三 項 及び 第二 十六 条が 規定して いる。 

すなわち、 事項 ごとに、 S その 必要の 理由 を 明らかにする こと、 ^行為 をな すべき 年度 を 明らかに 

する こと、 S 債務 負担の 限度額 を 明らかにする こと、 お 必要に応じて、 行為に 基づいて 支出 をな すべ 
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き 年度、 年限 又は 年 割 額 を 示さなければ ならない ことにな つてい る。 なお、 債務 負担の 行為に よつ 

て、 支出すべき 年限 は、 当該 会計年度 以降 五 力 年度 以内で なければ ならない。 

債^ を 負担す る 行為に より 支出すべき 年限 を 原則として 五 力 年度 以内と する の は、 従来は やや もす 

れば 長期に なり、 ときには 無期限の もの も あり、 財政 計画 上 適当でなかった からと される。 しかし、 

この 制限 は 国会の 議決に よって 延長が できる し、 外国人に 支給す る 給料 及び 恩給、 地方公共団体の 債 

務の 保証 又は 債務の 元利 若しくは 利子の 補給、 土地、 建物 及び 国際条約に 基づく 分担金に 関する もの 

は、 五 力 年度 以内で は 目的 を 達し 得ない ので これら は 例外と される。 それに、 この 制限 は、 法律で 定 

める 昜合は 適用され ない ので あるから、 この 規定 (財政 法 第 十 五条 第三 項〕 は 大して 意味 はない。 予算 

の 単 年度 制から、 国庫 債務 負担 行為 も 長期 の もの はで きる だけ 避ける と の 意味と 解し てよ い。 

特定 的 議決に よる 国庫 債務 負担 行為 は、 その 内容 多岐に わたり、 一概に 説明す る こと は 困難で ある 

が、 大体 分類して みると、 実質的な 内容から するならば、 S 傭 外国人の 給料 及び 恩給、 S 地所 及び 家 

屋 借料の 類、 § 借入金の 元利 補給の 類、 S 地方公共団体の 事業 費 補助の 類、 S 国際 分担金の 類、 § 元 

利呆 証の 類、 S 損失 補償の 類、 § 配当 補給、 S 出資金、 ^物品の 購入 等で ある。 

次に、 その 形式的 内容から 分類 すれば、 s 総額、 年限 及び 年 割 額の 定め ある もの、 § 総額 及び 年限 

のみの 定め ある もの、 g 年限 及び 年 割 額の みの 定め ある もの、 S 総額 及び 年 割 額の みの 定め ある も 

の、 S 総額の みの 定め ある もの、 § 年限の みの 定め ある もの、 S 年 割 額の みの 定め ある もの、 § 総 

額、 年限 及び 年 割 額の いずれも 定めない ものに 分か たれる。 総額と いうの は 義務 負担の 総額で あり、 
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年限と いうの は 支出の 生じて 来る 期間で あり、 年 割 額と いうの は 毎年 度の 支出 見込 額で ある。 

次に、 この 国庫 債務 負担 行為と 歳出 予算との 相違点 を 明らかにする。 第一に、 歳出 予算に 対する 国 

会の 議決 は、 多くの場合、 予算の 範囲 内に おいて、 歳出 義務の 負担と、 歳出の 支出と、 両者の 権限 を 

与える ものであるが、 国庫 債務 負担 行為の 議決 は、 単に 債務 負担の 権能 を附 与する にと どまる。 した 

がって、 これに 伴って 現実に 歳出の 支出 を 必要と するとき は、 さらに、 予算と して 議決 を 経る か、 又 

は 予備費 を 使用して 国会の 事後承諾 を 求める ほか はない。 第二に は、 歳出 予算 は、 原則として 一 力 年 

度 ごとに 定められ るが、 国庫 債務 負担 行為 は、 むしろ 後年 度に わたる ものが 多く、 複数 年度に わたる 

の を 原則と する。 第三に、 歳出 予算 は、 歳出つ まり 経費 を 支出して はじめて 目的 を 達し 得る。 しかる. 

に、 国庫 債務 負担 行為で は、 元利 保証、 損失 補償 等の 如く、 債務 負担 をした だけで 現実に 経費 支出 を 

伴う ことなくして、 目的 を 達し 得る 場合が ある。 したがって、 前者 は 必ず 財源の 問題が 伴う に 対し、 

後者 は 現実の 支出が 伴って、 はじめて 財源の 問題と なる。 

0 国庫 債務 負祖 行為 をす る 年度に 一 部の 支出が ある 場合 は、 その 支出 金額に つ いての 歳出 予算が あるから、 

その 金額 を 除いて、 権限 を 得て おけば よい。 しかし、 翌年 度 以降の 分 を 一括して 債務 負担 をす る 必要が ある 

場^ は、 歳出 予算 計上の 分 を 合わせて 囯 会の 議決 を 求める こと も ある。 この場合、 支出の 年限 及び 金額に、 

当該 年度 歳出 予算 計上 分 を 含める ことにして、 二重に 債務 負祖 がで きないよ うにして いる。 

二 非 特定 議決に よる 国庫 債務 負担 行為 

財政 法 第 十 五条 第二 項の 規定に よる もの を、 非 特定 議決に よる 国庫 債務 負担 行為と いっている。 す 

なわち、 災害 復旧 その他 緊急の 必要が ある 場合に おいて、 毎 会計年度、 あらかじめ 国会の 議決 を 経た. 


囯庳 債務 負祖 行為 


金額の 範囲 内で、 債務 を 負担す る 行為 を なすこと がで きる。 災害に よる 復旧 工事に ついて 年度 内に ェ 

事 完成の 見込みであるなら ば、 予備費 使用 等に よっても 可能で あろうが、 それが 次年度 以降に わたり 

その 分まで、 一括 契約の 必要が ある 場合、 現在の 債務 負担と して、 後年 度 支出 分まで あわせて 契約す 

る 必要が 起きる。 その他、 地方の 災害 復旧 費の 補助の 契約、 借入金の 利子補給、 保証と いつ ^場合 

も ある。 

主 昭和 二十 三年 一月、 府県 災害 土木 費 補助 外 数 件に ついて 九 億 三千 万円、 昭和 二十 九 年 十月、 日豪 間の 真珠 

貝 漁業 紛争 を 国際 司法裁判 所に 提訴す るた めの 弁護士 謝金に ついて 六 千 百万 円、 また、 昭和 三十 五 年 三月 災 

害復 e 事業 費 補助に 二十 九 億 二 千 八百万 円、 伊勢 湾 高潮 対策 事業 費 補助に 七 億 R の 国庫 債務 負祖 行為 を 行な 

つた。 

この 国庫 債務 負担 行為 は、 歳出 予算の 場合に おける 予備費に 類似す る ものであって、 その 内容 は、 特 

定 せず、 一 定 金額 を、 具体的 自的を 定める ことなく 議決 を 求める ものである。 したがって、 予備費 を 財政 

法 第三 十 五条に よって 大蔵大臣が 管理す る 如く、 この 国庫 債務 負担 行為の 額 も、 大蔵大臣が 管理し、 必 

要に 応じて 各省 各 庁の 長 は、 予備費 使用の 手続に 準じて、 大蔵大臣に 要求して 使用 せられる (財政 法 第 

三十 五条 第五 項)。 ただし、 この 国庫 債務 負担 行為に よって、 国が 債務 を 負担した 場合に は、 予備費 使 

用の 場合の 如く 国会の 事後承諾 を 求める 必要がない。 単に 次の 常会に おいて 国会に 報告 すれば よい こ 

^ とに なって いる (財政 法 第 十 五条 第 四 項)。 これ は、 歳出 義務の 負担 は、 常に、 必ずしも 経費の 支出 を必 

第 要と しない こと、 また、 経費の 支出 を 必要と する 場合に は、 追加予算 として 国会の 議決 を 求める か、 

^ 予備費 を 使用して 国会に 事後承諾 を 求める か、 いずれにしても 国会に はかる 機会が あるから である。 
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この 国囊寶 担 行為の 鑫の 議決 は、 財政 續 二士 一条に よって、 一般会計の 予算 総則 において 

求める ことにな つてい るが、 この 点 は、 旧 会計 法 時代と 同様で ある。 その 鑫の 議決 を 求める の は、 

単に 一般会計 に関する 事項に ついて ではない ので、 国庫 全体として である。 ただし、 実行の 結果と し 

て、 その 義務 を 履行す るに あたって は、 歳出の 支出と して 自ら 会計 別に 帰属す ると ころが ある。 

0 昭和 三十 五 年度 一 般 会計 予算 総則 第八条 

国が 昭和 三十 五 年度に おいて、 財政 讓十 五条 第二 項の 規定に より、 災害 復旧 その他 緊急の 必要が ある 場 

合に おいて 債務！ 担す る 行為 をす る ことができる 限度額 を三、 o〇〇、  〇〇〇、 

第 四 節 法律 の 規定に 基づ く 国 の 債務 負担 行為 

国が 債務の 疆を する 場合に は 国 倉 議決 を 必要と する が、 襲 第 八十 五条 は、 国会の 議決 を 求め 

る 形式に ついては、 何ら 限定して いない。 そして、 法律 は、 予算と ともに 国鑫 決の 最も 普通な 形式 

て あるので、 法律の 形式 を もって 国の 債 置 担の 議決 を 求める 場合 も 少なくない。 たとえば、 

起債 法、 国庫 補助 法規、 政府 出資の 規定 等が これで ある。  ー  — 

国の 債務 負担 を 法律の 形式で 墨の 議決 を 求める の は、 単に 便宜の 問題に 過ぎない。 a 

有する 歳 S 寶 担の 議決 享算 である 国庫 債務 慮 行為 5 め If は、 後 曰きれ を 引用し ヒ 

^ 又は 適 月し きする うえに 犮て囊 上 不便が ある。 たとえば、 昭和 何年 學 S 国庫 霧 負担 

S に 基、、 つく これこれの 事項 まうよう な 引用の 仕方になる。 これが 法？ あれば、 何 2 律 第 何条 
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というよ うに、 簡単に 引用で きる ことになる。 したがって、 法律上の 制度と して 確定 的 形式 を 定めた 

い 場合が あるであろう。 あるいは 基本的な 制度 を 立法す るに 際して、 これに 関連した 債務 負担、 ある 

いは 国庫 補助の 規定 等 を、 一 連の 事項と して 総合 立法した いという 場合 も あり 得る だろう し また 

助の 条 牛が 立法 事項に なって いるた めに、 補助 規定 だけ を 法律より 切り離して 国庫 債務 負担 行為に 讓 

る ことが 不適当な 場合 も あり 得る。 法律の 形式に よるの は、 多く はこの ような 場合で ある。 

一王 ま 律で 国の 債務 負祖 に関する 一般的な 権限 を 規定 するとと もに、 債務 負祖の 具体的 金額に ついては あら 

かじめ 国会の 議決 を 求めて おかねば ならない としてい る 例 も 多い。 このような場合に は、 その 金額の 議ぉ 

を、 予算 総則で 求める のが 例で ある。 左に 例 を かかげる。 

昭和 三十 五 年度 一 般 会計 予算 予算 総則 第 十二 条 

国が 昭和 三十 五 年度に おいて、 外航 船舶 建造 融資 利子補給 及び 損失 補償 法 (昭和 二十 八 年 法律 第一 号) の 

定める ところに より、 金融機関の 外航 船舶の 建造に 必要なる 資金の 融資に ついて、 当該 融資に 係る 利子の 補 

給 をす る 旨の 契約 を 結ぶ ことができる 限度額 を 昭和 三十 五 年度 以降 八箇 年度 を 通じ 二、. 七 四 一、 四 八 五、 〇 

〇〇 円と 定める。  - . 

なお、 国の 歳出 義務の 負担で あっても、 当該 年度に 義務 を 負担し、 その 年度 内に 支出になる もので 

あれば、 歳出 予算 だけで よいので あって、 法律に よる 必要 はない。 また、 予算の 一部 をな す 国庫 債務 

負担 行為が あれば、 別に そのための 法律 はいらない。 しかし、 往々 にして この 両者が 併 立して 二重に 

国会の 議決 を 経る ことがある。 しかし、 これ は 法文の 体裁 を 整える 意味の 場合が 多い と 思う が、 ある 

. いは 法律で 義務 負担 を 強制す る 意味 も あり 得よう。 さらに、 同一 性質の もの を、 あるとき は 法律に よ 

り、 また あるとき は 予算で 行なった 場合 も ある。 同じ 内容の もので も、 法律の 形式に よる 場合 は、 法 


6 律と しての 取扱いと なり、 予算の 形式に よる もの は、 予算の 取扱いと なること はもち ろんで ある。 予 

算は 内閣の みに 提案 権が ある 結果、 国庫 債務の 負担 を 伴うよう な 法律 は、 政府の みが 提出すべき であ 

g ると いう 説が あり、 これ は 一応の 理論で ある。 しかし、 これ は 法律上の 制度と してより は、 今後に お 

y ける 政治 慣習の 問題で ある こと は、 先に 述べた とおりで ある。 

■■ 務 

債 

M  第五 節 国際条約に 基づく 国庫 債務 負担 行為 

^ 国際条約に 基づいて、 新たに 発生す る 歳出 義務 を 履行す るた めに、 国庫 債務 負担 行為 や 歳出 予算の 

第 議決が 求められ るの は 普通の 例で ある。 たとえば、 国際連合 その他の 国際 協力に 関する 条約に 基、、 っハ 

て 分担金 を 負担し なければ ならない 場合に は、 国庫 債務 負担 行為で 現実に 債務 負担 を 規定す る こと も 

あれば、 歳出 予算に 計上す る こと も ある。 さらに 国際条約に 加入す る 以前に、 その 条約 加盟に よって 

起こる 国庫 負担に ついて、 あらかじめ 法律 や 予算で その 権限 を 得て おく こと も ある。 たとえば 第 十三 

回国 会で は、 国際通貨基金 及び 国際 復興 開発 銀行に 加盟す るた めに、 あらかじめ、 国際通貨基金 及び 

国際 復興 開発 銀行への 加盟に 伴う 措置に 関する 法律が 議決され ている。 

註 B おの 法律で は、 政府 は 基金 及び 銀行に 対し、 九 百億 円に 相当す る 合衆国 ドルの 金額の 範囲 内に おい 

て、 屮  1 資が できる (第二 条) 等 出資の 金額 方法 等に 関する 規定 を 設けて いる。 

^ 米国の 対日 援助 は 債務と 心得る と 政府 はいって いるが、 その 債務 を 具体的に 確定す る 場合 は、 国会の- 

議決 を 求める 趣旨で ある こと は、 いうまでもな c-o 

しかし、 問題 は 直接 条約 そのものに 国の 債務 負担の 条項が あった 場合、 これと 国会の 議決 特に 条約 


I 
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の 承認との 関係 はどうな るかで ある。 憲法で は、 政府が 条約 を 締結す るに は、 事前に、 時宜に よって 

は. I 後に、 国会の 承認 を 経る こと を 必要と する (憲法 第 七十 一一 一条 第三 号)。 この 事前と か 事後と か は 批准 

の 前後の こと を 意味す る。 すなわち 全権が 調印した 条約 草案に 対して、 条約の 内容 を 最終的に 確定 さ 

せる 行為で ある 批准 を 行なう 以前にお いて、 又は 批准の 後に おいて、 国会の 承認 を 求める こと を 要す 

る。 そして 条約が 債務 負担の 内容 を 持つ 場合に おいて、 条約の 承認が 憲法 第 八十 五条に いう 国会の 議 

決で ある こと は 明らかで ある。. しかして、 条約 承認の 後 批准 を 行なう ので あれば 問題で ない。 しか 

るに、 条約 批准 後、 すなわち 条約 確定し、 しかも 場合によって は 条約の 規定に よって 条約が 発効した 

後に おいて 国会に 承認 を 求める とき は、 国会 は 事実上、 債務 負担の 議決 を 強制され る。 殊に、 条約の 

承認 は 一体と して 承認す るので あって、 内容 を 分割す る こと は 許されない。 債務 負担 を 承認し ない 結 

果、 条約 全体 を 否認す る ことと なり、 政府の 政治的 責住を 生ずる。 したがって、 そのような 危険 をお 

かすべき ではない から、 債務 負担の 内容 を 含む 条約で あれば、 当然 事前に、 国会の 承認 を 求めて おく 

のが 適当であろう。  . 


算  第 九 章 決  算 

縣  第一 節 決算の 意 義 

決算 は、 一 会計年度 間にお ける 歳入歳出の 決定的 計算で ある。 国の 歳入歳出に ついて、 あらかじめ 

予管 もって 国 倉 議決 を 経なければ なら まとす る 以上、 その実 行の 結果で ある 決算に ついて、 国 

会が 監督の 権限 を 有する の は、 当然で ある。  — 

予算 は、 歳計、 すなわち 歳 人 歳出の 予測で あり、 決算 は、 その 囊 である。 葬 は、 予算に 始まっても 

算に 終わる。 しかし、 予測と 実績と は 必ずしも 一致し ない。 また、 予測がなくても、 事実 は 存在し 等 

るので あって、 きえば、 予備費 使用に よる 支出 は、 当初に は 予測がなかった ものであるが、 支 崖 

績の 内容に 入る。 決算 は、 U のよう I 績享算 に 対比して 考査す る 資料で ある。 すなわち、 予算が 

執行され た 後、 歳入 予算に 比して、 囊の 収納 はいかなる 囊を 示した か、 歳出 予算 は 不隻は 違 去 

の 事実な く、 予算の 目的 どおり 執行 せられ、 所期の 驁皇 揮で きま 否か を 調査し、 その 適否 養 

じ、 誤り を I すと ともに、 将来の 財政 計画 及び 運営の ための 重要な 資料と して 役立つ ものである。 

右に よって、 決算 は 過去の 事実の 計算で あるが、 単純なる 事実 g 計算 は、 法律上 決算と しての^ 力 
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はない。 決算 は、 会計検査院の 検査 を 経て 確定した 計算で なければ ならない。 憲法 第 九十 条は、 「国の 

収入 支出の 決算 は、 すべて 毎年 会計検査院が これ を 検査し、 内閣 は、 次の 年度に、 その 検査 報告と と 

もに、 これ を 国会に 提出し なければ ならない。」 (第一 項) としてい る。 そして、 会計検査院 法 第二 十 

一条に おって は、 「会計検査院 は、 検査の 結果に より、 国の 収入 支出の 決算 を 確認す る。」 と ある。 よ 

つて、 会計検査院の 検査 確認が なされた 後、 内閣から 国会へ 提出され た 収入 支出の 決算が、 法律上の 

効力 を 有する いわゆる 決算で ある。 

！王 B 英国の 制度と して、 歳入に は 予算がない ので、 決算 もない。 ^出の 決算 は、 議定 費 決算と 既定 費 決算 

尸ノ  ， .で ある。 

^ アメリカに は、 わが国の 決算に 該当する 制度 はない。 財務 省 は、 国庫 収支 残高 総合 報告書 を 作成して 

議会に 提出す る。 六月 三十日に 終わる 会計年度の 分 を、 翌年 一月 上旬の 通常 議会に 提出す るので あって、 予 

箅 に対する 実績 報告と いう 点で は、 わが国の 決算 書と 同様の ものと いえる が、 提出 前に 会計検査院の 検査 報 

告を 受ける 必要 はない。 会計検査院 は、 別途、 年次報告 を 提出す る。 

第一 一節 決算の 調 製 

一 出納 事務の 完結 

決算 は、 予算 執行の 実績で あるから、 予算 執行の 完結が あって、 はじめて その 内容の 確定が でき 

る。 予算 執行の 完結と は、 具体的に は、 収入 支出の 出納 事務の 完結で ある。 すなわち 出納 事務の 完結 

は、 決算 調製の 前提で ある。 
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会計 法 第一条 は、 「一 会計年度に 属する 歳入歳出の 出納に 関する 事務 は、 政令の 定める ところに よ 

り、 翌年 度 七月 三十 一日までに 完結し なければ ならない。」 としてい る。 各 年度の 収入 支出 は、 年度 

内に 行なわれ たものに 限る のが 当然で あるが、 出納 整理の ために、 年度 を 終わり、 翌年 度に なっても 

一定期間 収入 又は 支出 をな し 得る 期間が 認められ ている。 すなわち、 歳入に ついては、 出納 官吏 又は 

出納 員 は、 毎年 度の 歳入 金 を 翌年 度の 四月 三十日まで 収納す る ことができる。 日本銀行 は、 出納 官吏 

から 払 込みが あつたと き、 市町村 又は これに 準ずべき ものから、 その 領収した 歳入 金の 送付が あった と 

き、 及び 国庫 内移換 による 歳入 金で あるとき は、 五月 三十 一日まで は、 前年度 分 を 受け入れて 差し 

支えない。 歳出に ついては、 支出 官 において、 毎 会計年度に 属する 経費 を 精算して (たとえば、 概算 払 

をした 旅費の 精算) 支出す るの は、 翌年 度の 四月 三十日まで できる。 ただし、 国庫 内の 移換 又は 歳出 

金に 繰替 使用した 現金の 補 てんの ためにす る 支出 は 五月 三十 一 日までで きる。 出納 官吏 又は 出納 員に 

おいて 歳出 金 を 支払う の も 四月 三十日まで である。 さらに 日本銀行 は 五月 三十 一日まで は、 前年度 

分 を 支払う ことができる。 要するに 歳入歳出 とも、 原則として、 四月 三十日まで、 繰替使 弔^金の 補 

てん、 国庫 内 移換、 日本銀行 関係が 五月 三十 一日まで であって、 これ を 出納 整理 期限と いっている 

(予算 決算 及び 会計 令 第三 条 乃至 第 七条 )。 

0 造幣局、 印刷 局、 食糧 管理、 国有林 野 事業、 アル コ I ル 専売、 郵政 事業の 特別会計 は、 発生 主義の 経理 手 

続 を 定めて おり、 出納 整理の 期間 を 設けて いない。 三月 三十 一日で 打ち切られる。 

歳. 入 歳出の 出納 整理 期限 は、 右のと おりで あるが、 右の 期限 後に お C て も、 帳簿の 整理、 权入 支出の 
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^大臣の-報^ 等の 事務、 それに 基づく 大蔵省の 歳入歳出 主計 簿に 登記 等の 事務が あり、 かくて これ 

らの 事務 は、 七月 三十 一 日までに 一 切 完結し なければ ならない。 七月 三十 一 日 (当日が 日曜日に 当た. 

ると き は、 その 前日) に は、 大蔵省 主計局に おいて、 会計検査院の 官吏 立 会のう え、 前年度の 歳入 歳 

出 の 主計 簿 の 締切が 行なわれる。 

二 決算の 作成 

決算の 調製 は、 まず、 歳入 及び 歳出の 決算報告 書の 作製から はじめられる。 財政 法 第三 十七 条 によ 

つて、 「各省 各 庁の 長 は、 毎 会計年度、 大蔵大臣の 定める ところに より、 その 所 掌に かかる 歳入 及び 

歳出の 決算報告 書 並びに 国の 債務に 関する 計算書 を 作製し、 これ を 大蔵大臣に 送付し なければ なら 

ない。」 (第一 項)。 これ 等の 書類 は、 予算 執行の 結果 を 明らかにする ための ものであって、 殊に、 前 二 

者 は、 予算との 比較 対照が 附さ， れる。 なお、 大蔵大臣へ の 書類 送付 は、 七月 三十 一 日までで ある (予 

箅決箅 及び 会計 令 第一 一十 条)。 

各省 各 庁の 長から 送付に かかる 歳入 決算報告 書に 基づいて、 大蔵大臣 は 歳入 予算 明細書と 同一 の 区 

分に よって、 歳入 決算 明細書 を 作製す る (財政 法 第三 十七 条 第二 項， J。 さらに 大蔵大臣 は、 歳入 決算 明 

細 書と 歳出の 決算報告 書に 基づいて、 歳入歳出の 決算 を 作成し なければ ならない。 この 決算 は、 歳入 

歳出 予算と 同一の 区分に より、 これ を 作成し、 かつ、 歳入に あって は、 W 歳入 予算 額、 g 徴収 決定 済 

額、 g 収納 済 歳入 額、 S 不納 欠損 額、 S 収納 未済 歳入 額 を、 歳出に あって は、 S 歳出 予算 額、 § 前年 

^繰 或 一 額、 お 予備費^ 用 額、 S 流用 等 増減 額、 g 支出 済 歳出 額、 § 翌年 度 繰越 額、 S 不用 額の 各 事項 
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を 明らかにせねば ならない (財政 法 第三 十八 条 )。 

右 は、 法文から 見た 形式的な 進行 順序で あるが、 実際 は、 決算に 関する 諸 報告 は、 大蔵大臣のと 

ころで 審査され る。 そして 訂正 を 要する 個所が あれば、 各省 各 庁の 長に 協議す る。 そして 一切が でき 

あがる と、 閣議の 決定 を 経て、 会計検査院に 送付され る。 会計検査院へ は、 歳入歳出 決算に、 歳入 決 

算 明細書 r 各省 各 庁の 歳出 決算報告 書 及び 継続 費 決算報告 書 並びに 国の 債務に 関する 計算書 を 添付し 

て、 翌年 度の 十一月 三十 一日までに 送付され る (財政 法 第三 十九 条)。 これ は 一般会計の 決算に ついて 

であるが、 特別会計に ついても、 同様に、 所管 大臣の 報告に 基づいて、 大蔵大臣が 決算 計算書 を 調製 

して、 これ を 会計検査院に 送付す る。 

第三 節 決算の 検査 確認 

会計検査院 は、 内閣が 送付して 来た 決算 を、 その 添付書類 その他で 検査して これ を 確認す る。 さら 

に また、 これと 同時に 検査官 会議の 決議に よって 検査 報告 を 作成す る。 検査 報告 は、 予算 執行に おけ 

る 非違の 有無 及び その 内容 を 明らかにする ものである。 しかし、 実際問題 として、 会計検査院 は、 毎 

月 各種の 報告書 を 各省 各 庁から とってお り、 書面 審査 はもと より、 常時 実地 検査に よって、 その 内容 

を 知っている。 内閣から 決算の 送付に よって、 はじめて 執行 状況 を 明らかにして いるので はない。 し 

たがって、 内閣が 会計検査院べ 決算 を 送付す るの は、 その 執行 内容 を 決定的に 開示 するとい うに 過ぎ 

ない ものである。 
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会計検査院が 検査して、 その 計算に 最終的な 決定 を 与える こと を 確認と いうので あって、 これで 

決算が 不動の ものになる。 決算 を 確定した ときには、 検査 報告書 を 添付して、 内閣に 返付す るので 

あって、 その 時期 は、 最近で は 大体 十二月 末で ある。 

なお、 会計検査院の 検査 は、 その 年度の 分 を 全部 確認す ると は 限らない。 その 年度で 確認に 至らな 

いもの は、 後の 年度の 決算で、 これ を 確認す る ことになる。 各 年度の 決算 は、 大部分 は その 年度に お 

いて 確認す るが、 事件の 継続 中 あるいは 証 ひょうが 整わない とか、 信証が 得られぬ とかいう ことで、 

会計検査院 にお いて 審理 中の もの は、 その 結果 を まつ て 後 確認せ られ る。 

主 B 会計検査院 は、 内閣に 対し 独立の 地位 を 有する (会計検査院 法 第一条)。 そして、 三人の 検査官 を も 

つて 構成す る 会計 検査官 会議と、 事務総局 を もって 組織され る (同 法 第二 条)。 

^ 会計検査院 は、 国の 収入 支出の 決算の 検査 のみでな く、 国の 会計 全体につ いて、 検査の 権限 を 持って 

いる。 また、 国の 会計の みならず、 国が 直接 又は 間接に 補助金、 奨励金、 助成金 を 交付し、 又は 貸付金、 損 

失 補償 等の 財政 援助 を 与えて いるものの 会計、 国が 出資して いるものの 会計、 国が 借入金 又は 利子の 支払 を 

保証して いるものの 会計 等 を も 検査で きる。 これら は 国の 会計と 密接な 関係 を もつ。 

さらに、 会計検査院 は、 予算 執行 職員、 出納 職員の 弁償 責任の 有無 を 検定し、 弁償 を 命ずる。 要するに、 

会計検査院 は、 国 及び 国に 関連す る ものの 会計の 一切に ついて、 監督の 権限 を 有する 最高の 官庁で ある。 

第 四 節 決算の 国会 提出 及び 審議 

一 決算の 国会への 提出 
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憲法 第 九十 条第 一項に より、 内閣が.、 国の 収入 支出の 決算 を 国会に 提出す るに 当たって は、 会計 検 

査院の 検査 報告 を附 して 出さなければ ならない。 そして 財政 法 は、 右の 検査 報告の ほか、 歳入 決算 J 

細 書、 各省 各 庁の 歳出 決算報告 書 及び 継続 費 決算報告 書 並びに 国の 債務に 関する 計算書 を 添付す る こ 

ととして いる (財政 法 第 四十 条 第二 項 )o なお、 内閣 は、 検査 報告に 対する 弁明 書 を 作成して、 これ を 添 

付す るの が 例で ある。 すなわち、， 各省 各 庁 は 検査 報告に ある 非難 事項に 対し、 あるいは 遺憾の 意 を 表 

し、 あるいは その やむ を 得なかった 事由、 非難の 当たらざる 理由 を 弁明し、 これ を 便宜、 大蔵省で と 

り まとめ、 書面に して 添付して 提出す る。 弁明 は 国会で、 口頭で 行なって 差し支えないが、 書面で 提 

出して おくのが、 慣例と なって いる。 

決算 は、 翌年 度 開会の 常会に おいて、 国会に 提出す るの を 常例と する (財政 法 第 四十 条第 一項)。 常会 

と は、 毎年 十二月に 召集され る 国会で ある。 衆議院の 解散 等で、 翌年 度の 常会に 提出し 得なかった 場 

合 は、 次の 決算 を 審議す る 適当な 国会に 提出し なければ ならない。 

決算の 提出 は >  予算と 異なって、. さきに 衆議院に 提出す る 必要 はない。 決算の 審査 は 両議院 独立し 

て 各々 平等の 権限 を 持って いるので、 両院に 別々 に 提出され る。 が、 慣例と して は 両院に 同時に 提出 

している。 

II 決算の 審議 

決算の 審議 は、 決算 委員会の 審査に よって 行なわれる。 決算 委員会の 審査 は、 内閣の 提出す る 決算 

蘭 係 書類、 会計検査院の 検査 報告 はもと より、 これに 対する 内閣の 弁明 書、 内閣の 是出 資料、 内閣 及 


165 第 四 節 决算の 国会 提出 及び 審議 


び 会計検査院の 説明に よって 行なわれる。 会計検査院 法 第三 十条 は、 「会計検査院 は、 検査 報告に 関 

し 国会に 出席して 説明す る こと を 必要と認める とき は、 検査官 をして 出席せ しめ、 又は 書面で これ を 

説明す る ことができる。」 としてい る。 

決算 委員会 は、 予算 委員会と 同じく 常任委員会であって、 委員 数 は、 衆議院 二十 五 人、 参議院 三十 

人で ある。 各 分科会 を 持ち、 各 担当の 主管 事項 を 審査して、 その 結果 を 委員会に 報告す る。 決算 委員会 

の 審査が 終了 すれば、 その 結果 を 本会議に おいて 報告し、 これによ つて、 議院 は 決議す る ことになる。 

主 H1M 近に おける 决算 委員会の 審査 は、 分科会 を 設けないで 行なう 場合が 多レ 

決算の 審議 は、 単に 事実の 審査 並びに これに 対する 批判的 意見の 決定た るに とどまり、 これによ つ 

て、 議決 又は 承諾 を 与うる もので はない から、 国会と しての 意思決定 である 議決が ある こと はな レ 

そ比少 えに、 両院 は、 各 別個に 審議 を 進め、 その 間に、 何ら 相 交渉す ると ころ はない。 しかも 会計 

検査 院の 検査 報告に 何ら 拘束され る ことなく、 これと は 別個に、 各院 は、 おのおの 意見 を 立て 得る 

ので あるから、 会計検査院の 非と する もの を、 両院に おいて は是 とし、 また、 ー院 において 不当 又は 

違法と した もの を、 他院 において は 是認す る こと も あり 得る。 

決算 審議の 結果 は、 いかなる 決議 も 自由で あるが、 それ は 法律 的に は、 何らの 効果 もない ので、 政 

治 勺ぶ 内閣の 反省 を 促す のみで ある。 たとえば、 処置 を 違法 又は 不当な りと 決議しても、 すでに 実行 

した 一 了 為 は、 決算に は 何ら 影響を及ぼされない。 また、 法律 的に も、 将来の 措置に 対して 何ら 拘束力 

を^つ もので ない。 ただ、 実際問題 として、 政治的に 内閣の 反省 を 促し、 あるいは 内閣 を钆 弾す る 等 
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の 効果 を 持つ こと は 否みが たい。 

なお、 決算 は 国会と して 議決 を 要する 議案で はない から、 各院 において 審議未了に なっても、 次の 

会期に、 再び 提出す る もので はない。 各院 は、 次期 以降の 会期に おいて、 結論 を 得る まで、 その 審議 

を 続行す るか 否か は、 それ は 国会の 自由で ある。 

0  B 決算 を 議案に して はとい う 意見 も あるが、 決算 は 議決の いかんに よって、 法律上 効力 を 左お される も 

ので はない から、 議案に する 意味がない。 ただ 決算 は、 事後の 報告で、 単に 政治的な 批判 以外に、 法律上の 

効力 を 持たない 結果、 審議に ついて、 とかく 熱意が 入らない きらいが ある。 その 意味に おいて、 決算の 審議 

の やり方に ついては、 検討 さるべき 点が 多い。 

^ 決算が 単なる 事後の 数字の 羅列と 見える こと、 会計検査院の 検査 報告が、 多く は 法律上の 非違 不当に 

とど 留る こと 等の 点から、 決算に 対する 改革の 意見が ある。 すなわち、 単なる 数字の 収支で、 予算 執行の 面 

から 見た 行政の 効率 性、 国民経済 的な 意義の わかる ものにして はとの 意見で ある。 しかし 予算が 数字で あ 

る. 以上、 決算 も 数字になる ほか はない。 希望 せられる 点 は、 決算 を 通じて、 行政の 監査 を 如何に 実施す るかで 

ある。 このための 決算 審査の 資料 は 当然 必要で あり、 第三 十四 回国 会に おいて、 両院 決算 委員会からの 要求 

が あり、 昭和 三十 五 年 五月 「昭和 三十 三年 度 決算の 説明」 を 作成 提出して、 審査の 資料と した。 

第五 節 歳出 予算の 繰越 

一 歳出 予算 繰越の 意義 

毎 会計年度の 歳出 予算の 経費の 金額 は、 これ を 当該 年度 内に おいて 使用し なければ ならない。 もし 

使用し きれない とき は、 その 部分 は 不用と する のが、 年度 予算の 性質から いって 当然で ある。 しか 
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し、 この 原則 を、 理論 どおりに つらぬく と、 かえって 不利、 不経済に なって 実情に 沿わない こと も あ 

る。 そこで、 若干の 例外 を 認めて、 これ を 翌年 度に 繰り越して 使用す る ことができる 場合 を 財政 法で 

規定して いる。 歳出 予算の 繰越 は、 歳出 予算 を両 年度 間に 移動させる ものであって、 つまり、 当該 年 

度 内に 使用す る ことが できな かつ た 歳出 予算 の 金額 を 不用と しない で、 その 歳出 権 を 翌年 度に 持ち越 

して、 翌年 度の 予算と して 使用す る ことで ある。 

したがって、 歳出 予算 を 繰り越す 以上、 その 財源 も あわせて 繰り越す ことになる。 もちろん 繰越 歳 

出 見合の 相当 額の 歳入 は、 当該 年度の 剰余金と して、 翌年 度の 歳入に 繰り入れられ るので、 財源 も 当 

然 繰り越される ことになるが、 当該 歳出に 相当す る 額 だけ は 留保し、 他に 使用され て はならない。 見 

合 財源が とれな い ような 歳入の 状況であるなら ば、 歳出 予算 の 繰越 を 行なう べきで ない。 

歳出 予算の 繰越 は、 会計年度 間の 予算の 移動であって、 繰り越された 予算 は、 当該 年度の 予算と、 

全く 同一 の 取扱い を 受ける。 繰越に ついて、 大蔵大臣の 承認が あつたと き は、 当該 経費に ついて 予算 

の配賦 があった ものと みなされる。 

二 歳出 予算 繰越の 態 様 

歳出 予算 繰越の 制度 は 必要で あるが、 これ を 無制限に 認める こと はでき ない。" これが 認められ るの 

は、 s 予算の 繰越 明 許 費に 該当する 場合 (明 許 繰越)、 § 年度 内に 支出 負担 行為 をな し、 避け 難い 事 

由の ため、 支出 を 終わらなかった 場合 (事故 繰越)、 § 継続 費の 年 割 額に かかる 歳出 予算の 経費が、 年 

度 内に 支出 を 終わらなかった 場合 (継続 費 繰越)、 及び S 特別会計 法の 特別 規定に よる 場合と ある。 
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H 予算 明 許の 繰越 

財政 法 第 十四 条の 三の 規定す ると ころであって、 歳出 予算の 経費のう ち、 その 性質 上 又は 予算 成立 

後の 事由に 基づき 年度 内に その 支出 を 終わらない 見込みの ある もの は、 予算に おいて 繰越 明 許 費と し 

て 国会の 議決 を 求めて おく ことができる。 予算 成立 後に 生じた 事由 も 明 許の 理^になる から、 本予算 

では 繰越 明 許 費でなかった もの を、 補正予算で 繰越 明 許 費に する ことができる。 繰越 明 許 費に は、 繰 

越 を 必要と する 事由に ついて、 説明が 附 されて いる。 説明の 事由に 該当して、 はじめて 繰越が できる。 

3： 事故 繰越 

財政 法 第 四十 ニ条 後段の 規定す ると ころで ある。 当該 年度 内に 支出 負担 行為 を 行なって、 避けが た 

い 事故の ために 年度 内に 支出 を 終わらなかった 経費 は、 これ を 翌年 度に 繰り越して 使用す る ことが で 

きる。 たとえば、 請負業者に 建築 を 請負 わせた が、 それが 風水害の ために、 その 完成 期限 内に 竣功せ 

ず したがって 年度 内に 支払が できない 場合の 如きで ある。 繰越ので きる の は 当該 支出 負担 行為に か 

かる 工事 その他の 事業の 経費 はもち ろんで あるが、 これに 関連して 支出 を 要する 経費、 たとえば、 ^ 

費、 事務 費 等 も 繰越が できる ことにな つてい る。 また、 明 許 繰越で 翌年 度に 繰り越され たものに つい. 

て も、 さらに 事由が 該当 すれば、 事故 繰越が 可能で ある。 

® 継続 費の 繰越  . 

継続 費 は、 数 力 年度に わたって 施行す る 事業の 経費に ついて、 一括して 議決 を 得た 予算で ある。 し 

たがって、 その 総額 全体の 支出 を 認めて いるので あるから、 各 年度の 年 割 額が 支出され なかった 場合、 


169 第五 節 歳出 予算の 繰越 


繰越 を 認めて、 何ら 差し支えな いわけで ある。 財政 法 第 四十 三 条のニ は、 継続 費の 毎 会計年度の 年 害い 

額に かかる 歳出 予算の 経費で、 その 年度 内に 支出 を 終わらなかった 場合 は、 継続 費の 完成 年度まで 遞 

次 繰り 戏」 して 使用す る ことができる こと を 規定して いる。 繰越 明 許 費の 場合 は、 一たん 繰り越し たも 

の を、 さらに、 その 翌年 度に 再 繰越す る こと は 許されな いが、 継続 費の 場合 は、 完成 年度まで 何年 度 

でも 繰越が できる。 さらに 完成の 最後の 年度で、 繰越 明 許 費に する ことができ るし、 また 事由に 該当 

すれば、 事故 線 越 もで きる。 

^ 特別会計 法の 規定に よる 繰越 

特別会計 法に おいて は、 「支払 義務の 生じた 歳出 金で、 当該 年度の 出納 完結までに 支出 済と ならな 

かった ものに かかる 歳出 予算 は、 翌年 度に 繰り越して 使用す る ことができる。」 との 規定 をお くもの 

が 多い。 外国為替 資金 特別会計 法 第二 十二 条、 資金 運用 部 特別会計 法 第 十四 条、 造幣局 特別会計 法 第. 

三十 六条、 国有林 野 事業 特別会計 法 第 十六 条 等が これで ある。 これ を 支出 未済 額 繰越と いう。 それ 力 

ら 農業 共済 再保険 特別会計 法 第 十二 条 では、 毎年 度 歳出 予算に おける 支出 残額 を、 翌年 度に 繰越し 使- 

用 する ことができる とし、  また 国債 整理 基金 特別会計 法 第八条 は、 同様な 支出 残額 を遁次 繰越 使用で 

きる ことにして いる。 これが 畜議 繰越で ある。 この場合 は、 支払 藝が 発生して いると 否と を 問 

わない。 

一二 歳出 予算 繰越の 手続 

各省 各 庁の 長 は、 歳出 予算の 繰越 を 必要と するとき は 繰越 計算書 を 作製して、 事項 ごとに、 そのず 


o 由 及び 金額 を 明らかにして、 大蔵大臣の 承認 を 経なければ ならない (財政 法 第 四十 三条第 一 項)。 大蔵 大 

臣の 承認が あった とき は、 各省 各 庁の 長 は、 当該 経費に ついて、 その 承認の あった 金額の 範囲 内で 翌 

算 年度に 繰り越す ことができ、 各省 各 庁の 長が 繰越 をした とき は、 予算の 配賦 があった と 同一 の 効果 を- 

決 発生す る (同条 第二 項 及び 第 四 項 )。 なお、 特別会計 法の 規定に よる 繰越に ついては、 大蔵大臣の 承認 を b 

章 要せず、 所管 大臣から 大蔵大臣 及び 会計検査院に 通知 すれば 足りる ことと なって いる。 

繰越に ついて、 大蔵大臣の 承認 を 得る ため、 繰越 計算書 を 送付す る 期日 は、 原則として、 当該 年度， 

の 三月 三十 一日 限りで あり、 例外的に、 当該 年度の 出納 整理 期間 内 は 支出 済と なる 見込みが なくなつ 

たものに ついて 繰越す る 場合 は、 その 期間 満了の 日までで ある。 この 時期までの 間に、 歳出 予算 を翌. 

年度に 移動させる 手続 をと り、 その 結果、 翌年 度 予算 額が それだけ 増加す る ことになる。 大蔵大臣 は 

繰越の 事由 及び 金額が 正当で あるか 否か を 審査し、 その 承認 を 与える。 また、 各省 各 庁の 長が 繰越 を 

決定し、 大蔵大臣に 通知が あって、 繰越 額に 相当す る 財源 を 用意す る ことになる。 

0 繰越の 手続 及び その 承認に 関する 事務 は、 各省 各 庁の 長 及び 大蔵大臣に おいて 部下の 所属 職員に 委任す る， 

ことができる (会計 法 第 四十 六 条のニ )o 大蔵省で は 財務 局長、 財務 部長に その 事務 を 委任して いる。 

第 六 節 剰 余 金 

一 決算 上の 剰余金 

予算 は、 歳入歳出 同額で あるの が 普通で あり、 したがって、 予算 どおり 実行され て 決算に 至れば、 
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剰余金の 問題 は 生じない。 そして、 予算と 決算と がー 致す る こと は、 理想で は ある けれども、 実際 は. 

常に 多 かれ 少な かれ 決算 は 予算と 相違す る。 しかし、 如何なる 場合に おいても、 決算 上 歳入が 歳出に 

不足 を 生ずる ような こと はない。 なんと なれば、 そのよう になる こと は、 決算が できない ことで あ 

つて、 決算が できない ような 予算の 執行 をして はならない。 つまり 歳入が 不足 すれば、 歳出 を 減ら ■ 

して、 その 歳入の 範囲 内に おいて 予算 を 執行す るか、 別途 財源 調達の 手段 を 講じて、 決算 を 完結し な 

ければ ならない からで ある。 したがって、 予算と 決算との 相違 は、 結局 何 ほどかの 剰余 を 生ずる のが 

普通であって、 これ を 決算 上の 剰余金と 称する。 

0 昭和 二十 四 年度 予算 は、 歳入が 歳出に 超過して いた。 特別会計 において は、 歳入が 歳出 を 超過す る 会計 は 

いくら も ある。 保険 事業の 特別会計 では、 歳入が 歳出に 超過す るの が 普通の 例で ある。 こういう 場合に は、 

初めから 決算 上 剰余 を 予定して いる ことになる。 

決算 上の 剰余金 は、 これ を 歳計 剰余金と もい つて、 一 会計年度 における 収納 済の 歳入 額から 支出 済 

の 歳出 額 を 差し引いた 残額 をい う。 これ を 剰余金の 生じた 原因から 見るならば、 S 歳入 予算 を 超過し 

た 収納 済の 歳入 額、 すなわち 租税 等の 自然増収 や 予算に 見 積らなかった 予算外の 収納 済 歳入 額と、 S 

歳出 予算の 支出 済に ならなかった 部分、 つまり 繰越 額と 不用 額との 合計 額になる。 

この 決算 上の 剰余金 は、， 第 一 に は、 国庫 余裕 金と 区別し なければ ならない。 国庫 余裕 金と は、 一 会 

計 年度の 途中に おいて、 歳入の 収納が 歳出の 支出 を 超過して、 支払 元にお いて 生じた 一時の 余裕 金で 

ある。 これが、 年度 を 完結して 決算 上の 剰余金と なる かどう か は 別問題で ある。 つまり 大蔵省 証券 を 

発行して、 一時に 現金が できても、 それ は 国庫の 余裕 金で は ある けれども、 剰余金で はない。 国庫 余 
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裕金 は、 後に 歳出に 使われ、 あるいは 大蔵省 証券に よる ものである ならば、 後の 歳入に よって 弁済 レ 

なければ ならない ものである。 また、 第二に は、 決算 上の 剰余金 は、 純 剰余金と も 違う。 純 剰余金 

は、 国庫 剰余金と もい つてい る。 一般に 純 剰余金と は、 新たに 財源と して 使用し 得る 剰余金と いう 意 

味であって、 決算 上の 剰余金から 歳出 繰越の ための 財源 所要 額 を 差し引いた ものになる。 そして、 こ 

の 純 剰余金に は、 前年度 以前に 使用した 剰余金の 残額と、 当該 年度に 新しく 生じた 純 剰余金と が あ 

る。 この 当該 年度に 新しく 生じた 剰余金が、 財政 法 第 六条の いわゆる 剰余金と いう ことになる。 この 

関係 を 表示す ると、 次のようになる。 

酒 勢 欺- -{sisw ゆ M 疑 Hffws 卩露 fll» ゆ (画 » 酒^お) 

^灃诤 降 =fr せ jtufr 磨か 咏来^ ^s+f?ii 濯 かゆ 

0  B 剰余金 は、 あくまで 国庫の 計算 上の ものである。 それだけの 現金が 積み立てられて いるもの ではな 

い。 それだけの 金額が そのまま 国庫 余裕 金と なって いる こと もあろう が、 他の 会計に 繰替 使用され ている こ 

とも ある。 

^ 決算 上の 剰余に 対して、 決算 上の 不足 も ある。 一般会計 では 決算 上の 不足 はない が、 積立金 を 持って 

い る 特別会計 にお い て は、 毎 会計年度の 決算 上に お いて 決算 上 収納 済 額の 合計 額が 支出 済 額 等の 合計 額に 不 

足す る 場合の 額 を 決算 上の 不足と いい、 その 不足 額 は 積立金で 補足され る (資金 運用 部 特別会計 法 第 九条、 

厚生 保険 特別会計 法 第 九 条)。 

© 決箅 上の 利益 も、 決算 上の 剰余金と 異なる。 発生 主義の 計理 をす る 企業 特別会計 は、 財産の 増減 及、 5, 

異動に よって 損益 を 計算す る。 したがって 現金の 剰余で はない。 
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二 剰余金の 処分 

年度 締切の 結果と して 生じた いわゆる 決算 上の 剰余金の 処理に ついては、 これ をい かに 整理す るか. 

という 問題と、 これ を 実質的に はいかなる 財源に 充てる かとの 問題が ある。 財政 法 第 四十 一条で は、 

「毎 会計年度 において、 歳入歳出の 決算 上 剰余金 を 生じた とき は、 これ を その 翌年 度の 歳入に 繰り 入 

れる ものと する。」 とされて いる。 この 点 は 特別会計に おいても 大体 同様で あるが、 なかには 保険 事業 

の 特別会計の 如く、 これ を 積立金と して 別途 整理す る こと を 命じて いるもの も ある (厚生 保険 特別会計 一 

法 第 七 条* 第 八条、 森林 火災保険 特別会計 法 第三 条)。 

次に 翌年 度の 歳入に 繰り入れられた 決算 上の 剰余金の 使途に ついては、 財政 法 第六条 第一 項 は、 

「各 年度に おいて 歳入歳出の 決算 上 剰余 を 生じた 場合 は、 当該 剰余金の うち、 二分の 一 を 下らない 金 一 

額 は、 他の 法律に よる ものの 外、 これ を 剰余金 を 生じた 年度の 翌々 年度までに、 公債 又は 借入金の 償. 

還 財源に 充てな け 匕ば ならない。」 と 規定して いる。 そして 右の 場合に おける 決算 上の 剰余金の うち 

使用し 得べき 剰余金の 計算 は、 政令で 定められる (同条 第二 項)。 すなわち、 予算 決算 及び 会計 令 第 十 

九条 によって、 当該 年度に おいて、 新たに 生じた 剰余金から 

S 当該 年度 の 翌年 度 に 繰り越した 歳出 予算 の 財源に 充てる ベ き 金額 

g 当該 年度の 所得税、 法人税 及び 酒税の 収入 額 (歳入 決算 額) の それぞれ 百 分の 二十 八 • 五に 相. 

当す る 額の 合算 額が、 当該 年度の 所得税、 法人税 及び 酒税の 収入 見込 額 (歳入 予算 額) の それぞれ 

百 分の 二十^ • 五に 相当す る 金額の 合算 額と して 予算に 定められた 額 を こえる ときの 当該 超過額 


4  g さらに、 昭和 三十 二 年度から 昭和 三十 五 年度までの 特例と して (昭和 三十 二 年度から 昭和 三十 五 

年度までの 各 年度に おける 歳入歳出 決算 上の 剰余金の 計算の 臨時 特例に 関する 政令)、 当該 年度 

i の 前々 年度の 揮発油 税 の 収入 額 の 予算 額に 対し、 同年 度 の 揮発油 税 の 収入 額 の 決算 額が こえる と 

決， きの、 その 超過額 

章 を それぞれ 控除した 額で ある。 

第 歳出 予算の 繰越 額に ついて、 財源 を 留保す るの は 当然で ある。 所得税、 法人税 及び 酒税の それ ぞ t 

百 分の 二十 八 • 五の 金額 は、 地方 配付 税 として、 地方公共団体に 交付され る ことにな つてい るから、 

その 増収 額 は、 後の 年度に おいて 予算に 追加し なければ ならない 意味に おいて 使途 確定の ものである o 

- さらに、 道路 緊急 整備 法で は、 昭和 三十 三年 度から 五 力 年度 間、 揮発油 税の 収入 額 を 道路 整備 費の 財 

源に 充てる ことにな つてい る。 その 予算 額と 決算 額との 過不足の 調整 は、 前々 年度の 額で 行なう こと 

になって いるので、 増収 額 分 は、 剰余金の うちから 控除す る 仕組に している ので ある。 

以上 使途 確定 分の 財源 を 控除した 残額が 純 剰余金で あるが、 なお その なかには 前年度 以前にお い 

て 予算上 使用す る 計画に なって いるものが 含まれて いる。 政令 はこの こと を 規定して いないが、 使 弔 

し 得べき 乗 余 金 は、 これ を も 控除した ものである こと は 当然で ある。 そして、 その 額 を も 控除した も 

のが、 真に 使途 未定の 新規 剰余金で ある。 この 新規 剰余金の 二分の 一は、 その 翌々 年度までに 公債 又 

は 借入金の 償還に 充てられ るが、 残りの 二分の 一は 一般 財源と して 使用され る。 これ を 使用す る 時期 

は、 主計 簿 締切 後の 剰余金 計算が 確定した 後に する のが 普通で ある。 ただ 純 剰余金が 生ずる 見込みが 
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非常に 確実で ある 場合 は、 その 以前にお いて 使用しても 必ずしも 不当で あると はいえない。 しかし 

通常 は その 金額 確定 後の 翌年 度 (純 剰余金の 生じた 年度から すれば、 翌々 年度) の 予算 編成に 際し、 

歳入と して 計上 使用され るの が、 最近の 例で ある。 

註 B 他の 法律の 規定に よる ものの 外と は、 国債 整理 基金 特別会計 法 第二 条で、 前年度 首の 国債 総額の 万 分 

の 百 十六 相当 額 を、 国責 償還の 財源に 充てるべき こと を 規定して いるの を 指す ものである。 ただ 1- この 頻 

定は 別の 法律 を もって、 昭和 二十 八 年度から 三十 四 年度までの 各 年度に おいて は、 適用 を 停止され ている。 

^ 暫定予算 において は、 おおむね 歳出が 歳入 を 超過す る。 前年度 剰余金 を 歳入に 計上 すれば 多くの場合 

形式 上 収支が 合う が、 主計 簿 締切 前 は その 額 確定せ ずとの 建前から、 計上 しないの が 通例に なって いる。 ま 

た、 計上せ ずと も 事実 その 額の 現金 は 国庫 内に ある わけで あるから、 予算 実行 上 支障 はない。 

© たとえば、 昭和 三十 四 年度に 生じた 純 剰余金 は、 昭和 三十 六 年度の 予算に おいて 使用され るの が 例で 

ある。 しかし 昭和 十八 年度の 追加予算 において は、 昭和 十七 年度の 純 剰余金 見込 額 を 使った ことがあり、 ま 

た 昭和 二十 三年 度の 本予算 を 修正す るに 際し、 昭和 二十 二 年度の 純 剰余金の 見込 額 を 財源と して 使用した 例 

が ある。 なお、 公債 借入金の 償還に 充てる の は、 翌々 年度まで となって いるが、 一般 財源と して 使用す る 場 

合に は、 そのような 制限 はない。  - 
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第 一 節 特別 資金 の 意義 及び その 性質 

資金と いう ことば は、 ときに 財源と 同じような 意味に 解せられ るし、 ある いは 資本の 意味に も 解 

せられ、 また、 ときには 永久に 消費し ない 意思 を もって 保有す る 金銭と いう 意味に も 吏 用され る。 し 

かしながら、 財政 法 上、 特別 資金と いう 場合に は、 本来、 一 会計年度 内に 消費し 尽くす ことのない 意 

思 を もって 保有され る 金銭 をい う。 一 会計年度 内に 消費して しまう もの は、 一般の 歳入歳出 として 予 

算に 計上せられ るからで ある。 ただし、 ここに 金銭と はいっても、 その 状態が 常に 金銭で なければ な 

らな いという 意味で は 必ずしもな いので、 保有の 当初に 原則として 金銭で あると いう ことであって、 

ときには、 他の 財産に 変わって いる 場合 も あり 得る。 

財政 は 私 経済と 違って、 必要な 経費の 財源 は、 その 必要に 応じ、 随時 国民から 徴収すべき もので あつ 

て、 特定の 目的の ために 特に 資金 を 保有 するとい うこと は、 財政 本来の 目的に 反し、 原則として 認む 

べきで はない。 しかしながら、 国が 一定の 事業 を 経営す る 場合、 あるいは 特別の 理由が ある 場合に、 

特別な 資金 を 保有す る ことによって、 その 事業の 経営な り、 計画の 遂行が R 滑に できる 募 合 も ある。 
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この場合に は， 特別の 資金 を 保有す る こと は、 経済的で あるから、 例外的に これが 認められ ている。 

財政 法 第 四十 四条 で、 「国 は、 法律 を 以て 定める 場合に 限り、 特別の 資金 を 保有す る ことができる。」 

と 規定して いるの は、 このため である。 なお、 本条に 特別の 資金と はいって いるが、 「特別」 の 文字 

に 意味が あるので はなく、 一  般に 資金の 保有に ついて 法律の 根拠 を 必要と する ものである こと は、 財 

政 法 全体の 精神から いって、 当然の ことで ある。 

第二 節 特別 資金の 態 様 

資金 は、 その 性質から これ を S 消費 的 資金、 S 準備 的 資金、 § 資本 的 資金、 S 基本的 資金、 S 特殊 

の 資金の 五 種類と する ことができる。 

S 消費 的 資金 は、 支払に 充当す る ことによって、 逐次 消費す る こと を 目的と する ものである。 国 

債 整理 基金、 国有財産 特殊 整理 資金 は、 その 例で ある。 

S 準備 的 資金 は、 将来に おける 用途 又は 欠損の 補塡に 使用す る 目的 を もって 準備 せられる もので 

ある。 各種の 保険 特別会計 における 歳入歳出 決算 上の i 徐 金の 積立金、 造幣局 特別会計 における 

補助 貨幣 回収 準備資金 は、 その 例で ある。 

§ 資本 的 資金に は、 産業 投資 特別会計 における 投資 財源の 一部 を 補足す る 原資の 確保 を 図る ため 

の 資金 (同 特別会計 法 第三 条の 二)、 企業の 固定資産に 相当す る 資本 (企業 特別会計の 固定 資本、 用品 

資金) と、 主として 特別会計 における 事業 運営の ための 運転 資本 (外国為替 資金) と ある。 
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^ 基本的 資金 は、 資金 そのものの 消費 は、 絶対に これ を 許さず、 その 資金から 生ずる 収入の み を 

消費に 充てる もので、 普通、 これ を 基金と 称する。 現在 はこの ような 資金 は存 しないが、 かって 

教育 改善 及び 農村 振興 基金と い うような も の が あ つ た。 

S 特殊の 資金 は、 以上の 各種の 資金の いずれに も 属しない もの、 及び 以上の いずれ かの 性質 を 併 

有する ものである。 国税の 収納 金 を 整理す る 目的 を 持つ 国税 収納 金 整理 資金、 保管 運用の 目的 を 

持つ 資金 運用 部 資金、 損益 調整の 目的 を 持つ 食糧 管理 特別会計の 調整 資金、 運用 かつ 消費の 目的 

を 持 つ 大学 及び 学校 資金 等が これに 属しよう。 

資 余に は、 一般会計 所属の ものと 特別会計 所属の ものと が ある。 特別会計の 運営 上の 必要に 基づい 

て 設けられる 各種 保険 特別会計の 積立金 等 は、 本来の 特別会計 所属の 資金で あるが、 資金 を 運営す る 

ための 必要に 基づいて、 その 収支が 特別会計 になって いる 場合 は、 結果と しての 特別会計 所属と いう 

ことになる。 そして 資金 経理の 方法と して は、 資金 そのものの 受払 (異動) まで 特別会計で 経理して 

いるものと、 資金の 運用に 伴う 収支 だけ を 特別会計で 経理す る ものと 二種 類 ある。 国債 整理 資金 や 

国有財産 特殊 整理 資金 は 前者の 例で あり、 特別会計 積立金、 資金 運用 部 資金 等 は 後者の 例で ある。 

一般会計 所属 資金の 場合 は、 その 設置、 増額、 使用 (消費) だけ を 収入 支出に 立て、 資金の 受払ゃ 運 

用に 伴う 収支 は、 歳入歳出 外と して 取り扱う のが 例で ある。 

0  B 消費 的 資金の 場合 は、 資金の 受払を 収入 支出に 立てる。 準備 的 資金 や 運用 的 資金 は、 消費が 目的で な 

いから、 資金の 異動 は 収入 支出と せず、 運営に 伴う 収支 だけ を 特別会計で 経理す るの が 例で ある。 資金の 性 
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質 上、 資金の 異動 を 予算で 制約す る ことが 適当で ないから でも ある。 

^ 国有財産 特殊 整理 資金 特別会計に は、 今のところ (昭和 三十 四 年度 を 除き)、 歳入 だけで 歳出 はない。 

国の 一 般 会計 所属の 行政 財産で、 不用な もの を 処分して 得た 収入 を 庁舎 等の 整備の 財源に 充てる ことと なつ 

ており、 歳出で、 相当 額の 経費が 支出され るまで、 資金が 蓄積され て 行く ことになる。 

以上の 資金 は、 その 性質に 従って 使用 せられる ものであるが、 その 使用され ない 部分 又は 基本的 資 

金 は、 当然、 運用 利殖す る ことが 考えられる。 この 点に ついては、 各 特別会計 法 等に その 余裕 金 及び 

積立金 等 を 資金 運用 部に 預け入れて 運用す る 等、 利殖の 方法が 規定せられ ている。 

第三 節 一 般 会計 所属の 資金 

1 大学 及び 学校 資金 

大学 及び 学校 資金 は、 かって 旧 帝国 大学、 官立 大学、 学校 及び 図書館の 三 特別会計に 各々 属して い 

た 資金であって、 これ を 学校 特別会計が 承継し、 さらに、 学校 特別会計 を 昭和 二十 二 年限り 廃止した 

際 従来の 資金 制度の み を 残し、 一般会計に 所属 させた。 

この 資金 は、 他の 資金が 主として， 金銭の みから なる のに 反して、 特別会計 所属 時代、 政府より 交 

付し、 又は 他から 寄附 を 受けた 現金 及び 有価証券から 成り立つ ている。 

この 資金 設置の 根拠 法 は、 昭和 二十 二 年 法律 第 四十 二号であって、 昭和 二十 三年 政令 第 六十 号に よ 

つて 管理 運用され ている。 すなわち、 文部大臣が これ を 管理し、 資金に 属する 現金 は、 国債に 運用す 

る ことができ るし、 また、 現金と して 存 する 場合 は、 大蔵省 預金 部に 預け入れなければ ならない こと 
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になって いる。 また、 資金から 生ずす る 果実 は、 これ を 資金に 組み入れ なけれ ぱ ならない。 この 資金 

は、 s 大学 及び 学校の 創設 又は 整備に 必要な 経費、 及び s 動産、 船舶、 機械、 器具 及び 図書の 取得、 

修理 改造 又は 移設の ために 必要な 経費に、 予算の 定める ところに よっての み 使用す る ことができる。 

ただし、 特に 用途 を 指定され ている 大学 及び 学校 資金 を、 用途 以外の 経費に 使用す る 場合 は、 用途 指 

定 者の 同意 を 得なければ ならない ことにな つてい る。 

一一 特別 調達 資金 

特別 調達 資金 は、 日米 相互 協力 及び 安全保障条約に 基づいて 日本に 駐留す る アメリカ 軍、 国連軍 協定 

に 基づ い て 日本に 駐留す る 国連軍 及び 日米 相互 防衛 援助 協定に 基づ い て 日本に 駐在す る 軍事顧問団の 

需要に 応じて、 物 及び 役務 を 調達す るた めに 設けられた 特別の 資金で ある (特別 調達 資金 設置 令 第一条)。 

特別 調達 資金 は、 当初 ポツダム 政令に より、 昭和 二十 六 年 七月 設置され たもので ある。 これ は、 当 

時 わが国が 負担して いた 終戦 処理 費の 一部 (労務 費) を ドルで 支弁 を 受ける ことにな つたのに 伴って 

必要と なった ものである。 すなわち、 日本 政府と アメリカ合衆国 政府との 契約に 基づき、 米 駐留軍が 

国内で 需要す る 労務に ついて. は、 わが S において 調達 提供し、 後に その 対価の 支払 を 受ける という 立 

替 払の 形式 をと る ことにな つたのに 伴い、 その 処理 を 円滑にす るた めの 方式と して 設けられ たもので 

ある。 そして そのため、 当初の 運転資金 として、 昭和 二十 六 年度の 終戦 処理 費より 七十 五 億円 を 支出 

し、 資金に 繰り入れた。 

この 方式 は、 平和条約 発効 後 も そのまま 継続され ている。 また、 国連軍 (英連邦 軍〕 について は、 
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フ L ゆ 発効 後 も 土地 建物の 借料、 労務 費 を 自ら 調達す る 直接 方式 をと つたが、 民間との 摩擦が 多かった 

ヒぅ、 g 和 二 ト九年 五月より、 これ を 日本 政府 を 通ず る 間接 調達 方式に 改め、 特別 調達 資金 を 利用す 

る ことにな つた。 しかし、 規在 では 国連軍の 駐留が なくなつ たので、 これに 関する 経理 は 行なわれて 

いない。 なお、 合衆国 軍事顧問団の 需要に つい， て も、 これ を 利用す る途が 開かれて いるが、 実際に は 

実施に 至ってい ない。 

主 T 合衆国 軍に 提供す る 土 建物の 借料 は、 曰 米 相互 協力 及び 安全 保 棄約 第 六 条纖、 つく 施設 及び 区域 

並びに 日本 国に おける 合衆国 軍隊の 地位に 関する 協定 第二 十四 条 によって、 わが国の 負担と なって おり、 防 

S 支出 金で 直接 支弁され る。 

平和 回復 後の 労務 費 は、 旧 行政 協定 第二 十 五条に 基づいて 日本 政府が 交付す る 一. 定額の 交付金 (防衛 

分旦 金) と、 き 衆 国軍の 自らの 予算に よる 資金と を もって 支弁され る ことにな つていた が、 昭和 三十 五 年 六 

月 二十 三日 新 安全保障条約 及び これに 伴う 行政 協定の 改訂 批准に 伴い、 日本 政府 は、 いわゆる 防衛 分祖 金の 

負祖 をし ないで、 すべて 合衆国 政府 ひ負祖 となった。 

特別 調達 資金の 運営 方式 は、 労務に ついていえば、 軍 は 日本 政府に 対して、 労務の 種類、 人数 等に 

対する 需要 を 通知す る。 これに 基づいて、 日本 政府が 自らの 責任で 調達す るが、 その 経費 はもと より、 

関係 機関の 事務 費に 至る まで、 労務者 一人当たりの 単価に 割り 掛けた ものの 支払 を 受け、 後に 実績に 

^ 基づき 精算して いる。 国連軍の 土地 建物 借料に ついては、 当該 月 分 を、 その 前 月に 交付 を 受ける こと 

第 

になって いた。 

^ 特別 調達 資金 は、 ニ舷 会計 所属の 資金であって、 特別会計 ではない。 資金の 収支 は、 歳入歳出 外と 
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して 扱われ、 一般会計の 歳入歳出に 入れられて いない。 これ は 資金の 受払は 駐留軍に 対する 立替 のた 

めで あり、 かつ、 一定 額の 資金が 常に 回転す る 形態で、 消費され る もので はない ので、 財政 法 第二 条 

の いわゆる 収入 支出と みていな いので ある。 

特別 調達 資金 は、 内閣総理大臣が 管理し、 調達 庁が 運営す る。 調達に 関する 事務の 取扱に 要する 経 

費 は、 一般会計で 支弁す る。。 しかし、 その 経費 は 合衆国 軍から 資金に 支払われ、 さらに 資金から 一般 

会計に 繰り入れる ことにな つてい る。 

三 国税 収納 金 整理 資金 

国税 収納 金 整理 資金 は、 国税の 収納 金 を 過誤 納金 の 還付金 等 を 払 ぃ戾 した 実 額で 整理 収納す る こ と 

にす るた め、 昭和 二十 九 年に 設けられた。 国税の 収納 金 は、 一般会計 (入場税、 地方 道路 税、 特別と 

ん税 の三税 は、 交付 税 及び 譲与 税 配付 金 特別会計〕 の 収入になる。 それ は 税金 収納の つど、 収入と し 

て 整理せられ るべき ものであるが、 一方、 この 収入のう ちに は、 過誤 納で 納税者に 還付せ ねばならな 

いものが ある。 また、 災害の 被害者に 対して 租税の 減免 を 行なった とき は、 既納の 税金 を 別途 払い 戾 

さねば ならない。 理論 上 は 租税 収入 は 収入と し、 払 戾金は 別途 歳出に よって 還付す るの が 筋で あり、 

昭和 二十 八 年度まで は、， そのような 取扱いに していた。 しかし、 租税 収入 も 多額に のぼるに つれて 毎 

年の 払戾 金の 額 も 数十 億円に のぼり、 租税 払戾 金の 予算に 不足 を 生ずる ことが しばしば 起こった。 予 

備 費の 使用に よって 補 てんす る こと も 絶対 額の 大きさから して なかなか 容易で なく、 払戾が 遅れて 納 

税 者に 迷惑が かかる こと も 少なくなかった。 そこで 租税の 収入 は、 一たん この 資金に 組み入れ、 払 戻 
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金 を この 資金から 支払って、 実 額 を 歳入と して 整理す る ことにした ものである。 すなわち 仅入実 額と. 

して 確定す るまで は、 この 資金に おいて 歳入歳出 外と して 整理す る 仕組で ある。 なお、 この 資金から 

一般会計 (又は 交付 税 及び 譲与 税 配付 金 特別会計) への 歳入 組み入れ は、 毎月 概算 を もって 行な， A 

れ、 年度 末にお いて、 精算し 確定 的に 整理され る。 

四 経済 基盤 強化 資金 

経済 基盤 強化 資金 は、 昭和 三十 一年 度の 新規 剰余金の 一部 を 棚上げす る 目的 を もって、 昭和 三十 三 

年度に おいて 設置 きれた ものである (昭和 三十 三年 法律 第一 六 九 号、 経済 基盤 強化の ための 資金 及び 特別の 

法人の 基金に 関する 法律)。 すなわち、 四百 三十 六 億 三千 万円の 剰余金の うち、 輸出入 銀行に 対する 出資 

金 等 二百 十五 億円 を 控除した 残額 二百 二十 一 億 三千 万円 を 一 般 会計から 組み入れ てこの 資金が 設置 さ 

れた。 この 資金 は、 将来に おける わが国の 経済 基盤の 強化に 必要な 経費の 財源の 一部 を 確保す るた め 

とされ (同 法 第二 条)、 具体的に は、 道路の 整備、 港湾の 整備、 科学技術の 振興、 異常 災害の 復旧 又は 

産業 投資 特別会計へ の 繰 入に 要する 経費の 財源に 充てる 場合に 限り、 予算に 定める ところに より 吏 用 

する ことにな つてい る (同 法 第七条 )o そして、 この 資金 は、 資金 運用 部へ 預託 運用した 利子と も、 翌 

昭和 三十 四 年度に は、 全額 一般会計へ 繰り入れ 使用され た。 したがって、 この 資金 は、 事実上な くな 

つたわけ であるが、 法律 は 現存し、 必要に よって はいつ でも 設置し 得る 建前に なって いる。 

註 この 資金 は、 経済的に は、 昭和 三十 一年 度の 新規 剰余金の 一部 を、 昭和 三十 三年 度の 財源と して 使用す る 

ことなく 棚上げした ものであるが、 法律 的に 財政 法 第 四十 一条の 特例 を 設けた もので はない。 その 額 を 見合 

いにして、 一般会計から 繰 入 を 行なった に過ぎない。 
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第一 節 政府 関係 機関の 予算 制度 

一 政府 関係 機関の 意義 

政府 関係 機関と は、 形式的に いえば、 予算 及び 決算に ついて、 国の 予算 及び 決算の 例に 準じて、 国 

会の 審議 を 受けな けれ はならない ことにな つてい る 機関で ある。 具体的な 例 をと つてい えば、 日本 専 

売 公社、 日本 国有鉄道、 日本 電信 電話 公社の 三 公社、 日本 開発 銀行、 日本 輸出入 銀行の 二 銀行 並びに 

国民金融公庫、 住宅金融公庫、 農林 漁業 金融公庫、 中小企業 金融公庫 等の 八 公庫で ある。 

注 政府 関係 機関と しての 予算 制度 は、 昭和 二十 四 年度 以来の ことで ある。 かって は 各種 物資 配給 公団 (食糧 

配給 公団、 配 炭 公団 等)、 復興 金融 金庫、 証券 処理 調整 協議会、 持 株 整理 委員会、 閉鎖 機関 整理 委員会 等 も、 

政府 関係 機関であった。 

以上の 諸 機関 は、 かって は 国の 行政機関であった もの も あり、 いずれも 国の 別 動体と して 国に 近い 

公的な 事業 を 営んで いる。 しかし、 国の 直接の 機関で はない。 行政権の 主体で ある 国と は 離れて、 全 

く 別の 人格 を 有する 特殊の 法人で ある。 したがって、 これ 等 機関の 事業 活動 は、 国の 財政と は 切り離 

されて いるもの であるが、 その 特殊の 性格の ゆえに 予算 及び 決算に ついて、 国の 場合に 準じて これ を 
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国会に 提出し、 そ の 審議 を 受けなければ ならな いこと になって いる 

二 政府 関係 機関の 特色 

規在、 政府 関係 機関と 呼 ほれる ものに ついては、 資本の 全額が 政府より 出資され ている 特殊の 法人 

である ことと、 特定の 事業 を 営む こと を 認められた 公的 一機 関と いう 以外、 すべてに 共通した 特色 を 拳 

げる こと は 困難で ある。 ただ、 これらの 政府機関 を 類似した 性質に よって 分類して、 多少 特色 づける 

こと はでき る。 

まず 第一 は、 いわゆる 公社と 称せられる ものであって、 日本 専売 公社、 日本 国有鉄道 及び 日本 電信 

電話 公社の 三 機関が これに 属する。 いずれも、 かって は 特別会計で 経理され ていた 国営の 企業で あて 

たもの が？ この 組織に 改められた ものである。 これらの 公社 はいずれ も、 3 国が 全額 出資して いる 法 

人で あるう えに、 g 法律上 又は 事実上 独占 ともいうべき 事業 を 営む 企業で あり、 § その 職員の 労働 関 

係に つ いて は 公共企業体 等 労働 関係調 整 法が 適用され、 一 般の 労働 法規が 適用され ない ことにお い 

て、 共通の 特色 を 有して いる。 

次 は 日本 開発 銀行 及び 日本 輸出入 銀行の 二 銀行で あるが、 この 両行 はと もに、 銀行 法に いう 銀行で 

はない。 それぞれの 単行 法に よって 設置され た 全額 政府 出資の 特別法 人で ある。 長期 資金の 金融、 輸 

出入 又は 海外投資の 金融に ついて、. 民間 金融 を 補完し 又は 奨励す る こと を 目的と する。. 

第三に は、 公庫と 称せられる もので、 国民金融公庫、 住宅金融公庫、 農林 漁業 金融公庫、 中小企業 

金融 公章、 北海道 東北 開発 公庫、 公営企業 金融公庫、 中小企業 信用 保険 公庫 及び 医療 金融公庫の 八 公庫 
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である。 いずれも 全額 政府 出資の 特殊 金融機関 である ことにお いて は、 一一 銀行と 同様で あるが、 一 般の 

金融機関の 商業 的 採算で は、 融通 困難と する ような 特殊 分野に 対する 補完 的 金融 業務 を 目的と する。 

二 銀行 及び 八 公庫の 職員 は、 一般 民間 事業と 等しく、 その 労働 関係 は、 労働組合法、 労働 関係調 整 

法 等 一 般の 労働 法規に よって 規律され る 点が、 公社 職員と 異なる。 

0  B 証券 処理 調整 協議会、 持 株 整理 委員会、 閉鎖 機関 整理 委員会、 商船 管理 委員会 は、 かって 政府 関係 機. 

関で はあった が、 政府の 出資 関係はなかった。 一種の 行政機関であった。 

3： 日本 開発 銀行 法 第一条、 日本 開発 銀行 は、 長期 資金の 供給 を 行う ことにより 経済の 再建 及び 産業の 開 

発 を 促進し、 一般の 金融機関が 行う 金融 を 補完し、 又は 奨励す る こと を 目的と する。 

国民金融公庫 法 第一条、 国民金融公庫 は、 …… 銀行 その他 一般の 金融機関から 資金の 融通 を 受ける こと を 

困難と する 国民 大衆に 対して、 必要な 事業 資金の 供給 を 行う こと を 目的と する。 

® 第 十三 回国 会で 改正の 公共企業体 等 労働 関係 法に よって、 印刷、 造幣、 アル コ I ル 専売、 国有林 野 事. 

業、 郵政 事業の 国営企業の 現業 職員 は 一般職の 国家公務員 では あるが、 その 労働 関係に ついては、 国家 公務 

員 法の 適用 を はずして 同 法に よる ことと なり、 この 点、 公社 職員と 扱いが 等しくな つた。 ただ 管理職 員の み 

は 国家公務員法が 適用され ている。 

^ 公共企業体 は 公社 を 労働 関係から 見た 別名で ある。 公 i ハ 企業 体 等 労-働 関係調 整 法で 公共企業体 として 

指定して いるの が 三 公社で ある (同 法 第二 条)。 

政府 関係 機関 は、 いずれも 資本の 全額 を 政府が 出資して いる 特殊法人 であるが、 といって 全額 政府 

出資の 特殊法人 はすべ て 政府 関係 機関と される ので はない。 原子力 燃料 公社 は、 政府の 全額 出資で あ 

り、 かつ 公社と いう 名称 を 用いながら、 政府 関係 機関と して、 予算 を 国会に 提出す る こと を 要求され 

ていない。 同様の 意味に おいて、 日本道路公団、 国内 旅客 船 公団、 農地 開発 機， 械 公団、 森林 開発 公 面 
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等 も 政府 関係 機関で はない。 さらに、 日本銀行に は 少額の 民間 出資が あるが、 一国の 金融 政策 を 掌る. 

最も 公的 性格の 強い 特殊法人 である こと はいう まで もない。 また、 日本道路公団、 帝都 高速度 交通 営 

団に は、 政府 出資の ほかに、 地方公共団体の 出資が あるが、 この ゆえ を もって、 政府 関係との 間に 

おいて、 公的 性格に 大きな 差異 を 見出す こと は 因 難で ある。 しかも この 取扱 上の 違いが あるの は、 政 

府 関係 機関の 業務の 運営が、 特に 国の 財政政策と 密接な 関連 を 持って いる こと、 かつ その 業務の 規模 

等 は、 資金源 等から いって 国の 予算と 相関 連して 決める のが 適当で ある こと、 政府 全額 出資 以外の 法 

人の 財務 は、 行政 上の 監督に よって 行なって 十分で あり、 これ を 予算の 形に よって 国会が 行なう こと 

は 適当で ない ことと いった 理由の ほか、 この 制度 創設 以来の 沿革 的 事由に よる ものである。 

註 B 政府機関の 予算 を、 国会に 提出す る 制度が 創設され たの は、 昭和 二十 四 年度の 総合 均衡予算に おいて 

であった。 当時、 政府機関 とされた の は、 各種の 物資 配給 公団、 船舶 公団、 復興 金融公庫、 持 株 整理 委員会 

等の 行政 委員会で あり、 必ずしも 政府 出資の 法人と いう わけではなかった。 その後 間もなく これ 等の 諸 機関 

は 廃止されたが、 昭和 二十 五 年度より 日本 専売 公社と 日本 国有鉄道の 二 公社、 国民金融公庫 及び 住宅 金融 公 

庫の 二 公庫が 加わった。 さらに 昭和 二十 六 年度より は、 日本 開発 銀行と 日本 輸出入 銀行 (当時 は 日本 輸出 銀 

行) が 加わる とともに、 公庫の 予算 決算に 関する 法律が 制定され、 この 制度に 法的 基礎が 与えられる ことに 

なった。 日本 電信 電話 公社が 政府機関に なった の は、 昭和 二十 八 年度から である。 

^ 三 公社 は、 かって 国の 特別会計で 経理して いた 国営企業 を 改組した ものである。 日本 開発 銀行 は、 復 

興 金融 金庫の 業務 を 発展 的に 引き継いだ。 かって 国民金融公庫、 住宅金融公庫の 職員 は、 国家公務員 であつ 

た ことがある。 中小. 企業 金融公庫 は 日本 開発 銀行の 中小企業 金融 部門 を 引き継いで おり、 また、 農林 漁業 金 

融 公庫、 中小企業 信用 保険 公庫 も、 前身 は 国の 特別会計であった。 

© 国民金融公庫、 住宅金融公庫 及び 中小企業 金融公庫 は、 政府 以外から 借入金 をす る こと を 認められて 
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いない。 この 政府 貸付金 は、 国の 予算に 関係す る。 日本 開発 銀行、 日本 輸出入 銀行 及び 農林 漁業 金融公庫の 

資金 も、 大部分が 財政 資金で あり、 そのほかに、 外国の 銀行 その他の 金融機関より 外貨に よって 借入金が で. 

きる が、 この場合、 政府 は、 その 債務 を 保証しょう。 専売品の 価格、 鉄道 運賃、 電信 電話料 金が 国の 財政 政： 

策に よって 決められ るの も 当然であろう。 

第二 節 政府 関係 機関の 規制 

I 政府 関係 機関 設置の 目的 

国が 公的な 事業 を 経営す る 場合に、 政府 を 離れて 特別の 法人と いう 形態 を 認める の は、 その 組織 や 

運営に ついて、 行政機関 としての 制約 を 排除し、 事業 本位の 見地に 立って 経営 能率の 増進 を はかる こ 

とに ある。 国の 行政権 限 を もつ て 行なわなければ ならない 場合 は ともかく、 一  般の 民間 事業と 同 一 又 _ 

は 類似した 事業 を 経営す る 場合に おいて、 官庁と いう 形態が 不適当で ある こと はいう までない。 ま 

た、 一般 民間 事業に 委ねる こと は 不適当で、 本来、 国 自らが 行なうべき もので あっても、 行政 運営の 

方式で は、 十分 目的 を 達し 得ない 場合 も ある。 たとえば、 国の 官庁で あると、 その 組織 機構 等に つい 

て は、 行政 組織 法 その他の 制約が ある。 財務に ついては、 予算、 会計に ついて 統一的な 制度に よって 

規制 を 受ける。 計画性 や 正確 性と いった 点 は 尊ばれても、 事業 運営の 機動性 や 能率 性 は ある 程度 犠牲. 

にしなければ ならない。 さらに、 人事に ついても 国家公務員法の 制約の もとにお いて は、 知識 経験 等 

において その 事業に ふさわしい 人材 を 求める ことが 困難で ある こと も ある。 さらに、 業務の 運営の 実 
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際にお いても、 官庁で ある 以上、 何が しか、 政治的 影響 を 受ける こと を 避け 難いと いった 点 も ある 

そこで、 法律上 はもと より、 業務 上 も、 政府から 切り離された 別個の 機関と しての 地位 をお き、 純 事 

業 的 基礎に よって、 経営 を 行なわせる 必要が 起きる。 

いわゆる 特殊法人 (銀行、 会社) と は、 一般 私法の 規定に よらず、 特別の 法律に よって 設立され た 

法人で ある。 このような 法人 は、 特定の 目的 を もって 設立され、 一般 民間と は 違った 立場で 特定の 事 

業 を 営む こと を 法律に よって 認められる。 そして 政府 は、 かかる 公的な 法人に 対して、 資金 その他に 

ついて、 特別の 援助 をす る ことにし ている 「方、 組織 運営に ついても、 私法 人と 異なった 処理 を 要求 

する 等 各種の 監督 権 を 留保す るの が 通例で ある。 そして、 特殊法人 に対する 政府の 援助に はいろ いろ 

あるが、 資本の 交付、 すなわち 政府 出資 は その 典型的な ものである。 もちろん、 政府 出資の 程度 は そ 

の 法人の 性格に よる ことであって、 一概に は 決められない。 なかには 政府の 出資がなくて、 資金 援助 

のみに とどまって いるもの もな く はない。 しかし、 資本の 全額 を 国に おいて 出資す る 法人 は、 その 存 

立が 国の 意思に かかり、 国の 別 動体 ともいうべ きもので あり、 他の 特殊法人に 比して、 公的 色彩が 特 

に 濃い ものである ことほ 疑いない。 政府 関係 機関の 予算に ついて、 国に 準じた 特別の 制度 をと る 理由 

はこ こに ある。 

一王 X いわゆる 特殊法人の 名称 は 多種で ある。 公団 (日本 住宅 公団、 日本道路公団 等)、 金庫 (農林 金融 中 

央 金庫、 商工 組合 中央 金庫)、 会社 (電源開発 株式会社、 日本航空 株式会社 等)、 基金 (酪農 振興 基金、 社会 

保険 診療 報酬 支払 基金)、 協会 (日本放送協会、 日本 貿易 振興 協会、 日本 労働 協会 等) 等 いろいろの ものが 

ある。 
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^ 法律上 政府の 特別の 監督 を 受けて いる こと を もって、 特殊法人 とする こと はでき ない。 たとえば、 銀 

行 業、 信託業、 証券 業 等の 金融機関 は、 業務 運営 上 特別の 法律に よって、 政府の 監督 を 受けて いる。 しかし、 

この 監督 法 は、 銀行業、 信託業、 証券 業 を 営む 者 全体に 对 してであって、 個々 の 金融機関 を 特定して 律して 

い る もの ではない。 

© 日本放送協会、 愛知 用水 公団 等に は、 設立の 瞟 に は 政府 出資はなかった。 しかし、 その 資産 は 最終的 

. には囯 庫に 帰属す る ものである こと は 疑いない。 

H 政府 は、 一般 私人と 同じ 立場に おいて、 会社の 株式 を 所有す る こと は ある。 かって 財産税の 物納と し 

て 多数の 会社の 株式 を 取得した し、 また、 相続税の 物納と して 取得す る 場合 も ある。 

® 特殊法人 に対する 政府の 援助と して は、 出資 資金の 貸付、 債券の 引き受け、 債務の 保証、 補助金、 配 

当 補給 等が ある。 

二 政府 関係 機関の 業務 運営 

政府 関係 機関 は、 国の 別 動体と でもい うべき もので あり、 その 強い 公的 性格から して、 他の 特殊 法 

人より 一段とき びし. い 政府の 監督 を 受ける こと は 当然で ある。 しかし、 国の 行政機関 ではない から、 

その 業務の 運営 は、 自らの 責任に. おいて 行なわれ、 原則として 政府の 指示 を 受ける こと はない。 たと 

えば 組織 機構に ついては もとより、 人員の 定数、 配置 等に ついても、 また、 業務 処理の 方式に ついて 

も、 一 般 行政官 庁で あれば 受ける ような 拘束 は 全くない。 

さらに、 人事の 面から すれば、 政府 関係 機関の 職員 は、 原則として 国家公務員 ではない。 したがつ 

て 試験、 任用、 分限、 給与 等 一切の 点に ついて、 国家公務員法 による 制約 はない。 これに ついては、 

すべて 当該 機関が 自ら 決定し、 政府 は 原則として これに 干与し ない。 国家公務員の 場ん 口、 給与 は 法律 
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に基づいて 決められ ており、 法律に 基づかず して は 給与の 改訂 はでき ない。 職員 組合 は あるが、 団体 交 

渉 は 認められない。 争議行為 も 禁止され ている。 そして この 国家公務員の 地位 を 守る ために、 人事院 

は 勤務 分限 等に 関する 不利益 処分に つ い て 衡平 裁定 を 行なう。 また、 給与に つ い て 内閣 及び 国会に 勧告 

する 権限 を 持って いる。 ただ 「公社 職員の 給与 は、 生計費 並びに 国家公務員 及び 民間 事業の 従業員に お 

ける 給与 その他の 条件 を 考慮して 定めなければ ならない。」 (日本 専売 公社 法 第二 十 一条、 日本 国有鉄道 法 

第二 十八 条、 日本 電信 電話 公社 法 第三 十 条>  が、 それ は 法律でなくて 公社 自ら 定める 給与 準則に よる こと 

になって いる。 職員 は 争議 を 行なう こと は 禁止され るが、 労働条件の 改善に ついて 組合に よる 団体 交 

渉 は 認められる。 苦情 及び 紛争の 調整の ため 特別の 調停委員会、 仲裁 委員会が 設けられる。 これら は 

公共企業体 等 労働 関係調 整 法の 規定す ると ころで ある。 さらに 公庫 等になる と、 労働 攝係は 一 般私企 

業と 全く 同一 に 扱われる。 労働組合法、 労働基準法、 労働 関係調 整 法の 適用 を 受ける こと は、 前に も 

述べた。 

- 財務の 面から すれば、 政府 関係 機関 は、 国の 機関で は あるが、 国で はない から、 財政 法、 会計 法 等 

国の 財務 運営に 関する 法規 は、 原則として 適用され ない。 もちろん、 内部の 監督の 必要 上、 これに 準じ 

た 手続 を 定める のが 大概で あるが、 少なくとも 形式的に は 適用され ない。 したがって、 財政 法に 規定 

する 手続で 予算 決算 を 作成す る 必要 もな い し、 総計 予算 主義に 対する 例外で ある 債権 債務 の 相殺 も、 

法律の 基礎な くして、 認められる。 予算の 執行に ついて 支払 計画の 作成 もない し、 また、 国の 会計で 

は、 日本銀行が 支払 事務 を 行なう 原則 も、 政府機関の 場合 は、 原則として 自由で ある。 


第 十一 章 政府 関係 機関の 予算 制度 1 ぬ 


三 政府 関係 機関の 財務 上の 特色 

政府 関係 機関の 公的 性格 は、 第一に、 政府の 業務 監督 規定に 現われて いる。 たとえば、 役員の 任 

免、 業務 方法、 事業 計画、 資金 計画に 対する 認可 等で あるが、 これ 等 は 特殊法人に 大体 共通した こと 

である。 ただ 政府 関係 機関に ついては、 そのほかに、 特に 財務に ついて 類似 共通の 特色 を 持つ 諸 点が 

ある。 そして これらの 特色が、 予算 決算 を 通じて、 国会が 統制 を 行なう ことと している ゆえんでも あ 

ると 考えられる。 すなわち、 そのような 特色 を 挙げれば、 次の ような ものであろう。 

V  att- 免佘の 特典が 認められ ている こと (所得税 法 第三 条、 法人税 法 第二 条、 地方税 法 第 七 百 三十 四条 

等)。 . 

g 事業 資金の 調達に ついて、 政府が 責任 を 負い、 又は 政府が 干与す る 程度が 大きい こと (国民 金 

融 公庫 法 第一 一十 二 条のー 一等 政府からの 借入金の 規定、 日本 国有鉄道 法 第 四十 ニ条の 三等 債券の 政府 引受の 規 

定)。 

^ 事業の 損益 は、 最終的に は、 国庫に 帰属す る 仕組で ある こと。 したがって、 損益 計算 上 禾益カ 

あつたと き は 積み立て (日本 国有鉄道 法 第 四十 一 条、 日本 電信 電話 公社 法 第 六十 一 条)、 又は 国庫に 納付 

する ものと している こと (日本 専売 公社 法 第 四十 三条の 十三、 日本 開発 銀行 法 第三 十六 条、 日本 輸出入 銀 

行 法 第二 十八 条、 国民金融公庫 法 第二 十二 条 その他 各 公庫 法の 当該 規定)。 

S 事業の 料金、 物品の 価格 等の 改訂 は、 財政 法 第三 条の 規定に 準じて、 国会の 議決に 基づかねば 

なら ま c ことと している こと (日本 専売 公社 法 第 四十 三条の 二十 三、 日本 国有鉄道 法 第五 十 一条)。 
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註 B 政府 関係 機関で は、 損金 を 出した とき は、 後年 度に 繰り越し、 後の 利益で 補 てんす るの が 制度で あ 

る。 国と 人格 を 別にし、 独立 採算 を 建前と する 以上 当然で あるが、 この ことのた めに 国に 最終的 責任が 来な 

いものと 即断す る こと はでき ない。 また、 日本 専売 公社で は 価格の 統制 その他 国の 政策 上の 考慮に 基づき、 

専売品の 売 渡 価格が 原価より 低く 定められ ている 場合 は、 政府 は、 その 差額 を 補 てんす るた め 補給 金 を 交 

付す る ことができる としてい る (日本 専売 公社 法 第 四十 三条の 十二)。 国有鉄道の 運賃、 電信 電話料 金が 政 

策 的に コ スト を 割って 異常に 低位に 押えられた 場合 は、 原則的に 国が その 差額 を 補給すべき である。 

〇 財政 法 第三 条の 「租税 を 除く 外、 国が 国権に 基づいて 収納す る 課徴金 及び 法律上 及び 事実上 国の 独占 

に 属する 事業に おける 専売 価格 又は 事業 料金 について は、 法律 又は 国会の 議決に 基いて 定めなければ なら 

ない。」 との 規定 は、 形式的に は 公社に は 適用され ない (当初 制定の 際の 主 目的が、 煙草、 塩の 専売品の 価 

格、 鉄道 運賃、 電信 電話料 金に あつたに かかわらず)。 しかし、 同 趣旨の ことが 各 公社 法に 規定され ている。 

© 三 公社の 事業 料金、 物品の 価格 等の 改訂に ついて、 国会の 議決 を 求める 形式 は 法律で ある (製造た ば 

この 定価の 決定 又は 改訂に 関する 法律、 国有鉄道の 基本 運賃 率に 関する 法律、 公衆 電気 通信 法)。 

1； 現在、 財政 法 第三 条の 規定が 直接 適用され る 代表的な もの は、 郵便料金 である。 政府の 売買す る 主要 

食糧に ついては、 多少 疑問が あるが、 仮り に 適用 ありと しても、 財政 法 第三 条の 特例に 関する 法律 (昭和 二 

十三 年 法律 第二 十七 号) によって 除外され る。 

四 政府 関係 機関の 統制 

政府 関係 機関に 対する 統制 監督 は 如何なる 程度にまで 及ぶべき か。 その 統制 監督が あまり 細微に わ 

たって は、 これ を 設けた 趣旨 を 没却す る。 しかし 一方、 その 公共 的 性格から 考えて 一切 を 放任して し 

まう こと も 許されない であろう。 政府 関係 機関と は、 その 予算 決算 を 通じて、 政府 及び 国会が その 統 

制 監督 を 行なう ものの 謂で ある。 これにら 対して は、 他の 面より する 行政 監督が あり、 特に 予算 及び 
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決算の 面に ついて、 他の 特殊法人に は 見られない 統制 監督 を 行なう ことの 要 否 及び その 程度に ついて 

の 異論 も あり、 また、 必ずしも 制度が 固まって いると はいえない。 しかし、 現在の 政府 関係 機関 は、 

国の 会計と 密接な 関係 を 有し、 その 事業 活動 は、 国の 財政との 相互 関連に おいて 考えられなければ な 

ら ない 点が 多い こと は 事実で ある。 たとえば、 政府の 出資 はもと より、 起債 借入金、 事業 料金、 職員 

の 給与 問題 等す ベて 国の 財政 を 考慮せ ずして 単独に 決定す る こと を 得な いもので ある。 政府 関係 機関 

として、 特別の 予算 制度 をと るの は、 これ 等の 点に ついて、 国の 財政との 総合的 見地に 立って 統一 調 

整 を 行なうた めで ある。 

右の 点 は、 すでに アメリカ において、 政府 会社に 対する 財政 統制の 問題と して 議論の あつたと ころで 

ある。 アメリカ における いわゆる 政府 会社 (government  corporation) は、 わが国の 政府 関係 機関 特に 公 

社に とっての モデルと される。 米国に おける 政府 会社の 制度 は 二 ュ 1- 二 アイ— ル 以来 急速に 発達し、 

最近で は 八十 以上 あり、 金融、 保険、 価格統制、 交通、 住宅 建設、 資源 開発 その他の 分野に おいて 重 

要な 機能 を 営んで いる。 そして、 かかる 政府 会社に 対して は、 当初 は 国庫 歳出 を 必要と する T  •  V  • 

A  (テ ネシ I 溪谷 開発 局) を 除き、 政府の 財政 監督はなかった。 しかるに 近年に 至って 政府 会社 形 

態の 利用が 漸次 広範に なり、 その 組織 及び 活動が 複雑 化する に 伴って、 中央 財政 計画が 影響 を 受ける 

ようになり、 この 点、 何等かの 財政 統制 を 必要と する 事態が 痛感され るに 至り、 一九 四 五 年 十二月い 

わ ゆる 政府 会社 統制 法が 制定され るに 至った。 

この 法律 は、 政府 会社 をす ベて 予算 局の 統制 下にお くもので あるが、 特に 全額 出資の 政府 会社に つ 
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いて は、  . 

S 予算案に 対する 予算 局 及び 議会の 統制 

g 会社 資金の 預託、 債券の 発行 及び 国債の 売買に 対する 財務 省の 監督 

§ 会計検査院 による 収支の 監査 

の 三 点 を、 最少 限度 要求して いる。 幾多の 論議 を 経て 落着いた 結論で あるが、 大体に おいて、 わが国 

の 政府 関係 機関に ついても、 採られて いると ころで ある。 

0 政府 関係 機関 以外の 特殊法人の 財務の 監督に ついては、 大蔵大臣 は 主務大臣の 協議 を 受ける ことにし てい 

るの が 通例で ある。 なお、 会計検査院 は、 国が 資本金の 一部 を 出資して いる 法人の 会計 検査 を 行なう ことが 

できる ことにな つてい る (会計検査院 法 第二 十三 条)。 

第三 節 政府 関係 機関 予算の 特性 

. 政府 関係 機関の 予算 制度に ついては 統 一 的 法規が ある わけで ない。 公社 法 その他 それぞれの 基礎 法 

及び そ の 施行 法令で 定められ てい るが、. 特に 国民金融公庫 外 七 公庫に ついては 公庫の 予算 決算に 関す 

る 法律で 規定され ている。 

政府 関係 機関の 会計年度 は、 すべて 四月— 三月で、 国の 会計年度と 全く 等しい し、 予算 制度 も 国と 

大体 類似して いる。 ただ 国の 場合、 一般会計と 特別会計 とで 多少 取り扱いが 違うよう に、 形式 内容 等 

において、 多少の 差異 は ある。 そして それ は、 当該 機関に 対する 財政 統制の 必要の 程度、 幅に よる こ 
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とで ある。 その 主なる 相違点 を、 公社と 銀行 公庫と に 分けてみ ると、 次の ような ことにな ろう。 

一 公社 予算の 特性 

B 発生 主義 

公社 は 事業 の 経営 成績 及び 財政 状態 を 明らかにす るた め、 財産 の 増減 及び 異動 を そ の 発生 の 事実に 

基づいて 計理 する (日本 専売 公社 法 第三 十条、 日本 国有鉄道 法 第三 十八 条、 日本 電信 電話 公社 法 第三 十九 条)。 

したがって、 その 経理の 指針で ある 歳入歳出 予算 も 債権 債務の 発生 主義に よって 作成され る。 この 点 

は、 国の 企業 特別会計と 同様で ある。 

^ 予算の 弾力性 

公社の 予算に は 広範な 弾力性が 認められる。 日本 電信 電話 公社 法 第 四十 条は、 「公社の 予算に は 「そ 

第 の 事業 を 企業 的に 経営す る ことができる ように、 需要の 急激な 増加、 経済 事情の 変動 その他 予測す る 

ことができない 事態に 応ずる ことができる 弾力性 を 与える ものと する。」 と あるが、 この 趣旨 は、 日本 

専売 公社、 日本 国有鉄道 でも 同様で ある。 予算の 形式的 金額に よって 企業に おける 正常な 事業 量の 増 

加が 抑制され て はならない。 したがって、 公社 予算に はすべ て 収入 金 支弁の 制度が 認められ ている。 

さらに、 公社 予算に おいて は、 予算の 繰越 はすべ て 自由で ある。 予算の 流用 も 特に 予算 総則で 制限 

しない 限り 原則的に 自由で ある。 ， 

© 給与 総額の 計上 

公社 は、 その 役員 及び 職員に 対して 支給す る 給与に ついて、 給与 準則 を 定めなければ ならない。 こ 
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場合に おいて、 この 給与 準則 は、 これに 基づく 一  事業年度の 支出が 国会の 議決 を 経た 当該 年度の の予 

算 のなかで 定められた 給与の 総額 を 超える ものであって はならない ■ (日本 専売 公社 法 第 四十 三条の 二十 

一、 日本 国有鉄道 法 第 四十 四条、 日本 電信 電話 公社 法 第 七十 二 条)。 

公社の 労働 関係 は、 公共企業体 等 労働 関係調 整 法の 規律す ると ころで ある。 団体交渉に よってな さ 

れた 協定、 公共企業体 仲裁 委員会の 裁定 は、 公共企業体の 予算上 又は 資金 上 不可能な 資金の 支出 を 内 

容 とする ものであって は、 政府 は 拘束され ない (公共企業体 等 労働 関係調 整 法 第 十六 条)。 このような 協定 

又は 裁定 は 給与に 関する ことが 多い ので、 予算上 可能な 額 を 明らかにする 意味に おいて、 給与 総額が 

予算で 決められる。 

右の 点 は、 第 十三 回国 会に おける 改正 後、 企業 特別会計に ついても 同様に 扱われる ことにな つた。 

給与 総額の 制限 をお くことの 是非に ついては 議論が ある。 しかし、 公社 事業の 特殊性、 事業 料金 等と 

国民 負担との 関係、 国の 職員の 給与水準 等との 関係 上、 いまし ぱ らく 現状に よる ほか は あるまい。 

0  B 三 公社の 予箅 制度 は、 各 公社 法の 財務 会計の 章に 規定して いる。 法律の 先 後の 関係 も あり、 各々 で 多 

少 取扱いに 差異が あるが、 根本的に 三者 を 異にすべき 理由 は 乏しい。 アメリカの 政府 会社 統制 法の 如き 統一 

的な 公社 財務 法 は、 近い将来に 設けられるべき である。 

^ 公社の 予算 は、 予算 総則、 収入 支出 予算、 継続 費、 債務 負担 行為で 繰越 明 許 費がない。 

二 銀行 公庫の 予算の 特性 

二 特殊 銀行 八 公庫の 予算 は、 公社に 比べて はるかに 簡単で ある。 これら はすべ て 金融機関 である 

が、 その 金融機関 としての 事業 活動、 すなわち 貸付、 手形の 割引、 元利 金の 回収 等 は、 一切 予算の 内容 
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から はずされる。 いわゆる 営業 上の 経費と、 これ を 支弁す る 収入の 部分 だけが、 収入 支出 予算と して 計 

算 される。 業務 活動の 内容 及び 規模 を、 予算で 規制す る こと は 適当で ない と考えられるから である。 

公庫の 予算 決算に 関する 法律 (第 五条) によると、 予算 化すべき 収入 は、 貸付金の 利子 その他 資産の 運 

用に かかる 収入、 収入 保険料 (住宅金融公庫 及び 中小企業 信用 保険 公庫の 場合)、 出資に 対する 配当 

金 及び 債務 保証 料 (北海道 東北 開発 公庫の 場合)、 回収金 (中小企業 信用 保険 公庫の 場合) 並びに 附 

属 雑収入で あり、 予算 化すべき 支出 は、 借入金、 債券の 利子、 支払 保険金、 債務 保証に かかる 弁済 

金、 事務 取扱 費、 業務 委託 費 及び 附属 諸 費と されて いる。 同様の 規定 は、 日本 開発 銀行 法 (第二 十四 

条)、 日本 輸出入 銀行 法 (第二 十六 条) にも ある。 

銀行 公庫の 予算 は、 予算 総則と、 収入 支出 予算 だけで ある。 収入 支出 予算 は、 右に 述べた 内容で ある 

が、 予算 総則に は、 固定資産の 取得 金額の 限度額、 借入金の 借 入 限度額、 債券の 発行 限度額 その他 予 

算の 執行に 関する 事項 を かかげる (公庫の 予箅 及び 決算に 関する 法律 第 五条、 日本 開発 銀行 及び 日本 輸出入 銀 

行に ついては、 大蔵大臣の 定めた 形式に よる)。 

■ 註 営業 経費の み を 規制す る 収入 支出 予算 は 意味がない。 予算 書に 添附す る 事業 計画、 資金 計画 を 本体と すべ 

き だとい う 議論が あるが、 もっとも だと 思われる。 予算と いう 以上、 収入 支出がなければ ならない という 考 

え 方 は、 検討の 余地が あるが、 これ は 政府 関係 機関の 予箅 制度の 在り方に ついての 根本 問題で ある。 
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第 四 節 政府 関係 機関 予算 成立までの 手続 

一 予算の 作成 

政府 関係 機関の 予算の 作成に ついては、 曰 本 国有鉄道 及び 日本 電信 電話 公社と、 日本 専売 公社 及び 

銀行 公庫で 多少 異なる。 前 二 社に ついては、 各社に おいて は 毎 事業年度の 予算 を 作成し、 これに 当該 

事業年度の 事業 計画、 資金 計画 その他 予算の 参考と なる 事項 を 添えて 主務大臣に 提出す る。 主務大臣 

は、 これによ つて 大蔵大臣と 協議して 必要な 調整 を 行ない、 閣議の 決定 を 経る (日本 国有鉄道 法 第三 十 

九条の 1 一、 日本 電信 電話 公社 法 第 四十 一 条)。 日本 専売 公社 及び 銀行 公庫に つ いて は、 予算 及び 関係書類 は、 

主務大臣 を 経由し 又は 直接に 大蔵大臣に 提出され、 大蔵大臣 は 他に 協議す る ことなく、 自ら 調整 を 行 

ない 閣議の 決定 を 経る (日本 専売 公社 法 第三 十四 条のニ 及び 公庫 等の 予算 決算に 関する 法律 第 四条、 日本 開発 

銀行 法 第二 十四 条、 日本 輸出入 銀行 法 第二 十六 条)。 

政府 関係 機関と して、 国の 場合に 準じて、 予算 決算 を 扱う ことと する 以上、 両 公社に ついても、 大 

蔵 大臣が、 その 予算 調整 権 を 持つ のが 筋で ある。 政府 関係 機関の 予算 を、 国の 予算に 準じて 扱う の 

は、 国の 予算との 密接な 関係 を 考慮す るからで ある。 たとえば、 公社に 対する 建設 改良 資金 その他 国 

家 資金の 総合的 配分、 事業 料金 等の 決定と 物価 問題、 政府 職員 全体としての 給与水準の 問題 等 は、 大 

蔵 大臣の 予算 調整 権の 必要性 を 正当 付ける ものである。 二 公社に ついて、 運輸大臣 又は 郵政大臣が 調 

整す る ことにな つてい るの は 権衡 を 得た ものと はい われない。 ただし 実際 は、 大蔵大臣の 協議 を 要す 
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る ことから して、 大蔵大臣 は、 その 予算 を 査定し、 事実上、 調整 権 を 有する のと 同じ 立場に ある 

0  B 両 公社の このような 差異 を 生じた の は、 国会 修正に よる ものである。 その 以前 は、 大蔵大臣が 調整 権 を 

持って いた。 

^ アメリカ では、 政府 会社の 予算 は、 すべて 予算 局が 調整す る。 将来 統一 ある 公社 財務 法が 制定され る 

際 は、 あらためて 再検討 される ものであろう。 

二 予算の 提出 

政府 関係 機関の 予算 は、 国の 予算と ともに、 国会に 提出し なければ ならない。 これ は 各 政府 関係 機 

関に 通じた 原則で あり、 かつ、 国の 予算と ともに 提出す る ことにお いて 政府 関係 機関の 予算の 意味が 

ある (日本 専売 公社 法 第三 十四 条、 日本 国有鉄道 法 第三 十九 条、 日本 電信 電話 公社 法 第 四十 一条、 公庫の 予算 沬 

算 に関する 法律 第 四条、 日本 輸出入 銀行 法 第二 十六 条)。  . 

国の 予算 とともにと は、 国の 予算の 議案と 一緒にして、 かつ、 同時にとの 意味で ある。 具体的に 

は 一 般 会計 予算、 特別会計 予算と 一 緒に、 政府 関係 機関 予算と いう 形式で 一 括して 国会に 提出され 

る。 政府 関係 機関の 予算 は 国の 予算と 密接な 関連 を 有し、 全体 を 通じて 総合的 立場に 立って 審議 さ 

れ、 かつ、 一括して 処理 さるべき ものである 以上、 その 便宜に 資すべき であるから である。 

0  B 日本 開発 銀行 法に は、 国の 予算と ともに という 規定 はない が、 実情 は 変わりない。 

^ 国の 予算と ともに というの は、 本予算の 意味で ある こと は 当然で ある。 SJ の 予算で 補正予算が 出ない 

場合 は、 政府 関係 機関の 補正予算が 出せない と 解して はならない。 

® 政府 関係 機関 予算に ついては、 統一的 法規がない。 各 機関 ごとに 形式 も 違う が、 現行 はこれ を 一括 レ 

て、 政府 関係 機関 予算と 一括した 議案と し、 予算 総則の 如き 各 機関に 共通す る 規定 を 設けて いる。 
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^ アメリカ では、 政府 会社の 予算 は、 一般の 予算 書の 一部に なって いる。 すなわち、 大統領の 予箅教 it 

中 第二 部 見 積 明細 及び 附属 資料の 中で、 予算 及び 会計 法に 基づく 一般 官庁の 予算に 次いで、 政府 会社 統制 法 

に 基づく 予算が 附 せられ、 これ は 企業 様式で ある ことが 要求され ている。 

国の 予算と ともに 国会に 提出し なければ ならない とのこと は、 その 予算 は、 まず 先に、 衆議院に 提 

出される ことで あり、 当然 予算 委員会で 審議 を 受ける ことで あり、 かつ、 以後の 扱いが 国の 予算と 同 

じ 手続、 同じ 方法で 行なわれる こと を 期待して いる。 

一二 予算の 議決 

政府 関係 機関の 予算の 議決に 関して は、 国の 予算の 議決の 例に よるとす るの が、 各 機関 を 通じての 

原則で ある (日本 専売 公社 法 第三 十七 条、 日本 国有鉄道 法 第三 十九 条の 四、 日本 電信 電話 公社 法 第 四十 八条、 公 

庫の 予算 決算に 関する 法律 第 七条、 日本 開発 銀行 法 第二 十六 条、 日本 輸出入 銀行 法 第二 十八 条)。 

政府 関係 機関の 予算 は、 国の 一般会計、 特別会計の 予算と ともに、 一体と なって 予算 委員会に おい 

て 審議され、 かつ、 議決され る。 そして 議決の 効力 も 一切 国の 予算の 例に よるので あって、 参議院に. 

対する 衆議院の 優越性 も、 そのまま 適用され る ことになる。 

四 日本放送協会の 収支 予算 

日本放送協会 は 現在 政府 関係 機関で な い が、 収支 予算 を 国会に 提出す る 制度が ある。 

すなわち、 放送法に よると、 日本放送協会 は、 毎 事業年度の 収支 予算、 事業 計画 及び 資金 計画 を 作， 

成し、 郵政大臣に 提出す る。 郵政大臣 はこれ を 検討して 意見 を附 し、 内閣 を 経て 国会に 提出す る (同. 
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法 第三 十七 条第 一項 及び 第二 項)。 そして 大蔵大臣 は 日本放送協会の 予算の 調整 権 を 持たない し、 その 予 

算を 作成す る 権限 も 持たない。 内閣 を 通じて 国会へ 提出され る この 予算 は、 政府 関係 機関の 予算で は 

なく、 別個の 議案と して 提出され、 かつ、 その 審議 は 予算 委員会で なしに 郵政 委員会で 行なわれる。 

国会 は、 この 予算に 承認 を 与える だけで あり、 国 及び 政府 関係 機関の 予算の ように、 国会の 議決と し 

て 特別の 効力 を附 する もので ない。 ただ ラジオ 及び テレビジョンの 受信料の 月額 は、 国会が 収支 予 

算を 承認す る ことによって 定められる だけで あり (放送法 第三 十七 条第四 項)、 郵政大臣 はもと より、 日. 

本 放送 協会 は 国会に 対し 予算の 執行に ついて 単に 政治的な 責任 を 負う にと どまる。 なお、 承認の 議沬 

についても、 政府 関係 機関の ように、 国の 予算の 議決の 例に よるとの 規定が ないから、 法律、 予算、 

条約 以外の 議案の 議決と 同じく、 両院の 議決が 一致せ ず、 両院の 協議会 を 開いて 意見が 一致し なけれ 

ば、 成案 は 不成立になる。 

要するに、 日本放送協会の 収支 予算 は、 予算と して 取り扱われない。 したがって、 これに 対する 沬 

算 という こと もない。 日本放送協会 は、 毎 事業年度の 業務 報告書 を 作成し、 郵政大臣、 内閣 を 経由し 

て 国会に 提出す る (同 法 第三 十八 条)。 

第五 節 政府 関係 機関 予算の 執行 

政府 関係 機関 予算に ついては、 国の 予算の ように 配賦 という 行為 はない。 政府 は、 政府 関係 機関の 

予算が 国会で 議決され たと き は、 その 旨 を 当該 機関に 通知す る。 政府 関係 機関 は、 この 通知 を 受けた 
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後で な い と 予算 を 実施す る こ とがで きな い とする の が 通例で ある (日本 国有鉄道 法 第三 十九 条の五 等 )o 

政府 関係 機関の 執行に マいて は、 国の 予算の 執行の 場合と、 実際 上 大差ない。 ただ、 支払 計画に 相 

当す る ものと して、 四半期 ごとの 資金 計画 を 定める ことにな つてい る。 政府 関係 機関の 予算の 執行 载 

員に ついても、 予算 執行 職員 等の 責任に 関する 法律が 適用され る。 会計 事務に ついても、 会計 法の 適 

用 はない が、 別に 内部に おいて、 類似の 会計 規程 を 定めて いるの が 通例で ある。 国庫で はない ので、 

現金 事務 を 日本銀行が 扱う こと は 強制され ない が、 公社 は、 実際 上 大部分の 事務 を 日本銀行に 依存し 

ている。  . 

政府 関係 機関の 会計に ついては、 会計検査院が 検査す る。 内閣 は、 会計検査院の 検査 を 経た 決算 報 

告 書に 財務諸表 を附 し、 国の 決算と ともに、 国会に 提出す る。 その後に おける 扱い は、 国の 決算と 同 

様で ある。 
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